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(3) その他の主要な構造 

(ⅰ) 本発電用原子炉施設は，(1)耐震構造，(2)耐津波構

造に加え，以下の基本的方針のもとに安全設計を行う。 

a. 設計基準対象施設 

(a) 外部からの衝撃による損傷の防止 

1.1 安全設計の方針 

1.1.1 安全設計の基本方針 

1.1.1.4 外部からの衝撃 

【原子炉冷却系統施設（蒸気タービンを除く。）】 

（基本設計方針） 

第 1章 共通項目 

2. 自然現象 

2.3 外部からの衝撃による損傷の防止 

 
  

ロ(3)(i)a.(a)-①安全施設は，発電所敷地で想定され

る風（台風），竜巻，低温（凍結），降水，積雪，落雷，地

滑り，火山の影響，生物学的事象の自然現象ロ(3)(i) 

a.(a)-②が発生した場合において，自然現象そのものが

もたらす環境条件及びその結果として施設で生じ得る環

境条件においてもロ(3)(i)a.(a)-③安全機能を損なわな

い設計とする。 

 柏崎刈羽原子力発電所敷地で想定される自然現象（地

震及び津波を除く。）については，網羅的に抽出するため

に，柏崎刈羽原子力発電所敷地及びその周辺での発生実

績の有無に関わらず，国内外の基準や文献等に基づき事

象を収集し，洪水，風（台風），竜巻，低温（凍結），降

水，積雪，落雷，地滑り，火山の影響，生物学的事象，森

林火災等を考慮する。また，これらの自然現象について関

連して発生する自然現象も含める。これらの事象につい

て，海外の評価基準を考慮のうえ柏崎刈羽原子力発電所

及びその周辺での発生の可能性，安全施設への影響度，柏

崎刈羽原子力発電所敷地及びその周辺に到達するまでの

時間余裕及び影響の包絡性の観点から，発電用原子炉施

設に影響を与えるおそれがある事象として，風（台風），

竜巻，低温（凍結），降水，積雪，落雷，地滑り，火山の

影響，生物学的事象を選定する。 

 なお，森林火災の出火原因となるのは，たき火やタバコ

等の人為によるものが大半であることを考慮し，森林火

災については，人為によるもの（火災・爆発）として選定

する。 

安全施設は，これらの自然現象が発生した場合において，

自然現象そのものがもたらす環境条件及びその結果とし

て施設で生じ得る環境条件においても，安全機能を損な

わない設計とする。 

ロ(3)(i)a.(a)-①設計基準対象施設は，外部からの衝

撃のうち自然現象による損傷の防止において，発電所敷

地で想定される風（台風），竜巻，低温（凍結），降水，

積雪，落雷，地滑り，火山の影響及び生物学的事象の自

然現象（地震及び津波を除く。）又は地震及び津波を含

む自然現象の組合せロ(3)(i)a.(a)-②に遭遇した場合

において，自然現象そのものがもたらす環境条件及びそ

の結果として施設で生じ得る環境条件において，ロ

(3)(i)a.(a)-③その安全性を損なうおそれがある場合

は，防護措置，基礎地盤の改良その他，供用中における

運転管理等の運用上の適切な措置を講じる。 

＜中略＞ 

 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(i)a.(a)-①は，設置変更許可

申請書（本文（五号））のロ

(3)(i)a.(a)-①を全て含んで

おり，整合している。 

 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(i)a.(a)-②は，設置変更許可

申請書（本文（五号））のロ

(3)(i)a.(a)-②を全て含んで

おり，整合している。 

 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(i)a.(a)-③は，設置変更許可

申請書（本文（五号））のロ

(3)(i)a.(a)-③を具体的に記

載しており，整合している。 

 

  2.3.1 外部からの衝撃より防護すべき施設   

 ロ(3)(i)a.(a)-④上記に加え，重要安全施設は，科学

的技術的知見を踏まえ，当該重要安全施設に大きな影響

を及ぼすおそれがあると想定される自然現象により当該

重要安全施設に作用する衝撃及び設計基準事故時に生じ

るロ(3)(i)a.(a)-⑤応力について，それぞれの因果関係

及び時間的変化を考慮して適切に組み合わせる。 

 

 上記に加え，重要安全施設は，科学的技術的知見を踏ま

え，当該重要安全施設に大きな影響を及ぼすおそれがあ

ると想定される自然現象により，当該重要安全施設に作

用する衝撃及び設計基準事故時に生じる応力について，

それぞれの因果関係及び時間的変化を考慮し，適切に組

み合わせる。 

 

 設計基準対象施設が外部からの衝撃によりその安全

性を損なうことがないよう，外部からの衝撃より防護す

べき施設は，設計基準対象施設のうち，ロ(3)(i)a.(a)-

④a「発電用軽水型原子炉施設の安全機能の重要度分類

に関する審査指針」で規定されている安全重要度分類の

クラス１，クラス２及び安全評価上その機能に期待する

クラス３に属する構築物，系統及び機器とする。その上

設計及び工事の計画のロ(3) 

(i)a.(a)-④b の「外部事象防

護対象施設」は，設計及び工

事の計画のロ(3)(i)a.(a)-④

a であり，「安全重要度分類の

クラス１，クラス２及び安全

評価上その機能に期待するク
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で，安全重要度分類のクラス１，クラス２及び安全評価

上その機能に期待するクラス３に属する構築物，系統及

び機器に加え，それらを内包する建屋を外部事象から防

護する対象（以下「外部事象防護対象施設」という。）

とする。また，外部事象防護対象施設の防護設計につい

ては，外部からの衝撃により外部事象防護対象施設に波

及的影響を及ぼすおそれのある外部事象防護対象施設

以外の施設についても考慮する。さらに，重大事故等対

処設備についても，重大事故防止設備が，設計基準事故

対処設備並びに使用済燃料貯蔵槽（使用済燃料貯蔵プー

ル）の冷却設備及び注水設備（以下「設計基準事故対処

設備等」という。）の安全機能と同時に必要な機能が損

なわれることがないよう，外部からの衝撃より防護すべ

き施設に含める。 

＜中略＞ 

ラス３に属する構築物，系統

及び機器に加え，それらを内

包する建屋」を対象としてい

ることから，設置変更許可申

請書（本文（五号））のロ

(3)(i)a.(a)-④を全て含んで

おり，整合している。 

 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(i)a.(a)-⑤は，設置変更許可

申請書（本文（五号））のロ

(3)(i)a.(a)-⑤を詳細設計の

結果として記載しており，整

合している。 

  2.3.2 設計基準事故時及び重大事故等時に生じる荷重

との組合せ 

  

  
 科学的技術的知見を踏まえ，ロ(3)(i)a.(a)-④b 外部

事象防護対象施設及び重大事故等対処設備のうち，特に

自然現象（地震及び津波を除く。）の影響を受けやすく，

かつ，代替手段によってその機能の維持が困難である

か，又はその修復が著しく困難な構築物，系統及び機器

は，建屋内に設置すること，又は可搬型重大事故等対処

設備によるバックアップが可能となるように位置的分

散を考慮して可搬型重大事故等対処設備を複数保管す

ること等により，当該施設に大きな影響を及ぼすおそれ

があると想定される自然現象（地震及び津波を除く。）

により作用する衝撃が設計基準事故時及び重大事故等

時に生じるロ(3)(i)a.(a)-⑤荷重と重なり合わない設

計とする。 

 具体的には，建屋内に設置される外部事象防護対象

施設及び重大事故等対処設備については，建屋によっ

て自然現象（地震及び津波を除く。）の影響を防止する

ことにより，設計基準事故又は重大事故等が発生した

場合でも，自然現象（地震及び津波を除く。）による影

響を受けない設計とする。 
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 屋外に設置されている外部事象防護対象施設につい

ては，設計基準事故が発生した場合でも，機器の運転

圧力や温度等が変わらないため，設計基準事故時荷重

が発生するものではなく，自然現象（地震及び津波を

除く。）による衝撃と重なることはない。 

 屋外に設置される重大事故等対処設備について，竜

巻に対しては位置的分散を考慮した配置とするなど，

重大事故等が発生した場合でも，重大事故等時の荷重

と自然現象（地震及び津波を除く。）による衝撃を同時

に考慮する必要のない設計とする。 

 したがって，自然現象（地震及び津波を除く。）によ

る衝撃と設計基準事故又は重大事故等時の荷重は重な

ることのない設計とする。 

  2.3 外部からの衝撃による損傷の防止 

＜中略＞ 

  

 また，ロ(3)(i)a.(a)-⑥安全施設は，発電所敷地又は

その周辺において想定される火災・爆発（森林火災，近隣

工場等の火災・爆発，ロ(3)(i)a.(a)-⑦航空機落下火災

等），有毒ガス，船舶の衝突，電磁的障害の発電用原子炉

施設の安全性を損なわせる原因となるおそれがある事象

であって人為によるもの（故意によるものを除く。）に対

してロ(3)(i)a.(a)-⑧安全機能を損なわない設計とす

る。 

  

 柏崎刈羽原子力発電所敷地又はその周辺において想定

される発電用原子炉施設の安全性を損なわせる原因とな

るおそれがある事象であって人為によるもの（故意によ

るものを除く。）は，網羅的に抽出するために，柏崎刈羽

原子力発電所敷地及びその周辺での発生実績の有無に関

わらず，国内外の基準や文献等に基づき事象を収集し，飛

来物（航空機落下等），ダムの崩壊，爆発，近隣工場等の

火災，有毒ガス，船舶の衝突，電磁的障害等の事象を考慮

する。これらの事象について，海外の評価基準を考慮のう

え柏崎刈羽原子力発電所及びその周辺での発生可能性，

安全施設への影響度，柏崎刈羽原子力発電所敷地及びそ

の周辺に到達するまでの時間余裕及び影響の包絡性の観

点から，発電用原子炉施設に影響を与えるおそれがある

事象として，火災・爆発（森林火災，近隣工場等の火災・

爆発，航空機落下火災），有毒ガス，船舶の衝突，電磁的

障害を選定する。 

安全施設は，これらの発電用原子炉施設の安全性を損

なわせる原因となるおそれがある事象であって人為によ

るもの（故意によるものを除く。）に対して安全機能を損

なわない設計とする。 

  

 ロ(3)(i)a.(a)-⑥設計基準対象施設は，外部からの衝

撃のうち人為による損傷の防止において，発電所敷地又

はその周辺において想定される火災・爆発（森林火災，

近隣工場等の火災・爆発，ロ(3)(i)a.(a)-⑦航空機墜落

による火災），有毒ガス，船舶の衝突及び電磁的障害に

より発電用原子炉施設の安全性を損なわせる原因とな

るおそれがある事象であって人為によるもの（故意によ

るものを除く。）（以下「人為事象」という。）に対し

てロ(3)(i)a.(a)-⑧その安全性が損なわれないよう，防

護措置その他，対象とする発生源から一定の距離を置く

ことによる適切な措置を講じる。 

＜中略＞  

設計及び工事の計画のロ(3) 

(i)a.(a)-⑥は，設置変更許可

申請書（本文（五号））のロ

(3)(i)a.(a)-⑥を全て含んで

おり，整合している。 

 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(i)a.(a)-⑦は，設置変更許可

申請書（本文（五号））のロ

(3)(i)a.(a)-⑦と同義であ

り，整合している。 

 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(i)a.(a)-⑧は，設置変更許可

申請書（本文（五号））のロ

(3)(i)a.(a)-⑧を具体的に記

載しており，整合している。 

 

  2.3 外部からの衝撃による損傷の防止   
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＜中略＞ 

 ロ(3)(i)a.(a)-⑨自然現象及び発電所敷地又はその周

辺において想定される発電用原子炉施設の安全性を損な

わせる原因となるおそれがある事象であって人為による

ものの組み合わせについては，地震，津波，風（台風），

竜巻，低温（凍結），降水，積雪，落雷，地滑り，火山の

影響，生物学的事象，森林火災等を考慮する。事象が単独

で発生した場合の影響と比較して，複数の事象が重畳す

ることで影響が増長される組み合わせを特定し，その組

み合わせの影響に対しても安全機能を損なわない設計と

する。  

自然現象，人為事象の組み合わせについては，地震，津

波，風（台風），竜巻，低温（凍結），降水，積雪，落雷，

地滑り，火山の影響，生物学的事象，森林火災等を考慮す

る。事象が単独で発生した場合の影響と比較して，複数の

事象が重畳することで影響が増長される組み合わせを特

定し，その組み合わせの影響に対しても安全機能を損な

わない設計とする。  

 ロ(3)(i)a.(a)-⑨地震及び津波を含む自然現象の組

合せについて，火山については地震（年超過確率 10-2相

当地震動）と積雪，基準地震動Ｓｓについては積雪，基

準津波については弾性設計用地震動Ｓｄ－１と積雪の

荷重を，施設の形状及び配置に応じて考慮する。 

 組み合わせる主荷重と従荷重の規模は，基本的には主

荷重[設計基準規模]×従荷重[年超過確率 10-2 規模]の

組合せを想定する。 

 従荷重として組み合わせる地震，積雪深の大きさはそ

れぞれ年超過確率 10-2相当地震動，柏崎市における 1日

当たりの積雪量の年超過確率10-2規模の値84.3cmとし，

また，従荷重とは別に，ベース負荷として日最深積雪量

の平均値に当たる積雪量 31.1cm を考慮する。 

 設計基準対象施設は，外部からの衝撃のうち人為によ

る損傷の防止において，発電所敷地又はその周辺におい

て想定される火災・爆発（森林火災，近隣工場等の火災・

爆発，航空機墜落による火災），有毒ガス，船舶の衝突

及び電磁的障害により発電用原子炉施設の安全性を損

なわせる原因となるおそれがある事象であって人為に

よるもの（故意によるものを除く。）（以下「人為事象」

という。）に対してその安全性が損なわれないよう，防

護措置その他，対象とする発生源から一定の距離を置く

ことによる適切な措置を講じる。 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(i)a.(a)-⑨は，設計及び工事

の計画の「Ⅵ-1-1-3-1-1 発

電用原子炉施設に対する自然

現象等による損傷の防止に関

する基本方針」において「設

計上考慮する自然現象及び人

為事象」を整理した結果とし

て記載しており，設置変更許

可申請書（本文（五号））のロ

(3)(i)a.(a)-⑨を詳細設計の

結果として記載しており，整

合している。  

 

   想定される人為事象のうち，航空機の墜落について

は，防護設計の要否を判断する基準を超えないことを評

価して設置（変更）許可を受けている。設計及び工事計

画認可申請時に，設置（変更）許可申請時から，防護設

計の要否を判断する基準を超えるような航空路の変更

がないことを確認していることから，設計基準対象施設

に対して防護措置その他の適切な措置を講じる必要は

ない。 

 なお，定期的に航空路の変更状況を確認し，防護措置

の要否を判断することを保安規定に定めて管理する。 

 航空機の墜落及び爆発以外に起因する飛来物につい

ては，発電所周辺の社会環境からみて，発生源が設計基

準対象施設から一定の距離が確保されており，設計基準
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対象施設が安全性を損なうおそれがないため，防護措置

その他の適切な措置を講じる必要はない。 

 ここで，想定される自然現象及びロ(3)(i)a.(a)-⑩発

電所敷地又はその周辺において想定される発電用原子炉

施設の安全性を損なわせる原因となるおそれがある事象

であって人為によるものに対して，ロ(3)(i)a.(a)-⑪安

全施設が安全機能を損なわないために必要な安全施設以

外の施設又は設備等（重大事故等対処設備を含む。）への

措置を含める。  

 ここで，想定される自然現象及び発電用原子炉施設の

安全性を損なわせる原因となるおそれがある事象であっ

て人為によるもの（故意によるものを除く。）に対して，

安全施設が安全機能を損なわないために必要な安全施設

以外の施設又は設備等（重大事故等対処設備を含む。）へ

の措置を含める。  

 また，想定される自然現象（地震及び津波を除く。）

及びロ(3)(i)a.(a)-⑩人為事象に対する防護措置には，

ロ(3)(i)a.(a)-⑪設計基準対象施設が安全性を損なわ

ないために必要な設計基準対象施設以外の施設又は設

備等（重大事故等対処設備を含む。）への措置を含める。 

 重大事故等対処設備は，外部からの衝撃による損傷の

防止において，想定される自然現象（地震及び津波を除

く。）及び人為事象に対して，「5.1.2 多様性，位置的

分散等」及び「5.1.5 環境条件等」の基本設計方針に

基づき，必要な機能が損なわれることがないよう，防護

措置その他の適切な措置を講じる。 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(i)a.(a)-⑩は，設置変更許可

申請書（本文（五号））のロ

(3)(i)a.(a)-⑩と同義であ

り，整合している。 

 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(i)a.(a)-⑪は，設置変更許可

申請書（本文（五号））のロ

(3)(i)a.(a)-⑪を全て含んで

おり，整合している。 

  

   設計基準対象施設又は重大事故等対処設備に対して

講じる防護措置として設置する施設は，その設置状況並

びに防護する施設の耐震重要度分類及び重大事故等対

処施設の設備分類に応じた地震力に対し構造強度を確

保し，外部からの衝撃を考慮した設計とする。 

  

  2.3.3 設計方針 

 外部事象防護対象施設及び重大事故等対処設備は，以

下の自然現象（地震及び津波を除く。）及び人為事象に

係る設計方針に基づき設計する。人為事象のうち火災・

爆発（森林火災，近隣工場等の火災・爆発，航空機墜落

による火災）及び有毒ガスの設計方針については「(2)a. 

外部火災」の設計方針に基づき設計する。 

 なお，危険物を搭載した車両については，燃料輸送車

両の火災・爆発として近隣工場等の火災・爆発及び有毒

ガスの中で取り扱う。 
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(a-1) 風（台風） 1.10 発電用原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の

方針 

1.10.2 発電用原子炉設置変更許可申請（平成 25年 9 月

27 日申請）に係る実用発電用原子炉及びその附属施設の

位置，構造及び設備の基準に関する規則への適合 

（外部からの衝撃による損傷の防止） 

第六条  

適合のための設計方針 

1 について 

(1) 風（台風） 

(1) 自然現象 

c. 風（台風） 

  

 ロ(3)(i)a.(a-1)-①a 安全施設は，設計基準風速によ

る風荷重に対し，ロ(3)(i)a.(a-1)-②安全施設及び安全

施設を内包する区画の構造健全性の確保，若しくは，ロ

(3)(i)a.(a-1)-③風（台風）による損傷を考慮して，代替

設備により必要な機能を確保すること，安全上支障のな

い期間での修復等の対応，又は，それらを適切に組み合わ

せることで，ロ(3)(i)a.(a-1)-①b その安全機能を損な

わない設計とする。  

 安全施設は，発電用原子炉施設内において設計基準風

速（40.1m/s，地上高 10m，10 分間平均）の風が発生した

場合においても，安全機能を損なわない設計とする。 

 その上で，外部事象防護対象施設は，設計基準風速

（40.1m/s，地上高 10m，10 分間平均）の風荷重に対し機

械的強度を有することにより安全機能を損なわない設計

とする。 

 また，上記以外の安全施設については，風（台風）に対

して機能維持する，若しくは，風（台風）による損傷を考

慮して，代替設備により必要な機能を確保すること，安全

上支障のない期間での修復等の対応，又は，それらを適切

に組み合わせた設計とする。 

 なお，風（台風）に伴い発生する可能性のある飛来物に

よる影響については，竜巻影響評価において想定してい

る設計飛来物の影響に包絡される。  

 ロ(3)(i)a.(a-1)-①a 外部事象防護対象施設は，設計

基準風速による風荷重に対して，ロ(3)(i)a.(a-1)-②機

械的強度を有することにより，ロ(3)(i)a.(a-1)-①b 安

全機能を損なわない設計とする。 

 重大事故等対処設備は，建屋内への設置又は設計基準

事故対処設備等及び同じ機能を有する他の重大事故等

対処設備と位置的分散を図り設置するとともに，環境条

件等を考慮することにより，設計基準事故対処設備等の

安全機能と同時にその機能を損なわない設計とする。 

 

2.3.1 外部からの衝撃より防護すべき施設 

＜中略＞ 

 ロ(3)(i)a.(a-1)-①c 上記以外の設計基準対象施設

については，外部からの衝撃に対して機能を維持するこ

と若しくはロ(3)(i)a.(a-1)-③損傷を考慮して代替設

備により必要な機能を確保すること，安全上支障のない

期間での修復等の対応を行うこと又はそれらを適切に

組み合わせることにより，ロ(3)(i)a.(a-1)-①d その安

全性を損なわない設計とする。 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(i)a.(a-1)-①a 及びロ(3) 

(i)a.(a-1)-①c は，設置変更

許可申請書（本文（五号））の

ロ(3)(i)a.(a-1)-①a を全て

含んでおり，整合している。 

 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(i)a.(a-1)-①b 及びロ(3) 

(i)a.(a-1)-①d は，設置変更

許可申請書（本文（五号））の

ロ(3)(i)a.(a-1)-①b と同義

であり，整合している。 

 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(i)a.(a-1)-②は，設置変更許

可申請書（本文（五号））のロ

(3)(i)a.(a-1)-②を具体的に

記載しており，整合している。 

 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(i)a.(a-1)-③は，設置変更許

可申請書（本文（五号））のロ

(3)(i)a.(a-1)-③を全て含ん

でおり，整合している。 
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(a-2) 竜巻 1.8 外部からの衝撃による損傷の防止に関する基本方

針 

1.8.2 竜巻防護に関する基本方針 

1.8.2.1 設計方針 

(1) 竜巻に対する設計の基本方針 

2.3.3 設計方針 

(1) 自然現象 

a. 竜巻 

  

 ロ(3)(i)a.(a-2)-①安全施設は，ロ(3)(i)a.(a-2)-②

想定される竜巻が発生した場合においても，作用するロ

(3)(i)a.(a-2)-③設計荷重に対して，ロ(3)(i)a.(a-2)-

④その安全機能を損なわない設計とする。  

 安全施設が竜巻に対して，発電用原子炉施設の安全性

を確保するために必要な安全機能を損なわないよう，基

準竜巻，設計竜巻及び設計荷重を適切に設定し，以下の事

項に対して，対策を行い，建屋による防護，構造健全性の

維持，代替設備の確保等によって，安全機能を損なわない

設計とする。 

 また，安全施設は，設計荷重による波及的影響によっ

て，安全機能を損なわない設計とする。 

＜中略＞ 

 ロ(3)(i)a.(a-2)-①a 外部事象防護対象施設はロ(3) 

(i)a.(a-2)-②竜巻防護に係る設計時に，設置（変更）

許可を受けた最大風速 92m/s の竜巻（以下「設計竜巻」

という。）が発生した場合について竜巻より防護すべき

施設に作用するロ(3)(i)a.(a-2)-③a 荷重を設定し，ロ

(3)(i)a.(a-2)-④a 外部事象防護対象施設が安全機能

を損なわないよう，それぞれの施設の設置状況等を考慮

して影響評価を実施し，外部事象防護対象施設が安全機

能を損なうおそれがある場合は，影響に応じた防護措置

その他の適切な措置を講じる設計とする。 

 また，重大事故等対処設備は，建屋内への設置又は設

計基準事故対処設備等及び同じ機能を有する他の重大

事故等対処設備と位置的分散を図り設置することによ

り，設計基準事故対処設備等の安全機能と同時にその機

能を損なわない設計とする。 

 さらに，外部事象防護対象施設に機械的，機能的及び

二次的な波及的影響を及ぼす可能性がある施設の影響

について考慮した設計とする。 

 なお，定期的に新知見の確認を行い，新知見が得られ

た場合に評価を行うことを保安規定に定めて管理する。 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(i)a.(a-2)-①a 及びロ(3) 

(i)a.(a-2)-①b は，設置変更

許可申請書（本文（五号））の

ロ(3)(i)a.(a-2)-①を全て含

んでおり，整合している。 

 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(i)a.(a-2)-②は，設置変更許

可申請書（本文（五号））のロ

(3)(i)a.(a-2)-②と同義であ

り，整合している。 

 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(i)a.(a-2)-③a 及びロ(3) 

(i)a.(a-2)-③b は，設置変更

許可申請書（本文（五号））の

ロ(3)(i)a.(a-2)-③を具体的

に記載しており，整合してい

る。 

 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(i)a.(a-2)-④a 及びロ(3) 

(i)a.(a-2)-④b は，設置変更

許可申請書（本文（五号））の

ロ(3)(i)a.(a-2)-④を具体的

に記載しており，整合してい

る。 

 

  2.3.1 外部からの衝撃より防護すべき施設 

＜中略＞ 

 ロ(3)(i)a.(a-2)-①b 上記以外の設計基準対象施設

については，ロ(3)(i)a.(a-2)-③b 外部からの衝撃に対
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して機能を維持すること若しくは損傷を考慮して代替

設備により必要な機能を確保すること，安全上支障のな

い期間での修復等の対応を行うこと又はそれらを適切

に組み合わせることにより，ロ(3)(i)a.(a-2)-④b その

安全性を損なわない設計とする。 

  2.3.3 設計方針 

(1) 自然現象 

a. 竜巻 

(b) 竜巻に対する影響評価及び竜巻防護対策 

＜中略＞ 

  

 また，ロ(3)(i)a.(a-2)-⑤安全施設は，過去の竜巻被

害状況及びロ(3)(i)a.(a-2)-⑥プラント配置からロ

(3)(i)a.(a-2)-⑦想定される竜巻に随伴する事象に対し

て，ロ(3)(i)a.(a-2)-⑧安全機能を損なわない設計とす

る。  

 
 二次的な波及的影響である竜巻随伴事象を考慮する

施設は，過去の竜巻被害の状況及びロ(3)(i)a.(a-2)-⑥

発電所における施設の配置からロ(3)(i)a.(a-2)-⑦a

竜巻の随伴事象として想定される火災，溢水及び外部電

源喪失による影響を考慮し，竜巻の随伴事象に対する影

響評価を実施し，ロ(3)(i)a.(a-2)-⑤a 外部事象防護対

象施設にロ(3)(i)a.(a-2)-⑧a 竜巻による随伴事象の

影響を及ぼさない設計とする。 

 竜巻随伴による火災に対しては，火災による損傷の防

止における想定に包絡される設計とする。また，竜巻随

伴による溢水に対しては，溢水による損傷の防止におけ

る溢水量の想定に包絡される設計とする。さらに，竜巻

随伴による外部電源喪失に対しては，非常用ディーゼル

発電機による電源供給が可能な設計とする。 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(i)a.(a-2)-⑤a 及びロ(3) 

(i)a.(a-2)-⑤b は，設置変更

許可申請書（本文（五号））の

ロ(3)(i)a.(a-2)-⑤を全て含

んでおり，整合している。 

 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(i)a.(a-2)-⑥は，設置変更許

可申請書（本文（五号））のロ

(3)(i)a.(a-2)-⑥と同義であ

り，整合している。 

 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(i)a.(a-2)-⑦a 及びロ(3) 

(i)a.(a-2)-⑦b は，設置変更

許可申請書（本文（五号））の

ロ(3)(i)a.(a-2)-⑦を具体的

に記載しており，整合してい

る。 

 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(i)a.(a-2)-⑧a 及びロ(3) 

(i)a.(a-2)-⑧b は，設置変更

許可申請書（本文（五号））の

ロ(3)(i)a.(a-2)-⑧につい

て，竜巻随伴事象に対して影
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響を及ぼさないことを記載し

ており，整合している。 

  2.3.1 外部からの衝撃より防護すべき施設 

＜中略＞ 

 ロ(3)(i)a.(a-2)-⑤b 上記以外の設計基準対象施設

については，ロ(3)(i)a.(a-2)-⑦b 外部からの衝撃に対

して機能を維持すること若しくは損傷を考慮して代替

設備により必要な機能を確保すること，安全上支障のな

い期間での修復等の対応を行うこと又はそれらを適切

に組み合わせることにより，ロ(3)(i)a.(a-2)-⑧b その

安全性を損なわない設計とする。 

  

 1.10 発電用原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の

方針 

1.10.2 発電用原子炉設置変更許可申請（平成 25年 9 月

27 日申請）に係る実用発電用原子炉及びその附属施設の

位置，構造及び設備の基準に関する規則への適合 

（外部からの衝撃による損傷の防止） 

第六条  

適合のための設計方針 

1 について 

(2) 竜巻 

 

 

 

 

 

 

 

2.3.3 設計方針 

(1) 自然現象 

a. 竜巻 

  

 ロ(3)(i)a.(a-2)-⑨竜巻に対する防護設計を行うため

の設計竜巻の最大風速は，92m/s とし，  

 安全施設は，設計竜巻の最大風速 92m/s の竜巻による

風圧力による荷重，気圧差による荷重及び飛来物の衝撃

荷重を組み合わせた荷重等に対し安全機能を損なわない

設計とする。 

＜中略＞ 

 外部事象防護対象施設はロ(3)(i)a.(a-2)-⑨竜巻防

護に係る設計時に，設置（変更）許可を受けた最大風速

92m/s の竜巻（以下「設計竜巻」という。）が発生した

場合について竜巻より防護すべき施設に作用する荷重

を設定し，外部事象防護対象施設が安全機能を損なわな

いよう，それぞれの施設の設置状況等を考慮して影響評

価を実施し，外部事象防護対象施設が安全機能を損なう

おそれがある場合は，影響に応じた防護措置その他の適

切な措置を講じる設計とする。 

＜中略＞ 

 

 

 

 

  

設計及び工事の計画のロ(3) 

(i)a.(a-2)-⑨は，設置変更許

可申請書（本文（五号））のロ

(3)(i)a.(a-2)-⑨と同義であ

り，整合している。  
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 1.8 外部からの衝撃による損傷の防止に関する基本方

針 

1.8.2 竜巻防護に関する基本方針 

1.8.2.1 設計方針 

   

 (1) 竜巻に対する設計の基本方針 (a) 影響評価における荷重の設定   

 ロ(3)(i)a.(a-2)-⑩設計荷重は，設計竜巻による風圧

力による荷重，気圧差による荷重及び飛来物が安全施設

に衝突する際の衝撃荷重を組み合わせた設計竜巻荷重並

びに安全施設に常時作用する荷重，運転時荷重及びその

他竜巻以外の自然現象による荷重等を適切に組み合わせ

たものとして設定する。 

b. 設計竜巻による風圧力による荷重，気圧差による荷

重及び設計飛来物による衝撃荷重を組み合わせた設計竜

巻荷重並びにその他の組み合わせ荷重（常時作用してい

る荷重，運転時荷重，竜巻以外の自然現象による荷重及び

設計基準事故時荷重）を適切に組み合わせた設計荷重 

＜中略＞ 

 ロ(3)(i)a.(a-2)-⑩構造強度評価においては，風圧力

による荷重，気圧差による荷重及び飛来物の衝撃荷重を

組み合わせた設計竜巻荷重並びに竜巻以外の荷重を適

切に組み合わせた設計荷重を設定する。 

 風圧力による荷重及び気圧差による荷重としては，設

計竜巻の特性値に基づいて設定する。 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(i)a.(a-2)-⑩は，設置変更許

可申請書（本文（五号））のロ

(3)(i)a.(a-2)-⑩を詳細設計

の結果として記載しており，

整合している。 

  

 ロ(3)(i)a.(a-2)-⑪安全施設の安全機能を損なわない

ようにするため，安全施設に影響を及ぼす飛来物の発生

防止対策を実施するとともに， 

 外部事象防護対象施設の安全機能を損なわないように

するため，外部事象防護対象施設に影響を及ぼす飛来物

の発生防止対策を実施するとともに，作用する設計荷重

に対する外部事象防護対象施設の構造健全性の維持，外

部事象防護対象施設を内包する区画の構造健全性の確

保，若しくは，飛来物による損傷を考慮して，代替設備に

より必要な機能を確保すること，安全上支障のない期間

での修復等の対応，又は，それらを適切に組み合わせた設

計とする。 

＜中略＞ 

 飛来物の衝撃荷重としては，ロ(3)(i)a.(a-2)-⑪設置

（変更）許可を受けた設計飛来物である鋼製足場板（長

さ 4m×幅 0.25m×奥行き 0.04m，質量 14kg，飛来時の水

平速度 55m/s，飛来時の鉛直速度 18m/s）及び足場パイ

プ（長さ 4m×幅 0.05m×奥行き 0.05m，質量 11kg，飛来

時の水平速度 42m/s ，飛来時の鉛直速度 38m/s）よりも

運動エネルギ又は貫通力が大きな重大事故等対処設備，

資機材等は設置場所及び障害物の有無を考慮し，固縛，

固定又は外部事象防護対象施設等からの離隔を実施す

ること，並びに車両については構内管理及び退避を実施

することにより飛来物とならない措置を講じることか

ら，設計飛来物が衝突する場合の荷重を設定することを

基本とする。さらに，設計飛来物に加えて，竜巻の影響

を考慮する施設の設置状況その他環境状況を考慮し，評

価に用いる飛来物の衝突による荷重を設定する。  

設計及び工事の計画のロ(3) 

(i)a.(a-2)-⑪は，設置変更許

可申請書（本文（五号））のロ

(3)(i)a.(a-2)-⑪を具体的に

記載しており，整合している。 

  

  

   なお，飛来した場合の運動エネルギ又は貫通力が設計

飛来物である足場パイプ及び鋼製足場板よりも大きな

重大事故等対処設備，資機材等については，その保管場

所，設置場所及び障害物の有無を考慮し，外部事象防護

対象施設及び飛来物の衝突により外部事象防護対象施

設の安全機能を損なわないよう防護措置として設置す

る施設（以下「防護対策施設」という。）に衝突し，外

部事象防護対象施設の機能に影響を及ぼす可能性があ

る場合には，固縛，固定又は外部事象防護対象施設等か

らの離隔によって浮き上がり又は横滑りにより外部事
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象防護対象施設の機能に影響を及ぼすような飛来物と

ならない設計とする。 

 重大事故等対処設備，資機材等の固縛，固定又は外部

事象防護対象施設からの離隔を実施すること，並びに車

両については構内管理及び退避を実施することを保安

規定に定めて管理する。 

  (b) 竜巻に対する影響評価及び竜巻防護対策   

 ロ(3)(i)a.(a-2)-⑫a 作用する設計荷重に対する安全

施設及び安全施設を内包する区画の構造健全性の確保，

若しくは，ロ(3)(i)a.(a-2)-⑬飛来物による損傷を考慮

して，代替設備により必要な機能を確保すること，安全上

支障のない期間での修復等の対応，又は，それらを適切に

組み合わせることで，そのロ(3)(i)a.(a-2)-⑫b 安全機

能を損なわない設計とする。  

 
 ロ(3)(i)a.(a-2)-⑫a 屋外の外部事象防護対象施設

（建屋を除く。）は，安全機能を損なわないよう，設計

荷重に対して外部事象防護対象施設の構造強度評価を

実施し，要求される機能を維持する設計とすることを基

本とする。 

 ロ(3)(i)a.(a-2)-⑫b 外部事象防護対象施設及び重

大事故等対処設備を内包する施設については，設計荷重

に対する構造強度評価を実施し，内包する外部事象防護

対象施設及び重大事故等対処設備の機能を損なわない

よう，飛来物が，内包する外部事象防護対象施設及び重

大事故等対処設備に衝突することを防止可能な設計と

することを基本とする。 

 飛来物が，内包する外部事象防護対象施設及び重大事

故等対処設備に衝突し，その機能を損なうおそれがある

場合には，防護措置その他の適切な措置を講じる設計と

する。 

 ロ(3)(i)a.(a-2)-⑫c 屋内の外部事象防護対象施設

については，設計荷重に対して安全機能を損なわないよ

う，外部事象防護対象施設を内包する施設により防護す

る設計とすることを基本とし，外気と繋がっているロ

(3)(i)a.(a-2)-⑫d 屋内の外部事象防護対象施設及び

建屋等による飛来物の防護が期待できない屋内の外部

事象防護対象施設は，加わるおそれがある設計荷重に対

して外部事象防護対象施設の構造強度評価を実施し，安

全機能を損なわないよう，要求される機能を維持する設

計とすることを基本とする。 

 外部事象防護対象施設の安全機能を損なうおそれが

ある場合には，防護措置その他の適切な措置を講じる設

計とする。 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(i)a.(a-2)-⑫a～ロ(3)(i) 

a.(a-2)-⑫e は，設置変更許

可申請書（本文（五号））のロ

(3)(i)a.(a-2)-⑫ a 及びロ

(3)(i)a.(a-2)-⑫b を具体的

に記載しており，整合してい

る。 

 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(i)a.(a-2)-⑬は，設置変更許

可申請書（本文（五号））のロ

(3)(i)a.(a-2)-⑬を全て含ん

でおり，整合している。  
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 屋外の重大事故等対処設備は，竜巻による風圧力によ

る荷重に対し，設計基準事故対処設備等及び同じ機能を

有する他の重大事故等対処設備と位置的分散を考慮し

た配置とすることにより，重大事故等に対処するために

必要な機能を有効に発揮する設計とする。 

 また，飛来した場合の運動エネルギ又は貫通力が設計

飛来物よりも大きな屋外の重大事故等対処設備は，その

保管場所及び設置場所を考慮し，外部事象防護対象施設

及び防護対策施設に衝突し，外部事象防護対象施設の機

能に影響を及ぼす可能性がある場合には，浮き上がり又

は横滑りを拘束することにより，飛来物とならない設計

とする。ただし，浮き上がり又は横滑りを拘束する車両

等の重大事故等対処設備のうち，地震時の移動等を考慮

して地震後の機能を維持する設備は，重大事故等に対処

するために必要な機能を損なわないよう，たるみを有す

る固縛で拘束する。 

 なお，たるみを有する固縛のうち，設計竜巻の風圧力

に対し機能維持が困難な固縛については，竜巻襲来のお

それがある場合に固縛のたるみを巻き取ることで拘束

する。 

 たるみを巻き取る運用については，保安規定に定めて

管理する。 

 屋内の重大事故等対処設備は，竜巻による風圧力によ

る荷重に対し，設計基準事故対処設備等の安全機能と同

時に重大事故等に対処するために必要な機能を損なわ

ないよう，重大事故等対処設備を内包する施設により防

護する設計とすることを基本とする。 

 防護措置として設置する防護対策施設としては，竜巻

防護ネット（防護ネット（硬鋼線材：線径φ4mm，網目

寸法 83mm×130mm）及び架構により構成する。），竜巻防

護フード（防護鋼板（ステンレス鋼：板厚 17mm 以上）

及び架構又は防護壁（鉄筋コンクリート：厚さ 21cm 以

上）により構成する。），竜巻防護扉（ステンレス鋼：板

厚 17mm 以上）及び竜巻防護鋼板（防護鋼板（炭素鋼：

板厚 17mm 以上又はステンレス鋼：板厚 9mm 以上）及び

架構により構成する。）を設置し，内包する外部事象防

護対象施設の機能を損なわないよう，外部事象防護対象
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施設の機能喪失に至る可能性のある飛来物が外部事象

防護対象施設に衝突することを防止する設計とする。 

 防護対策施設は，地震時において外部事象防護対象施

設に波及的影響を及ぼさない設計とする。 

 また，外部事象防護対象施設は，設計荷重により，機

械的，機能的及び二次的な波及的影響により機能を損な

わない設計とする。 

 外部事象防護対象施設に対して，重大事故等対処設備

を含めて機械的な影響を及ぼす可能性がある施設は，設

計荷重に対し，当該施設の倒壊，損壊等により外部事象

防護対象施設に損傷を与えない設計とする。 

 当該施設が機能喪失に陥った場合に外部事象防護対

象施設も機能喪失させる機能的影響を及ぼす可能性が

ある施設は，設計荷重に対し，必要な機能を維持する設

計とすることを基本とする。 

＜中略＞ 

2.3.1 外部からの衝撃より防護すべき施設 

＜中略＞ 

 ロ(3)(i)a.(a-2)-⑫e 上記以外の設計基準対象施設

については，外部からの衝撃に対して機能を維持するこ

と若しくはロ(3)(i)a.(a-2)-⑬損傷を考慮して代替設

備により必要な機能を確保すること，安全上支障のない

期間での修復等の対応を行うこと又はそれらを適切に

組み合わせることにより，その安全性を損なわない設計

とする。 

 (5) 設計飛来物の設定 

＜中略＞ 

2.3.3 設計方針 

(1) 自然現象 

a. 竜巻 

(a) 影響評価における荷重の設定 

＜中略＞ 

  

 ロ(3)(i)a.(a-2)-⑭飛来物の発生防止対策として，飛

来物となる可能性のあるもののうち，資機材，車両等につ

いては飛来した場合の運動エネルギ又は貫通力が設定す

る設計飛来物より大きなものに対し，それぞれ固縛，固定

又は防護すべき施設からの離隔対策を実施する。  

 設計飛来物は，浮き上がりの有無，運動エネルギ，貫通

力の大きさから，鋼製材，角型鋼管（大），足場パイプ及

び鋼製足場板を選定する。 

＜中略＞ 

 飛来物の発生防止対策については，現地調査により抽

出した飛来物や持ち込まれる物品の寸法，質量及び形状

から飛来の有無を判断し，運動エネルギ，貫通力を考慮し

 飛来物の衝撃荷重としては，ロ(3)(i)a.(a-2)-⑭設置

（変更）許可を受けた設計飛来物である鋼製足場板（長

さ 4m×幅 0.25m×奥行き 0.04m，質量 14kg，飛来時の水

平速度 55m/s，飛来時の鉛直速度 18m/s）及び足場パイ

プ（長さ 4m×幅 0.05m×奥行き 0.05m，質量 11kg，飛来

時の水平速度 42m/s，飛来時の鉛直速度 38m/s）よりも

運動エネルギ又は貫通力が大きな重大事故等対処設備，

設計及び工事の計画のロ(3) 

(i)a.(a-2)-⑭は，設置変更許

可申請書（本文（五号））のロ

(3)(i)a.(a-2)-⑭を具体的に

記載しており，整合している。 
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て，衝突時に建屋等又は竜巻防護対策設備に与えるエネ

ルギが設計飛来物（極小飛来物である砂利を除く。） 

によるものより大きく，外部事象防護対象施設を防護で

きない可能性があるものは固縛，固定又は外部事象防護

対象施設からの離隔対策を実施し，確実に飛来物となら

ない運用とする。  

資機材等は設置場所及び障害物の有無を考慮し，固縛，

固定又は外部事象防護対象施設等からの離隔を実施す

ること，並びに車両については構内管理及び退避を実施

することにより飛来物とならない措置を講じることか

ら，設計飛来物が衝突する場合の荷重を設定することを

基本とする。さらに，設計飛来物に加えて，竜巻の影響

を考慮する施設の設置状況その他環境状況を考慮し，評

価に用いる飛来物の衝突による荷重を設定する。 

＜中略＞ 

(a-3) 低温（凍結） 1.8.3 低温（凍結）防護に関する基本方針 d. 低温（凍結）   

 ロ(3)(i)a.(a-3)-①a 安全施設は，設計基準温度によ

るロ(3)(i)a.(a-3)-②凍結に対し，安全施設及び安全施

設を内包する区画の構造健全性の確保，若しくは，ロ

(3)(i)a.(a-3)-③低温による凍結を考慮して，代替設備

により必要な機能を確保すること，安全上支障のない期

間での修復等の対応，又は，それらを適切に組み合わせる

ことで，ロ(3)(i)a.(a-3)-①b その安全機能を損なわな

い設計とする。  

 添付書類六の「7.3 低温」に示す設計基準温度（-

15.2℃，24 時間及び-2.6℃，173.4 時間）の低温によっ

てその安全機能が損なわれないことを確認する必要があ

る施設を，安全重要度分類のクラス 1，クラス 2及びクラ

ス 3に属する構築物，系統及び機器とする。 

 その上で，外部事象防護対象施設は，屋内設備について

は換気空調系により環境温度を維持し，屋外設備につい

ては保温等の凍結防止対策を必要に応じて行うことによ

り，安全機能を損なわない設計とする。 

 また，上記に含まれない構築物，系統及び機器は，低温

により凍結した場合であっても，代替手段があること等

により安全機能は損なわれない。 

  

 ロ(3)(i)a.(a-3)-①a 外部事象防護対象施設は，設計

基準温度によるロ(3)(i)a.(a-3)-②低温（凍結）に対し

て，屋内設備については換気空調系により環境温度を維

持し，屋外設備については保温等の凍結防止対策を必要

に応じて行うことにより，ロ(3)(i)a.(a-3)-①b 安全機

能を損なわない設計とする。 

 重大事故等対処設備は，建屋内への設置又は設計基準

事故対処設備等及び同じ機能を有する他の重大事故等

対処設備と位置的分散を図り設置するとともに，環境条

件等を考慮することにより，設計基準事故対処設備等の

安全機能と同時にその機能を損なわない設計とする。 

 

  

設計及び工事の計画のロ(3) 

(i)a.(a-3)-①a 及びロ(3) 

(i)a.(a-3)-①c は，設置変更

許可申請書（本文（五号））の

ロ(3)(i)a.(a-3)-①a を全て

含んでおり，整合している。 

 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(i)a.(a-3)-①b 及びロ(3) 

(i)a.(a-3)-①d は，設置変更

許可申請書（本文（五号））の

ロ(3)(i)a.(a-3)-①b と同義

であり，整合している。 

 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(i)a.(a-3)-②は，設置変更許

可申請書（本文（五号））のロ

(3)(i)a.(a-3)-②を具体的に

記載しており，整合している。 

 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(i)a.(a-3)-③は，設置変更許

可申請書（本文（五号））のロ

(3)(i)a.(a-3)-③を全て含ん

でおり，整合している。 
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設置変更許可申請書（本文（五号）） 設置変更許可申請書（添付書類八） 該当事項 設計及び工事の計画 該当事項 整合性 備考 

 1.10 発電用原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の

方針 

1.10.2 発電用原子炉設置変更許可申請（平成 25年 9 月

27 日申請）に係る実用発電用原子炉及びその附属施設の

位置，構造及び設備の基準に関する規則への適合 

（外部からの衝撃による損傷の防止） 

第六条  

適合のための設計方針 

1 について 

(3) 低温（凍結） 

2.3.1 外部からの衝撃より防護すべき施設 

＜中略＞ 

  

  安全施設は，発電用原子炉施設内において設計基準温

度（-15.2℃，24 時間及び-2.6℃，173.4 時間）の低温が

発生した場合においても，安全機能を損なわない設計と

する。 

 その上で，外部事象防護対象施設は，屋内設備について

は換気空調系により環境温度を維持し，屋外設備につい

ては保温等の凍結防止対策を必要に応じて行うことによ

り，安全機能を損なわない設計とする。 

 また，上記以外の安全施設については，低温に対して機

能維持する，若しくは，低温による凍結を考慮して，代替

設備により必要な機能を確保すること，安全上支障のな

い期間での修復等の対応，又は，それらを適切に組み合わ

せた設計とする。 

 ロ(3)(i)a.(a-3)-①c 上記以外の設計基準対象施設

については，外部からの衝撃に対して機能を維持するこ

と若しくはロ(3)(i)a.(a-3)-③損傷を考慮して代替設

備により必要な機能を確保すること，安全上支障のない

期間での修復等の対応を行うこと又はそれらを適切に

組み合わせることにより，ロ(3)(i)a.(a-3)-①d その安

全性を損なわない設計とする。 

  

(a-4) 降水 1.8 外部からの衝撃による損傷の防止に関する基本方

針 

1.8.4 降水防護に関する基本方針 

2.3.3 設計方針 

(1) 自然現象 

e. 降水 

  

 ロ(3)(i)a.(a-4)-①a 安全施設は，ロ(3)(i)a.(a-4)-

②設計基準降水量による浸水及び荷重に対し，安全施設

及び安全施設を内包する区画の構造健全性の確保，若し

くは，ロ(3)(i)a.(a-4)-③降水による損傷を考慮して，

代替設備により必要な機能を確保すること，安全上支障

のない期間での修復等の対応，又は，それらを適切に組み

合わせることで，ロ(3)(i)a.(a-4)-①b その安全機能を

損なわない設計とする。  

 添付書類六の「7.4 降水」に示す設計基準降水量

（101.3mm/h）の降水によってその安全機能が損なわれな

いことを確認する必要がある施設を，安全重要度分類の

クラス 1，クラス 2及びクラス 3に属する構築物，系統及

び機器とする。 

 その上で，外部事象防護対象施設は，設計基準降水量の

降水による浸水に対し，構内排水路による海域への排水，

浸水防止のための建屋止水処置等により，安全機能を損

なわない設計とするとともに，外部事象防護対象施設は，

設計基準降水量（101.3mm/h）の降水による荷重に対し，

 ロ(3)(i)a.(a-4)-①a 外部事象防護対象施設は，ロ

(3)(i)a.(a-4)-②設計基準降水量の降水による浸水に

対して，設計基準降水量を上回る排水能力を有する構内

排水路による海域への排水及び建屋止水処置等を行う

とともに，設計基準降水量の降水による荷重に対して，

排水口による海域への排水を行うことにより，ロ

(3)(i)a.(a-4)-①b 安全機能を損なわない設計とする。 

 重大事故等対処設備は，建屋内への設置又は設計基準

事故対処設備等及び同じ機能を有する他の重大事故等

対処設備と位置的分散を図り設置するとともに，環境条

設計及び工事の計画のロ(3) 

(i)a.(a-4)-①a 及びロ(3) 

(i)a.(a-4)-①c は，設置変更

許可申請書（本文（五号））の

ロ(3)(i)a.(a-4)-①a を全て

含んでおり，整合している。 

 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(i)a.(a-4)-①b 及びロ(3) 

(i)a.(a-4)-①d は，設置変更

許可申請書（本文（五号））の
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排水口による海域への排水等により安全機能を損なわな

い設計とする。 

 また，上記に含まれない構築物，系統及び機器は，降水

により損傷した場合であっても，代替手段があること等

により安全機能は損なわれない。  

件等を考慮することにより，設計基準事故対処設備等の

安全機能と同時にその機能を損なわない設計とする。 

  

ロ(3)(i)a.(a-4)-①b と同義

であり，整合している。 

 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(i)a.(a-4)-②は，設置変更許

可申請書（本文（五号））のロ

(3)(i)a.(a-4)-②を具体的に

記載しており，整合している。 

 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(i)a.(a-4)-③は，設置変更許

可申請書（本文（五号））のロ

(3)(i)a.(a-4)-③を全て含ん

でおり，整合している。 

 1.10 発電用原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の

方針 

1.10.2 発電用原子炉設置変更許可申請（平成 25年 9 月

27 日申請）に係る実用発電用原子炉及びその附属施設の

位置，構造及び設備の基準に関する規則への適合 

（外部からの衝撃による損傷の防止） 

第六条  

適合のための設計方針 

1 について 

(4) 降水 

2.3.1 外部からの衝撃より防護すべき施設 

＜中略＞ 

  

  安全施設は，発電用原子炉施設内において設計基準降

水量（101.3mm/h）の降水が発生した場合においても，そ

の安全機能を損なわない設計とする。 

 その上で，外部事象防護対象施設は，設計基準降水量

（101.3mm/h）の降水による荷重及び浸水に対し，排水口

及び構内排水路による海域への排水，浸水防止のための

建屋止水処置等により安全機能を損なわない設計とす

る。 

 また，上記以外の安全施設については，降水に対して機

能維持する，若しくは，降水による損傷を考慮して，代替

設備により必要な機能を確保すること，安全上支障のな

い期間での修復等の対応，又は，それらを適切に組み合わ

せた設計とする。 

ロ(3)(i)a.(a-4)-①c 上記以外の設計基準対象施設

については，外部からの衝撃に対して機能を維持するこ

と若しくはロ(3)(i)a.(a-4)-③損傷を考慮して代替設

備により必要な機能を確保すること，安全上支障のない

期間での修復等の対応を行うこと又はそれらを適切に

組み合わせることにより，ロ(3)(i)a.(a-4)-①d その安

全性を損なわない設計とする。 
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(a-5) 積雪 1.8 外部からの衝撃による損傷の防止に関する基本方

針 

1.8.5 積雪防護に関する基本方針 

2.3.3 設計方針 

(1) 自然現象 

f. 積雪 

  

 ロ(3)(i)a.(a-5)-①a 安全施設は，ロ(3)(i)a.(a-5)-

②設計基準積雪量による荷重及び閉塞に対し，安全施設

及び安全施設を内包する区画の構造健全性の確保，若し

くは，ロ(3)(i)a.(a-5)-③積雪による損傷を考慮して，

代替設備により必要な機能を確保すること，安全上支障

のない期間での修復等の対応，又は，それらを適切に組み

合わせることで，ロ(3)(i)a.(a-5)-①b その安全機能を

損なわない設計とする。  

 添付書類六の「7.5 積雪」に示す設計基準積雪量

（167cm）の積雪によってその安全機能が損なわれないこ

とを確認する必要がある施設を，安全重要度分類のクラ

ス 1，クラス 2及びクラス 3に属する構築物，系統及び機

器とする。 

 その上で，外部事象防護対象施設は，設計基準積雪量

（167cm）の積雪荷重に対し機械的強度を有すること，ま

た，非常用換気空調系の給・排気口は，設計基準積雪量よ

り高所に設置することにより安全機能を損なわない設計

とする。 

 また，上記に含まれない構築物，系統及び機器は，積雪

により損傷した場合であっても，代替手段があること等

により安全機能は損なわれない。 

  

 ロ(3)(i)a.(a-5)-①a 外部事象防護対象施設は，ロ

(3)(i)a.(a-5)-②設計基準積雪量による積雪荷重に対

して，機械的強度を有すること，また，閉塞に対して，

非常用換気空調系の給・排気口を設計基準積雪量より高

所に設置することにより，ロ(3)(i)a.(a-5)-①b 安全機

能を損なわない設計とする。 

 重大事故等対処設備は，建屋内への設置又は設計基準

事故対処設備等及び同じ機能を有する他の重大事故等

対処設備と位置的分散を図り設置するとともに，環境条

件等を考慮すること，及び除雪を実施することにより，

設計基準事故対処設備等の安全機能と同時にその機能

を損なわない設計とする。 

 なお，除雪を適宜実施することを保安規定に定めて管

理する。 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(i)a.(a-5)-①a 及びロ(3) 

(i)a.(a-5)-①c は，設置変更

許可申請書（本文（五号））の

ロ(3)(i)a.(a-5)-①a を全て

含んでおり，整合している。 

 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(i)a.(a-5)-①b 及びロ(3) 

(i)a.(a-5)-①d は，設置変更

許可申請書（本文（五号））の

ロ(3)(i)a.(a-5)-①b と同義

であり，整合している。 

 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(i)a.(a-5)-②は，設置変更許

可申請書（本文（五号））のロ

(3)(i)a.(a-5)-②を具体的に

記載しており，整合している。 

 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(i)a.(a-5)-③は，設置変更許

可申請書（本文（五号））のロ

(3)(i)a.(a-5)-③を全て含ん

でおり，整合している。 
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 1.10 発電用原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の

方針 

1.10.2 発電用原子炉設置変更許可申請（平成 25年 9 月

27 日申請）に係る実用発電用原子炉及びその附属施設の

位置，構造及び設備の基準に関する規則への適合 

（外部からの衝撃による損傷の防止） 

第六条  

適合のための設計方針 

1 について 

(5) 積雪 

2.3.1 外部からの衝撃より防護すべき施設 

＜中略＞ 

  

  安全施設は，発電用原子炉施設内において設計基準積

雪量（167cm）の積雪が発生した場合においても，安全機

能を損なわない設計とする。 

 その上で，外部事象防護対象施設は，設計基準積雪量

（167cm）の積雪荷重に対し機械的強度を有すること，ま

た，非常用換気空調系の給・排気口は，設計基準積雪量よ

り高所に設置することにより安全機能を損なわない設計

とする。 

 また，上記以外の安全施設については，積雪に対して機

能維持する，若しくは，積雪による損傷を考慮して，代替

設備により必要な機能を確保すること，安全上支障のな

い期間での除雪，修復等の対応，又は，それらを適切に組

み合わせた設計とする。 

 ロ(3)(i)a.(a-5)-①c 上記以外の設計基準対象施設

については，外部からの衝撃に対して機能を維持するこ

と若しくはロ(3)(i)a.(a-5)-③損傷を考慮して代替設

備により必要な機能を確保すること，安全上支障のない

期間での修復等の対応を行うこと又はそれらを適切に

組み合わせることにより，ロ(3)(i)a.(a-5)-①d その安

全性を損なわない設計とする。 

  

(a-6) 落雷 1.8 外部からの衝撃による損傷の防止に関する基本方

針 

1.8.6 落雷防護に関する基本方針 

2.3.3 設計方針 

(1) 自然現象 

g. 落雷 

  

 ロ(3)(i)a.(a-6)-①a 安全施設は，設計基準電流値に

よる雷サージに対し，安全機能を損なわない設計とする

こと，若しくは，ロ(3)(i)a.(a-6)-②雷サージによる損

傷を考慮して，代替設備により必要な機能を確保するこ

と，安全上支障のない期間での修復等の対応，又は，それ

らを適切に組み合わせることで，ロ(3)(i)a.(a-6)-①bそ

の安全機能を損なわない設計とする。 

  

 添付書類六の「7.6 落雷」に示す設計基準電流値

（200kA）の落雷によってその安全機能が損なわれないこ

とを確認する必要がある施設を，安全重要度分類のクラ

ス 1，クラス 2及びクラス 3に属する構築物，系統及び機

器とする。 

 その上で，外部事象防護対象施設の雷害防止対策とし

て，原子炉建屋等への避雷針の設置，接地網の敷設による

接地抵抗の低減等を行うとともに，安全保護系への雷サ

ージ侵入の抑制を図る回路設計を行うことにより，安全

機能を損なわない設計とする。 

 ロ(3)(i)a.(a-6)-①a 外部事象防護対象施設は，発電

所の雷害防止対策として，原子炉建屋等への避雷針の設

置を行うとともに，設計基準電流値による雷サージに対

して，接地網の敷設による接地抵抗の低減等及び安全保

護系への雷サージ侵入の抑制を図る回路設計を行うこ

とにより，ロ(3)(i)a.(a-6)-①b 安全機能を損なわない

設計とする。 

 重大事故等対処設備は，建屋内への設置又は設計基準

事故対処設備等及び同じ機能を有する他の重大事故等

対処設備と位置的分散を図り設置するとともに，必要に

応じ避雷設備又は接地設備により防護することにより，

設計及び工事の計画のロ(3) 

(i)a.(a-6)-①a 及びロ(3) 

(i)a.(a-6)-①c は，設置変更

許可申請書（本文（五号））の

ロ(3)(i)a.(a-6)-①a を全て

含んでおり，整合している。 

 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(i)a.(a-6)-①b 及びロ(3) 

(i)a.(a-6)-①d は，設置変更

許可申請書（本文（五号））の
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 また，上記に含まれない構築物，系統及び機器は，落雷

により損傷した場合であっても，代替手段があること等

により安全機能は損なわれない。 

設計基準事故対処設備等の安全機能と同時にその機能

を損なわない設計とする。 

ロ(3)(i)a.(a-6)-①b と同義

であり，整合している。 

 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(i)a.(a-6)-②は，設置変更許

可申請書（本文（五号））のロ

(3)(i)a.(a-6)-②を全て含ん

でおり，整合している。 

 1.10 発電用原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の

方針 

1.10.2 発電用原子炉設置変更許可申請（平成 25年 9 月

27 日申請）に係る実用発電用原子炉及びその附属施設の

位置，構造及び設備の基準に関する規則への適合 

（外部からの衝撃による損傷の防止） 

第六条  

適合のための設計方針 

1 について 

(6) 落雷 

2.3.1 外部からの衝撃より防護すべき施設 

＜中略＞ 

 

  

  安全施設は，発電用原子炉施設内において設計基準電

流値（200kA）の落雷が発生した場合においても，安全機

能を損なわない設計とする。 

 その上で，外部事象防護対象施設の雷害防止対策とし

て，原子炉建屋等への避雷針の設置，接地網の敷設による

接地抵抗の低減等を行うとともに，安全保護系への雷サ

ージ侵入の抑制を図る回路設計を行うことにより安全機

能を損なわない設計とする。 

 また，上記以外の安全施設については，落雷に対して機

能維持する，若しくは，落雷による損傷を考慮して，代替

設備により必要な機能を確保すること，安全上支障のな

い期間での修復等の対応，又は，それらを適切に組み合わ

せた設計とする。 

 ロ(3)(i)a.(a-6)-①c 上記以外の設計基準対象施設

については，外部からの衝撃に対して機能を維持するこ

と若しくはロ(3)(i)a.(a-6)-②損傷を考慮して代替設

備により必要な機能を確保すること，安全上支障のない

期間での修復等の対応を行うこと又はそれらを適切に

組み合わせることにより，ロ(3)(i)a.(a-6)-①d その安

全性を損なわない設計とする。 

 

  

(a-7) 地滑り 1.8 外部からの衝撃による損傷の防止に関する基本方

針 

1.8.7 地滑り防護に関する基本方針 

2.3.3 設計方針 

(1) 自然現象 

h. 地滑り 

  

 ロ(3)(i)a.(a-7)-①a 安全施設は，地滑りに対し斜面

からの離隔距離を確保し地滑りのおそれがない位置に設

置すること，若しくは，ロ(3)(i)a.(a-7)-②地滑りによ

 地滑りによってその安全機能が損なわれないことを確

認する必要がある施設を，安全重要度分類のクラス 1，ク

 ロ(3)(i)a.(a-7)-①a 外部事象防護対象施設は，地滑

りに対して，斜面からの離隔距離を確保し地滑りのおそ

設計及び工事の計画のロ(3) 

(i)a.(a-7)-①a 及びロ(3) 
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る損傷を考慮して，代替設備により必要な機能を確保す

ること，安全上支障のない期間での修復等の対応，又は，

それらを適切に組み合わせることで，ロ(3)(i)a.(a-7)-

①b その安全機能を損なわない設計とする。  

ラス 2 及びクラス 3 に属する構築物，系統及び機器とす

る。 

 その上で，外部事象防護対象施設は，斜面からの離隔距

離を確保し地滑りのおそれがない位置に設置することに

より安全機能を損なわない設計とする。 

 また，上記に含まれない構築物，系統及び機器は，地滑

りにより損傷した場合であっても，代替手段があること

等により安全機能は損なわれない。 

  

れがない位置に設置することにより，ロ(3)(i)a.(a-7)-

①b 安全機能を損なわない設計とする。 

 重大事故等対処設備は，建屋内への設置又は設計基準

事故対処設備等及び同じ機能を有する他の重大事故等

対処設備と位置的分散を図り設置することにより，設計

基準事故対処設備等の安全機能と同時にその機能を損

なわない設計とする。  

(i)a.(a-7)-①c は，設置変更

許可申請書（本文（五号））の

ロ(3)(i)a.(a-7)-①a を全て

含んでおり，整合している。 

 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(i)a.(a-7)-①b 及びロ(3) 

(i)a.(a-7)-①d は，設置変更

許可申請書（本文（五号））の

ロ(3)(i)a.(a-7)-①b と同義

であり，整合している。 

 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(i)a.(a-7)-②は，設置変更許

可申請書（本文（五号））のロ

(3)(i)a.(a-7)-②を全て含ん

でおり，整合している。 

 1.10 発電用原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の

方針 

1.10.2 発電用原子炉設置変更許可申請（平成 25年 9 月

27 日申請）に係る実用発電用原子炉及びその附属施設の

位置，構造及び設備の基準に関する規則への適合 

（外部からの衝撃による損傷の防止） 

第六条  

適合のための設計方針 

1 について 

(7) 地滑り 

2.3.1 外部からの衝撃より防護すべき施設 

＜中略＞ 

  

  安全施設は，発電用原子炉施設内において地滑りが発

生した場合においても，安全機能を損なわない設計とす

る。 

 その上で，外部事象防護対象施設は，斜面からの離隔距

離を確保し地滑りのおそれがない位置に設置することに

より安全機能を損なわない設計とする。 

 また，上記以外の安全施設については，斜面からの離隔

距離を確保し地滑りのおそれがない位置に設置するこ

と，若しくは，地滑りによる損傷を考慮して，代替設備に

より必要な機能を確保すること，安全上支障のない期間

 ロ(3)(i)a.(a-7)-①c 上記以外の設計基準対象施設

については，外部からの衝撃に対して機能を維持するこ

と若しくはロ(3)(i)a.(a-7)-②損傷を考慮して代替設

備により必要な機能を確保すること，安全上支障のない

期間での修復等の対応を行うこと又はそれらを適切に

組み合わせることにより，ロ(3)(i)a.(a-7)-①d その安

全性を損なわない設計とする。 
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での修復等の対応，又は，それらを適切に組み合わせた設

計とする。 

(a-8) 火山 1.8 外部からの衝撃による損傷の防止に関する基本方

針 

1.8.8 火山防護に関する基本方針 

1.8.8.1 設計方針 

(2) 降下火砕物の設計条件 

a. 設計条件の検討・設定 

2.3.3 設計方針 

(1) 自然現象 

b. 火山 

  

 ロ(3)(i)a.(a-8)-①a 安全施設は，ロ(3)(i)a.(a-8)-

②柏崎刈羽原子力発電所の運用期間中において柏崎刈羽

原子力発電所の安全機能に影響を及ぼし得る火山事象と

して設定した層厚 35cm，粒径 8.0mm 以下，密度 1.5g/cm3

（湿潤状態）のロ(3)(i)a.(a-8)-③降下火砕物に対し，

以下のような設計とすることにより降下火砕物による直

接的影響に対して機能維持すること，若しくは，ロ

(3)(i)a.(a-8)-④降下火砕物による損傷を考慮して，代

替設備により必要な機能を確保すること，安全上支障の

ない期間での修復等の対応，又は，それらを適切に組み合

わせることで，ロ(3)(i)a.(a-8)-①b その安全機能を損

なわない設計とする。 

 

 柏崎刈羽原子力発電所の敷地において考慮する火山事

象として，添付書類六の「7.7 火山」に示すとおり，文

献，既往解析結果の知見及び降下火砕物シミュレーショ

ンを用い検討した結果，降下火砕物の層厚を約 23.1cm と

評価した。想定する降下火砕物の最大層厚は，評価結                                                                                                                             

果の約 23.1cm に対し，敷地内で給源不明なテフラの最大

層厚 35cm が確認されていることを踏まえ，保守的に 35cm

と設定する。なお，鉛直荷重については，湿潤状態の降下

火砕物に，プラント寿命期間を考慮して年超過確率 10-2

規模の積雪を踏まえ設定する。 

 粒径及び密度については，文献調査の結果を踏まえ，粒

径 8.0mm 以下，密度 1.5g/cm3（湿潤状態）と設定する。 

 

 ロ(3)(i)a.(a-8)-①a 外部事象防護対象施設は，ロ

(3)(i)a.(a-8)-②発電所の運用期間中において発電所

の安全性に影響を及ぼし得る火山事象としてロ

(3)(i)a.(a-8)-③a 設置（変更）許可を受けた降下火砕

物の特性を設定し，その降下火砕物が発生した場合にお

いても，外部事象防護対象施設がロ(3)(i)a.(a-8)-①b

安全機能を損なうおそれがない設計とする。 

 重大事故等対処設備は，建屋内への設置又は設計基準

事故対処設備等及び同じ機能を有する他の重大事故等

対処設備と位置的分散を図り設置することにより，設計

基準事故対処設備等の安全機能と同時にその機能を損

なわない設計とする。 

 なお，定期的に新知見の確認を行い，新知見が得られ

た場合に評価を行うことを保安規定に定めて管理する。 

 

2.3.1 外部からの衝撃より防護すべき施設 

＜中略＞ 

 ロ(3)(i)a.(a-8)-①c 上記以外の設計基準対象施設

については，外部からの衝撃に対して機能を維持するこ

と若しくはロ(3)(i)a.(a-8)-④損傷を考慮して代替設

備により必要な機能を確保すること，安全上支障のない

期間での修復等の対応を行うこと又はそれらを適切に

組み合わせることにより，ロ(3)(i)a.(a-8)-①d その安

全性を損なわない設計とする。 

 

 

 

 

 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(i)a.(a-8)-①a 及びロ(3) 

(i)a.(a-8)-①c は，設置変更

許可申請書（本文（五号））の

ロ(3)(i)a.(a-8)-①a を全て

含んでおり，整合している。 

 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(i)a.(a-8)-①b 及びロ(3) 

(i)a.(a-8)-①d は，設置変更

許可申請書（本文（五号））の

ロ(3)(i)a.(a-8)-①b と同義

であり，整合している。 

 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(i)a.(a-8)-②は，設置変更許

可申請書（本文（五号））のロ

(3)(i)a.(a-8)-②と同義であ

り，整合している。 

 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(i)a.(a-8)-③a 及びロ(3) 

(i)a.(a-8)-③b は，設置変更

許可申請書（本文（五号））の

ロ(3)(i)a.(a-8)-③を全て含

んでおり，整合している。 

 

設計及び工事の計画のロ

(3)(i)a.(a-8)-④は，設置変
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2.3.3 設計方針 

(1) 自然現象 

b. 火山 

(a) 防護設計における降下火砕物の特性の設定 

 設計に用いる降下火砕物は，設置（変更）許可を受け

た，層厚 35cm，粒径 8.0mm 以下，密度 1.5g/cm3（湿潤

状態）と設定する。 

(b) 降下火砕物に対する防護対策 

 ロ(3)(i)a.(a-8)-③b 降下火砕物の影響を考慮する

施設は，降下火砕物による「直接的影響」及び「間接的

影響」に対して，以下の適切な防護措置を講じることで

必要な機能を損なうおそれがない設計とする。 

更許可申請書（本文（五号））

のロ(3)(i)a.(a-8)-④を全て

含んでおり，整合している。 

 

 (4) 降下火砕物による影響の選定    

  降下火砕物の特徴及び評価対象施設の構造や設置状況

等を考慮して，降下火砕物が直接及ぼす影響とそれ以外

の影響を直接的影響及び間接的影響として選定する。 

＜中略＞ 

   

 1.10 発電用原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の

方針 

1.10.2 発電用原子炉設置変更許可申請（平成 25年 9 月

27 日申請）に係る実用発電用原子炉及びその附属施設の

位置，構造及び設備の基準に関する規則への適合 

（外部からの衝撃による損傷の防止） 

第六条  

適合のための設計方針 

1 について 

(8) 火山 

a. 直接的影響に対する設計 

イ. 直接的影響に対する設計方針 

(イ) 構造物への荷重 

  

・ロ(3)(i)a.(a-8)-⑤構造物への静的負荷に対して安全

裕度を有する設計とすること 

 

 外部事象防護対象施設は，降下火砕物の直接的影響に

対して以下の設計とする。 

・構造物への静的負荷に対して安全裕度を有する設計と

すること 

 

 ロ(3)(i)a.(a-8)-⑤外部事象防護対象施設のうち，屋

外に設置している施設及び外部事象防護対象施設を内

包する施設，並びに防護措置として設置する防護対策施

設については，降下火砕物が堆積しやすい構造を有する

場合には荷重による影響を考慮する。 

 これらの施設については，降下火砕物を除去すること

により，降下火砕物による荷重並びに火山と組み合わせ

る地震及び積雪の荷重を短期的な荷重として考慮し，機

設計及び工事の計画のロ(3) 

(i)a.(a-8)-⑤は，設置変更許

可申請書（本文（五号））のロ

(3)(i)a.(a-8)-⑤を具体的に

記載しており，整合している。 
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能を損なうおそれがないよう構造健全性を維持する設

計とする。 

 なお，降下火砕物が長期的に堆積しないよう，当該施

設に堆積する降下火砕物を適宜除去することを保安規

定に定めて管理する。 

 屋内の重大事故等対処設備については，降下火砕物に

よる短期的な荷重により機能を損なわないように，降下

火砕物による組合せを考慮した荷重に対し安全裕度を

有する建屋内に設置する設計とする。 

 屋外の重大事故等対処設備については，降下火砕物に

よる荷重により機能を損なわないように，降下火砕物を

適宜除去することにより，設計基準事故対処設備等の安

全機能と同時に重大事故等対処設備の重大事故等に対

処するために必要な機能が損なわれるおそれがない設

計とする。 

 なお，降下火砕物により必要な機能を損なうおそれが

ないよう，屋外の重大事故等対処設備に堆積する降下火

砕物を適宜除去することを保安規定に定めて管理する。  
  (ロ) 閉塞 

ⅰ. 水循環系の閉塞 

  

・水循環系のロ(3)(i)a.(a-8)-⑥閉塞に対して狭隘部等

が閉塞しない設計とすること  

・水循環系の閉塞に対して狭隘部等が閉塞しない設計と

すること  

 外部事象防護対象施設のうち，降下火砕物を含む海水

の流路となる施設については，降下火砕物に対し，機能

を損なうおそれがないよう，降下火砕物の粒径より大き

な流路幅を設けることにより，水循環系の ロ

(3)(i)a.(a-8)-⑥狭隘部が閉塞しない設計とする。 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(i)a.(a-8)-⑥は，設置変更許

可申請書（本文（五号））のロ

(3)(i)a.(a-8)-⑥を詳細設計

した結果であり，整合してい

る。 

  

  ⅱ. 換気系，電気系及び計測制御系に対する機械的影

響（閉塞） 

  

・ロ(3)(i)a.(a-8)-⑦換気系，電気系及び計測制御系に

対する機械的影響（閉塞）に対して降下火砕物が侵入しに

くい設計とすること 

  

・換気系，電気系及び計測制御系の機械的影響（閉塞）に

対して降下火砕物が侵入しにくい設計とすること  

 ロ(3)(i)a.(a-8)-⑦外部事象防護対象施設のうち，降

下火砕物を含む空気の流路となる非常用換気空調系に

ついては，降下火砕物に対し，機能を損なうおそれがな

いよう，外気取入口にバグフィルタを設置することによ

り，フィルタメッシュより大きな降下火砕物が内部に侵

入しにくい設計とし，さらに降下火砕物がバグフィルタ

に付着した場合でも取替え又は清掃が可能な構造とす

ることで，降下火砕物により閉塞しない設計とする。 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(i)a.(a-8)-⑦は，設置変更許

可申請書（本文（五号））のロ

(3)(i)a.(a-8)-⑦を具体的に

記載しており，整合している。  
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 非常用換気空調系以外の降下火砕物を含む空気の流

路となる換気系，電気系及び計測制御系の施設について

も，降下火砕物に対し，機能を損なうおそれがないよう，

降下火砕物が侵入しにくい構造，又は降下火砕物が侵入

した場合でも，降下火砕物により流路が閉塞しない設計

とする。 

なお，降下火砕物により閉塞しないよう，外気取入ダ

ンパの閉止，換気空調系の停止，再循環運転の実施等を

保安規定に定めて管理する。 

  (ハ) 摩耗 

ⅰ. 水循環系の内部における摩耗 

  

・ロ(3)(i)a.(a-8)-⑧水循環系の内部における摩耗並び

に換気系，電気系及び計測制御系に対する機械的影響（摩

耗）に対して摩耗しにくい設計とすること  

・水循環系の内部における摩耗並びに換気系，電気系及

び計測制御系の機械的影響（摩耗）に対して摩耗しにくい

設計とすること  

 ロ(3)(i)a.(a-8)-⑧a 外部事象防護対象施設のうち，

降下火砕物を含む海水の流路となる施設の内部におけ

る摩耗については，主要な降下火砕物は砂と同等又は砂

より硬度が低くもろいことから摩耗による影響は小さ

いが，降下火砕物に対し，機能を損なうおそれがないよ

う，定期的な内部点検及び日常保守管理により，摩耗し

にくい設計とする。 

 なお，降下火砕物により摩耗が進展しないよう，日常

保守管理における点検及び必要に応じた補修の実施を

保安規定に定めて管理する。 

ⅱ. 換気系，電気系及び計測制御系に対する機械的影

響（摩耗） 

 外部事象防護対象施設のうち，降下火砕物を含む空気

を取り込みかつ摺動部を有するロ(3)(i)a.(a-8)-⑧b

換気系，電気系及び計測制御系の施設については，降下

火砕物に対し，機能を損なうおそれがないよう，降下火

砕物が侵入しにくい構造とすること又は摩耗しにくい

材料を使用することにより，摩耗しにくい設計とする。 

 なお，降下火砕物により摩耗が進展しないよう，外気

取入ダンパの閉止，換気空調系の停止等を保安規定に定

めて管理する。 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(i)a.(a-8)-⑧a 及びロ(3) 

(i)a.(a-8)-⑧b は，設置変更

許可申請書（本文（五号））の

ロ(3)(i)a.(a-8)-⑧を具体的

に記載しており，整合してい

る。  

  

  (ニ) 腐食 

ⅰ. 構造物の化学的影響（腐食） 

  

・ロ(3)(i)a.(a-8)-⑨構造物の化学的影響（腐食），水循

環系の化学的影響（腐食）並びに換気系，電気系及び計測

・構造物の化学的影響（腐食），水循環系の化学的影響（腐

食）並びに換気系，電気系及び計測制御系の化学的影響

 ロ(3)(i)a.(a-8)-⑨a 外部事象防護対象施設のうち，

屋外に設置している施設及び外部事象防護対象施設を

内包する施設，並びに防護措置として設置する防護対策

設計及び工事の計画のロ(3) 

(i)a.(a-8)-⑨a～ロ(3)(i) 
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設置変更許可申請書（本文（五号）） 設置変更許可申請書（添付書類八） 該当事項 設計及び工事の計画 該当事項 整合性 備考 

制御系に対する化学的影響（腐食）に対して短期での腐食

が発生しない設計とすること  

（腐食）に対して短期での腐食が発生しない設計とする

こと  

施設については，降下火砕物に対し，機能を損なうおそ

れがないよう，耐食性のある材料の使用又は塗装を実施

することにより，降下火砕物による短期的な腐食が発生

しない設計とする。 

なお，降下火砕物により長期的な腐食の影響が生じな

いよう，日常保守管理における点検及び補修の実施を保

安規定に定めて管理する。 

 屋内の重大事故等対処設備については，降下火砕物に

よる短期的な腐食により機能を損なわないように，耐食

性のある塗装を実施した建屋内に設置する設計とする。 

 屋外の重大事故等対処設備については，降下火砕物を

適宜除去することにより，降下火砕物による腐食に対し

て，設計基準事故対処設備等の安全機能と同時に重大事

故等対処設備の重大事故等に対処するために必要な機

能が損なわれるおそれがない設計とする。 

 なお，降下火砕物により腐食の影響が生じないよう，

屋外の重大事故等対処設備に堆積する降下火砕物を適

宜除去することを保安規定に定めて管理する。 

ⅱ. 水循環系の化学的影響（腐食） 

 ロ(3)(i)a.(a-8)-⑨b 外部事象防護対象施設のうち，

降下火砕物を含む海水の流路となる施設については，降

下火砕物に対し，機能を損なうおそれがないよう，耐食

性のある材料の使用又は塗装等を実施することにより，

降下火砕物による短期的な腐食が発生しない設計とす

る。 

 なお，降下火砕物により長期的な腐食の影響が生じな

いよう，日常保守管理における点検及び補修の実施を保

安規定に定めて管理する。 

ⅲ. 換気系，電気系及び計測制御系に対する化学的影

響（腐食） 

 ロ(3)(i)a.(a-8)-⑨c 外部事象防護対象施設のうち，

降下火砕物を含む空気の流路となる施設については，降

下火砕物に対し，機能を損なうおそれがないよう，降下

火砕物が侵入しにくい構造とすること，耐食性のある材

料の使用又は塗装を実施することにより，降下火砕物に

よる短期的な腐食が発生しない設計とする。 

 

a.(a-8)-⑨c は，設置変更許

可申請書（本文（五号））のロ

(3)(i)a.(a-8)-⑨を具体的に

記載しており，整合している。 
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設置変更許可申請書（本文（五号）） 設置変更許可申請書（添付書類八） 該当事項 設計及び工事の計画 該当事項 整合性 備考 

 なお，降下火砕物により長期的な腐食の影響が生じな

いよう，日常保守管理における点検，補修の実施等を保

安規定に定めて管理する。 

  (ホ) 発電所周辺の大気汚染   

・ロ(3)(i)a.(a-8)-⑩発電所周辺の大気汚染に対して中

央制御室の非常用換気空調系は降下火砕物が侵入しにく

く，ロ(3)(i)a.(a-8)-⑪さらに外気を遮断できる設計と

すること  

・発電所周辺の大気汚染に対して中央制御室の非常用換

気空調系は降下火砕物が侵入しにくく，さらに外気を遮

断できる設計とすること  

 ロ(3)(i)a.(a-8)-⑩外部事象防護対象施設のうち，中

央制御室換気空調系（「6,7 号機共用」（以下同じ。））に

ついては，降下火砕物に対し，機能を損なうおそれがな

いよう，バグフィルタを設置することにより，降下火砕

物が中央制御室（「7 号機設備，6,7 号機共用」（以下同

じ。））に侵入しにくい設計とする。 

 ロ(3)(i)a.(a-8)-⑪また，中央制御室換気空調系につ

いては，外気取入ダンパの閉止及び再循環運転を可能と

することにより，中央制御室内への降下火砕物の侵入を

防止する。さらに外気取入遮断時において，酸素濃度及

び二酸化炭素濃度の影響評価を実施し，室内の居住性を

確保する設計とする。 

 なお，降下火砕物による中央制御室の大気汚染を防止

するよう，再循環運転の実施等を保安規定に定めて管理

する。 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(i)a.(a-8)-⑩は，設置変更許

可申請書（本文（五号））のロ

(3)(i)a.(a-8)-⑩を具体的に

記載しており，整合している。 

 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(i)a.(a-8)-⑪は，設置変更許

可申請書（本文（五号））のロ

(3)(i)a.(a-8)-⑪を具体的に

記載しており，整合している。  

  

  (ヘ) 絶縁低下   

・電気系及び計測制御系の盤の絶縁低下にロ(3)(i)a. 

(a-8)-⑫対して空気を取り込む機構を有する計測制御系

統施設（安全保護系盤）の設置場所のロ(3)(i)a.(a-8)-

⑬非常用換気空調系は降下火砕物が侵入しにくい設計と

すること  

・電気系及び計測制御系の盤の絶縁低下に対して空気を

取り込む機構を有する計測制御系統施設（安全保護系盤）

の設置場所の非常用換気空調系は降下火砕物が侵入しに

くい設計とすること  

 ロ(3)(i)a.(a-8)-⑫外部事象防護対象施設のうち，空

気を取り込む機構を有する電気系及び計測制御系の盤

の絶縁低下については，降下火砕物に対し，機能を損な

うおそれがないよう，安全保護系盤の設置場所のロ

(3)(i)a.(a-8)-⑬換気空調系にバグフィルタを設置す

ることにより，降下火砕物が侵入しにくい設計とする。 

 なお，中央制御室換気空調系については，降下火砕物

による安全保護系盤の絶縁低下を防止するよう，外気取

入ダンパの閉止，再循環運転の実施等を保安規定に定め

て管理する。  

設計及び工事の計画のロ(3) 

(i)a.(a-8)-⑫は，設置変更許

可申請書（本文（五号））のロ

(3)(i)a.(a-8)-⑫と同義であ

り，整合している。 

 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(i)a.(a-8)-⑬は，設置変更許

可申請書（本文（五号））のロ

(3)(i)a.(a-8)-⑬を具体的に

記載しており，整合している。 

  

  イ. 直接的影響に対する設計方針 

(イ) 構造物への荷重 

  

・ロ(3)(i)a.(a-8)-⑭降下火砕物による静的負荷や腐食

等の影響に対して，降下火砕物の除去や非常用換気空調

系外気取入口のバグフィルタの取替え若しくは清掃，又

・降下火砕物の除去や非常用換気空調系外気取入口のバ

グフィルタの取替え若しくは清掃，又は，換気空調系の停

止若しくは再循環運転の実施により安全機能を損なわな

い設計とすること 

 ロ(3)(i)a.(a-8)-⑭a 外部事象防護対象施設のうち，

屋外に設置している施設及び外部事象防護対象施設を

内包する施設，並びに防護措置として設置する防護対策

設計及び工事の計画のロ(3) 

(i)a.(a-8)-⑭a～ロ(3)(i) 

a.(a-8)-⑭k は，設置変更許

可申請書（本文（五号））のロ
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設置変更許可申請書（本文（五号）） 設置変更許可申請書（添付書類八） 該当事項 設計及び工事の計画 該当事項 整合性 備考 

は，換気空調系の停止若しくは再循環運転の実施により

安全機能を損なわない設計とすること  

また，上記以外の安全施設については，降下火砕物に対

して機能を維持すること，若しくは，降下火砕物による損

傷を考慮して，代替設備により必要な機能を確保するこ

と，安全上支障のない期間での除灰，修復等の対応，又

は，それらを適切に組み合わせることで，その安全機能を

損なわない設計とする。  

施設については，降下火砕物が堆積しやすい構造を有す

る場合には荷重による影響を考慮する。 

 これらの施設については，降下火砕物を除去すること

により，降下火砕物による荷重並びに火山と組み合わせ

る地震及び積雪の荷重を短期的な荷重として考慮し，機

能を損なうおそれがないよう構造健全性を維持する設

計とする。 

＜中略＞ 

(ロ) 閉塞 

ⅱ. 換気系，電気系及び計測制御系に対する機械的影

響（閉塞） 

 ロ(3)(i)a.(a-8)-⑭b 外部事象防護対象施設のうち，

降下火砕物を含む空気の流路となる非常用換気空調系

については，降下火砕物に対し，機能を損なうおそれが

ないよう，外気取入口にバグフィルタを設置することに

より，フィルタメッシュより大きな降下火砕物が内部に

侵入しにくい設計とし，さらに降下火砕物がバグフィル

タに付着した場合でも取替え又は清掃が可能な構造と

することで，降下火砕物により閉塞しない設計とする。 

 非常用換気空調系以外の降下火砕物を含む空気の流

路となる換気系，電気系及び計測制御系の施設について

も，降下火砕物に対し，機能を損なうおそれがないよう，

降下火砕物が侵入しにくい構造，又は降下火砕物が侵入

した場合でも，降下火砕物により流路が閉塞しない設計

とする。 

＜中略＞ 

(3)(i)a.(a-8)-⑭を具体的に

記載しており，整合している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  (ハ) 摩耗 

ⅰ. 水循環系の内部における摩耗 

 ロ(3)(i)a.(a-8)-⑭c 外部事象防護対象施設のうち，

降下火砕物を含む海水の流路となる施設の内部におけ

る摩耗については，主要な降下火砕物は砂と同等又は砂

より硬度が低くもろいことから摩耗による影響は小さ

いが，降下火砕物に対し，機能を損なうおそれがないよ

う，定期的な内部点検及び日常保守管理により，摩耗し

にくい設計とする。 
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設置変更許可申請書（本文（五号）） 設置変更許可申請書（添付書類八） 該当事項 設計及び工事の計画 該当事項 整合性 備考 

 なお，降下火砕物により摩耗が進展しないよう，日常

保守管理における点検及び必要に応じた補修の実施を

保安規定に定めて管理する。 

ⅱ. 換気系，電気系及び計測制御系に対する機械的影

響（摩耗） 

 ロ(3)(i)a.(a-8)-⑭d 外部事象防護対象施設のうち，

降下火砕物を含む空気を取り込みかつ摺動部を有する

換気系，電気系及び計測制御系の施設については，降下

火砕物に対し，機能を損なうおそれがないよう，降下火

砕物が侵入しにくい構造とすること又は摩耗しにくい

材料を使用することにより，摩耗しにくい設計とする。 

なお，降下火砕物により摩耗が進展しないよう，外気

取入ダンパの閉止，換気空調系の停止等を保安規定に定

めて管理する。 

  (ニ) 腐食 

ⅰ. 構造物の化学的影響（腐食） 

 ロ(3)(i)a.(a-8)-⑭e 外部事象防護対象施設のうち，

屋外に設置している施設及び外部事象防護対象施設を

内包する施設，並びに防護措置として設置する防護対策

施設については，降下火砕物に対し，機能を損なうおそ

れがないよう，耐食性のある材料の使用又は塗装を実施

することにより，降下火砕物による短期的な腐食が発生

しない設計とする。 

 なお，降下火砕物により長期的な腐食の影響が生じな

いよう，日常保守管理における点検及び補修の実施を保

安規定に定めて管理する。 

 屋内の重大事故等対処設備については，降下火砕物に

よる短期的な腐食により機能を損なわないように，耐食

性のある塗装を実施した建屋内に設置する設計とする。 

 屋外の重大事故等対処設備については，降下火砕物を

適宜除去することにより，降下火砕物による腐食に対し

て，設計基準事故対処設備等の安全機能と同時に重大事

故等対処設備の重大事故等に対処するために必要な機

能が損なわれるおそれがない設計とする。 

 なお，降下火砕物により腐食の影響が生じないよう，

屋外の重大事故等対処設備に堆積する降下火砕物を適

宜除去することを保安規定に定めて管理する。 
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ⅱ. 水循環系の化学的影響（腐食） 

 ロ(3)(i)a.(a-8)-⑭f 外部事象防護対象施設のうち，

降下火砕物を含む海水の流路となる施設については，降

下火砕物に対し，機能を損なうおそれがないよう，耐食

性のある材料の使用又は塗装等を実施することにより，

降下火砕物による短期的な腐食が発生しない設計とす

る。 

 なお，降下火砕物により長期的な腐食の影響が生じな

いよう，日常保守管理における点検及び補修の実施を保

安規定に定めて管理する。 

ⅲ. 換気系，電気系及び計測制御系に対する化学的影

響（腐食） 

 ロ(3)(i)a.(a-8)-⑭g 外部事象防護対象施設のうち，

降下火砕物を含む空気の流路となる施設については，降

下火砕物に対し，機能を損なうおそれがないよう，降下

火砕物が侵入しにくい構造とすること，耐食性のある材

料の使用又は塗装を実施することにより，降下火砕物に

よる短期的な腐食が発生しない設計とする。 

 なお，降下火砕物により長期的な腐食の影響が生じな

いよう，日常保守管理における点検，補修の実施等を保

安規定に定めて管理する。 

  (ホ) 発電所周辺の大気汚染 

 ロ(3)(i)a.(a-8)-⑭h 外部事象防護対象施設のうち，

中央制御室換気空調系（「6,7 号機共用」（以下同じ。））

については，降下火砕物に対し，機能を損なうおそれが

ないよう，バグフィルタを設置することにより，降下火

砕物が中央制御室（「7 号機設備，6,7 号機共用」（以下

同じ。））に侵入しにくい設計とする。 

 ロ(3)(i)a.(a-8)-⑭i また，中央制御室換気空調系に

ついては，外気取入ダンパの閉止及び再循環運転を可能

とすることにより，中央制御室内への降下火砕物の侵入

を防止する。さらに外気取入遮断時において，酸素濃度

及び二酸化炭素濃度の影響評価を実施し，室内の居住性

を確保する設計とする。 

 なお，降下火砕物による中央制御室の大気汚染を防止

するよう，再循環運転の実施等を保安規定に定めて管理

する。 
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  (ヘ) 絶縁低下 

 ロ(3)(i)a.(a-8)-⑭j 外部事象防護対象施設のうち，

空気を取り込む機構を有する電気系及び計測制御系の

盤の絶縁低下については，降下火砕物に対し，機能を損

なうおそれがないよう，安全保護系盤の設置場所の換気

空調系にバグフィルタを設置することにより，降下火砕

物が侵入しにくい設計とする。 

 なお，中央制御室換気空調系については，降下火砕物

による安全保護系盤の絶縁低下を防止するよう，外気取

入ダンパの閉止，再循環運転の実施等を保安規定に定め

て管理する。 

  

  2.3.1 外部からの衝撃より防護すべき施設 

＜中略＞ 

 ロ(3)(i)a.(a-8)-⑭k 上記以外の設計基準対象施設

については，外部からの衝撃に対して機能を維持するこ

と若しくは損傷を考慮して代替設備により必要な機能

を確保すること，安全上支障のない期間での修復等の対

応を行うこと又はそれらを適切に組み合わせることに

より，その安全性を損なわない設計とする。 

  

 b. 間接的影響に対する設計 2.3.3 設計方針 

(1) 自然現象 

b. 火山 

ロ. 間接的影響に対する設計方針 

  

 さらに，降下火砕物による間接的影響である 7 日間の

外部電源喪失，ロ(3)(i)a.(a-8)-⑮柏崎刈羽原子力発電

所外での交通の途絶によるアクセス制限事象に対し，ロ

(3)(i)a.(a-8)-⑯柏崎刈羽原子力発電所の安全性を維持

するために必要となる電源の供給が継続でき，安全機能

を損なわない設計とする。  

 降下火砕物による間接的影響として考慮する，広範囲

にわたる送電網の損傷による 7 日間の外部電源喪失及び

発電所外での交通の途絶によるアクセス制限事象が生じ

た場合については，降下火砕物に対して非常用ディーゼ

ル発電機の安全機能を維持することで，発電用原子炉の

停止及び停止後の発電用原子炉の冷却，並びに使用済燃

料プールの冷却に係る機能を担うために必要となる電源

の供給が非常用ディーゼル発電機により継続できる設計

とすることにより，安全機能を損なわない設計とする。  

 降下火砕物による間接的影響である長期（7日間）の

外部電源喪失及びロ(3)(i)a.(a-8)-⑮発電所外での交

通の途絶によるアクセス制限事象に対し， ロ

(3)(i)a.(a-8)-⑯発電用原子炉及び使用済燃料貯蔵プ

ールの安全性を損なわないようにするために，7日間の

電源供給が継続できるよう，非常用ディーゼル発電機の

燃料を貯蔵するための軽油タンク（「重大事故等時のみ

6,7 号機共用」（以下同じ。）），燃料を移送するための非

常用ディーゼル発電設備燃料移送ポンプ等を降下火砕

物の影響を受けないよう設置する設計とする。  

設計及び工事の計画のロ(3) 

(i)a.(a-8)-⑮は，設置変更許

可申請書（本文（五号））のロ

(3)(i)a.(a-8)-⑮と同義であ

り，整合している。 

 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(i)a.(a-8)-⑯は，設置変更許

可申請書（本文（五号））のロ

(3)(i)a.(a-8)-⑯を具体的に

記載しており，整合している。 
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(a-9) 生物学的事象 1.8 外部からの衝撃による損傷の防止に関する基本方

針 

1.8.9 生物学的事象防護に関する基本方針 

i. 生物学的事象   

 ロ(3)(i)a.(a-9)-①a 安全施設は，ロ(3)(i)a.(a-9)-

②生物学的事象として海洋生物であるクラゲ等の発生及

び小動物等の侵入に対し，ロ(3)(i)a.(a-9)-①b その安

全機能を損なわない設計とする。 

 クラゲ等の発生に対しては，クラゲ等を含む塵芥によ

る原子炉補機冷却海水系等への影響を防止するため，除

塵装置及び海水ストレーナを設置し，必要に応じて塵芥

を除去すること，小動物の侵入に対しては，屋内設備は建

屋止水処置等により，屋外設備は端子箱貫通部の閉止処

置等を行うことにより，安全施設の生物学的事象に対す

る健全性の確保，若しくは，ロ(3)(i)a.(a-9)-③生物学

的事象による損傷を考慮して，代替設備により必要な機

能を確保すること，安全上支障のない期間での修復等の

対応，又は，それらを適切に組み合わせることで，ロ

(3)(i)a.(a-9)-①c その安全機能を損なわない設計とす

る。  

 生物学的事象として海洋生物であるクラゲ等の発生，

小動物等の侵入によってその安全機能が損なわれないこ

とを確認する必要がある施設を，安全重要度分類のクラ

ス 1，クラス 2及びクラス 3に属する構築物，系統及び 

機器とする。 

 その上で，外部事象防護対象施設は，クラゲ等の発生に

対して，クラゲ等を含む塵芥による原子炉補機冷却海水

系等への影響を防止するため，除塵装置及び海水ストレ

ーナを設置し，必要に応じて塵芥を除去することにより，

安全機能を損なわない設計とする。 

 小動物等の侵入に対しては，屋内設備は建屋止水処置

等により，屋外設備は端子箱貫通部の閉止処置を行うこ

とにより，安全機能を損なわない設計とする。 

 また，上記に含まれない構築物，系統及び機器は，生物

学的事象により損傷した場合であっても，代替手段があ

ること等により安全機能は損なわれない。  

 ロ(3)(i)a.(a-9)-①a 外部事象防護対象施設は，ロ

(3)(i)a.(a-9)-②生物学的事象に対して，海洋生物であ

るクラゲ等の発生を考慮して除塵装置及び海水ストレ

ーナを設置し，必要に応じて塵芥を除去すること，また，

小動物の侵入に対して，屋内設備は建屋止水処置等によ

り，屋外設備は端子箱貫通部の閉止処置等を行うことに

より，ロ(3)(i)a.(a-9)-①b 安全機能を損なわない設計

とする。 

 重大事故等対処設備は，生物学的事象に対して，小動

物の侵入を防止し，海洋生物に対して，予備を有するこ

とにより，設計基準事故対処設備等の安全機能と同時に

その機能を損なわない設計とする。  

設計及び工事の計画のロ(3) 

(i)a.(a-9)-①a 及びロ(3) 

(i)a.(a-9)-①c は，設置変更

許可申請書（本文（五号））の

ロ(3)(i)a.(a-9)-①a を全て

含んでおり，整合している。 

 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(i)a.(a-9)-①b 及びロ(3) 

(i)a.(a-9)-①d は，設置変更

許可申請書（本文（五号））の

ロ(3)(i)a.(a-9)-①b 及びロ

(3)(i)a.(a-9)-①c と同義で

あり，整合している。 

 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(i)a.(a-9)-②は，設置変更許

可申請書（本文（五号））のロ

(3)(i)a.(a-9)-②と同義であ

り，整合している。 

 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(i)a.(a-9)-③は，設置変更許

可申請書（本文（五号））のロ

(3)(i)a.(a-9)-③を全て含ん

でおり，整合している。 
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 1.10 発電用原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の

方針 

1.10.2 発電用原子炉設置変更許可申請（平成 25年 9 月

27 日申請）に係る実用発電用原子炉及びその附属施設の

位置，構造及び設備の基準に関する規則への適合 

（外部からの衝撃による損傷の防止） 

第六条  

適合のための設計方針 

1 について 

(9) 生物学的事象 

2.3.1 外部からの衝撃より防護すべき施設 

＜中略＞ 

 

  

  安全施設は，発電用原子炉施設内において生物学的事

象として海洋生物であるクラゲ等の発生及び小動物等の

侵入が発生した場合においても，その安全機能を損なわ

ない設計とする。 

 その上で，外部事象防護対象施設は，クラゲ等の発生に

対して，クラゲ等を含む塵芥による原子炉補機冷却海水

系等への影響を防止するため，除塵装置及び海水ストレ

ーナを設置し，必要に応じて塵芥を除去することにより，

安全機能を損なわない設計とする。 

 小動物等の侵入に対しては，屋内設備は建屋止水処置

等により，屋外設備は端子箱貫通部の閉止処置を行うこ

とにより，安全機能を損なわない設計とする。 

＜中略＞ 

 ロ(3)(i)a.(a-9)-①c 上記以外の設計基準対象施設

については，外部からの衝撃に対して機能を維持するこ

と若しくはロ(3)(i)a.(a-9)-③損傷を考慮して代替設

備により必要な機能を確保すること，安全上支障のない

期間での修復等の対応を行うこと又はそれらを適切に

組み合わせることにより，そのロ(3)(i)a.(a-9)-①d 安

全性を損なわない設計とする。 

  

(a-10) 火災・爆発（森林火災，近隣工場等の火災・爆発，

航空機落下火災等） 

1.8 外部からの衝撃による損傷の防止に関する基本方

針 

1.8.10 外部火災防護に関する基本方針 

1.8.10.1 設計方針 

2.3.3 設計方針 

(2) 人為事象 

a. 外部火災 

  

 ロ(3)(i)a.(a-10)-①a 安全施設は，想定される外部火

災において，最も厳しい火災が発生した場合においても

ロ(3)(i)a.(a-10)-①b 安全機能を損なわない設計とす

る。  

 安全施設が外部火災（火災・爆発（森林火災，近隣工場

等の火災・爆発，航空機落下火災等））に対して，発電用

原子炉施設の安全性を確保するために想定される最も厳

しい火災が発生した場合においても必要な安全機能を損

なわないよう，防火帯の設置，離隔距離の確保，建屋によ

る防護，代替手段等によって，安全機能を損なわない設計

とする。 

 外部火災によってその安全機能が損なわれないことを

確認する必要がある施設を，安全重要度分類のクラス 1，

クラス 2及びクラス 3に属する構築物，系統及び機器と 

 想定される外部火災において，火災・爆発源を発電所

敷地内及び敷地外に設定し外部事象防護対象施設に係

る温度や距離を算出し，それらによる影響評価を行い，

最も厳しい火災・爆発が発生した場合においてもロ

(3)(i)a.(a-10)-①a 安全機能を損なわない設計とす

る。 

 ロ(3)(i)a.(a-10)-①b 外部事象防護対象施設は，防

火帯の設置，離隔距離の確保，建屋による防護によって，

ロ(3)(i)a.(a-10)-①c 安全機能を損なわない設計とす

る。 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(i)a.(a-10)-①b 及びロ(3) 

(i)a.(a-10)-①d は，設置変

更許可申請書（本文（五号））

のロ(3)(i)a.(a-10)-①a を

全て含んでおり，整合してい

る。 

 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(i)a.(a-10)-①a,ロ(3)(i) 
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する。 

 外部火災によってその安全機能が損なわれないことを

確認する必要がある施設のうち，外部事象防護対象施設

は，防火帯の設置，離隔距離の確保，建屋による防護等に

より安全機能を損なわない設計とする。 

 想定する外部火災として，森林火災，近隣の産業施設の

火災・爆発，発電所敷地内に設置する危険物タンク等の火

災，航空機墜落による火災を選定する。外部火災にて想定

する火災を第 1.8.10－1表に示す。 

 また，想定される火災及び爆発の二次的影響（ばい煙

等）に対して，安全施設の安全機能を損なわない設計とす

る。 

＜中略＞ 

 重大事故等対処設備は，建屋内への設置又は設計基準

事故対処設備等及び同じ機能を有する他の重大事故等

対処設備と位置的分散を図り設置するとともに，防火帯

により防護することにより，設計基準事故対処設備等の

安全機能と同時にその機能を損なわない設計とする。 

 外部火災の影響については，定期的な評価の実施を保

安規定に定めて管理する。 

  

a.(a-10)-①c 及びロ(3)(i) 

a.(a-10)-①e は，設置変更許

可申請書（本文（五号））のロ

(3)(i)a.(a-10)-①b と同義

であり，整合している。 

  2.3.1 外部からの衝撃より防護すべき施設 

＜中略＞ 

 ロ(3)(i)a.(a-10)-①d 上記以外の設計基準対象施設

については，外部からの衝撃に対して機能を維持するこ

と若しくは損傷を考慮して代替設備により必要な機能

を確保すること，安全上支障のない期間での修復等の対

応を行うこと又はそれらを適切に組み合わせることに

より，ロ(3)(i)a.(a-10)-①e その安全性を損なわない

設計とする。 

  

 1.10 発電用原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の

方針 

1.10.2 発電用原子炉設置変更許可申請（平成 25年 9 月

27 日申請）に係る実用発電用原子炉及びその附属施設の

位置，構造及び設備の基準に関する規則への適合 

（外部からの衝撃による損傷の防止） 

第六条  

適合のための設計方針 

3 について 

(1) 外部火災 

 想定される外部火災としては，森林火災，近隣の産業施

設の火災・爆発及び航空機墜落による火災が挙げられる。 

＜中略＞ 
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 1.8 外部からの衝撃による損傷の防止に関する基本方

針 

1.8.10 外部火災防護に関する基本方針 

1.8.10.1 設計方針 

(2) 森林火災 

2.3.3 設計方針 

(2) 人為事象 

a. 外部火災 

(a) 防火帯幅の設定に対する設計方針 

  

 ロ(3)(i)a.(a-10)-②発電所敷地又はその周辺で想定

される発電用原子炉施設の安全性を損なわせる原因とな

るおそれがある事象であって人為によるもの（故意によ

るものを除く。）として想定される森林火災ロ

(3)(i)a.(a-10)-③の延焼防止を目的として，発電所周辺

の植生を確認し，作成した植生データ等をもとに求めた

最大火線強度ロ(3)(i)a.(a-10)-④（3,002kW/m）から算出

される防火帯（約 20m）を敷地内に設ける。 

 防火帯は延焼防止効果を損なわない設計とし，防火帯

に可燃物を含む機器等を設置する場合は必要最小限とす

る。 

 

 「原子力発電所の外部火災影響評価ガイド」を参照し，

発電所周辺の植生，過去 10 年間の気象条件を調査し，柏

崎刈羽原子力発電所から直線距離 10km の間に発火点を

設定し，森林火災シミュレーション解析コード（FARSITE）

を用いて影響評価を実施し，森林火災の延焼を防ぐため

の手段として防火帯を設け，火炎が防火帯外縁に到達す

るまでの時間，評価対象施設への熱影響及び危険距離を

評価し，必要な防火帯幅，評価対象施設との離隔距離を確

保すること等により，評価対象施設の安全機能を損なわ

ない設計とする。 

a. 森林火災の想定 

(a) 森林火災における各樹種の可燃物量は，環境省の

「自然環境保全基礎調査 植生調査データ」による植生

に，現地調査等により得られた樹種を踏まえて補正した

植生を用いる。また，林齢は，樹種を踏まえて地面草地の

可燃物量が多くなるように保守的に設定する。 

 

 ロ(3)(i)a.(a-10)-②人為事象として想定される森林

火災ロ(3)(i)a.(a-10)-③については，森林火災シミュ

レーション解析コードを用いて求めた最大火線強度ロ

(3)(i)a.(a-10)-④から設定し，設置（変更）許可を受

けた防火帯（約 20m）を敷地内に設ける設計とする。 

 また，防火帯は延焼防止効果を損なわない設計とし，

防火帯に可燃物を含む機器等を設置する場合は必要最

小限とすることを保安規定に定めて管理する。 

(b) 発電所敷地内の火災源に対する設計方針 

 火災源として，森林火災，発電所敷地内に設置する屋

外の危険物タンク等の火災，航空機墜落による火災，敷

地内の危険物タンク等の火災と航空機墜落による火災

が同時に発生した場合の重畳火災を想定し，火災源から

の外部事象防護対象施設への熱影響を評価する。 

 外部事象防護対象施設の評価条件を以下のように設

定し，評価する。評価結果より火災源ごとに輻射強度，

燃焼継続時間等を求め，外部事象防護対象施設を内包す

る建屋（垂直外壁面及び天井スラブから選定した，火災

の輻射に対して最も厳しい箇所）の表面温度が許容温度

（200℃）となる危険距離及び建屋を除く屋外の外部事

象防護対象施設の温度が許容温度（軽油タンクの軽油温

度 225℃，非常用ディーゼル発電設備燃料移送ポンプの

周囲温度 100℃，主排気筒の表面温度 325℃）となる危

険距離を算出し，その危険距離を上回る離隔距離を確保

する設計，又は建屋表面温度及び建屋を除く屋外の外部

事象防護対象施設の温度を算出し，その温度が許容温度

を満足する設計とする。 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(i)a.(a-10)-②は，設置変更

許可申請書（本文（五号））の

ロ(3)(i)a.(a-10)-②と同義

であり，整合している。 

 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(i)a.(a-10)-③は，設置変更

許可申請書（本文（五号））の

ロ(3)(i)a.(a-10)-③を具体

的に記載しており，整合して

いる。 

 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(i)a.(a-10)-④は，「設置（変

更）許可を受けた防火帯（約

20m）」と記載しており，設置

変更許可申請書（本文（五号））

ロ(3)(i)a.(a-10)-④と整合

している。 

 

 f. 防火帯幅の設定    

   FARSITE から出力される最大火線強度（3,002kW/m（発

火点 2））により算出される防火帯幅 18.4m に対し，約

20m の防火帯幅を確保することにより評価対象施設の安

全機能を損なわない設計とする。 

・森林火災については，発電所周辺の植生を確認し，作

成した植生データ等をもとに求めた，設置（変更）許可

を受けた防火帯の外縁（火炎側）における最大火線強度
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 防火帯は延焼防止効果を損なわない設計とし，防火帯

に可燃物を含む機器等を設置する場合は必要最小限とす

る。 

＜中略＞ 

から算出される火炎輻射発散度（100kW/m2）による危険

距離を求め評価する。 

・発電所敷地内に設置する危険物タンク等の火災につ

いては，貯蔵量等を勘案して火災源ごとに建屋表面温度

及び建屋を除く屋外の外部事象防護対象施設の温度を

求め評価する。 

また，燃料補充用のタンクローリ火災が発生した場合

の影響については，燃料補充時は監視人が立会を実施す

ることを保安規定に定めて管理し，万一の火災発生時は

速やかに消火活動が可能とすることにより，外部事象防

護対象施設に影響がない設計とする。 

・航空機墜落による火災については，「実用発電用原子

炉施設への航空機落下確率の評価基準について」（平成

21・06・25 原院第 1 号（平成 21 年 6 月 30 日原子力安

全・保安院一部改正））により落下確率が 10-7（回／炉・

年）となる面積及び離隔距離を算出し，外部事象防護対

象施設への影響が最も厳しくなる地点で火災が起こる

ことを想定し，建屋表面温度及び建屋を除く屋外の外部

事象防護対象施設の温度を求め評価する。 

・敷地内の危険物タンク等の火災と航空機墜落による

火災の重畳については，各々の火災の評価条件により算

出した輻射強度，燃焼継続時間等により，外部事象防護

対象施設の受熱面に対し，最も厳しい条件となる火災源

と外部事象防護対象施設を選定し，建屋表面温度及び建

屋を除く屋外の外部事象防護対象施設の温度を求め評

価する。 

・防護措置として設置する防護対策施設としては，非常

用ディーゼル発電設備燃料移送ポンプの周囲温度が許

容温度以下となるよう耐火性能を確認した防護板を非

常用ディーゼル発電設備燃料移送ポンプ周辺に鋼材で

支持する設計とする。防護板は，外部事象防護対象施設

である非常用ディーゼル発電設備燃料移送ポンプに用

いる地震力に対して，支持部材の構造強度を維持するこ

とにより非常用ディーゼル発電設備燃料移送ポンプに

波及的影響を及ぼさない設計とする。 

  

 

  

 g. 評価対象施設への熱影響 a. 外部火災   
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 また，ロ(3)(i)a.(a-10)-⑤森林火災による熱影響につ

いては，最大火線強度の影響を考慮した場合においても，

離隔距離の確保 ロ (3)(i)a.(a-10)- ⑥ 等により ロ

(3)(i)a.(a-10)-⑦a 安全施設のロ(3)(i)a.(a-10)-⑦b

安全機能を損なわない設計とする。  

 森林火災の直接的な影響を受ける評価対象施設への影

響評価を実施し，離隔距離の確保，建屋による防護等によ

り，評価対象施設の安全機能を損なわない設計とする。な

お，影響評価に用いる火炎輻射発散度（火炎輻射強度）

は，FARSITE から出力される火線強度（反応強度）から求

める火炎輻射発散度 100kW/m2（火炎輻射強度 211kW/m2）

とする。  

 ロ(3)(i)a.(a-10)-⑤a 想定される外部火災におい

て，火災・爆発源を発電所敷地内及び敷地外に設定し外

部事象防護対象施設に係る温度や距離を算出し，それら

による影響評価を行い，最も厳しい火災・爆発が発生し

た場合においてもロ(3)(i)a.(a-10)-⑦a 安全機能を損

なわない設計とする。 

 ロ(3)(i)a.(a-10)-⑦b 外部事象防護対象施設は，ロ

(3)(i)a.(a-10)-⑥防火帯の設置，離隔距離の確保，建

屋による防護によって，安全機能を損なわない設計とす

る。 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(i)a.(a-10)-⑤a 及びロ(3) 

(i)a.(a-10)-⑤b は，設置変

更許可申請書（本文（五号））

のロ(3)(i)a.(a-10)-⑤を全

て含んでおり，整合している。 

 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(i)a.(a-10)-⑥は，設置変更

許可申請書（本文（五号））の

ロ(3)(i)a.(a-10)-⑥を具体

的に記載しており，整合して

いる。 

 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(i)a.(a-10)-⑦b 及びロ(3) 

(i)a.(a-10)-⑦c は，設置変

更許可申請書（本文（五号））

のロ(3)(i)a.(a-10)-⑦a を

全て含んでおり，整合してい

る。 

 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(i)a.(a-10)-⑦a 及びロ(3) 

(i)a.(a-10)-⑦d は，設置変

更許可申請書（本文（五号））

のロ(3)(i)a.(a-10)-⑦b と

同義であり，整合している。 

 

  2.3.1 外部からの衝撃より防護すべき施設 

＜中略＞ 

 ロ(3)(i)a.(a-10)-⑦c 上記以外の設計基準対象施設

については，ロ(3)(i)a.(a-10)-⑤b 外部からの衝撃に

対して機能を維持すること若しくは損傷を考慮して代

替設備により必要な機能を確保すること，安全上支障の

ない期間での修復等の対応を行うこと又はそれらを適

切に組み合わせることにより，ロ(3)(i)a.(a-10)-⑦d

その安全性を損なわない設計とする。 
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 (3) 近隣産業施設の火災･爆発 2.3.3 設計方針 

(2) 人為事象 

a. 外部火災 

(c) 発電所敷地外の火災・爆発源に対する設計方針 

  

 ロ(3)(i)a.(a-10)-⑧発電所敷地又はその周辺で想定

される発電用原子炉施設の安全性を損なわせる原因とな

るおそれがある事象であって人為によるもの（故意によ

るものを除く。）として，想定される近隣工場等の火災・

爆発については，離隔距離の確保，若しくは，ロ

(3)(i)a.(a-10)-⑨近隣工場等の火災・爆発による損傷を

考慮して，代替設備により必要な機能を確保すること，安

全上支障のない期間での修復等の対応，又は，それらを適

切に組み合わせることで，ロ(3)(i)a.(a-10)-⑩その安全

機能を損なわない設計とする。  

 「原子力発電所の外部火災影響評価ガイド」を参照し，

発電所敷地外 10km 以内の産業施設を抽出した上で柏崎

刈羽原子力発電所との離隔距離を確保すること及び発電

所敷地内で火災を発生させるおそれのある危険物タンク

等を選定し，危険物タンク等の燃料量と評価対象施設と

の離隔距離を考慮して，輻射強度が最大となる火災を設

定し，直接的な影響を受ける評価対象施設への熱影響評

価を行い，離隔距離の確保等により，評価対象施設の安全

機能を損なわない設計とする。 

  

 ロ(3)(i)a.(a-10)-⑧発電所敷地外での火災・爆発源

に対して，必要な離隔距離を確保することで，外部事象

防護対象施設のロ(3)(i)a.(a-10)-⑩a 安全機能を損な

わない設計とする。 

  

・発電所敷地外 10km 以内の範囲において，火災・爆発

により発電用原子炉施設に影響を及ぼすような石油コ

ンビナート施設は存在しないため，火災・爆発による発

電用原子炉施設への影響については考慮しない。 

・発電所敷地外半径 10km 以内の危険物貯蔵施設，高圧

ガス貯蔵施設，燃料輸送車両及び漂流船舶の火災につい

ては，火災源ごとに外部事象防護対象施設を内包する建

屋（垂直外壁面及び天井スラブから選定した，火災の輻

射に対して最も厳しい箇所）の表面温度が許容温度とな

る危険距離及び建屋を除く屋外の外部事象防護対象施

設の温度が許容温度となる危険距離を求め評価する。 

・発電所敷地外半径 10km 以内の高圧ガス貯蔵施設，燃

料輸送車両及び漂流船舶の爆発については，爆発源ごと

にガス爆発の爆風圧が 0.01MPa となる危険限界距離及

びガス爆発による容器破裂時の破片の最大飛散距離を

求め評価する。 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(i)a.(a-10)-⑧は，設置変更

許可申請書（本文（五号））の

ロ(3)(i)a.(a-10)-⑧を全て

含んでおり，整合している。 

 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(i)a.(a-10)-⑨は，設置変更

許可申請書（本文（五号））の

ロ(3)(i)a.(a-10)-⑨を全て

含んでおり，整合している。 

 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(i)a.(a-10)-⑩a 及びロ(3) 

(i)a.(a-10)-⑩b は，設置変

更許可申請書（本文（五号））

のロ(3)(i)a.(a-10)-⑩と同

義であり，整合している。  

 

  

  2.3.1 外部からの衝撃より防護すべき施設 

＜中略＞ 

 上記以外の設計基準対象施設については，外部からの

衝撃に対して機能を維持すること若しくは ロ

(3)(i)a.(a-10)-⑨損傷を考慮して代替設備により必要

な機能を確保すること，安全上支障のない期間での修復

等の対応を行うこと又はそれらを適切に組み合わせる

ことにより，ロ(3)(i)a.(a-10)-⑩b その安全性を損な

わない設計とする。 

 

  

  2.3.3 設計方針 

(2) 人為事象 
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設置変更許可申請書（本文（五号）） 設置変更許可申請書（添付書類八） 該当事項 設計及び工事の計画 該当事項 整合性 備考 

a. 外部火災 

 また，ロ(3)(i)a.(a-10)-⑪想定される発電所敷地内に

設置する危険物タンク等の火災，航空機墜落による火災

については，離隔距離の確保，若しくは，ロ(3)(i)a.(a-

10)-⑫航空機が落下し，その火災による損傷を考慮して，

代替設備により必要な機能を確保すること，安全上支障

のない期間での修復等の対応，又は，それらを適切に組み

合わせることで，ロ(3)(i)a.(a-10)-⑬その安全機能を損

なわない設計とする。 

  

e. 発電所敷地内に設置する危険物タンク等の熱影響 

 発電所敷地内に設置する危険物タンク等の火災による

直接的な影響を受ける評価対象施設への影響評価を実施

し，離隔距離の確保，建屋による防護等により，評価対象

施設の安全機能を損なわない設計とする。 

＜中略＞ 

 

 

 

 

 

(4) 航空機墜落による火災 

 「原子力発電所の外部火災影響評価ガイド」を参照し，

航空機墜落による火災について落下カテゴリごとに選定

した航空機を対象に，直接的な影響を受ける，評価対象施

設への影響評価を実施し，離隔距離の確保，建屋による防

護等により，評価対象施設の安全機能を損なわない設計

とする。また，航空機墜落による火災と発電所敷地内の危

険物タンク等による火災の重畳を考慮する設計とする。 

 ロ(3)(i)a.(a-10)-⑪a 想定される外部火災におい

て，火災・爆発源を発電所敷地内及び敷地外に設定し外

部事象防護対象施設に係る温度や距離を算出し，それら

による影響評価を行い，最も厳しい火災・爆発が発生し

た場合においてもロ(3)(i)a.(a-10)-⑬a 安全機能を損

なわない設計とする。 

 外部事象防護対象施設は，防火帯の設置，離隔距離の

確保，建屋による防護によって，安全機能を損なわない

設計とする。 

＜中略＞ 

 

(b) 発電所敷地内の火災源に対する設計方針 

 ロ(3)(i)a.(a-10)-⑪b 火災源として，森林火災，発

電所敷地内に設置する屋外の危険物タンク等の火災，航

空機墜落による火災，敷地内の危険物タンク等の火災と

航空機墜落による火災が同時に発生した場合の重畳火

災を想定し，火災源からの外部事象防護対象施設への熱

影響を評価する。 

＜中略＞ 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(i)a.(a-10)-⑪a 及びロ(3) 

(i)a.(a-10)-⑪b は，設置変

更許可申請書（本文（五号））

のロ(3)(i)a.(a-10)-⑪を全

て含んでおり，整合している。 

 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(i)a.(a-10)-⑫は，設置変更

許可申請書（本文（五号））の

ロ(3)(i)a.(a-10)-⑫を全て

含んでおり，整合している。 

 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(i)a.(a-10)-⑬a 及びロ(3) 

(i)a.(a-10)-⑬b は，設置変

更許可申請書（本文（五号））

のロ(3)(i)a.(a-10)-⑬と同

義であり，整合している。 

 

 

  

  2.3.1 外部からの衝撃より防護すべき施設 

＜中略＞ 

 上記以外の設計基準対象施設については，外部からの

衝撃に対して機能を維持すること若しくはロ(3)(i)a.

(a-10)-⑫損傷を考慮して代替設備により必要な機能を

確保すること，安全上支障のない期間での修復等の対応

を行うこと又はそれらを適切に組み合わせることによ

り，ロ(3)(i)a.(a-10)-⑬b その安全性を損なわない設

計とする。 

 

 

 

 

 

 

  

 1.10 発電用原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の

方針 

2.3.3 設計方針 

(2) 人為事象 
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設置変更許可申請書（本文（五号）） 設置変更許可申請書（添付書類八） 該当事項 設計及び工事の計画 該当事項 整合性 備考 

1.10.2 発電用原子炉設置変更許可申請（平成 25年 9 月

27 日申請）に係る実用発電用原子炉及びその附属施設の

位置，構造及び設備の基準に関する規則への適合 

（外部からの衝撃による損傷の防止） 

第六条  

適合のための設計方針 

3 について 

(1) 外部火災 

（近隣の産業施設の火災・爆発） 

＜中略＞ 

a. 外部火災 

 ロ(3)(i)a.(a-10)-⑭外部火災による屋外施設への影

響については，ロ(3)(i)a.(a-10)-⑮屋外施設の温度を許

容温度以下とすることでロ(3)(i)a.(a-10)-⑯安全施設

のロ(3)(i)a.(a-10)-⑰安全機能を損なわない設計とす

る。  

 発電所敷地内に設置する危険物タンク等の火災発生時

の輻射熱による評価対象施設の建屋（垂直外壁面及び天

井スラブから選定した,火災の輻射に対して最も厳しい

箇所）の表面温度等を許容温度以下とすることにより,安

全施設の安全性が損なわれることはない。 

 ロ(3)(i)a.(a-10)-⑭想定される外部火災において，

火災・爆発源を発電所敷地内及び敷地外に設定しロ

(3)(i)a.(a-10)-⑯外部事象防護対象施設に係るロ

(3)(i)a.(a-10)-⑮a 温度や距離を算出し，それらによ

る影響評価を行い，最も厳しい火災・爆発が発生した場

合においてもロ(3)(i)a.(a-10)-⑰安全機能を損なわな

い設計とする。 

＜中略＞  

設計及び工事の計画のロ(3) 

(i)a.(a-10)-⑭は，設置変更

許可申請書（本文（五号））の

ロ(3)(i)a.(a-10)-⑭と同義

であり，整合している。 

 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(i)a.(a-10)-⑮a 及びロ(3) 

(i)a.(a-10)-⑮b は，設置変

更許可申請書（本文（五号））

のロ(3)(i)a.(a-10)-⑮を具

体的に記載しており，整合し

ている。 

 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(i)a.(a-10)-⑯は，設置変更

許可申請書（本文（五号））の

ロ(3)(i)a.(a-10)-⑯と同義

であり，整合している。 

 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(i)a.(a-10)-⑰は，設置変更

許可申請書（本文（五号））の

ロ(3)(i)a.(a-10)-⑰と同義

であり，整合している。 

 

  (b) 発電所敷地内の火災源に対する設計方針   
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設置変更許可申請書（本文（五号）） 設置変更許可申請書（添付書類八） 該当事項 設計及び工事の計画 該当事項 整合性 備考 

  火災源として，森林火災，発電所敷地内に設置する屋

外の危険物タンク等の火災，航空機墜落による火災，敷

地内の危険物タンク等の火災と航空機墜落による火災

が同時に発生した場合の重畳火災を想定し，火災源から

の外部事象防護対象施設への熱影響を評価する。 

外部事象防護対象施設の評価条件を以下のように設

定し，評価する。 

評価結果より火災源ごとに輻射強度，燃焼継続時間等

を求め，(3)(i)a.(a-10)-⑮b 外部事象防護対象施設を

内包する建屋（垂直外壁面及び天井スラブから選定し

た，火災の輻射に対して最も厳しい箇所）の表面温度が

許容温度（200℃）となる危険距離及び建屋を除く屋外

の外部事象防護対象施設の温度が許容温度（軽油タンク

の軽油温度 225℃，非常用ディーゼル発電設備燃料移送

ポンプの周囲温度 100℃，主排気筒の表面温度 325℃）

となる危険距離を算出し，その危険距離を上回る離隔距

離を確保する設計，又は建屋表面温度及び建屋を除く屋

外の外部事象防護対象施設の温度を算出し，その温度が

許容温度を満足する設計とする。 

＜中略＞ 

  

  (c) 発電所敷地外の火災・爆発源に対する設計方針   

   発電所敷地外での火災・爆発源に対して，必要な離隔

距離を確保することで，外部事象防護対象施設の安全機

能を損なわない設計とする。 

・発電所敷地外 10km 以内の範囲において，火災・爆発

により発電用原子炉施設に影響を及ぼすような石油コ

ンビナート施設は存在しないため，火災・爆発による発

電用原子炉施設への影響については考慮しない。 

・発電所敷地外半径 10km 以内の危険物貯蔵施設，高圧

ガス貯蔵施設，燃料輸送車両及び漂流船舶の火災につい

ては，火災源ごとに外部事象防護対象施設を内包する建

屋（垂直外壁面及び天井スラブから選定した，火災の輻

射に対して最も厳しい箇所）の表面温度が許容温度とな

る危険距離及び建屋を除く屋外の外部事象防護対象施

設の温度が許容温度となる危険距離を求め評価する。 

＜中略＞ 
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設置変更許可申請書（本文（五号）） 設置変更許可申請書（添付書類八） 該当事項 設計及び工事の計画 該当事項 整合性 備考 

 1.8 外部からの衝撃による損傷の防止に関する基本方

針 

1.8.10 外部火災防護に関する基本方針 

1.8.10.1 設計方針 

(5) 二次的影響（ばい煙等） 

(d) 二次的影響（ばい煙）に対する設計方針   

 また，ロ(3)(i)a.(a-10)-⑱外部火災の二次的影響であ

るばい煙及び有毒ガスによる影響については，換気空調

系等に適切な防護対策を講じることでロ(3)(i)a.(a-

10)-⑲安全施設の安全機能を損なわない設計とする。  

 外部火災による二次的影響として，ばい煙等による影

響を抽出し，外気を取り込む区域に設置される評価対象

施設を抽出した上で，第 1.8.10－5 表の分類のとおり評

価を行い，必要な場合は対策を実施することで評価対象

施設の安全機能を損なわない設計とする。  

 ロ(3)(i)a.(a-10)-⑱a 屋外に開口しており空気の流

路となる施設及び換気空調系に対し，ばい煙の侵入を防

止するため適切な防護対策を講じることで，ロ(3)(i)a. 

(a-10)-⑲a 外部事象防護対象施設の安全機能を損なわ

ない設計とする。 

イ. 換気空調系 

 外部火災によるばい煙が発生した場合には，侵入を防

止するためバグフィルタを設置する設計とする。 

 なお，室内に滞在する人員の環境劣化を防止するため

に，ばい煙の侵入を防止するよう外気取入ダンパの閉止

及び再循環運転の実施による外気の遮断を保安規定に

定めて管理する。 

ロ. 非常用ディーゼル発電機 

 非常用ディーゼル発電機については，バグフィルタを

設置することによりばい煙が容易に侵入しにくい設計

とする。 

 また，ばい煙が侵入したとしてもばい煙が流路に溜ま

りにくい構造とし，ばい煙により閉塞しない設計とす

る。 

ハ. 安全保護系 

 外部事象防護対象施設のうち空調系統にて空調管理

されており間接的に外気と接する安全保護系盤につい

ては，空調系統にバグフィルタを設置することによりば

い煙が侵入しにくい設計とする。 

 

 

 

 

 

 

  

設計及び工事の計画のロ(3) 

(i)a.(a-10)-⑱a～ロ(3)(i) 

a.(a-10)-⑱c は，設置変更許

可申請書（本文（五号））のロ

(3)(i)a.(a-10)-⑱を具体的

に記載しており，整合してい

る。 

 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(i)a.(a-10)-⑲a 及びロ(3) 

(i)a.(a-10)-⑲b は，設置変

更許可申請書（本文（五号））

のロ(3)(i)a.(a-10)-⑲を全

て含んでおり，整合している。 
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設置変更許可申請書（本文（五号）） 設置変更許可申請書（添付書類八） 該当事項 設計及び工事の計画 該当事項 整合性 備考 

 1.10 発電用原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の

方針 

1.10.2 発電用原子炉設置変更許可申請（平成 25年 9 月

27 日申請）に係る実用発電用原子炉及びその附属施設の

位置，構造及び設備の基準に関する規則への適合 

（外部からの衝撃による損傷の防止） 

第六条  

適合のための設計方針 

3 について 

(2) 有毒ガス 

(e) 有毒ガスに対する設計方針   

  有毒ガスの漏えいについては固定施設（石油コンビナ

ート等）と可動施設（陸上輸送，海上輸送）からの流出が

考えられる。発電所周辺には周辺監視区域が設定されて

いるため，発電用原子炉施設と近隣の施設や周辺道路と

の間には離隔距離が確保されていることから，有毒ガス

の漏えいを想定した場合でも，中央制御室の居住性が損

なわれることはない。また，敷地港湾の前面の海域を移動

中の可動施設から有毒ガスの漏えいを想定した場合も同

様に，離隔距離が確保されているため，中央制御室の居住

性が損なわれることはない。 

 発電所敷地内に貯蔵している化学物質については，貯

蔵設備からの漏えいを想定した場合でも，非常用換気空

調系等により中央制御室の居住性が損なわれることはな

い。 

 ロ(3)(i)a.(a-10)-⑱b 外部火災起因を含む有毒ガス

が発生した場合には，中央制御室内に滞在する人員の環

境劣化を防止するために設置した外気取入ダンパの閉

止，中央制御室内の空気を循環させる再循環運転の実施

及び必要に応じ中央制御室以外の空調ファンの停止に

より，有毒ガスの侵入を防止する設計とする。 

 なお，有毒ガスの侵入を防止するよう，外気取入ダン

パの閉止，再循環運転の実施による外気の遮断及び空調

ファンの停止による外気流入の抑制を保安規定に定め

て管理する。 

 主要道路，鉄道路線，一般航路及び石油コンビナート

施設は離隔距離を確保することで事故等による火災に

伴う発電所への有毒ガスの影響がない設計とする。 

  

  2.3.1 外部からの衝撃より防護すべき施設 

＜中略＞ 

 ロ(3)(i)a.(a-10)-⑲b 上記以外の設計基準対象施設

については，ロ(3)(i)a.(a-10)-⑱c 外部からの衝撃に

対して機能を維持すること若しくは損傷を考慮して代

替設備により必要な機能を確保すること，安全上支障の

ない期間での修復等の対応を行うこと又はそれらを適

切に組み合わせることにより，その安全性を損なわない

設計とする。 
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(a-11) 有毒ガス 1.10 発電用原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の

方針 

1.10.2 発電用原子炉設置変更許可申請（平成 25年 9 月

27 日申請）に係る実用発電用原子炉及びその附属施設の

位置，構造及び設備の基準に関する規則への適合 

（外部からの衝撃による損傷の防止） 

第六条  

適合のための設計方針 

3 について 

(2) 有毒ガス 

2.3.3 設計方針 

(2) 人為事象 

a. 外部火災 

(e) 有毒ガスに対する設計方針 

  

 ロ(3)(i)a.(a-11)-①安全施設は，想定される有毒ガス

の発生に対し，ロ(3)(i)a.(a-11)-②非常用換気空調系等

により，ロ(3)(i)a.(a-11)-③中央制御室の居住性に影響

のない設計とする。  

 有毒ガスの漏えいについては固定施設（石油コンビナ

ート等）と可動施設（陸上輸送，海上輸送）からの流出が

考えられる。発電所周辺には周辺監視区域が設定されて

いるため，発電用原子炉施設と近隣の施設や周辺道路と

の間には離隔距離が確保されていることから，有毒ガス

の漏えいを想定した場合でも，中央制御室の居住性が損

なわれることはない。また，敷地港湾の前面の海域を移動

中の可動施設から有毒ガスの漏えいを想定した場合も同

様に，離隔距離が確保されているため，中央制御室の居住

性が損なわれることはない。 

 発電所敷地内に貯蔵している化学物質については，貯

蔵設備からの漏えいを想定した場合でも，非常用換気空

調系等により中央制御室の居住性が損なわれることはな

い。 

 ロ(3)(i)a.(a-11)-①a 外部火災起因を含む有毒ガス

が発生した場合には，ロ(3)(i)a.(a-11)-②中央制御室

内に滞在する人員の環境劣化を防止するために設置し

た外気取入ダンパの閉止，中央制御室内の空気を循環さ

せる再循環運転の実施及び必要に応じ中央制御室以外

の空調ファンの停止により，ロ(3)(i)a.(a-11)-③a 有

毒ガスの侵入を防止する設計とする。 

 なお，有毒ガスの侵入を防止するよう，外気取入ダン

パの閉止，再循環運転の実施による外気の遮断及び空調

ファンの停止による外気流入の抑制を保安規定に定め

て管理する。 

 主要道路，鉄道路線，一般航路及び石油コンビナート

施設は離隔距離を確保することで事故等による火災に

伴う発電所への有毒ガスの影響がない設計とする。 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(i)a.(a-11)-①a 及びロ(3) 

(i)a.(a-11)-①b は，設置変

更許可申請書（本文（五号））

のロ(3)(i)a.(a-11)-①を具

体的に記載しており，整合し

ている。 

 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(i)a.(a-11)-②は，設置変更

許可申請書（本文（五号））の

ロ(3)(i)a.(a-11)-②を具体

的に記載しており，整合して

いる。 

 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(i)a.(a-11)-③a 及びロ(3) 

(i)a.(a-11)-③b は，設置変

更許可申請書（本文（五号））

のロ(3)(i)a.(a-11)-③を具

体的に記載しており，整合し

ている。 

 

  2.3.1 外部からの衝撃より防護すべき施設 

＜中略＞ 

 ロ(3)(i)a.(a-11)-①b 上記以外の設計基準対象施設

については，外部からの衝撃に対してロ(3)(i)a.(a-

11)-③b 機能を維持すること若しくは損傷を考慮して
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代替設備により必要な機能を確保すること，安全上支障

のない期間での修復等の対応を行うこと又はそれらを

適切に組み合わせることにより，その安全性を損なわな

い設計とする。 

(a-12) 船舶の衝突 (3) 船舶の衝突 2.3.3 設計方針 

(2) 人為事象 

b. 船舶の衝突 

  

 ロ(3)(i)a.(a-12)-①a 安全施設は，ロ(3)(i)a.(a-

12)-②航路を通行する船舶の衝突に対し，航路からの離

隔距離を確保することにより，安全施設の船舶の衝突に

対する健全性の確保，若しくは，ロ(3)(i)a.(a-12)-③船

舶の衝突による損傷を考慮して，代替設備により必要な

機能を確保すること，安全上支障のない期間での修復等

の対応，又は，それらを適切に組み合わせることで，ロ

(3)(i)a.(a-12)-①bその安全機能を損なわない設計とす

る。 

  

 航路を通行する船舶の衝突に対し，航路からの離隔距

離を確保することにより，安全施設が安全機能を損なわ

ない設計とする。 

 小型船舶が発電所近傍で漂流した場合でも，敷地前面

の防波堤等に衝突して止まることから取水性に影響はな

い。また，カーテン・ウォール前面に小型船舶が到達した

場合であっても，深層から取水することにより，取水機能

が損なわれるような閉塞は生じない設計とする。 

船舶の座礁により重油流出事故が発生した場合は，オ

イルフェンスを設置する措置を講じる。 

 したがって，船舶の衝突によって取水路が閉塞するこ

とはなく，安全施設の安全機能を損なうことはない。  

 ロ(3)(i)a.(a-12)-①a 外部事象防護対象施設は，ロ

(3)(i)a.(a-12)-②航路からの離隔距離を確保するこ

と，小型船舶が発電所近傍で漂流した場合でも，防波堤

等に衝突して止まること及び深層から取水することに

より，ロ(3)(i)a.(a-12)-①b 安全機能を損なわない設

計とする。 

 重大事故等対処設備は，航路からの離隔距離を確保す

ること，小型船舶が発電所近傍で漂流した場合でも，防

波堤等に衝突して止まること及び設計基準事故対処設

備等と位置的分散を図り設置することにより，船舶の衝

突による取水性を損なうことのない設計とする。  

設計及び工事の計画のロ(3) 

(i)a.(a-12)-①a 及びロ(3) 

(i)a.(a-12)-①c は，設置変

更許可申請書（本文（五号））

のロ(3)(i)a.(a-12)-①a を

全て含んでおり，整合してい

る。 

 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(i)a.(a-12)-①b 及びロ(3) 

(i)a.(a-12)-①d は，設置変

更許可申請書（本文（五号））

のロ(3)(i)a.(a-12)-①b と

同義であり，整合している。 

 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(i)a.(a-12)-②は，設置変更

許可申請書（本文（五号））の

ロ(3)(i)a.(a-12)-②を具体

的に記載しており，整合して

いる。 

 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(i)a.(a-12)-③は，設置変更

許可申請書（本文（五号））の

ロ(3)(i)a.(a-12)-③を全て

含んでおり，整合している。 

 

  

 

  2.3.1 外部からの衝撃より防護すべき施設   
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＜中略＞ 

 ロ(3)(i)a.(a-12)-①c 上記以外の設計基準対象施設

については，外部からの衝撃に対して機能を維持するこ

と若しくはロ(3)(i)a.(a-12)-③損傷を考慮して代替設

備により必要な機能を確保すること，安全上支障のない

期間での修復等の対応を行うこと又はそれらを適切に

組み合わせることにより，ロ(3)(i)a.(a-12)-①d その

安全性を損なわない設計とする。 

(a-13) 電磁的障害 (4) 電磁的障害 2.3.3 設計方針 

(2) 人為事象 

c. 電磁的障害 

  

 ロ(3)(i)a.(a-13)-①a 安全施設は，ロ(3)(i)a.(a-

13)-②電磁的障害による擾乱に対し，制御盤へ入線する

電源受電部へのラインフィルタや絶縁回路の設置，外部

からの信号入出力部へのラインフィルタや絶縁回路の設

置，通信ラインにおける光ケーブルの適用等により，安全

施設の電磁的障害に対する健全性の確保，若しくは，ロ

(3)(i)a.(a-13)-③電磁的障害による損傷を考慮して，代

替設備により必要な機能を確保すること，安全上支障の

ない期間での修復等の対応，又は，それらを適切に組み合

わせることで，ロ(3)(i)a.(a-13)-①b その安全機能を損

なわない設計とする。  

 安全保護系は，電磁的障害による擾乱に対して，制御盤

へ入線する電源受電部へのラインフィルタや絶縁回路の

設置，外部からの信号入出力部へのラインフィルタや絶

縁回路の設置，通信ラインにおける光ケーブルの適用等

により，影響を受けない設計とする。 

 したがって，電磁的障害により安全施設の安全機能を

損なうことはない。  

 ロ(3)(i)a.(a-13)-①a 外部事象防護対象施設及び重

大事故等対処設備のうちロ(3)(i)a.(a-13)-②電磁波に

対する考慮が必要な機器は，電磁波によりその機能を損

なうことがないよう，ラインフィルタや絶縁回路の設

置，又は鋼製筐体や金属シールド付ケーブルの適用等に

より，電磁波の侵入を防止する設計とする。  

設計及び工事の計画のロ(3) 

(i)a.(a-13)-①a 及びロ(3) 

(i)a.(a-13)-①b は，設置変

更許可申請書（本文（五号））

のロ(3)(i)a.(a-13)-①a を

全て含んでおり，整合してい

る。 

 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(i)a.(a-13)-①c は，設置変

更許可申請書（本文（五号））

のロ(3)(i)a.(a-13)-①b を

具体的に記載しており，整合

している。 

 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(i)a.(a-13)-②は，設置変更

許可申請書（本文（五号））の

ロ(3)(i)a.(a-13)-②を具体

的に記載しており，整合して

いる。 

 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(i)a.(a-13)-③は，設置変更

許可申請書（本文（五号））の
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ロ(3)(i)a.(a-13)-③を全て

含んでおり，整合している。 

  2.3.1 外部からの衝撃より防護すべき施設 

＜中略＞ 

 ロ(3)(i)a.(a-13)-①b 上記以外の設計基準対象施設

については，外部からの衝撃に対して機能を維持するこ

と若しくはロ(3)(i)a.(a-13)-③損傷を考慮して代替設

備により必要な機能を確保すること，安全上支障のない

期間での修復等の対応を行うこと又はそれらを適切に

組み合わせることにより，ロ(3)(i)a.(a-13)-①c その

安全性を損なわない設計とする。 

  

  2.3.3 設計方針 

(2) 人為事象 

d. 航空機の墜落 

 可搬型重大事故等対処設備は，建屋内に保管するか，

又は屋外において設計基準対象施設等と位置的分散を

図り保管する。 
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(b) 発電用原子炉施設への人の不法な侵入等の防止 1.1  安全設計の方針 

1.1.1  安全設計の基本方針 

1.1.1.5  人の不法な侵入等の防止 

(1) 設計方針 

6. その他 

6.2 発電用原子炉施設への人の不法な侵入等の防止 

 
  

 発電用原子炉施設への人の不法な侵入を防止するため

の区域を設定し，ロ(3)(ⅰ)a.(b)-①a 核物質防護対策と

して，その区域を人の容易な侵入を防止できる柵，鉄筋

コンクリート造りの壁等の障壁によって区画して，巡視，

監視等を行うことにより，侵入防止及び出入管理を行う

ことができる設計とする。 

 発電用原子炉施設への人の不法な侵入を防止するため

の区域を設定し，核物質防護対策として，その区域を人

の容易な侵入を防止できる柵，鉄筋コンクリート造りの

壁等の障壁によって区画して，巡視，監視等を行うこと

により，侵入防止及び出入管理を行うことができる設計

とする。 

発電用原子炉施設への人の不法な侵入を防止するた

めの区域を設定し，その区域を人の容易な侵入を防止

できる柵，鉄筋コンクリート造りの壁等の障壁によっ

て区画して，巡視，監視等を行うことにより，侵入防

止及び出入管理を行うことができる設計とする。  

 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)a.(b)-①は，設置変更許

可申請書（本文（五号））の

ロ(3)(ⅰ)a.(b)-①a及びロ

(3)(ⅰ)a.(b)-①bと同義であ

り，整合している。 

  

 また，探知施設を設け，警報，映像等を集中監視すると

ともに，核物質防護措置に係る関係機関等との通信連絡

を行うことができる設計とする。さらに，防護された区

域内においても，施錠管理により，発電用原子炉施設及

び特定核燃料物質の防護のために必要な設備又は装置の

操作に係る情報システムへの不法なロ(3)(ⅰ)a.(b)-②

侵入を防止する設計とする。 

発電用原子炉施設に不正に爆発性又は易燃性を有する

物件その他人に危害を与え，又は他の物件を損傷するお

それがある物件の持込み（郵便物等による発電所外から

の爆発物及び有害物質の持込みを含む。）を防止するた

め，ロ(3)(ⅰ)a.(b)-①b 核物質防護対策として，持込み

点検を行うことができる設計とする。 

 また，探知施設を設け，警報，映像等を集中監視する

とともに，核物質防護措置に係る関係機関等との通信連

絡を行うことができる設計とする。さらに，防護された

区域内においても，施錠管理により，発電用原子炉施設

及び特定核燃料物質の防護のために必要な設備又は装置

の操作に係る情報システムへの不法な侵入を防止する設

計とする。 

発電用原子炉施設に不正に爆発性又は易燃性を有する

物件その他人に危害を与え，又は他の物件を損傷するお

それがある物件の持込み（郵便物等による発電所外から

の爆発物及び有害物質の持込みを含む。）を防止するた

め，核物質防護対策として，持込み点検を行うことがで

きる設計とする。 

また，探知施設を設け，警報，映像等を集中監視す

るとともに，核物質防護措置に係る関係機関等との通

信連絡を行うことができる設計とする。さらに，防護

された区域内においても，施錠管理により，発電用原

子炉施設及び特定核燃料物質の防護のために必要な設

備又は装置の操作に係る情報システムへの不法なロ(3) 

(ⅰ)a.(b)-②接近を防止する設計とする。 

発電用原子炉施設に不正に爆発性又は易燃性を有す

る物件その他人に危害を与え，又は他の物件を損傷す

るおそれがある物件の持込み（郵便物等による発電所

外からの爆発物及び有害物質の持込みを含む。）を防止

するため，持込み点検を行うことができる設計とす

る。 

 

 

 

 

 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)a.(b)-②は，設置変更許

可申請書（本文（五号））の

ロ(3)(ⅰ)a.(b)-②と同義で

あり，整合している。 

  

 不正アクセス行為（サイバーテロを含む。）を防止する

ため，核物質防護対策として，発電用原子炉施設及び特

定核燃料物質の防護のために必要な設備又は装置の操作

に係る情報システムが，電気通信回線を通じた不正アク

セス行為（サイバーテロを含む。）を受けることがないよ

うに，当該情報システムに対する外部からのアクセスを

遮断する設計とする。 

 不正アクセス行為（サイバーテロを含む。）を防止す

るため，核物質防護対策として，発電用原子炉施設及び

特定核燃料物質の防護のために必要な設備又は装置の操

作に係る情報システムが，電気通信回線を通じた不正ア

クセス行為（サイバーテロを含む。）を受けることがな

いように，当該情報システムに対する外部からのアクセ

スを遮断する設計とする。  

不正アクセス行為（サイバーテロを含む。）を防止す

るため，発電用原子炉施設及び特定核燃料物質の防護の

ために必要な設備又は装置の操作に係る情報システム

が，電気通信回線を通じた不正アクセス行為（サイバー

テロを含む。）を受けることがないように，当該情報シ

ステムに対する外部からのアクセスを遮断する設計と

する。 
ロ(3)(ⅰ)a.(b)-①これらの対策については，核物質

防護規定に定めて管理する。  
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(c) 火災による損傷の防止 1. 安全設計 

1.6  火災防護に関する基本方針 

1.6.1  設計基準対象施設の火災防護に関する基本方針 

1.6.1.1  基本事項 

【火災防護設備】 

（基本設計方針） 

第 2章 個別項目 

1. 火災防護設備の基本設計方針 

 
  

設計基準対象施設は，火災により発電用原子炉施設の

安全性を損なうことのないよう，火災防護対策を講じる

設計とする。 

設計基準対象施設は，火災により発電用原子炉施設の

安全性を損なうことのないよう，火災防護対策を講じる

設計とする。 

設計基準対象施設は，火災により発電用原子炉施設

の安全性を損なわないよう，火災防護上重要な機器等

を設置する火災区域及び火災区画に対して，火災防護

対策を講じる。 

＜中略＞ 

    

  1. 火災防護設備の基本設計方針   

火災防護対策を講じるロ(3)(ⅰ)a.(c)-①設計を行う

に当たり，原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，維

持するための安全機能を有する構築物，系統及び機器を

設置する区域を火災区域及び火災区画に，放射性物質の

貯蔵又は閉じ込め機能を有する構築物，系統及び機器を

設置する区域を火災区域に設定する。 

火災防護対策を講じる設計を行うに当たり，原子炉の

高温停止及び低温停止を達成し，維持するための安全機

能を有する構築物，系統及び機器を設置する区域を火災

区域及び火災区画に，放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機

能を有する構築物，系統及び機器を設置する区域を火災

区域に設定する。 

＜中略＞ 

 

設計基準対象施設は，火災により発電用原子炉施設

の安全性を損なわないよう，ロ(3)(ⅰ)a.(c)-①a 火災

防護上重要な機器等を設置する火災区域及び火災区画

に対して，火災防護対策を講じる。 

発電用原子炉施設は，火災によりその安全性を損な

わないように，適切な火災防護対策を講じる設計とす

る。火災防護対策を講じる対象として「発電用軽水型

原子炉施設の安全機能の重要度分類に関する審査指

針」のクラス１，クラス２及び安全評価上その機能を

期待するクラス３に属する構築物，系統及び機器とす

る。 

ロ(3)(ⅰ)a.(c)-①b 火災防護上重要な機器等は，上

記構築物，系統及び機器のうち原子炉の高温停止及び

低温停止を達成し，維持するために必要な構築物，系

統及び機器並びに放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能

を有する構築物，系統及び機器とする。 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)a.(c)-①a 及びロ(3) 

(ⅰ)a.(c)-①b は，設置変更

許可申請書（本文（五号））

のロ(3)(ⅰ)a.(c)-①と同義

であり，整合している。 

 

  

 (3) 原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，維持する

ために必要な構築物，系統及び機器 

   

  設計基準対象施設のうち，重要度分類に基づき，発電

用原子炉施設において火災が発生した場合に，原子炉の

高温停止及び低温停止を達成し，維持するために必要な

以下の機能を確保するための構築物，系統及び機器を

「原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，維持するた

めに必要な構築物，系統及び機器」として選定する。 

① 原子炉冷却材圧力バウンダリ機能 

② 過剰反応度の印加防止機能 

原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，維持する

ために必要な構築物，系統及び機器は，発電用原子炉

施設において火災が発生した場合に，原子炉の高温停

止及び低温停止を達成し，維持するために必要な以下

の機能を確保するための構築物，系統及び機器とす

る。 

① 原子炉冷却材圧力バウンダリ機能 

② 過剰反応度の印加防止機能 
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③ 炉心形状の維持機能 

④ 原子炉の緊急停止機能 

⑤ 未臨界維持機能 

⑥ 原子炉冷却材圧力バウンダリの過圧防止機能 

⑦ 原子炉停止後の除熱機能 

⑧ 炉心冷却機能 

⑨ 工学的安全施設及び原子炉停止系への作動信号の発

生機能 

⑩ 安全上特に重要な関連機能 

⑪ 安全弁及び逃がし弁の吹き止まり機能 

⑫ 事故時のプラント状態の把握機能 

⑬ 制御室外からの安全停止機能 

③ 炉心形状の維持機能 

④ 原子炉の緊急停止機能 

⑤ 未臨界維持機能 

⑥ 原子炉冷却材圧力バウンダリの過圧防止機能 

⑦ 原子炉停止後の除熱機能 

⑧ 炉心冷却機能 

⑨ 工学的安全施設及び原子炉停止系への作動信号の

発生機能 

⑩ 安全上特に重要な関連機能 

⑪ 安全弁及び逃がし弁の吹き止まり機能 

⑫ 事故時のプラント状態の把握機能 

⑬ 制御室外からの安全停止機能 

 (4) 放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能を有する構築

物，系統及び機器 

   

 設計基準対象施設のうち，重要度分類に基づき，発電

用原子炉施設において火災が発生した場合に，放射性物

質の貯蔵又は閉じ込め機能を確保するために必要な以下

の構築物，系統及び機器を，「放射性物質の貯蔵又は閉

じ込め機能を有する構築物，系統及び機器」として選定

する。ただし，重要度分類表における緊急時対策上重要

なもの及び異常状態の把握機能のうち，気体廃棄物処理

設備エリア排気モニタについては，設計基準事故時の監

視機能であることから，その重要度を踏まえ，「放射性

物質の貯蔵又は閉じ込め機能を有する構築物，系統及び

機器」として選定する。 

① 放射性物質の閉じ込め機能，放射線の遮蔽及び放出

低減機能 

② 原子炉冷却材圧力バウンダリに直接接続されていな

いものであって，放射性物質を貯蔵する機能 

③ 使用済燃料プール水の補給機能 

④ 放射性物質放出の防止機能 

⑤ 放射性物質の貯蔵機能 

放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能を有する構築

物，系統及び機器は，発電用原子炉施設において火災

が発生した場合に，放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機

能を確保するために必要な構築物，系統及び機器とす

る。 

 

  

 1.6.1.1  基本事項 

＜中略＞ 

 

＜中略＞ 

  

設定する火災区域及び火災区画に対して，火災の発生

防止，火災の感知及び消火並びに火災の影響軽減のそれ

ぞれを考慮した火災防護対策を講じる設計とする。 

設定する火災区域及び火災区画に対して，火災の発生

防止，火災の感知及び消火並びに火災の影響軽減のそれ

ぞれを考慮した火災防護対策を講じる設計とする。 

設定する火災区域及び火災区画に対して，以下に示

す火災の発生防止，火災の感知及び消火並びに火災の
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＜中略＞ 影響軽減のそれぞれを考慮した火災防護対策を講じる

設計とする。 

なお，発電用原子炉施設のうち，火災防護上重要な

機器等又は重大事故等対処施設に含まれない構築物，

系統及び機器は，消防法，建築基準法，日本電気協会

電気技術規程・指針に基づき設備に応じた火災防護対

策を講じる設計とする。 

＜中略＞ 

(c-1) 基本事項   
 

    

(c-1-1) 火災区域及び火災区画の設定 (1) 火災区域及び火災区画の設定 1. 火災防護設備の基本設計方針 

＜中略＞ 

    

建屋等の火災区域は，耐火壁により囲まれ，他の区域と

分離されている区域を，ロ(3)(ⅰ)a.(c-1-1)-①(c-1-2)

に示す安全機能を有する構築物，系統及び機器の配置も

考慮して設定する。 

原子炉建屋，タービン建屋，廃棄物処理建屋，コント

ロール建屋，圧力抑制室プール水サージタンク設置区

域，固体廃棄物貯蔵庫，焼却炉建屋及び使用済燃料輸送

容器保管建屋の建屋内の火災区域は，耐火壁に囲まれ，

他の区域と分離されている区域を，「(2) 安全機能を有

する構築物，系統及び機器」において選定する機器の配

置も考慮して，火災区域として設定する。 

 

建屋等の火災区域は，耐火壁により囲まれ，他の区

域と分離されている区域を，ロ(3)(ⅰ)a.(c-1-1)-①火

災防護上重要な機器等及び重大事故等対処施設の配置

を系統分離も考慮して設定する。 

 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)a.(c-1-1)-①は，設置変

更許可申請書（本文（五号） 

）のロ(3)(ⅰ)a.(c-1-1)-①

と同義であり，整合してい

る。 

以下，同一の記載について

は，火災 1 とし，説明を省略

する。 

  

建屋内のうち，火災の影響軽減の対策が必要な，原子炉

の高温停止及び低温停止を達成し，維持するための安全

機能を有する構築物，系統及び機器並びに放射性物質の

貯蔵又は閉じ込め機能を有する構築物，系統及び機器を

設置する火災区域は，3 時間以上の耐火能力を有するロ

(3)(ⅰ)a.(c-1-1)-②耐火壁，天井，床により隣接する他

の火災区域と分離するよう設定する。 

 

火災の影響軽減の対策が必要な，原子炉の高温停止及

び低温停止を達成し，維持するための安全機能を有する

構築物，系統及び機器並びに放射性物質の貯蔵又は閉じ

込め機能を有する構築物，系統及び機器を設置する火災

区域は，3時間以上の耐火能力を有する耐火壁として，3

時間耐火に設計上必要なコンクリート壁厚である 123mm

より厚い 140mm 以上の壁厚を有するコンクリート壁，並

びに 3時間耐火に設計上必要なコンクリート厚である

219mm より厚い床，天井，又は火災耐久試験により 3時

間以上の耐火能力を有することを確認した耐火壁（強化

石膏ボード，貫通部シール，防火扉，防火ダンパ，天井

デッキスラブ）により隣接する他の火災区域と分離する

よう設定する。 

 

 

建屋内のうち，火災の影響軽減の対策が必要な原子

炉の高温停止及び低温停止を達成し，維持するための

安全機能を有する構築物，系統及び機器並びに放射性

物質の貯蔵又は閉じ込め機能を有する構築物，系統及

び機器を設置する火災区域は，3時間以上の耐火能力

を有する耐火壁として，3時間耐火に設計上必要なコ

ンクリート壁厚である 123mm 以上の壁厚を有するコン

クリート壁や火災耐久試験により 3時間以上の耐火能

力を有することを確認したロ(3)(ⅰ)a.(c-1-1)-②耐火

壁（強化石膏ボード，貫通部シール，防火扉，防火ダ

ンパ，天井デッキスラブを含む。）により隣接する他

の火災区域と分離するように設定する。 

火災区域又は火災区画のファンネルは，煙等流入防

止装置の設置によって，他の火災区域又は火災区画か

らの煙の流入を防止する設計とする。 

 

 

 

 

 

 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)a.(c-1-1)-②は，設置変

更許可申請書（本文（五号） 

）のロ(3)(ⅰ)a.(c-1-1)-②

を具体的に記載しており，整

合している。 
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屋外の火災区域は，他の区域と分離して火災防護対策

を実施するために，火災 1(c-1-2)に示す安全機能を有す

る構築物，系統及び機器を設置する区域を，火災区域と

して設定する。 

また，屋外の火災区域は，他の区域と分離して火災防

護対策を実施するために，「(2) 安全機能を有する構築

物，系統及び機器」において選定する機器を設置する区

域を，火災区域として設定する。 

 

屋外の火災区域は，他の区域と分離して火災防護対

策を実施するために，火災 1 火災防護上重要な機器等

を設置する区域及び重大事故等対処施設の配置を考慮

するとともに，火災区域外への延焼防止を考慮した管

理を踏まえた区域を火災区域として設定する。この延

焼防止を考慮した管理については，保安規定に定め

て，管理する。 

    

また，火災区画は，建屋内及び屋外で設定した火災区域

をロ(3)(ⅰ)a.(c-1-1)-③系統分離等に応じて分割して

設定する。 

また，火災区画は，建屋内及び屋外で設定した火災区

域を系統分離等，機器の配置状況に応じて分割して設定

する。 

火災区画は，建屋内及び屋外で設定した火災区域を

ロ(3)(ⅰ)a.(c-1-1)-③系統分離の状況及び壁の設置状

況並びに重大事故等対処施設と設計基準事故対処設備

の配置に応じて分割して設定する。 

＜中略＞ 

 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)a.(c-1-1)-③は，設置変

更許可申請書（本文（五号） 

）のロ(3)(ⅰ)a.(c-1-1)-③

を具体的に記載しており，整

合している。 

  

(c-1-2) 火災防護対策を講じる安全機能を有する構築

物，系統及び機器の抽出 

(2) 安全機能を有する構築物，系統及び機器 1. 火災防護設備の基本設計方針 

＜中略＞ 

    

発電用原子炉施設は，火災によりその安全性が損なわ

れることがないように，適切な火災防護対策を講じる設

計とする。火災防護対策を講じる対象としてロ(3)(ⅰ) 

a.(c-1-2)-①設計基準対象施設を設定する。 

発電用原子炉施設は，火災によりその安全性が損なわ

れることがないように，適切に火災防護対策を講じる設

計とする。火災防護対策を講じる対象として重要度分類

のクラス 1，クラス 2及び安全評価上その機能を期待す

るクラス 3に属する構築物，系統及び機器を設定する。 

発電用原子炉施設は，火災によりその安全性を損な

わないように，適切な火災防護対策を講じる設計とす

る。火災防護対策を講じる対象としてロ(3)(ⅰ)a.(c-

1-2)-①「発電用軽水型原子炉施設の安全機能の重要度

分類に関する審査指針」のクラス１，クラス２及び安

全評価上その機能を期待するクラス３に属する構築

物，系統及び機器とする。 

 

 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)a.(c-1-2)-①は，設置変

更許可申請書（本文（五号） 

）のロ(3)(ⅰ)a.(c-1-2)-①

と同義であり，整合してい

る。 

 

  

ロ(3)(ⅰ)a.(c-1-2)-②その上で，上記構築物，系統及

び機器の中から，原子炉の高温停止及び低温停止を達成

し，維持するための構築物，系統及び機器を抽出し，火災

の発生防止，火災の感知及び消火並びに火災の影響軽減

のそれぞれを考慮した火災防護対策を講じる設計とす

る。火災 1 抽出した構築物，系統及び機器を「安全機能

を有する構築物，系統及び機器」という。 

その上で，上記構築物，系統及び機器の中から原子炉

の高温停止及び低温停止を達成し，維持するための構築

物，系統及び機器並びに放射性物質の貯蔵又は閉じ込め

機能を有する構築物，系統及び機器を抽出し，火災の発

生防止，火災の感知及び消火並びに火災の影響軽減のそ

れぞれを考慮した火災防護対策を講じる。 

 

火災 1 火災防護上重要な機器等は，上記構築物，系

統及び機器のロ(3)(ⅰ)a.(c-1-2)-②うち原子炉の高温

停止及び低温停止を達成し，維持するために必要な構

築物，系統及び機器並びに放射性物質の貯蔵又は閉じ

込め機能を有する構築物，系統及び機器とする。 

＜中略＞ 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)a.(c-1-2)-②は，設置変

更許可申請書（本文（五号） 

）のロ(3)(ⅰ)a.(c-1-2)-②

と同義であり，整合してい

る。 

 

  

ロ(3)(ⅰ)a.(c-1-2)-③なお，上記に含まれない構築

物，系統及び機器は，消防法，建築基準法，日本電気協会

電気技術規程・指針に基づき設備に応じた火災防護対策

をロ(3)(ⅰ)a.(c-1-2)-④講じる設計とする。 

 

その他の設計基準対象施設は，消防法，建築基準法，

日本電気協会電気技術規程・指針に基づき設備に応じた

火災防護対策を講じる設計とする。 

 

ロ(3)(ⅰ)a.(c-1-2)-③その他の発電用原子炉施設に

ついては，消防法，建築基準法，日本電気協会電気技

術規程・指針に基づき設備に応じた火災防護対策をロ

(3)(ⅰ)a.(c-1-2)-④講じることを保安規定に定めて，

管理する。 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)a.(c-1-2)-③は，設置変

更許可申請書（本文（五号） 

）のロ(3)(ⅰ)a.(c-1-2)-③

と同義であり，整合してい
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＜中略＞ る。 

 

 

 

   設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)a.(c-1-2)-④は，設置変

更許可申請書（本文（五号） 

）のロ(3)(ⅰ)a.(c-1-2)-④

を具体的に記載しており，整

合している。 

 

(c-1-3) 火災防護計画 (6) 火災防護計画       

ロ(3)(ⅰ)a.(c-1-3)-①発電用原子炉施設全体を対象

とした火災防護対策を実施するため，火災防護計画を策

定する。火災防護計画には，計画を遂行するための体制，

責任の所在，責任者の権限，体制の運営管理，必要な要員

の確保及び教育訓練，並びに火災防護対策を実施するた

めに必要な手順等について定めるとともに，  

発電用原子炉施設全体を対象とした火災防護対策を実

施するため，火災防護計画を策定する。火災防護計画に

は，計画を遂行するための体制，責任の所在，責任者の

権限，体制の運営管理，必要な要員の確保及び教育訓

練，火災から防護すべき安全機能を有する構築物，系統

及び機器，火災発生防止のための活動，火災防護設備の

保守点検及び火災情報の共有，火災防護を適切に実施す

るための対策並びに火災発生時の対応といった火災防護

対策を実施するために必要な手順等について定めるとと

もに， 

  

 

 

 

設置変更許可申請書（本文

（五号））のロ(3)(ⅰ)a.(c-

1-3)-①は，保安規定にて対

応する。 

  

  

  1. 火災防護設備の基本設計方針 

＜中略＞ 

  

発電用原子炉施設の火災 1 安全機能を有する構築物，

系統及び機器については，火災の発生防止，火災の早期

感知及び消火並びに火災の影響軽減の 3 つの深層防護の

概念に基づき，必要な火災防護対策をロ(3)(ⅰ)a.(c-1-

3)-②行うことについて定める。 

発電用原子炉施設の安全機能を有する構築物，系統及

び機器については，火災の発生防止，火災の早期感知及

び消火並びに火災の影響軽減の 3つの深層防護の概念に

基づき，必要な火災防護対策を行うことについて定め

る。 

発電用原子炉施設の火災 1 火災防護上重要な機器等

は，火災の発生防止，火災の早期感知及び消火並びに

火災の影響軽減の 3つの深層防護の概念に基づき，必

要な運用管理を含む火災防護対策をロ(3)(ⅰ)a.(c-1-

3)-②講じることを保安規定に定めて，管理する。 

 

 

 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)a.(c-1-3)-②は，設置変

更許可申請書（本文（五号） 

）のロ(3)(ⅰ)a.(c-1-3)-②

を具体的に記載しており，整

合している。 

 

重大事故等対処施設については，火災の発生防止，並び

に火災の早期感知及び消火ロ(3)(ⅰ)a.(c-1-3)-③を行

うことについて定める。 

重大事故等対処施設については，火災の発生防止，並

びに火災の早期感知及び消火を行うことについて定め

る。 

重大事故等対処施設は，火災の発生防止，火災の早

期感知及び消火ロ(3)(ⅰ)a.(c-1-3)-③の必要な運用管

理を含む火災防護対策を講じることを保安規定に定め

て，管理する。 

 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)a.(c-1-3)-③は，設置変

更許可申請書（本文（五号） 
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 重大事故等対処設備のうち，可搬型重大事故等対処

設備に対する火災防護対策についても保安規定に定め

て，管理する。 

）のロ(3)(ⅰ)a.(c-1-3)-③

を具体的に記載しており，整

合している。 

その他の発電用原子炉施設については，消防法，建築基

準法，日本電気協会電気技術規程・指針に基づき設備に

応じた火災防護対策をロ(3)(ⅰ)a.(c-1-3)-④行うこと

について定める。 

その他の発電用原子炉施設については，消防法，建築

基準法，日本電気協会電気技術規程・指針に基づき設備

に応じた火災防護対策を行うことについて定める。 

その他の発電用原子炉施設については，消防法，建

築基準法，日本電気協会電気技術規程・指針に基づき

設備に応じた火災防護対策をロ(3)(ⅰ)a.(c-1-3)-④講

じることを保安規定に定めて，管理する。 

 

 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)a.(c-1-3)-④は，設置変

更許可申請書（本文（五号） 

）のロ(3)(ⅰ)a.(c-1-3)-④

を具体的に記載しており，整

合している。 

 

 

外部火災については，ロ(3)(ⅰ)a.(c-1-3)-⑤安全施設

を外部火災から防護するための運用等についてロ(3) 

(ⅰ)a.(c-1-3)-⑥定める。 

外部火災については，安全施設を外部火災から防護す

るための運用等について定める。 

外部火災については，ロ(3)(ⅰ)a.(c-1-3)-⑤設計基

準対象施設及び重大事故等対処施設を外部火災から防

護するための運用等についてロ(3)(ⅰ)a.(c-1-3)-⑥保

安規定に定めて，管理する。 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)a.(c-1-3)-⑤は，設置変

更許可申請書（本文（五号） 

）のロ(3)(ⅰ)a.(c-1-3)-⑤

を全て含んでおり，整合して

いる。 

 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)a.(c-1-3)-⑥は，設置変

更許可申請書（本文（五号） 

）のロ(3)(ⅰ)a.(c-1-3)-⑥

を具体的に記載しており，整

合している。 

  

(c-2) 火災発生防止 

(c-2-1) 火災の発生防止対策 

1.6.1.2  火災発生防止に係る設計方針 

1.6.1.2.1  火災発生防止対策 

1.1 火災発生防止 

1.1.1 火災の発生防止対策 

    

火災の発生防止ロ(3)(ⅰ)a.(c-2-1)-①については，発

火性又は引火性物質を内包する設備及びこれらの設備を

設置する火災区域又は火災区画に対する火災の発生防止

対策を講じるほか， 

発電用原子炉施設の火災の発生防止については，発火

性又は引火性物質を内包する設備及びこれらの設備を設

置する火災区域又は火災区画に対する火災の発生防止対

策を講じるほか，  

 火災の発生防止ロ(3)(ⅰ)a.(c-2-1)-①における発火

性又は引火性物質に対する火災の発生防止対策は，火

災区域又は火災区画に設置する潤滑油又は燃料油を内

包する設備及び水素ガスを内包する設備を対象とす

る。 

＜中略＞ 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)a.(c-2-1)-①は，設置変

更許可申請書（本文（五号） 

）のロ(3)(ⅰ)a.(c-2-1)-①

を具体的に記載しており，整

合している。 
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ロ(3)(ⅰ)a.(c-2-1)-②可燃性の蒸気又は可燃性の微粉

に対する対策， 

可燃性の蒸気又は可燃性の微粉に対する対策， 火災の発生防止のため，火災区域又は火災区画にお

いて有機溶剤を使用する場合は必要量以上持ち込まな

い運用として保安規定に定めて，管理するとともに，

ロ(3)(ⅰ)a.(c-2-1)-②可燃性の蒸気が滞留するおそれ

がある場合は，使用する作業場所において，換気，通

風，拡散の措置を行うとともに，建屋の送風機及び排

風機による機械換気により滞留を防止する設計とす

る。 

＜中略＞ 

火災の発生防止のため，可燃性の微粉が発生する設

備及び静電気が溜まるおそれがある設備を火災区域又

は火災区画に設置しないことによって，可燃性の微粉

及び静電気による火災の発生を防止する設計とする。 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)a.(c-2-1)-②は，設置変

更許可申請書（本文（五号） 

）のロ(3)(ⅰ)a.(c-2-1)-②

を具体的に記載しており，整

合している。 

  

ロ(3)(ⅰ)a.(c-2-1)-③発火源への対策， 発火源への対策，  火災の発生防止のため，ロ(3)(ⅰ)a.(c-2-1)-③発火

源への対策として，設備を金属製の筐体内に収納する

等，火花が設備外部に出ない設計とするとともに，高

温部分を保温材で覆うことによって，可燃性物質との

接触防止や潤滑油等可燃物の過熱防止を行う設計とす

る。 

＜中略＞ 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)a.(c-2-1)-③は，設置変

更許可申請書（本文（五号） 

）のロ(3)(ⅰ)a.(c-2-1)-③

を具体的に記載しており，整

合している。 

  

  1.1.1 火災の発生防止対策 

＜中略＞ 

  

ロ(3)(ⅰ)a.(c-2-1)-④水素ガスに対する換気及び 水素ガスに対する換気及び ロ(3)(ⅰ)a.(c-2-1)-④水素ガスボンベを設置する火

災区域又は火災区画については，通常時はボンベ元弁

を閉とする運用，又は通常時は建屋外に保管し，ボン

ベ使用時のみ建屋内に持込みを行う運用として保安規

定に定めて，管理し，機械換気により水素濃度を燃焼

限界濃度以下とするように設計することから，水素濃

度検出器は設置しない設計とする。 

蓄電池室の換気設備が停止した場合には，中央制御

室に警報を発する設計とする。 

＜中略＞ 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)a.(c-2-1)-④は，設置変

更許可申請書（本文（五号） 

）のロ(3)(ⅰ)a.(c-2-1)-④

を具体的に記載しており，整

合している。 

  

  1.1.1 火災の発生防止対策 

＜中略＞ 

  

ロ(3)(ⅰ)a.(c-2-1)-⑤漏えい検知対策， 漏えい検出対策， 火災の発生防止におけるロ(3)(ⅰ)a.(c-2-1)-⑤水素

ガス漏えい検知は，蓄電池室の上部に水素濃度検出器

を設置し，水素ガスの燃焼限界濃度である 4vol%の 1/4

設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)a.(c-2-1)-⑤は，設置変

更許可申請書（本文（五号） 
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に達する前の濃度にて中央制御室に警報を発する設計

とする。 

＜中略＞ 

）のロ(3)(ⅰ)a.(c-2-1)-⑤

を具体的に記載しており，整

合している。 

  1.1.1 火災の発生防止対策 

＜中略＞ 

  

ロ(3)(ⅰ)a.(c-2-1)-⑥電気系統の過電流による過熱及

び焼損の防止対策等を講じる設計とする。 

 なお，放射線分解等により発生する水素ガスの蓄積防

止対策は，ロ(3)(ⅰ)a.(c-2-1)-⑦水素ガスや酸素ガスの

濃度が高い状態で滞留及び蓄積することを防止する設計

とする。 

放射線分解等により発生する水素ガスの蓄積防止対策，

並びに電気系統の過電流による過熱及び焼損の防止対策

等を講じる設計とする。  

＜中略＞ 

火災の発生防止のため，ロ(3)(ⅰ)a.(c-2-1)-⑥発電

用原子炉施設内の電気系統は，保護継電器及び遮断器

によって故障回路を早期に遮断し，過電流による過熱

及び焼損を防止する設計とする。 

電気品室は，電源供給のみに使用する設計とする。 

火災の発生防止のため，放射線分解により水素ガス

が発生する火災区域又は火災区画における，水素ガス

の蓄積防止対策として，ロ(3)(ⅰ)a.(c-2-1)-⑦社団法

人火力原子力発電技術協会「BWR 配管における混合ガ

ス（水素・酸素）蓄積防止に関するガイドライン（平

成 17年 10 月）」等に基づき，原子炉の安全性を損な

うおそれがある場合には水素ガスの蓄積を防止する設

計とする。 

重大事故等時の原子炉格納容器内及び建屋内の水素

ガスについては，重大事故等対処施設にて，蓄積防止

対策を行う設計とする。 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)a.(c-2-1)-⑥は，設置変

更許可申請書（本文（五号） 

）のロ(3)(ⅰ)a.(c-2-1)-⑥

を詳細設計した結果であり，

整合している。 

 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)a.(c-2-1)-⑦は，設置変

更許可申請書（本文（五号） 

）のロ(3)(ⅰ)a.(c-2-1)-⑦

を具体的に記載しており，整

合している。 

  

 (1) 発火性又は引火性物質 

a. 漏えいの防止，拡大防止 

1.1.1 火災の発生防止対策 

＜中略＞ 

  

  火災区域に対する漏えいの防止対策，拡大防止対策の

設計について以下を考慮した設計とする。 

(a) 発火性又は引火性物質である潤滑油又は燃料油を内

包する設備 

火災区域内に設置する発火性又は引火性物質である潤

滑油又は燃料油を内包する設備は，溶接構造，シール構

造の採用による漏えい防止対策を講じるとともに，堰を

設置し，漏えいした潤滑油又は燃料油が拡大することを

防止する設計とする。 

(b) 発火性又は引火性物質である水素ガスを内包する設

備 

火災区域内に設置する発火性又は引火性物質である水

素ガスを内包する設備は，溶接構造等による水素ガスの

漏えいを防止する設計とする。 

潤滑油又は燃料油を内包する設備は，溶接構造，シ

ール構造の採用による漏えいの防止及び防爆の対策を

講じるとともに，堰等を設置し，漏えいした潤滑油又

は燃料油が拡大することを防止する設計とし，潤滑油

又は燃料油を内包する設備の火災により発電用原子炉

施設の安全機能及び重大事故等に対処する機能を損な

わないよう，壁等の設置又は離隔による配置上の考慮

を行う設計とする。 

＜中略＞ 

水素ガスを内包する設備のうち気体廃棄物処理設備

及び発電機水素ガス供給設備の配管等は溶接構造によ

って，水素ガスの漏えいを防止し，弁グランド部から

水素ガスの漏えいの可能性のある弁は，ベローズ弁等

を用いて防爆の対策を行う設計とし，水素ガスを内包
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b. 配置上の考慮 

火災区域に対する配置について，以下を考慮した設計

とする。 

(a) 発火性又は引火性物質である潤滑油又は燃料油を内

包する設備 

火災区域内に設置する発火性又は引火性物質である潤

滑油又は燃料油を内包する設備の火災により，発電用原

子炉施設の安全機能を損なわないよう，発火性又は引火

性物質である潤滑油又は燃料油を内包する設備と発電用

原子炉施設の安全機能を有する構築物，系統及び機器

は，壁等の設置及び離隔による配置上の考慮を行う設計

とする。 

(b) 発火性又は引火性物質である水素ガスを内包する設

備 

火災区域内に設置する発火性又は引火性物質である水

素ガスを内包する設備の火災により，発電用原子炉施設

の安全機能を損なわないよう，発火性又は引火性物質で

ある水素ガスを内包する設備と発電用原子炉施設の安全

機能を有する構築物，系統及び機器は，壁等の設置によ

る配置上の考慮を行う設計とする。 

する設備の火災により，発電用原子炉施設の安全機能

及び重大事故等に対処する機能を損なわないよう，壁

等の設置による配置上の考慮を行う設計とする。 

＜中略＞ 

 c. 換気 1.1.1 火災の発生防止対策 

＜中略＞ 

  

 火災区域に対する換気について，以下の設計とする。 

(a) 発火性又は引火性物質である潤滑油又は燃料油を内

包する設備 

発火性又は引火性物質である潤滑油又は燃料油を内包

する設備を設置する火災区域を有する建屋等は，火災の

発生を防止するために，原子炉区域・タービン区域送風

機及び排風機等の空調機器による機械換気を行う設計と

する。また，屋外開放の火災区域（非常用ディーゼル発

電機軽油タンク区域，燃料移送系ポンプ区域及び非常用

ディーゼル発電機燃料移送系ケーブルトレンチ）につい

ては，自然換気を行う設計とする。 

(b) 発火性又は引火性物質である水素ガスを内包する設

備 

発火性又は引火性物質である水素ガスを内包する設備

である蓄電池，気体廃棄物処理設備，発電機水素ガス供

潤滑油又は燃料油を内包する設備を設置する火災区

域又は火災区画は，空調機器による機械換気又は自然

換気を行う設計とする。 

＜中略＞ 

水素ガスを内包する設備のうち気体廃棄物処理設備

及び発電機水素ガス供給設備の配管等は溶接構造によ

って，水素ガスの漏えいを防止し，弁グランド部から

水素ガスの漏えいの可能性のある弁は，ベローズ弁等

を用いて防爆の対策を行う設計とし，水素ガスを内包

する設備の火災により，発電用原子炉施設の安全機能

及び重大事故等に対処する機能を損なわないよう，壁

等の設置による配置上の考慮を行う設計とする。 

水素ガスを内包する設備である蓄電池，気体廃棄物

処理設備，発電機水素ガス供給設備及び水素ガスボン

ベを設置する火災区域又は火災区画は，送風機及び排

  



 

                                                                    ロ-159 
 

K
6
 
①
 Ⅵ
-
1-
1
-
1-
1
 
R0
 

設置変更許可申請書（本文（五号）） 設置変更許可申請書（添付書類八） 該当事項 設計及び工事の計画 該当事項 整合性 備考 

給設備及び水素ガスボンベを設置する火災区域又は火災

区画は，火災の発生を防止するために，以下に示すとお

り，火災防護対象設備を設置する火災区域又は火災区画

については非常用電源から給電される送風機及び排風

機，それ以外の火災区域又は火災区画については非常用

電源又は常用電源から給電される送風機及び排風機によ

る機械換気を行う設計とする。 

ⅰ. 蓄電池 

蓄電池を設置する火災区域又は火災区画は，機械換気

を行うことによって，水素濃度を燃焼限界濃度以下とす

るよう設計する。安全機能を有する蓄電池を設置する火

災区域又は火災区画の換気設備は，非常用電源から給電

される送風機及び排風機による機械換気を行う設計とす

る。それ以外の蓄電池を設置する火災区域の換気設備

は，非常用電源又は常用電源から給電される送風機及び

排風機による機械換気を行う設計とし，全交流動力電源

喪失時に送風機及び排風機が停止した場合は，送風機及

び排風機が復帰するまで蓄電池を充電しない運用とす

る。 

ⅱ. 気体廃棄物処理設備 

気体廃棄物処理設備は，空気抽出器より抽出された水

素ガスと酸素ガスの混合状態が燃焼限界濃度とならない

よう，排ガス再結合器によって設備内の水素濃度が燃焼

限界濃度である 4vol%以下となるよう設計する。加え

て，気体廃棄物処理設備を設置する火災区域又は火災区

画は，常用電源から給電される原子炉区域・タービン区

域送風機及び排風機による機械換気を行うことによっ

て，水素濃度を燃焼限界濃度以下とするよう設計する。 

ⅲ. 発電機水素ガス供給設備 

発電機水素ガス供給設備を設置する火災区域又は火災

区画は，常用電源から給電される原子炉区域・タービン

区域送風機及び排風機による機械換気を行うことによっ

て，水素濃度を燃焼限界濃度以下とするよう設計する。 

ⅳ. 水素ガスボンベ 

格納容器内雰囲気モニタ校正用水素ガスボンベを設置

する火災区域又は火災区画は，常用電源から給電される

原子炉区域・タービン区域送風機及び排風機による機械

風機による機械換気を行い，水素濃度を燃焼限界濃度

以下とする設計とする。 

＜中略＞ 

放射性廃棄物処理設備及び放射性廃棄物貯蔵設備に

おいて，崩壊熱が発生し，火災事象に至るような放射

性廃棄物を貯蔵しない設計とする。また，放射性物質

を含んだ使用済イオン交換樹脂，チャコールフィルタ

及び HEPA フィルタは，固体廃棄物として処理を行うま

での間，金属容器や不燃シートに包んで保管すること

を保安規定に定めて，管理する。 

放射性廃棄物処理設備及び放射性廃棄物貯蔵設備を

設置する火災区域又は火災区画の換気設備は，他の火

災区域又は火災区画や環境への放射性物質の放出を防

ぐために，空調を停止し，風量調整ダンパを閉止し，

隔離できる設計とする。 

＜中略＞ 



 

                                                                    ロ-160 
 

K
6
 
①
 Ⅵ
-
1-
1
-
1-
1
 
R0
 

設置変更許可申請書（本文（五号）） 設置変更許可申請書（添付書類八） 該当事項 設計及び工事の計画 該当事項 整合性 備考 

換気を行うことによって，水素濃度を燃焼限界濃度以下

とするよう設計する。 

発火性又は引火性物質である水素ガスを内包する設備

を設置する火災区域又は火災区画は，水素濃度が燃焼限

界濃度以下の雰囲気となるよう送風機及び排風機で換気

されるが，送風機及び排風機は多重化して設置する設計

とするため，動的機器の単一故障を想定しても換気は可

能である。 

 d. 防爆 1.1.1 火災の発生防止対策 

＜中略＞ 

  

 火災区域に対する防爆について，以下の設計とする。 

(a) 発火性又は引火性物質である潤滑油又は燃料油を内

包する設備 

火災区域内に設置する発火性又は引火性物質である潤

滑油又は燃料油を内包する設備は，「(1)a．漏えいの防

止，拡大防止」に示すように，溶接構造，シール構造の

採用による潤滑油又は燃料油の漏えい防止対策を講じる

設計とするとともに，万一，漏えいした場合を考慮し堰

を設置することで，漏えいした潤滑油又は燃料油が拡大

することを防止する設計とする。 

なお，潤滑油又は燃料油が設備の外部へ漏えいして

も，引火点は発火性又は引火性物質である潤滑油又は燃

料油を内包する設備を設置する室内温度よりも十分高

く，機器運転時の温度よりも高いため，可燃性の蒸気と

なることはない。 

また，燃料油である軽油を内包する設備を設置する火

災区域又は火災区画については，軽油が設備の外部へ漏

えいし，万一，可燃性の蒸気が発生した場合であって

も，非常用電源より供給する耐震 Sクラスの換気設備で

換気していることから，可燃性の蒸気が滞留するおそれ

はない。 

(b) 発火性又は引火性物質である水素ガスを内包する設

備 

火災区域内に設置する発火性又は引火性物質である水

素ガスを内包する設備は，「(1)c．換気」に示すよう

に，機械換気により水素濃度を燃焼限界濃度以下とする

水素ガスボンベは，運転上必要な量を考慮し貯蔵す

る設計とする。また，使用時を除きボンベ元弁を閉と

する運用として保安規定に定めて，管理する。 

＜中略＞ 

火災区域又は火災区画において，発火性又は引火性

物質を内包する設備は，溶接構造の採用及び機械換気

等により，「電気設備に関する技術基準を定める省

令」第六十九条及び「工場電気設備防爆指針」で要求

される爆発性雰囲気とならない設計とするとともに，

当該の設備を設ける火災区域又は火災区画に設置する

電気・計装品の必要な箇所には，接地を施す設計とす

る。 

＜中略＞ 
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よう設計するとともに，以下に示す溶接構造等により水

素ガスの漏えいを防止する設計とする。 

・気体廃棄物処理設備 

気体廃棄物処理設備の配管等は雰囲気への水素ガスの

漏えいを考慮した溶接構造とし，弁グランド部から雰囲

気への水素ガス漏えいの可能性のある弁は，雰囲気への

水素ガスの漏えいを考慮しベローズ弁等を用いる設計と

する。 

・発電機水素ガス供給設備 

発電機水素ガス供給設備の配管等は雰囲気への水素ガ

スの漏えいを考慮した溶接構造とし，弁グランド部から

雰囲気への水素ガス漏えいの可能性のある弁は，雰囲気

への水素ガスの漏えいを考慮しベローズ弁等を用いる設

計とする。 

・水素ガスボンベ 

「(1)e．貯蔵」に示す格納容器内雰囲気モニタ校正用

水素ガスボンベは，ボンベ使用時に作業員がボンベ元弁

を開操作し，通常時は元弁を閉とする運用とする。 

以上の設計により，「電気設備に関する技術基準を定

める省令」第六十九条及び「工場電気設備防爆指針」で

要求される爆発性雰囲気とはならないため，当該の設備

を設ける火災区域又は火災区画に設置する電気・計装品

を防爆型とせず，防爆を目的とした電気設備の接地も必

要としない設計とする。 

なお，電気設備の必要な箇所には，「原子力発電工作

物に係る電気設備に関する技術基準を定める命令」第十

条，第十一条に基づく接地を施す設計とする。 

 e. 貯蔵 1.1.1 火災の発生防止対策 

＜中略＞ 

  

 火災区域に設置される発火性又は引火性物質を内包す

る貯蔵機器については，以下の設計とする。 

貯蔵機器とは供給設備へ補給するために設置する機器

のことであり，安全機能を有する構築物，系統及び機器

を設置する火災区域内における，発火性又は引火性物質

である潤滑油又は燃料油の貯蔵機器としては，非常用デ

ィーゼル発電機の燃料ディタンク及び軽油タンクがあ

る。 

潤滑油又は燃料油を貯蔵する設備は，貯蔵量を一定

時間の運転に必要な量を貯蔵することを考慮した設計

とする。 

＜中略＞ 

水素ガスボンベは，運転上必要な量を考慮し貯蔵す

る設計とする。また，使用時を除きボンベ元弁を閉と

する運用として保安規定に定めて，管理する。 

＜中略＞ 
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燃料ディタンクについては，非常用ディーゼル発電機

を 8時間連続運転するために必要な量を貯蔵することを

考慮した設計とする。軽油タンクについては，1基あた

り非常用ディーゼル発電機 2台を 7日間連続運転するた

めに必要な量を貯蔵することを考慮した設計とする。 

安全機能を有する構築物，系統及び機器を設置する火

災区域内における，発火性又は引火性物質である水素ガ

スの貯蔵機器としては，格納容器内雰囲気モニタ校正用

水素ガスボンベがあり，これらのボンベは，運転上必要

な量を考慮し貯蔵する設計とする。 

 (4) 水素ガス対策 

＜中略＞ 

   

 気体廃棄物処理設備は，設備内の水素濃度が燃焼限界

濃度以下となるよう設計するが，設備内の水素濃度につ

いては水素濃度計により中央制御室で常時監視ができる

設計とし，水素濃度が上昇した場合には中央制御室に警

報を発する設計とする。 

発電機水素ガス供給設備は，水素ガス消費量を管理す

るとともに，発電機内の水素純度，水素ガス圧力を中央

制御室で常時監視ができる設計としており，発電機内の

水素純度や水素ガス圧力が低下した場合には中央制御室

に警報を発する設計とする。 

格納容器内雰囲気モニタ校正用水素ガスボンベを設置

する火災区域又は火災区画については，通常時は元弁を

閉とする運用とし，「(1)c．換気」に示す機械換気によ

り水素濃度を燃焼限界濃度以下とするよう設計すること

から，水素濃度検出器は設置しない設計とする。 

気体廃棄物処理設備内の水素濃度については，燃焼

限界濃度以下となるよう設計するとともに，水素濃度

計により中央制御室で常時監視ができる設計とし，水

素濃度が上昇した場合には中央制御室に警報を発する

設計とする。 

発電機水素ガス供給設備は，水素ガス消費量を管理

するとともに，発電機内の水素純度，水素ガス圧力を

中央制御室で常時監視ができる設計とし，発電機内の

水素純度や水素ガス圧力が低下した場合には中央制御

室に警報を発する設計とする。 

水素ガスボンベを設置する火災区域又は火災区画に

ついては，通常時はボンベ元弁を閉とする運用，又は

通常時は建屋外に保管し，ボンベ使用時のみ建屋内に

持込みを行う運用として保安規定に定めて，管理し，

機械換気により水素濃度を燃焼限界濃度以下とするよ

うに設計することから，水素濃度検出器は設置しない

設計とする。 

＜中略＞ 

  

  1.1.2 不燃性材料又は難燃性材料の使用   

  火災防護上重要な機器等及び重大事故等対処施設

は，不燃性材料又は難燃性材料を使用する設計とし，

不燃性材料又は難燃性材料が使用できない場合は，不

燃性材料又は難燃性材料と同等以上の性能を有するも

の（以下「代替材料」という。）を使用する設計，若

しくは，当該構築物，系統及び機器の機能を確保する
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ために必要な代替材料の使用が技術上困難な場合は，

当該構築物，系統及び機器における火災に起因して他

の火災防護上重要な機器等及び重大事故等対処施設に

おいて火災が発生することを防止するための措置を講

じる設計とする。 

(c-2-2) 不燃性材料又は難燃性材料の使用 1.6.1.2.2 不燃性材料又は難燃性材料の使用 
 

    

火災 1 安全機能を有する構築物，系統及び機器のうち，

主要な構造材，ケーブル，チャコールフィルタを除く換

気設備のフィルタ，保温材及び建屋内装材は，ロ(3)(ⅰ) 

a.(c-2-2)-①不燃性材料又は難燃性材料を使用する設計

とする。 

安全機能を有する構築物，系統及び機器に対しては，

不燃性材料又は難燃性材料を使用する設計とし，不燃性

材料又は難燃性材料が使用できない場合には以下のいず

れかの設計とする。 

＜中略＞ 

(1) 主要な構造材に対する不燃性材料の使用 

 安全機能を有する構築物，系統及び機器のうち，機

器，配管，ダクト，トレイ，電線管，盤の筐体及びこれ

らの支持構造物の主要な構造材は，火災の発生防止及び

当該設備の強度確保等を考慮し，ステンレス鋼，低合金

鋼，炭素鋼等の金属材料，又はコンクリート等の不燃性

材料を使用する設計とする。 

＜中略＞ 

ただし，配管のパッキン類は，その機能を確保するた

めに必要な代替材料の使用が技術上困難であるが，金属

で覆われた狭隘部に設置し直接火炎にさらされることは

なく，これにより他の安全機能を有する構築物，系統及

び機器において火災が発生するおそれはないことから不

燃性材料又は難燃性材料ではない材料を使用する設計と

する。また，金属に覆われたポンプ及び弁等の駆動部の

潤滑油並びに金属に覆われた機器躯体内部に設置される

電気配線は，発火した場合でも，他の安全機能を有する

構築物，系統及び機器に延焼しないことから，不燃性材

料又は難燃性材料でない材料を使用する設計とする。 

火災 1 火災防護上重要な機器等及び重大事故等対処

施設のうち，機器，配管，ダクト，トレイ，電線管，

盤の筐体及びこれらの支持構造物の主要な構造材は，

ロ(3)(ⅰ)a.(c-2-2)-①a ステンレス鋼，低合金鋼，炭

素鋼等の金属材料又はコンクリート等の不燃性材料を

使用する設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

ただし，配管のパッキン類は，その機能を確保する

ために必要な代替材料の使用が技術上困難であるた

め，金属で覆われた狭隘部に設置し直接火炎に晒され

ることのない設計とする。 

金属に覆われたポンプ及び弁等の駆動部の潤滑油並

びに金属に覆われた機器躯体内部に設置する電気配線

は，発火した場合でも他の火災防護上重要な機器等及

び重大事故等対処施設に延焼しないことから，不燃性

材料又は難燃性材料でない材料を使用する設計とす

る。 

＜中略＞ 

 

 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)a.(c-2-2)-①a～ロ(3) 

(ⅰ)a.(c-2-2)-①e は，設置

変更許可申請書（本文（五号 

））のロ(3)(ⅰ)a.(c-2-2)-

①を具体的に記載しており，

整合している。 

  

 (3) 難燃ケーブルの使用    

 安全機能を有する構築物，系統及び機器に使用するケ

ーブルには，実証試験により自己消火性（UL 垂直燃焼試

験）及び延焼性（IEEE383（光ファイバケーブルの場合

は IEEE1202）垂直トレイ燃焼試験）を確認した難燃ケー

ブルを使用する設計とする。 

＜中略＞ 

火災 1 火災防護上重要な機器等及び重大事故等対処

施設に使用するケーブルは，ロ(3)(ⅰ)a.(c-2-2)-①b

実証試験により自己消火性（ＵＬ垂直燃焼試験）及び

耐延焼性（ＩＥＥＥ３８３（光ファイバケーブルの場

合はＩＥＥＥ１２０２）垂直トレイ燃焼試験）を確認

した難燃ケーブルを使用する設計とする。 
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＜中略＞ 

 

 

 (4) 換気設備のフィルタに対する不燃性材料又は難燃性

材料の使用 

   

 安全機能を有する構築物，系統及び機器のうち，換気

空調設備のフィルタは，チャコールフィルタを除き

「JIS L 1091（繊維製品の燃焼性試験方法）」又は

「JACA No.11A（空気清浄装置用ろ材燃焼性試験方法指

針（公益社団法人 日本空気清浄協会））」を満足する

難燃性材料を使用する設計とする。 

火災 1 火災防護上重要な機器等及び重大事故等対処

施設のうち，換気空調設備のフィルタはチャコールフ

ィルタを除き，ロ(3)(ⅰ)a.(c-2-2)-①c 日本規格協会

「繊維製品の燃焼性試験方法」（ＪＩＳ Ｌ １０９

１）又は日本空気清浄協会「空気清浄装置用ろ材燃焼

性試験方法指針」（ＪＡＣＡ Ｎｏ．１１Ａ）を満足す

る難燃性材料を使用する設計とする。 

＜中略＞ 

  

 (5) 保温材に対する不燃性材料の使用 1.1.2 不燃性材料又は難燃性材料の使用   

 安全機能を有する構築物，系統及び機器に対する保温

材は，ロックウール，ガラス繊維，ケイ酸カルシウム，

パーライト，金属等，平成 12年建設省告示第 1400 号に

定められたもの，又は建築基準法で不燃性材料として認

められたものを使用する設計とする。 

＜中略＞ 

火災 1 火災防護上重要な機器等及び重大事故等対処

施設に使用する保温材は，ロ(3)(ⅰ)a.(c-2-2)-①d 原

則，平成 12 年建設省告示第 1400 号に定められたもの

又は建築基準法で不燃性材料として認められたものを

使用する設計とする。 

  

 (6) 建屋内装材に対する不燃性材料の使用    

 安全機能を有する構築物，系統及び機器を設置する建

屋の内装材は，ケイ酸カルシウム等，建築基準法で不燃

性材料として認められたものを使用する設計とする。ま

た，中央制御室の床のカーペットは，消防法施行規則第

四条の三に基づき，第三者機関において防炎物品の試験

を実施し，防炎性能を有することを確認した材料を使用

する設計とする。 

一方，管理区域の床には耐放射線性及び除染性を確保

すること，非管理区域の一部の床には防塵性を確保する

こと，原子炉格納容器内の床及び壁には耐放射線性，除

染性及び耐腐食性を確保することを目的として，コーテ

ィング剤を塗布する設計とする。このコーティング剤

は，旧建設省告示第 1231 号第 2試験，米国 ASTM 規格 

E84，建築基準法施行令第一条の六又は消防法施行令第

四条の三に基づく難燃性が確認された塗料であること，

不燃性材料であるコンクリート表面に塗布すること，加

火災 1 火災防護上重要な機器等及び重大事故等対処

施設を設置する建屋の内装材は，ロ(3)(ⅰ)a.(c-2-2)-

①e 建築基準法で不燃性材料として認められたものを

使用する設計とする。 

 ただし，管理区域や非管理区域の床や，原子炉格納

容器内の床や壁に使用する耐放射線性，除染性，防塵

性又は耐腐食性のコーティング剤は，不燃性材料であ

るコンクリート表面に塗布すること，難燃性が確認さ

れた塗料であること，加熱源を除去した場合はその燃

焼部が広がらないこと，原子炉格納容器内を含む建屋

内に設置する火災防護上重要な機器等及び重大事故等

対処施設は，不燃性又は難燃性の材料を使用し，その

周辺における可燃物を管理することから，難燃性材料

を使用する設計とする。 

 また，中央制御室の床面は，防炎性能を有するカー

ペットを使用する設計とする。 
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熱源を除去した場合はその燃焼部が広がらないこと，原

子炉格納容器内を含む建屋内に設置する安全機能を有す

る構築物，系統及び機器には不燃性材料又は難燃性材料

を使用し周辺には可燃物がないことから，当該コーティ

ング剤が発火した場合においても他の構築物，系統及び

機器において火災を生じさせるおそれは小さい。 

このため，耐放射線性，除染性，防塵性及び耐腐食性

を確保するためにコンクリート表面及び原子炉格納容器

内の床及び壁に塗布するコーティング剤には，旧建設省

告示第 1231 号第 2試験，米国 ASTM 規格 E84，建築基準

法施行令第一条の六又は消防法施行令第四条の三に基づ

く難燃性，防炎性が確認された塗料を使用する設計とす

る。 

＜中略＞ 

 1.6.1.2.2 不燃性材料又は難燃性材料の使用 1.1.2 不燃性材料又は難燃性材料の使用   

また，不燃性材料又は難燃性材料が使用できない場合

は，不燃性材料若しくは難燃性材料と同等以上の性能を

有するものを使用する設計，又は，当該構築物，系統及び

機器の機能を確保するために必要なロ(3)(ⅰ)a.(c-2-

2)-②不燃性材料若しくは難燃性材料と同等以上の性能

を有するものの使用が技術上困難な場合には，当該構築

物，系統及び機器における火災に起因して他の火災 1 安

全機能を有する構築物，系統及び機器において火災が発

生することを防止するための措置を講じる設計とする。 

安全機能を有する構築物，系統及び機器に対しては，

不燃性材料又は難燃性材料を使用する設計とし，不燃性

材料又は難燃性材料が使用できない場合には以下のいず

れかの設計とする。 

・不燃性材料又は難燃性材料と同等以上の性能を有する

もの（以下「代替材料」という。）を使用する設計とす

る。 

・構築物，系統及び機器の機能を確保するために必要な

代替材料の使用が技術上困難な場合には，当該構築物，

系統及び機器における火災に起因して他の安全機能を有

する構築物，系統及び機器において火災が発生すること

を防止するための措置を講じる設計とする。 

火災防護上重要な機器等及び重大事故等対処施設

は，不燃性材料又は難燃性材料を使用する設計とし，

不燃性材料又は難燃性材料が使用できない場合は，不

燃性材料又は難燃性材料と同等以上の性能を有するも

の（以下「代替材料」という。）を使用する設計，若

しくは，当該構築物，系統及び機器の機能を確保する

ために必要なロ(3)(ⅰ)a.(c-2-2)-②代替材料の使用が

技術上困難な場合は，当該構築物，系統及び機器にお

ける火災に起因して他の火災 1 火災防護上重要な機器

等及び重大事故等対処施設において火災が発生するこ

とを防止するための措置を講じる設計とする。 

＜中略＞ 

 

 

 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)a.(c-2-2)-②は，設置変

更許可申請書（本文（五号） 

）のロ(3)(ⅰ)a.(c-2-2)-②

と同義であり，整合してい

る。 

  

 (3) 難燃ケーブルの使用    

このうち，火災 1 安全機能を有する機器に使用するケ

ーブルは，ロ(3)(ⅰ)a.(c-2-2)-③原則，実証試験により

自己消火性及び延焼性を確認した難燃ケーブルを使用す

る設計とするが，核計装ケーブルのように実証試験によ

り延焼性を確認できないケーブルは，難燃ケーブルと同

等以上の性能を有する設計，又は当該ケーブルの火災に

起因して他の火災 1 安全機能を有する構築物，系統及び

機器において火災が発生することを防止するための措置

を講じる設計とする。 

安全機能を有する構築物，系統及び機器に使用するケ

ーブルには，実証試験により自己消火性（UL 垂直燃焼試

験）及び延焼性（IEEE383（光ファイバケーブルの場合

は IEEE1202）垂直トレイ燃焼試験）を確認した難燃ケー

ブルを使用する設計とする。 

ただし，一部のケーブルについては製造中止のため自

己消火性を確認する UL垂直燃焼試験を実施できない。

このケーブルについては，UL垂直燃焼試験と同様の試験

である ICEA 垂直燃焼試験の結果と，同じ材質のシース

火災 1 火災防護上重要な機器等及び重大事故等対処

施設に使用するケーブルは，実証試験により自己消火

性（ＵＬ垂直燃焼試験）及びロ(3)(ⅰ)a.(c-2-2)-③耐

延焼性（ＩＥＥＥ３８３（光ファイバケーブルの場合

はＩＥＥＥ１２０２）垂直トレイ燃焼試験）を確認し

た難燃ケーブルを使用する設計とする。 

ただし，実証試験により耐延焼性が確認できない核

計装ケーブル及び放射線モニタケーブルは，原子炉格

納容器外については専用電線管に収納するとともに，

電線管の両端は，耐火性を有するシール材を処置する

 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)a.(c-2-2)-③は，設置変

更許可申請書（本文（五号） 

）のロ(3)(ⅰ)a.(c-2-2)-③

と同義であり，整合してい

る。 
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を持つケーブルで実施した UL垂直燃焼試験結果より，

自己消火性を確認する設計とする。 

また，核計装ケーブルは，微弱電流又は微弱パルスを

扱う必要があり，耐ノイズ性を確保するために高い絶縁

抵抗を有する同軸ケーブルを使用する設計とする。放射

線モニタケーブルについても，放射線検出のためには微

弱電流又は微弱パルスを扱う必要があり，核計装ケーブ

ルと同様に耐ノイズ性を確保するため，絶縁体に誘電率

の低い架橋ポリエチレンを使用することで高い絶縁抵抗

を有する同軸ケーブルを使用する設計とする。 

これらのケーブルは，自己消火性を確認する UL垂直

燃焼試験は満足するが，延焼性を確認する IEEE383 垂直

トレイ燃焼試験の要求を満足することが困難である。 

このため，核計装ケーブル及び放射線モニタケーブル

は，火災を想定した場合にも延焼が発生しないよう，原

子炉格納容器外については専用電線管に収納するととも

に，電線管の両端は，電線管外部からの酸素供給防止を

目的とし，耐火性を有するシール材を処置する設計とす

る。 

＜中略＞ 

ことにより，難燃ケーブルと同等以上の性能を有する

設計とするか，代替材料の使用が技術上困難な場合

は，当該ケーブルの火災に起因して他の火災 1 火災防

護上重要な機器等及び重大事故等対処施設において火

災が発生することを防止するための措置を講じる設計

とする。 

＜中略＞ 

 (2) 変圧器及び遮断器に対する絶縁油等の内包    

また，建屋内の変圧器及び遮断器は，ロ(3)(ⅰ)a.(c-

2-2)-④絶縁油等の可燃性物質を内包していないものを

使用する設計とする。 

安全機能を有する構築物，系統及び機器のうち，屋内

の変圧器及び遮断器は可燃性物質である絶縁油を内包し

ていないものを使用する設計とする。 

火災防護上重要な機器等及び重大事故等対処施設の

うち，建屋内の変圧器及び遮断器は，可燃性物質ロ(3) 

(ⅰ)a.(c-2-2)-④である絶縁油を内包していないもの

を使用する設計とする。 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)a.(c-2-2)-④は，設置変

更許可申請書（本文（五号） 

）のロ(3)(ⅰ)a.(c-2-2)-④

を詳細設計した結果であり，

整合している。 

  

(c-2-3) 自然現象による火災の発生防止 1.6.1.2.3 自然現象による火災発生の防止 1.1.3 落雷，地震等の自然現象による火災の発生防止     

ロ(3)(ⅰ)a.(c-2-3)-①柏崎刈羽原子力発電所の安全

を確保する上で設計上考慮すべき自然現象として，地震，

津波，風（台風），竜巻，低温（凍結），降水，積雪，落

雷，地滑り，火山の影響及び生物学的事象を抽出した。 

これらの自然現象のうち，火災を発生させるおそれの

ある落雷，地震について，これらの現象によって火災が

発生しないように，以下のとおり火災防護対策を講じる

設計とする。 

柏崎刈羽原子力発電所の安全を確保する上で設計上考

慮すべき自然現象としては，地震，津波，風（台風），

竜巻，低温（凍結），降水，積雪，落雷，地滑り，火山

の影響及び生物学的事象を抽出した。 

＜中略＞ 

 したがって，落雷，地震について，これらの現象によ

って火災が発生しないように，以下のとおり火災防護対

策を講じる設計とする。 

ロ(3)(ⅰ)a.(c-2-3)-①自然現象として，地震，津

波，風（台風），竜巻，低温（凍結），降水，積雪，

落雷，地滑り，火山の影響，生物学的事象及び森林火

災を考慮する。 

これらの自然現象のうち，火災を発生させるおそれの

ある落雷，地震，竜巻（風（台風）を含む。）及び森林火

災について，これらの現象によって火災が発生しないよ

うに，以下のとおり火災防護対策を講じる設計とする。 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)a.(c-2-3)-①は，設置変

更許可申請書（本文（五号） 

）のロ(3)(ⅰ)a.(c-2-3)-①

と同義であり，整合してい

る。 

 

 

 (1) 落雷による火災の発生防止    
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落雷によって，発電用原子炉施設内の構築物，系統及び

機器に火災が発生しないよう，ロ(3)(ⅰ)a.(c-2-3)-②避

雷針の設置及び接地網の敷設を行う設計とする。 

発電用原子炉施設内の構築物，系統及び機器は，落雷

による火災発生を防止するため，地盤面から高さ 20m を

超える建築物には建築基準法に基づき「JIS A 4201 建

築物等の避雷設備（避雷針）」に準拠した避雷針の設置

及び接地網の敷設を行う設計とする。なお，これらの避

雷設備は，基準地震動に対して機能維持可能な主排気筒

に設置する設計とする。 

＜中略＞ 

落雷によって，発電用原子炉施設内の構築物，系統

及び機器に火災が発生しないよう，ロ(3)(ⅰ)a.(c-2-

3)-②避雷設備の設置及び接地網の敷設を行う設計とす

る。 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)a.(c-2-3)-②は，設置変

更許可申請書（本文（五号） 

）のロ(3)(ⅰ)a.(c-2-3)-②

と同義であり，整合してい

る。 

 

  

 (2) 地震による火災の発生防止    

火災 1 安全機能を有する構築物，系統及び機器は，耐

震クラスに応じて十分な支持性能をもつ地盤に設置する

設計とするとともに，ロ(3)(ⅰ)a.(c-2-3)-③「実用発電

用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準

に関する規則第四条」に示す要求を満足するよう，「実用

発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の

基準に関する規則の解釈」に従い耐震設計を行う設計と

する。 

 

安全機能を有する構築物，系統及び機器は，耐震クラ

スに応じて十分な支持性能をもつ地盤に設置するととも

に，自らが破壊又は倒壊することによる火災の発生を防

止する設計とする。 

なお，耐震については「実用発電用原子炉及びその附

属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則第四

条」に示す要求を満足するよう，「実用発電用原子炉及

びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規

則の解釈」に従い耐震設計を行う設計とする。 

 

火災 1 火災防護上重要な機器等は，耐震クラスに応

じて十分な支持性能をもつ地盤に設置する設計とする

とともに，ロ(3)(ⅰ)a.(c-2-3)-③「実用発電用原子炉

及びその附属施設の技術基準に関する規則の解釈」

（平成 25年 6月 19 日原子力規制委員会）に従い，耐

震設計を行う設計とする。 

＜中略＞ 

火災防護上重要な機器等及び重大事故等対処施設

は，森林火災から，防火帯による防護等により，火災

発生防止を講じる設計とし，竜巻（風（台風）を含

む。）から，竜巻防護対策施設の設置及び固縛によ

り，火災の発生防止を講じる設計とする。 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)a.(c-2-3)-③は，設置変

更許可申請書（本文（五号） 

）のロ(3)(ⅰ)a.(c-2-3)-③

と同義であり，整合してい

る。 

 

  

(c-3) 火災の感知及び消火 1.6.1.3  火災の感知及び消火に係る設計方針 1.2 火災の感知及び消火     

ロ(3)(ⅰ)a.(c-3)-①a 火災の感知及び消火について

は，火災 1 安全機能を有する構築物，系統及び機器に対

して，早期の火災感知及び消火を行うロ(3)(ⅰ)a.(c-3)-

①b ための火災感知設備及び消火設備を設置する設計と

する。 

 

火災の感知及び消火については，安全機能を有する構

築物，系統及び機器に対して，早期の火災感知及び消火

を行うための火災感知設備及び消火設備を設置する設計

とする。 

具体的な設計を「1.6.1.3.1 火災感知設備」から

「1.6.1.3.4 消火設備の破損，誤動作又は誤操作」に

示す。 

火災区域又は火災区画のロ(3)(ⅰ)a.(c-3)-①火災感

知設備及び消火設備は，火災 1 火災防護上重要な機器

等及び重大事故等対処施設に対して火災の影響を限定

し，早期の火災感知及び消火を行う設計とする。 

 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)a.(c-3)-①は，設置変更

許可申請書（本文（五号））

のロ(3)(ⅰ)a.(c-3)-①a 及

びロ(3)(ⅰ)a.(c-3)-①b と

同義であり，整合している。 

 

  

火災感知設備及び消火設備は，ロ(3)(ⅰ)a.(c-3)-

②(c-2-3)で抽出した自然現象に対して，火災感知設備及

び消火設備の機能を維持できる設計とする。 

火災感知設備及び消火設備については，設けられた火

災区域及び火災区画に設置された火災 1 安全機能を有す

る構築物，系統及び機器の耐震クラスに応じて，地震に

対して機能を維持できる設計とする。 

このうち，火災感知設備及び消火設備が，地震等の自

然現象に対して，火災感知及び消火の機能，性能が維持

され，かつ，安全機能を有する構築物，系統及び機器の

耐震クラスに応じて，機能を維持できる設計とすること

を「1.6.1.3.3 自然現象の考慮」に示す。 

＜中略＞ 

 

火災感知設備及び消火設備は，ロ(3)(ⅰ)a.(c-3)-②

「1.1.3 落雷，地震等の自然現象による火災の発生防

止」で抽出した自然現象に対して，火災感知及び消火

の機能，性能が維持できる設計とする。 

火災感知設備及び消火設備については，火災区域及

び火災区画に設置された火災 1 火災防護上重要な機器

等の耐震クラス及び重大事故等対処施設の区分に応じ

て，地震に対して機能を維持できる設計とする。 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)a.(c-3)-②は，設置変更

許可申請書（本文（五号））

のロ(3)(ⅰ)a.(c-3)-②と同

義であり，整合している。な

お，詳細については，該当箇

所にて示す。 
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 1.6.1.3.3  自然現象の考慮 

＜中略＞ 

1.2.1 火災感知設備 

＜中略＞ 

  

 低温（凍結）については，「(1) 凍結防止対策」に示

す対策により機能を維持する設計とする。風（台風）に

対しては，「(2) 風水害対策」に示す対策により機能を

維持する設計とする。地震については，「(3) 地震対

策」に示す対策により機能を維持する設計とする。 

＜中略＞ 

 火災区域又は火災区画の火災感知設備は，凍結等の

自然現象によっても，機能，性能が維持できる設計と

する。 

 

  

 (1) 凍結防止対策    

 屋外に設置する火災感知設備及び消火設備は，柏崎刈

羽原子力発電所において考慮している最低気温-15.2℃

まで気温が低下しても使用可能な火災感知設備及び消火

設備を設置する設計とする。 

 屋外に設置する火災感知設備は-15.2℃まで気温が低

下しても使用可能な火災感知設備を設置する設計とす

る。 

＜中略＞ 

  

  1.2.2 消火設備 

(6) 消火設備に対する自然現象の考慮 

a. 凍結防止対策 

  

 屋外消火設備の配管は，保温材等により配管内部の水

が凍結しない設計とする。 

屋外消火栓本体はすべて，凍結を防止するため，通常

はブロー弁を常時開として消火栓本体内の水が排水さ

れ，消火栓を使用する場合に屋外消火栓バルブを回転さ

せブロー弁を閉にして放水可能とする双口地上式（不凍

式消火栓型）を採用する設計とする。 

 屋外消火設備の配管は，保温材等により配管内部の

水が凍結しない設計とする。 

 屋外消火栓は，凍結を防止するため，通常はブロー

弁を常時開として消火栓本体内の水が排水され，使用

時にブロー弁を閉にして放水する設計とする。 

 

  

 (2) 風水害対策 b. 風水害対策   

 消火用水供給系の消火設備を構成する電動機駆動消火

ポンプ及びディーゼル駆動消火ポンプ等の機器は，風水

害に対してその性能が著しく阻害されることがないよ

う，壁及び扉に対して浸水対策を実施した建屋内に配置

する設計とする。二酸化炭素消火設備，全域ガス消火設

備及び局所ガス消火設備についても，風水害に対してそ

の性能が著しく阻害されることがないよう，原子炉建

屋，タービン建屋，コントロール建屋等の建屋内に配置

する設計とする。 

 消火用水供給系の消火設備を構成する電動機駆動消

火ポンプ，ディーゼル駆動消火ポンプ，二酸化炭素消

火設備，小空間固定式消火設備，SLC ポンプ・CRD ポン

プ局所消火設備，電源盤・制御盤消火設備，ケーブル

トレイ消火設備，5号機原子炉建屋内緊急時対策所消

火設備及び中央制御室床下フリーアクセスフロア消火

設備は，風水害により性能が著しく阻害されることが

ないよう，建屋内に設置する設計とする。 
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  1.2.1 火災感知設備 

＜中略＞ 

  

 また，屋外の火災感知設備は，屋外仕様とした上で火

災感知器の予備を保有し，万一，風水害の影響を受けた

場合には，早期に取替えを行うことにより当該設備の機

能及び性能を復旧する設計とする。 

＜中略＞ 

 屋外の火災感知設備は，火災感知器の予備を保有

し，万一，風水害の影響を受けた場合にも，早期に取

替えを行うことにより機能及び性能を復旧する設計と

する。 

  

 (3) 地震対策 

b. 地盤変位対策 

1.2.2 消火設備 

(6) 消火設備に対する自然現象の考慮 

c. 地盤変位対策 

  

 屋外消火配管は，地上又はトレンチに設置し，地震時

における地盤変動に対して，その配管の自重や内圧，外

的荷重を考慮しても地盤沈下による建屋と周辺地盤との

相対変位を 1m許容できる設計とする。 

また，地盤変位対策として，タンクと配管の継手部へ

のフレキシブル継手を採用する設計や，建屋等の取り合

い部における消火配管の曲げ加工（地震時の地盤変位を

配管の曲げ変形で吸収）を行う設計とする。 

さらに，屋外消火配管が破断した場合でも消防車を用

いて屋内消火栓へ消火水の供給ができるよう，建屋に給

水接続口を設置する設計とする。 

 地震時における地盤変位対策として，屋外消火配管

は，タンクと配管の継手部へのフレキシブル継手を採

用する設計や，建屋等の取り合い部における消火配管

の曲げ加工（地震時の地盤変位を配管の曲げ変形で吸

収）を行う設計とする。 

 さらに，屋外消火配管が破断した場合でも移動式消

火設備を用いて屋内消火栓へ消火水の供給ができるよ

う，建屋に給水接続口を設置する設計とする。 

  

 1.6.1.3  火災の感知及び消火に係る設計方針 

＜中略＞ 

1.2.2 消火設備   

また，消火設備は，破損，誤作動又は誤操作が起きた場

合においても原子炉を安全に停止させるための機能ロ

(3)(ⅰ)a.(c-3)-③を損なわない設計とする。 

また，消火設備は，破損，誤動作又は誤操作が起きた

場合においても，原子炉の高温停止及び低温停止を達成

し，維持するための機能を損なわない設計とすることを

「1.6.1.3.4 消火設備の破損，誤動作又は誤操作」に

示す。 

火災防護上重要な機器等及び重大事故等対処施設を

設置する火災区域又は火災区画の消火設備は，破損，

誤作動又は誤操作が起きた場合においても，原子炉を

安全に停止させるための機能又は重大事故等に対処す

るために必要な機能ロ(3)(ⅰ)a.(c-3)-③を有する電気

及び機械設備に影響を与えない設計とし，火災発生時

の煙の充満又は放射線の影響により消火活動が困難と

なるところは，自動起動又は中央制御室からの手動起

動による固定式消火設備である二酸化炭素消火設備，

小空間固定式消火設備（「6号機設備」，「7号機設備，

6,7 号機共用，6号機に設置」（以下同じ。）），SLC ポン

プ・CRD ポンプ局所消火設備，電源盤・制御盤消火設

備，ケーブルトレイ消火設備又は 5号機原子炉建屋内

緊急時対策所消火設備（「7号機設備，6,7 号機共用，5

 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)a.(c-3)-③は，設置変更

許可申請書（本文（五号））

のロ(3)(ⅰ)a.(c-3)-③を具

体的に記載しており，整合し

ている。 
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号機に設置」（以下同じ。））を設置して消火を行う設計

とする。 

＜中略＞ 

 

 1.6.1.3.4  消火設備の破損，誤動作又は誤操作 

＜中略＞ 

   

 消火設備の放水等による溢水に対しては，「1.7 溢

水防護に関する基本方針」に基づき，安全機能へ影響が

ないよう設計する。 

なお，消火設備の破損，誤作動又は誤操作に伴う溢

水による安全機能及び重大事故等に対処する機能への

影響については，浸水防護施設の基本設計方針にて示

す。 

＜中略＞ 

  

(c-3-1) 火災感知設備 1.6.1.3.1  火災感知設備 

(1) 火災感知器の環境条件等の考慮 

1.2.1 火災感知設備     

火災感知器は，環境条件や火災の性質を考慮してロ(3) 

(ⅰ)a.(c-3-1)-①方式を選定し，固有の信号を発する異

なる種類を組み合わせて設置する設計とする。 

火災感知設備の火災感知器は，火災区域又は火災区画

における放射線，取付面高さ，温度，湿度，空気流等の

環境条件や，炎が生じる前に発煙すること等，予想され

る火災の性質を考慮して設置する設計とする。  

(2) 固有の信号を発する異なる火災感知器の設置 

火災感知設備の火災感知器は，「(1) 火災感知器の環

境条件等の考慮」の環境条件等を考慮し，火災感知器を

設置する火災区域又は火災区画の安全機能を有する構築

物，系統及び機器の種類に応じ，火災を早期に感知でき

るよう，固有の信号を発するアナログ式の煙感知器，ア

ナログ式の熱感知器，又は非アナログ式の炎感知器から

異なる種類の感知器を組み合わせて設置する設計とす

る。炎感知器は非アナログ式であるが，炎が発する赤外

線又は紫外線を感知するため，炎が生じた時点で感知す

ることができ，火災の早期感知に優位性がある。ここ

で，アナログ式とは「平常時の状況（温度，煙の濃度）

を監視し，かつ，火災現象（急激な温度や煙の濃度の上

昇）を把握することができる」ものと定義し，非アナロ

グ式とは「平常時の状況（温度，煙の濃度）を監視する

ことはできないが，火災現象（急激な温度や煙の濃度の

上昇等）を把握することができる」ものと定義する。 

以下に，上記に示す火災感知器の組み合わせのうち，

特徴的な火災区域又は火災区画を示す。 

火災感知設備の火災感知器は，火災区域又は火災区

画における放射線，取付面高さ，温度，湿度，空気流

等の環境条件，予想される火災の性質を考慮し，火災

感知器を設置する火災区域又は火災区画の火災防護上

重要な機器等及び重大事故等対処施設の種類に応じ，

火災を早期に感知できるよう，固有の信号を発するロ(

3)(ⅰ)a.(c-3-1)-①アナログ式の煙感知器（「6号機設

備」，「7号機設備，6,7号機共用，6号機に設置」，「

7号機設備，6,7号機共用，5号機に設置」（以下同じ。

）），アナログ式の熱感知器（「6号機設備」，「7号

機設備，6,7号機共用，6号機に設置」，「7号機設備，

6,7号機共用，5号機に設置」（以下同じ。）），又は

炎が発する赤外線又は紫外線を感知するため炎が生じ

た時点で感知することができ火災の早期感知に優位性

がある非アナログ式の炎感知器（「6号機設備」，「7

号機設備，6,7号機共用」，「7号機設備，6,7号機共用

，6号機に設置」，「7号機設備，6,7号機共用，5号機

に設置」（以下同じ。））から，異なる種類の火災感

知器を組み合わせて設置する設計とする。 

なお，基本設計のとおりに火災感知器を設置できな

い箇所は，上記感知器の代わりに環境条件や火災の性

質を考慮し，光電分離型煙感知器，煙吸引式検出設備

，光ファイバケーブル式熱感知器（「6号機設備」，「

7号機設備，6,7号機共用，5号機に設置」（以下同じ。

設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)a.(c-3-1)-①は，設置変

更許可申請書（本文（五号） 

）のロ(3)(ⅰ)a.(c-3-1)-①

を具体的に記載しており，整

合している。 
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）），熱感知カメラ（「6号機設備」，「7号機設備，6

,7号機共用」（以下同じ。）），非アナログ式の防爆

型煙感知器，非アナログ式の防爆型熱感知器（「6号機

設備」，「7号機設備，6,7号機共用」，「7号機設備，

6,7号機共用，6号機に設置」（以下同じ。））及び非

アナログ式の熱感知器も含めた組合せで設置する設計

とする。 

火災感知器については，消防法施行規則に従い設置

する，又は火災区域内の感知器の網羅性及び火災報知

設備の感知器及び発信機に係る技術上の規格を定める

省令に定める感知性能と同等以上の方法により設置す

る設計とする。 

 a. 原子炉建屋オペレーティングフロア 

原子炉建屋オペレーティングフロアは天井が高く大空

間となっているため，火災による熱が周囲に拡散するこ

とから，熱感知器による感知は困難である。 

このため，アナログ式の光電分離型煙感知器と非アナ

ログ式の炎感知器をそれぞれの監視範囲に火災の検知に

影響を及ぼす死角がないように設置する設計とする。 

c. 非常用ディーゼル発電機燃料移送系ケーブルトレン

チ 

非常用ディーゼル発電機燃料移送系ケーブルトレンチ

は，ハッチからの雨水の浸入によって高湿度環境になり

やすく，一般的な煙感知器による火災感知に適さない。 

このため，防湿対策を施したアナログ式の煙吸引式検

出設備，及び湿気の影響を受けにくいアナログ式の光フ

ァイバケーブル式熱感知器を設置する設計とする。 

対して，以下に示す火災区域又は火災区画は，環境条

件等を考慮し，上記とは異なる火災感知器を組み合わせ

て設置する設計とする。 

d. 非常用ディーゼル発電機燃料移送系ポンプ区域 

屋外開放の区域である非常用ディーゼル発電機燃料移

送系ポンプ区域は，区域全体の火災を感知する必要があ

るが火災による煙が周囲に拡散し煙感知器による火災感

知は困難であること，及び降水等の浸入により火災感知

器の故障が想定されることから，アナログ式の屋外仕様

の熱感知カメラ及び非アナログ式の屋外仕様の炎感知器

 

非アナログ式の火災感知器は，環境条件等を考慮す

ることにより誤作動を防止する設計とする。 

なお，光電分離型煙感知器，熱感知カメラ及び炎感

知器は，監視範囲に火災の検知に影響を及ぼす死角が

ないように設置する設計とする。 

 

  



 

                                                                    ロ-172 
 

K
6
 
①
 Ⅵ
-
1-
1
-
1-
1
 
R0
 

設置変更許可申請書（本文（五号）） 設置変更許可申請書（添付書類八） 該当事項 設計及び工事の計画 該当事項 整合性 備考 

をそれぞれの監視範囲に火災の検知に影響を及ぼす死角

がないように設置する設計とする。 

f. 主蒸気管トンネル室 

放射線量が高い場所（主蒸気管トンネル室）は，アナ

ログ式の火災感知器を設置する場合，放射線の影響によ

り火災感知器の故障が想定される。このため，放射線の

影響を受けないよう検出器部位を当該区画外に配置する

アナログ式の煙吸引式検出設備を設置する設計とする。

加えて，放射線の影響を考慮した非アナログ式の熱感知

器を設置する設計とする。 

g. 蓄電池室 

水素ガス等による引火性又は発火性の雰囲気を形成す

るおそれのある場所（蓄電池室）は，万一の水素濃度の

上昇を考慮し，火災を早期に感知できるよう，非アナロ

グ式の防爆型で，かつ固有の信号を発する異なる種類の

煙感知器及び熱感知器を設置する設計とする。 

これらの非アナログ式の火災感知器は，以下の環境条

件等を考慮することにより誤作動を防止する設計とす

る。 

＜中略＞ 

 また，以下に示す火災区域又は火災区画は，火災の影

響を受けるおそれが考えにくいことから，火災感知器を

設置しない，若しくは消防法又は建築基準法に基づく火

災感知器を設置する設計とする。 

h. 格納容器機器搬出入用ハッチ室 

格納容器機器搬出入用ハッチ室は，発火源となるよう

なものが設置されておらず，可燃物管理により可燃物を

持ち込まない運用とするうえ，通常コンクリートハッチ

にて閉鎖されていることから，火災の影響を受けない。

また，ハッチ開放時は通路の火災感知器にて感知が可能

である。 

したがって，格納容器機器搬出入用ハッチ室には火災

感知器を設置しない設計とする。 

i. 給気処理装置室，冷却器コイル室及び排気ルーバ室 

給気処理装置室，冷却器コイル室及び排気ルーバ室

は，発火源となるようなものが設置されておらず，可燃

物管理により可燃物を持ち込まない運用とするうえ，コ

また，発火源となるようなものがない火災区域又は

火災区画は，可燃物管理により可燃物を持ち込まない

運用として保安規定に定めて，管理することから，火

災感知器を設置しない設計とする。 
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ンクリートの壁で囲われていることから，火災の影響を

受けない。 

したがって，給気処理装置室，冷却器コイル室及び排

気ルーバ室には火災感知器を設置しない設計とする。 

j. 排気管室 

排気管室は，排気を屋外に通すための部屋であり，発

火源となるようなものが設置されておらず，可燃物管理

により可燃物を持ち込まない運用とするうえ，コンクリ

ートの壁で囲われていることから，火災の影響を受けな

い。 

したがって，排気管室には火災感知器を設置しない設

計とする。 

k. フィルタ室 

フィルタ室に設置されているフィルタは難燃性であ

り，発火源となるようなものが設置されておらず，可燃

物管理により可燃物を持ち込まない運用とするうえ，コ

ンクリートの壁で囲われていることから，火災の影響を

受けない。 

したがって，フィルタ室には火災感知器を設置しない

設計とする。 

 (3) 火災受信機盤    

 火災感知設備の火災受信機盤は中央制御室に設置し，

火災感知設備の作動状況を常時監視できる設計とする。

また，受信機盤は，構成されるアナログ式の受信機によ

り以下のとおり，火災発生場所を特定できる設計とす

る。 

・アナログ式の火災感知器が接続可能であり，作動した

火災感知器を 1つずつ特定できる設計とする。 

・水素ガスの漏えいの可能性が否定できない蓄電池室及

び可燃性ガスの発生が想定される軽油タンク内に設置す

る非アナログ式の防爆型の火災感知器及び主蒸気管トン

ネル室内の非アナログ式熱感知器が接続可能であり，作

動した火災感知器を 1つずつ特定できる設計とする。 

火災感知設備のうち火災受信機盤（「6号機設備」，

「7号機設備，6,7号機共用」，「7号機設備，6,7号機

共用，5号機に設置」（以下同じ。））は中央制御室等

に設置し，火災感知設備の作動状況を常時監視できる

設計とする。また，火災受信機盤は，構成されるアナ

ログ式の受信機により作動した火災感知器を1つずつ特

定できる設計とする。 

 

  

 ・屋外の非常用ディーゼル発電機軽油タンク区域及び燃

料移送ポンプ区域を監視する非アナログ式の炎感知器及

びアナログ式の熱感知カメラが接続可能であり，感知区

域を 1つずつ特定できる設計とする。なお，屋外区域熱

屋外区域熱感知カメラの火災受信機盤においては，

カメラ機能による映像監視（熱サーモグラフィ）によ

り火災発生箇所の特定が可能な設計とする。 
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感知カメラ火災受信機盤においては，火災発生場所はカ

メラ機能による映像監視（熱サーモグラフィ）により特

定が可能な設計とする。 

＜中略＞ 

また，火災感知器は以下のとおり点検を行うことがで

きるものを使用する設計とする。 

・自動試験機能又は遠隔試験機能を有する火災感知器

は，機能に異常がないことを確認するため，定期的に自

動試験又は遠隔試験を実施できるものを使用する。 

・自動試験機能又は遠隔試験機能を持たない火災感知器

は，機能に異常がないことを確認するため，消防法施行

規則に準じ，煙等の火災を模擬した試験を定期的に実施

できるものを使用する。 

火災感知器は，自動試験機能又は遠隔試験機能によ

り点検ができる設計とする。自動試験機能又は遠隔試

験機能を持たない火災感知器は，機能に異常がないこ

とを確認するため，消防法施行規則に準じ，煙等の火

災を模擬した試験を実施する。 

 (4) 火災感知設備の電源確保    

火災感知設備は，外部電源喪失時においても火災の感

知が可能ロ(3)(ⅰ)a.(c-3-1)-②なように電源確保を行

い， 

安全機能を有する構築物，系統及び機器を設置する火

災区域又は火災区画の火災感知設備は，外部電源喪失時

においても火災の感知が可能となるよう蓄電池を設け，

電源を確保する設計とする。 

また，原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，維持

するために必要な構築物，系統及び機器並びに放射性物

質の貯蔵又は閉じ込め機能を有する構築物，系統及び機

器を設置する火災区域又は火災区画の火災感知設備に供

給する電源は，非常用ディーゼル発電機が接続されてい

る非常用電源より供給する設計とする。 

火災感知設備は，外部電源喪失時又は全交流動力電

源喪失時においても火災の感知が可能ロ(3)(ⅰ)a.(c-

3-1)-②となるように蓄電池を設け，電源を確保する設

計とする。また，火災防護上重要な機器等及び重大事

故等対処施設を設置する火災区域又は火災区画の火災

感知設備の電源は，非常用電源からの受電も可能な設

計とする。 

＜中略＞ 

 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)a.(c-3-1)-②は，設置変

更許可申請書（本文（五号） 

）のロ(3)(ⅰ)a.(c-3-1)-②

を具体的に記載しており，整

合している。 

  

 (3) 火災受信機盤 1.2.1 火災感知設備 

＜中略＞ 

  

中央制御室ロ(3)(ⅰ)a.(c-3-1)-③で常時監視できる設

計とする。 

火災感知設備の火災受信機盤は中央制御室に設置し，

火災感知設備の作動状況を常時監視できる設計とする。 

また，受信機盤は，構成されるアナログ式の受信機に

より以下のとおり，火災発生場所を特定できる設計とす

る。 

＜中略＞ 

火災感知設備のうち火災受信機盤（「6号機設備」，

「7号機設備，6,7号機共用」，「7号機設備，6,7号機

共用，5号機に設置」（以下同じ。））は中央制御室等

ロ(3)(ⅰ)a.(c-3-1)-③に設置し，火災感知設備の作動

状況を常時監視できる設計とする。また，火災受信機

盤は，構成されるアナログ式の受信機により作動した

火災感知器を1つずつ特定できる設計とする。 

＜中略＞ 

 

 

 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)a.(c-3-1)-③は，設置変

更許可申請書（本文（五号） 

）のロ(3)(ⅰ)a.(c-3-1)-③

を具体的に記載しており，整

合している。 
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設置変更許可申請書（本文（五号）） 設置変更許可申請書（添付書類八） 該当事項 設計及び工事の計画 該当事項 整合性 備考 

 

(c-3-2) 消火設備 1.6.1.3.2  消火設備 1.2.2 消火設備     

火災 1 安全機能を有する構築物，系統及び機器を設置

する火災区域又は火災区画で，火災発生時の煙の充満又

は放射線の影響により消火活動が困難となるところに

は，自動起動又は中央制御室からの手動起動によるロ

(3)(ⅰ)a.(c-3-2)-①固定式消火設備を設置して消火を

行う設計とするとともに， 

消火設備は，安全機能を有する構築物，系統及び機器

を設置する火災区域又は火災区画の火災を早期に消火で

きるよう設置する設計とする。 

(1) 原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，維持する

ために必要な構築物，系統及び機器を設置する火災区域

又は火災区画に設置する消火設備 

 原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，維持するた

めに必要な構築物，系統及び機器を設置する火災区域又

は火災区画に設置する消火設備は，当該構築物，系統及

び機器の設置場所が，火災発生時の煙の充満又は放射線

の影響により消火活動が困難となるかを考慮して設計す

る。 

a. 火災発生時の煙の充満又は放射線の影響により消火

活動が困難となる火災区域又は火災区画の選定 

 原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，維持するた

めに必要な構築物，系統及び機器を設置する火災区域又

は火災区画は，「b．火災発生時の煙の充満又は放射線

の影響により消火活動が困難とならない火災区域又は火

災区画の選定」に示した火災区域又は火災区画を除き，

火災発生時の煙の充満又は放射線の影響により消火活動

が困難となるものとして選定する。 

火災1火災防護上重要な機器等及び重大事故等対処施

設を設置する火災区域又は火災区画の消火設備は，破

損，誤作動又は誤操作が起きた場合においても，原子

炉を安全に停止させるための機能又は重大事故等に対

処するために必要な機能を有する電気及び機械設備に

影響を与えない設計とし，火災発生時の煙の充満又は

放射線の影響により消火活動が困難となるところは，

自動起動又は中央制御室からの手動起動によるロ(3)(

ⅰ)a.(c-3-2)-①固定式消火設備である二酸化炭素消火

設備，小空間固定式消火設備（「6号機設備」，「7号

機設備，6,7号機共用，6号機に設置」（以下同じ。）

），SLCポンプ・CRDポンプ局所消火設備，電源盤・制

御盤消火設備，ケーブルトレイ消火設備又は5号機原子

炉建屋内緊急時対策所消火設備（「7号機設備，6,7号

機共用，5号機に設置」（以下同じ。））を設置して消

火を行う設計とする。 

火災発生時の煙の充満又は放射線の影響により消火

活動が困難とならないところは，消火器（「6号機設備

」，「7号機設備，6,7号機共用」，「7号機設備，6,7号機

共用，6号機に設置」，「7号機設備，6,7号機共用，5号

機に設置」（以下同じ。）），移動式消火設備（「7号機設

備，6,7号機共用」（以下同じ。））又は消火栓（「6号機

設備」，「7号機設備，6,7号機共用」，「7号機設備，6,7

号機共用，6号機に設置」，「7号機設備，6,7号機共用，

5号機に設置」（以下同じ。））により消火を行う設計と

する。 

＜中略＞ 

 

 

 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)a.(c-3-2)-①は，設置変

更許可申請書（本文（五号） 

）のロ(3)(ⅰ)a.(c-3-2)-①

を具体的に記載しており，整

合している。 

  

 b. 火災発生時の煙の充満又は放射線の影響により消火

活動が困難とならない火災区域又は火災区画の選定 

   

 (d) 原子炉格納容器 

原子炉格納容器内において，万一，火災が発生した場

合でも，原子炉格納容器の空間体積（約 7,300m3）に対

してパージ用排風機の容量が 22,000m3/h であり，排煙

が可能な設計とすることから，消火活動が困難とならな

い火災区域又は火災区画として選定する。 

なお，原子炉格納容器内において火災が発生した場

合，原子炉格納容器の空間体積（7350m3）に対してパ

ージ用排風機の容量が 22000m3/h であることから，煙

が充満しないため，消火活動が可能であることから，

消火器又は消火栓を用いた消火ができる設計とする。 
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 d. 火災発生時の煙の充満又は放射線の影響により消火

活動が困難とならない火災区域又は火災区画に設置する

消火設備 

   

 (c) 中央制御室 

火災発生時の煙の充満又は放射線の影響により消火活

動が困難とならない中央制御室には，全域ガス消火設備

及び局所ガス消火設備は設置せず，消火器で消火を行う

設計とする。中央制御室制御盤内の火災については，電

気機器への影響がない二酸化炭素消火器で消火を行う。

中央制御室床下フリーアクセスフロアについては，中央

制御室からの手動操作により早期の起動が可能な固定式

ガス消火設備（消火剤はハロン 1301）を設置する設計と

する。 

 

中央制御室は，消火器で消火を行う設計とし，中央

制御室制御盤内の火災については，電気機器への影響

がない二酸化炭素消火器で消火を行う設計とする。ま

た，中央制御室床下フリーアクセスフロアについて

は，中央制御室からの手動操作により早期の起動が可

能な中央制御室床下フリーアクセスフロア消火設備を

設置する設計とする。 

  

  火災防護上重要な機器等及び重大事故等対処施設を

設置する火災区域又は火災区画の消火設備は，以下の

設計を行う。 

  

 (13)固定式消火設備等の職員退避警報 (5) 消火設備の警報 

b. 固定式ガス消火設備の職員退避警報 

  

ロ(3)(ⅰ)a.(c-3-2)-②全域ガス消火設備を設置する

場合は，作動前に職員等の退出ができるよう警報を発す

る設計とする。 

固定式消火設備である全域ガス消火設備及び二酸化炭

素消火設備は，作動前に職員等の退出ができるように警

報を吹鳴し，20 秒以上の時間遅れをもってガス又は二酸

化炭素を放出する設計とする。また，二酸化炭素消火設

備については，人体への影響を考慮し，入退室の管理を

行う設計とする。 

局所ガス消火設備のうち発火性又は引火性物質である

潤滑油を内包する設備に設置するものについては，消火

剤に毒性がないが，消火時に生成されるフッ化水素が周

囲に拡散することを踏まえ，消火設備作動前に退避警報

を発する設計とする。また，局所ガス消火設備のうちケ

ーブルトレイ，電源盤又は制御盤に設置するものについ

ては，消火剤に毒性がなく，消火時に生成されるフッ化

水素は延焼防止シートを設置したケーブルトレイ内，又

は金属製筐体で構成される盤内に留まり，外部に有意な

影響を及ぼさないため，消火設備作動前に退避警報を発

しない設計とする。 

二酸化炭素消火設備は，作動前に職員等の退出がで

きるように警報を発する設計とする。 

ロ(3)(ⅰ)a.(c-3-2)-②小空間固定式消火設備，SLC

ポンプ・CRD ポンプ局所消火設備，5号機原子炉建屋内

緊急時対策所消火設備，中央制御室床下フリーアクセ

スフロア消火設備については，消火剤に毒性がない

が，消火時に生成されるフッ化水素が周囲に拡散する

ことを踏まえ，消火設備作動前に退避警報を発する設

計とする。 

ケーブルトレイ消火設備及び電源盤・制御盤消火設備

は，消火剤に毒性がなく，消火時に生成されるフッ化水

素は延焼防止シートを設置したケーブルトレイ内又は 

金属製の盤内に留まり，外部に有意な影響を及ぼさない

ため，消火設備作動前に退避警報を発しない設計とす

る。 

 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)a.(c-3-2)-②は，設置変

更許可申請書（本文（五号） 

）のロ(3)(ⅰ)a.(c-3-2)-②

を具体的に記載しており，整

合している。 

 

  

 (4) 系統分離に応じた独立性の考慮 (2) 消火設備の系統構成 

b. 系統分離に応じた独立性 
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また，原子炉の高温停止及び低温停止に係る安全機能

を有する構築物，系統及び機器の相互の系統分離を行う

ために設けられた火災区域又は火災区画に設置されるロ

(3)(ⅰ)a.(c-3-2)-③消火設備は，選択弁等の動的機器の

単一故障も考慮し，系統分離に応じた独立性を備える設

計とする。 

火災防護対象機器及び火災防護対象ケーブルの系統分

離を行うために設けられた火災区域又は火災区画に設置

する二酸化炭素消火設備及び全域ガス消火設備は，火災

区域又は火災区画ごとに設置する設計とする。 

系統分離された火災防護対象機器及び火災防護対象ケ

ーブルを設置するそれぞれの火災区域又は火災区画に対

して 1つの消火設備で消火を行う場合は，以下に示すと

おり，系統分離に応じた独立性を備えた設計とする。 

・静的機器である消火配管は，24時間以内の単一故障の

想定が不要であり，また，基準地震動で損傷しないよう

設計するため，多重化しない設計とする。 

・動的機器である選択弁及び容器弁について，単一故障

を想定しても，系統分離された火災区域又は火災区画に

対して消火設備が同時に機能喪失しない設計とする。具

体的には，容器弁及びボンベを必要数より 1つ以上多く

設置する。また，容器弁の作動のための圧力信号につい

ても動的機器の単一故障により同時に機能を喪失しない

設計とする。さらに，選択弁を介した一つのラインで系

統分離された相互の火災防護対象機器及び火災防護対象

ケーブルを消火する場合は，当該選択弁を多重化する。 

原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，維持する

ために必要な構築物，系統及び機器の相互の系統分離

を行うために設けられた火災区域又は火災区画に設置

されるロ(3)(ⅰ)a.(c-3-2)-③二酸化炭素消火設備及び

小空間固定式消火設備は，以下に示すとおり系統分離

に応じた独立性を備えた設計とする。 

(a) 容器弁及びボンベを必要数より 1つ以上多く設置

する。 

重大事故等対処施設は，重大事故に対処する機能と

設計基準事故対処設備の安全機能が単一の火災によっ

て同時に機能喪失しないよう，区分分離や位置的分散

を図る設計とする。 

重大事故等対処施設のある火災区域又は火災区画，

及び設計基準事故対処設備のある火災区域又は火災区

画に設置する二酸化炭素消火設備及び小空間固定式消

火設備は，上記の区分分離や位置的分散に応じた独立

性を備えた設計とする。 

 

 

 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)a.(c-3-2)-③は，設置変

更許可申請書（本文（五号） 

）のロ(3)(ⅰ)a.(c-3-2)-③

を具体的に記載しており，整

合している。 

  

 (8) 消火用水の最大放水量の確保 (1) 消火設備の消火剤の容量   

消火用水供給系は，2時間の最大放水量を確保し，飲料

水系ロ(3)(ⅰ)a.(c-3-2)-④等と共用する場合は隔離弁

を設置しロ(3)(ⅰ)a.(c-3-2)-⑤消火を優先する設計と

し， 

消火用水供給系の水源の供給先は屋内及び屋外の各消

火栓である。屋内及び屋外の消火栓については，消防法

施行令第十一条（屋内消火栓設備に関する基準）及び消

防法施行令第十九条（屋外消火栓設備に関する基準）を

満足するよう，2時間の最大放水量（120m3）を確保する

設計とする。 

＜中略＞ 

消火設備の消火剤は，想定される火災の性質に応じ

た十分な容量を確保するため，消防法施行規則又は試

験結果に基づく容量を配備する設計とする。 

消火用水供給系は，2時間の最大放水量を確保する

設計とする。 

屋内，屋外の消火栓は，消防法施行令に基づく最大

放水量を確保する設計とする。 

 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)a.(c-3-2)-④は，設置変

更許可申請書（本文（五号） 

）のロ(3)(ⅰ)a.(c-3-2)-④

を具体的に記載しており，整

合している。 

  

 (9) 水消火設備の優先供給 (2) 消火設備の系統構成 

c. 消火用水の優先供給 

  

 
消火用水供給系は，水道水系等と共用する場合には，

隔離弁を設置し通常時全閉とすることで消火用水供給系

の供給を優先する設計とする。 

＜中略＞ 

消火用水供給系は，飲料水系ロ(3)(ⅰ)a.(c-3-2)-④

や水道水系等と共用する場合には，隔離弁を設置し，

ロ(3)(ⅰ)a.(c-3-2)-⑤通常時全閉とすることで消火用

水供給系の供給を優先する設計とする。 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)a.(c-3-2)-⑤は，設置変

更許可申請書（本文（五号） 

）のロ(3)(ⅰ)a.(c-3-2)-⑤

を具体的に記載しており，整

合している。 
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 (3) 消火用水供給系の多重性又は多様性の考慮 a. 消火用水供給系の多重性又は多様性   

水源及び消火ポンプは多重性又は多様性を有する設計と

する。 

消火用水供給系の水源は，5号，6号及び 7号炉共用

のろ過水タンク（約 1,000m3）を 2基設置し，多重性を

有する設計とする。 

消火用水供給系の消火ポンプは，電動機駆動消火ポン

プ及びディーゼル駆動消火ポンプをそれぞれ 1台以上設

置し，多様性を有する設計とする。なお，消火ポンプに

ついては外部電源喪失時であっても機能を喪失しないよ

う，ディーゼル駆動消火ポンプについては起動用の蓄電

池を設置する設計とする。 

消火用水供給系の水源は，ろ過水タンク（5号機設

備，6,7 号機共用）を 2基設置し多重性を有する設計

とする。 

消火用水供給系の消火ポンプは，電動機駆動消火ポ

ンプ（「5号機設備，6,7 号機共用」（以下同じ。）），デ

ィーゼル駆動消火ポンプ（「5号機設備，6,7 号機共

用」（以下同じ。））を設置し，多様性を有する設計とす

る。 

 
  

  【補機駆動用燃料設備】 

（基本設計方針） 

第 2章 個別項目 

1. 補機駆動用燃料設備 

ディーゼル駆動消火ポンプ（「5号機設備，6,7 号機

共用」（以下同じ。））の駆動用燃料は，ディーゼル

駆動消火ポンプ用燃料タンク（「5号機設備，6,7 号機

共用」（以下同じ。））に貯蔵する。 

＜中略＞ 

  

 (12) 消火栓の配置 【火災防護設備】 

（基本設計方針） 

第 2章 個別項目 

1. 火災防護設備の基本設計方針 

1.2 火災の感知及び消火 

1.2.2 消火設備 

  

  (4) 消火設備の配置上の考慮 

c. 消火栓の配置 

  

また，屋内，屋外のロ(3)(ⅰ)a.(c-3-2)-⑥消火範囲を

考慮し消火栓を配置するとともに， 

安全機能を有する構築物，系統及び機器を設置する火

災区域又は火災区画に設置する消火栓は，消防法施行令

第十一条（屋内消火栓設備に関する基準）及び第十九条

（屋外消火栓設備に関する基準）に準拠し，屋内は消火

栓から半径 25m の範囲を考慮して配置し，屋外は消火栓

から半径 40m の範囲における消火活動を考慮した設計と

する。 

火災防護上重要な機器等及び重大事故等対処施設を

設置する火災区域又は火災区画に設置する屋内，屋外

のロ(3)(ⅰ)a.(c-3-2)-⑥消火栓は，消防法施行令に準

拠し，配置する設計とする。 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)a.(c-3-2)-⑥は，設置変

更許可申請書（本文（五号） 

）のロ(3)(ⅰ)a.(c-3-2)-⑥

を具体的に記載しており，整

合している。 
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 (7) 移動式消火設備の配備 (7) その他 

a. 移動式消火設備 

  

移動式消火設備を配備する設計とする。 移動式消火設備は，「実用発電用原子炉の設置，運転

等に関する規則」第八十三条第五号に基づき，恒設の消

火設備の代替として消火ホース等の資機材を備え付けて

いる化学消防自動車（2台，泡消火薬剤 500L/台），泡

消火薬剤備蓄車（1台，泡消火薬剤 1,000L/台），水槽

付消防自動車（1台，水槽 2,000L/台）及び消防ポンプ

自動車（1台）を配備する設計とする。また，1,000L の

泡消火薬剤を配備する設計とする。 

移動式消火設備は，恒設の消火設備の代替として消

火ホース等の資機材を備え付けている化学消防自動

車，泡消火薬剤備蓄車，水槽付消防自動車及び消防ポ

ンプ自動車を配備する設計とする。 

    

 (6) 想定火災の性質に応じた消火剤の容量 (1) 消火設備の消火剤の容量   

消火設備の消火剤は，想定される火災の性質に応じた

十分な容量をロ(3)(ⅰ)a.(c-3-2)-⑦配備し， 

油火災（発火性又は引火性物質である潤滑油又は燃料

油を内包する設備や燃料タンクからの火災）が想定され

る非常用ディーゼル発電機室及び非常用ディーゼル発電

機燃料ディタンク室には，消火性能の高い二酸化炭素消

火設備を設置しており，消防法施行規則第十九条に基づ

き算出される必要量の消火剤を配備する設計とする。 

その他の火災防護対象機器がある火災区域又は火災区画

に設置する全域ガス消火設備並びに局所ガス消火設備に

ついては，消防法施行規則第二十条並びに試験結果に基

づき，単位体積あたりに必要な消火剤を配備する設計と

する。特に，複数の場所に対して消火する設備の消火剤

の容量は，複数の消火対象場所のうち必要な消火剤が最

大となる場所の必要量以上となるよう設計する。 

火災区域又は火災区画に設置する消火器については，

消防法施行規則第六～八条に基づき延床面積又は床面積

から算出される必要量の消火剤を配備する設計とする。 

消火剤に水を使用する水消火設備の容量は，「(8) 消

火用水の最大放水量の確保」に示す。 

消火設備の消火剤は，想定される火災の性質に応じ

た十分な容量をロ(3)(ⅰ)a.(c-3-2)-⑦確保するため，

消防法施行規則又は試験結果に基づく容量を配備する

設計とする。 

消火用水供給系は，2時間の最大放水量を確保する

設計とする。 

屋内，屋外の消火栓は，消防法施行令に基づく最大

放水量を確保する設計とする。 

 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)a.(c-3-2)-⑦は，設置変

更許可申請書（本文（五号） 

）のロ(3)(ⅰ)a.(c-3-2)-⑦

と同義であり，整合してい

る。 

  

 (14) 管理区域内からの放出消火剤の流出防止 (4) 消火設備の配置上の考慮 

b. 管理区域内からの放出消火剤の流出防止 

  

管理区域ロ(3)(ⅰ)a.(c-3-2)-⑧で放出された場合に，管

理区域外への流出を防止する設計とする。 

管理区域内で放出した消火水は，放射性物質を含むお

それがあることから，汚染された液体が管理されない状

態で管理区域外への流出を防止するため，管理区域と非

管理区域の境界に堰等を設置するとともに，各フロアの

建屋内排水系によって液体廃棄物処理系に回収し，処理

する設計とする。万一，流出した場合であっても建屋内

管理区域ロ(3)(ⅰ)a.(c-3-2)-⑧内で放出した消火水

は，放射性物質を含むおそれがあることから，管理区

域外への流出を防止するため，管理区域と非管理区域

の境界に堰等を設置するとともに，各フロアの建屋内

排水系により液体廃棄物処理系に回収し，処理する設

計とする。 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)a.(c-3-2)-⑧は，設置変

更許可申請書（本文（五号） 

）のロ(3)(ⅰ)a.(c-3-2)-⑧

を具体的に記載しており，整

合している。 
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排水系から系外に放出する前にサンプリングを実施し,

検出が可能な設計とする。 

 (5) 火災に対する二次的影響の考慮 a. 火災による二次的影響の考慮   

ロ(3)(ⅰ)a.(c-3-2)-⑨消火設備は，火災の火炎ロ(3) 

(ⅰ)a.(c-3-2)-⑩等による直接的な影響，流出流体等に

よる二次的影響を受けず，火災 1 安全機能を有する構築

物，系統及び機器に悪影響を及ぼさないよう設置し， 

二酸化炭素消火設備及び全域ガス消火設備は，電気絶

縁性の高いガスを採用することで，火災が発生している

火災区域又は火災区画からの火災の火炎，熱による直接

的な影響のみならず，流出流体，断線及び爆発等の二次

的影響を，火災が発生していない安全機能を有する構築

物，系統及び機器に及ぼさない設計とする。また，防火

ダンパを設け煙の二次的影響が安全機能を有する構築

物，系統及び機器に悪影響を及ぼさない設計とする。 

これら消火設備のボンベ及び制御盤は，消火対象とな

る機器が設置されている火災区域又は火災区画とは別の

区画に設置し，火災による熱の影響を受けても破損及び

爆発が発生しないよう，ボンベに接続する安全弁により

ボンベの過圧を防止する設計とする。 

局所ガス消火設備は，電気絶縁性の高いガスを採用す

るとともに，ケーブルトレイ及び電気盤・制御盤用の消

火設備については，ケーブルトレイ内又は盤内に消火剤

を留めることで，ポンプ用の消火設備については，消火

対象と十分に離れた位置にボンベ及び制御盤を設置する

ことで，火災の火炎，熱による直接的な影響のみなら

ず，煙，流出流体，断線及び爆発等の二次的影響を，火

災が発生していない安全機能を有する構築物，系統及び

機器に及ばない設計とする。また，中央制御室フリーア

クセスフロアに設置する固定式ガス消火設備についても

電気絶縁性が高く，人体への影響が小さいハロン 1301

を採用するとともに，消火対象となる機器が設置されて

いる火災区域又は火災区画とは別の区画に設置し，火災

による熱の影響を受けても破損及び爆発が発生しないよ

う，ボンベに接続する安全弁によりボンベの過圧を防止

する設計とする。 

 

ロ(3)(ⅰ)a.(c-3-2)-⑨二酸化炭素消火設備，小空間

固定式消火設備，中央制御室床下フリーアクセスフロ

ア消火設備及び 5号機原子炉建屋内緊急時対策所消火

設備のボンベ及び制御盤は，火災 1 火災防護上重要な

機器等及び重大事故等対処施設に悪影響を及ぼさない

よう，消火対象となる機器が設置されている火災区域

又は火災区画と別の区画に設置する設計とする。 

また，二酸化炭素消火設備，小空間固定式消火設

備，中央制御室床下フリーアクセスフロア消火設備及

び 5号機原子炉建屋内緊急時対策所消火設備は，電気

絶縁性の高いガスを採用し，火災の火炎，ロ(3)(ⅰ)a. 

(c-3-2)-⑩熱による直接的な影響のみならず，煙，流

出流体，断線及び爆発等の二次的影響が，火災が発生

していない火災防護上重要な機器等及び重大事故等対

処施設に影響を及ぼさない設計とする。 

SLC ポンプ・CRD ポンプ局所消火設備，ケーブルトレ

イ消火設備及び電源盤・制御盤消火設備は，電気絶縁

性の高いガスを採用するとともに，ケーブルトレイ消

火設備及び電源盤・制御盤消火設備については，ケー

ブルトレイ内又は盤内に消火剤を留める設計とする。 

SLC ポンプ・CRD ポンプ局所消火設備については，消

火対象と十分に離れた位置にボンベ及び制御盤を設置

することで，火災の火炎，熱による直接的な影響のみ

ならず，煙，流出流体，断線及び爆発等の二次的影響

が，火災が発生していない火災防護上重要な機器等及

び重大事故等対処施設に影響を及ぼさない設計とす

る。 

消火設備のボンベは，火災による熱の影響を受けて

も破損及び爆発が発生しないよう，ボンベに接続する

安全弁によりボンベの過圧を防止する設計とする。 

また，防火ダンパを設け，煙の二次的影響が火災防

護上重要な機器等及び重大事故等対処施設に悪影響を

及ぼさない設計とする。 

 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)a.(c-3-2)-⑨は，設置変

更許可申請書（本文（五号） 

）のロ(3)(ⅰ)a.(c-3-2)-⑨

を具体的に記載しており，整

合している。 

 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)a.(c-3-2)-⑩は，設置変

更許可申請書（本文（五号 

））のロ(3)(ⅰ)a.(c-3-2)-

⑩を具体的に記載しており，

整合している。 
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 (11) 消火設備の電源確保 (3) 消火設備の電源確保   

外部電源喪失時のロ(3)(ⅰ)a.(c-3-2)-⑪電源確保を図

るとともに， 

消火用水供給系のうち，電動機駆動消火ポンプは常用

電源から受電する設計とするが，ディーゼル駆動消火ポ

ンプは，外部電源喪失時でもディーゼル機関を起動でき

るように蓄電池により電源を確保する設計とし，外部電

源喪失時においてもディーゼル機関より消火ポンプへ動

力を供給することによって消火用水供給系の機能を確保

することができる設計とする。 

安全機能を有する構築物，系統及び機器を設置する火

災区域又は火災区画の二酸化炭素消火設備，全域ガス消

火設備及び局所ガス消火設備は，外部電源喪失時にも消

火が可能となるよう，非常用電源から受電するととも

に，設備の動作に必要な電源を供給する蓄電池も設ける

設計とする。 

なお，ケーブルトレイ用の局所ガス消火設備は，動作

に電源が不要な設計とする。 

ディーゼル駆動消火ポンプは，外部電源喪失時にも

ディーゼル機関を起動できるように蓄電池を設け，電

源を確保する設計とする。 

二酸化炭素消火設備，小空間固定式消火設備，SLC

ポンプ・CRD ポンプ局所消火設備，電源盤・制御盤消

火設備，中央制御室床下フリーアクセスフロア消火設

備及び 5号機原子炉建屋内緊急時対策所消火設備は，

外部電源喪失時にも消火ができるように，ロ(3)(ⅰ)a. 

(c-3-2)-⑪非常用電源から受電するとともに，設備の

作動に必要な電源を供給する蓄電池も設け，全交流動

力電源喪失時にも電源を確保する設計とする。ケーブ

ルトレイ消火設備については，作動に電源が不要な設

計とする。 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)a.(c-3-2)-⑪は，設置変

更許可申請書（本文（五号） 

）のロ(3)(ⅰ)a.(c-3-2)-⑪

を具体的に記載しており，整

合している。 

 

  

 (10) 消火設備の故障警報 (5) 消火設備の警報 

a. 消火設備の故障警報 

  

中央制御室に故障警報を発する設計とする。 消火ポンプ，全域ガス消火設備等の消火設備は，電源

断等の故障警報を中央制御室に吹鳴する設計とする。 

 

電動機駆動消火ポンプ，ディーゼル駆動消火ポン

プ，二酸化炭素消火設備，小空間固定式消火設備，SLC

ポンプ・CRD ポンプ局所消火設備，電源盤・制御盤消

火設備，ケーブルトレイ消火設備，5号機原子炉建屋

内緊急時対策所消火設備及び中央制御室床下フリーア

クセスフロア消火設備は，電源断等の故障警報を中央

制御室に発する設計とする。 

    

  (4) 消火設備の配置上の考慮 

a. 火災による二次的影響の考慮 

＜中略＞ 

  

また，防火ダンパを設け煙の二次的影響が火災 1 安全

機能を有する構築物，系統及び機器に悪影響を及ぼさな

い設計とする。 

 また，防火ダンパを設け，煙の二次的影響が火災 1

火災防護上重要な機器等及び重大事故等対処施設に悪

影響を及ぼさない設計とする。 

  

 (15) 消火用非常照明 (7) その他 

b. 消火用の照明器具 

  

なお，ロ(3)(ⅰ)a.(c-3-2)-⑫消火設備を設置した場所

への移動及び操作を行うため，蓄電池を内蔵する照明器

具を設置する設計とする。 

建屋内の消火栓，消火設備現場盤の設置場所及び設置

場所への経路には，移動及び消火設備の操作を行うた

め，消防法で要求される消火継続時間 20 分に現場への

移動等の時間（最大約 1時間）も考慮し，12 時間以上の

ロ(3)(ⅰ)a.(c-3-2)-⑫建屋内の消火栓，消火設備現

場盤の設置場所及び設置場所までの経路には，移動及

び消火設備の操作を行うため，消防法で要求される消

火継続時間 20分に現場への移動等の時間も考慮し，12

設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)a.(c-3-2)-⑫は，設置変

更許可申請書（本文（五号） 

）のロ(3)(ⅰ)a.(c-3-2)-⑫
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容量の蓄電池を内蔵する照明器具を設置する設計とす

る。 

時間以上の容量の蓄電池を内蔵する照明器具（「6号

機設備」，「7号機設備，6,7 号機共用，6号機に設

置」，「7号機設備，6,7 号機共用，5号機に設置」

（以下同じ。））を設置する設計とする。 

を具体的に記載しており，整

合している。 

(c-4) 火災の影響軽減 1.6.1.4  火災の影響軽減のための対策 

1.6.1.4.1  安全機能を有する構築物，系統及び機器の

重要度に応じた火災の影響軽減のための対策 

1.3 火災の影響軽減 

1.3.1 火災の影響軽減対策 

    

火災の影響軽減ロ(3)(ⅰ)a.(c-4)-①については，ロ

(3)(ⅰ)a.(c-4)-②安全機能を有する構築物，系統及び機

器の重要度に応じ，それらを設置する火災区域又は火災

区画の火災及び隣接する火災区域又は火災区画における

火災による影響を軽減するため，以下の対策を講じる設

計とする。 

安全機能を有する構築物，系統及び機器の重要度に応

じ，それらを設置する火災区域又は火災区画内の火災及

び隣接する火災区域又は火災区画内の火災による影響に

対し，「(1) 原子炉の高温停止及び低温停止の達成，維

持に関わる火災区域の分離」から「(9) 油タンクに対す

る火災の影響軽減対策」に示す火災の影響軽減のための

対策を講じる設計とする。 

火災の影響軽減ロ(3)(ⅰ)a.(c-4)-①対策の設計に当

たり，発電用原子炉施設において火災が発生した場合

に，原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，維持す

るために必要な火災防護対象機器及び火災防護対象ケ

ーブル並びにこれらに関連する非安全系ケーブルを火

災防護対象機器等とする。 

 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)a.(c-4)-①は，設置変更

許可申請書（本文（五号））

のロ(3)(ⅰ)a.(c-4)-①を具

体的に記載しており，整合し

ている。 

 

  

 (2) 火災防護対象機器及び火災防護対象ケーブルの系統

分離 

   

 火災が発生しても原子炉の高温停止及び低温停止を達

成し，維持するためには，プロセスを監視しながら原子

炉を停止し，冷却を行うことが必要であり，このために

は，原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，維持する

ために必要な機能を確保するための手段を，手動操作に

期待してでも，少なくとも一つ確保するよう系統分離対

策を講じる必要がある。 

このため，単一火災（任意の一つの火災区域で発生す

る火災）の発生によって，原子炉の高温停止及び低温停

止を達成し，維持するために必要な機能を有する多重化

されたそれぞれの系統が同時に機能喪失することのない

よう，「1.6.1.1(3) 原子炉の高温停止及び低温停止を

達成し，維持するために必要な構築物，系統及び機器」

にて抽出した原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，

維持するために必要となる火災防護対象機器及び火災防

護対象機器の駆動若しくは制御に必要となる火災防護対

象ケーブルについて以下に示すいずれかの系統分離対策

を講じる設計とする。系統分離にあたっては，互いに相

違する系列の火災防護対象機器，火災防護対象ケーブル

及びこれらに関連する非安全系ケーブルの系統分離を行

う設計とする。 

火災が発生しても原子炉の高温停止及び低温停止を

達成し，維持するためには，プロセスを監視しながら

原子炉を停止し，冷却を行うことが必要であり，この

ためには，手動操作に期待してでも原子炉の高温停止

及び低温停止を達成し，維持するために必要な機能を

少なくとも 1つ確保するように系統分離対策を講じる

必要がある。 

このため，ロ(3)(ⅰ)a.(c-4)-②火災防護対象機器等

に対して，以下に示す火災の影響軽減対策を講じる設

計とする。 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)a.(c-4)-②は，設置変更

許可申請書（本文（五号））

のロ(3)(ⅰ)a.(c-4)-②と同

義であり，整合している。 
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 (1) 原子炉の高温停止及び低温停止の達成，維持に関わ

る火災区域の分離 

(1) 火災防護対象機器等の系統分離対策   

ロ(3)(ⅰ)a.(c-4)-③原子炉の高温停止及び低温停止

を達成し，維持するための安全機能を有する構築物，系

統及び機器並びに放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能を

有する構築物，系統及び機器ロ(3)(ⅰ)a.(c-4)-④を設置

する火災区域は，3時間以上の耐火能力を有する耐火壁，

天井，床により他の火災区域と分離する設計とする。 

原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，維持するた

めに必要な構築物，系統及び機器を設置する火災区域

は，3時間以上の耐火能力を有する耐火壁として，3時

間耐火に設計上必要なコンクリート壁厚である 123mm よ

り厚い 140mm 以上の壁厚を有するコンクリート壁並びに

3時間耐火に設計上必要なコンクリート厚である 219mm

より厚い床，天井又は火災耐久試験により 3時間以上の

耐火能力を有する耐火壁（強化石膏ボード，貫通部シー

ル，防火扉，防火ダンパ，天井デッキスラブ）によっ

て，隣接する他の火災区域から分離するよう設定する。 

原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，維持するた

めの安全機能を有する構築物，系統及び機器を設置する

火災区域については，系統分離のため安全系区分Ⅰに属

する火災区域とその他の区分に属する火災区域に分け，

互いの火災区域を分離して設定する。 

中央制御室，原子炉格納容器，非常用ディーゼル発

電設備軽油タンク及び燃料移送ポンプを除く火災防護

対象機器等は，原則として安全系区分Ⅰと安全系区分

Ⅱを境界とし，以下の系統分離によって，火災の影響

を軽減するための対策を講じる。 

a. 3 時間以上の耐火能力を有する隔壁等 

ロ(3)(ⅰ)a.(c-4)-④a 互いに相違する系列のロ

(3)(ⅰ)a.(c-4)-③火災防護対象機器等は，火災耐久試

験により 3時間以上の耐火能力をロ(3)(ⅰ)a.(c-4)-④

b 確認した隔壁等で分離する設計とする。 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)a.(c-4)-③は，設置変更

許可申請書（本文（五号））

のロ(3)(ⅰ)a.(c-4)-③と同

義であり，整合している。 

 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)a.(c-4)-④a 及びロ(3) 

(ⅰ)a.(c-4)-④b は，設置変

更許可申請書（本文（五号） 

）のロ(3)(ⅰ)a.(c-4)-④と

同義であり，整合している。 

 

 

  1. 火災防護設備の基本設計方針 

＜中略＞ 

  

 なお，火災区域のファンネルには，他の火災区域から

の煙の流入による安全機能への影響防止を目的として，

煙の流入防止装置を設置する設計とする。 

火災区域又は火災区画のファンネルは，煙等流入防

止装置の設置によって，他の火災区域又は火災区画か

らの煙の流入を防止する設計とする。 

＜中略＞ 

  

 (2) 火災防護対象機器及び火災防護対象ケーブルの系統

分離 

a. 3 時間以上の耐火能力を有する隔壁等による分離 

1.3 火災の影響軽減 

1.3.1 火災の影響軽減対策 

(1) 火災防護対象機器等の系統分離対策 

a. 3 時間以上の耐火能力を有する隔壁等 

  

また，互いに相違するロ(3)(ⅰ)a.(c-4)-⑤系列間の火

災防護対象機器及び火災防護対象ケーブル並びにこれら

に関連する非安全系ケーブルは，3時間以上の耐火能力を

有する隔壁等で分離された設計，又は互いに相違する系

列間の水平距離が 6m 以上あり，かつ，火災感知設備及び

自動消火設備を設置する設計，又は互いに相違する系列

間を 1 時間の耐火能力を有する隔壁等で分離し，かつ，

火災感知設備及び自動消火設備を設置する設計とする。 

互いに相違する系列の火災防護対象機器及び火災防護

対象ケーブルを，火災耐久試験により 3時間以上の耐火

能力を確認した隔壁等で分離する設計とする。具体的に

は，安全系区分Ⅰに属する火災区域を，3時間以上の耐

火能力を有する耐火壁（強化石膏ボード，貫通部シー

ル，防火扉，防火ダンパ），隔壁等（耐火間仕切り，ケ

ーブルトレイ等耐火ラッピング）で分離する設計とす

る。 

 

 

互いに相違するロ(3)(ⅰ)a.(c-4)-⑤系列の火災防護

対象機器等は，火災耐久試験により 3時間以上の耐火

能力を確認した隔壁等で分離する設計とする。 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)a.(c-4)-⑤は，設置変更

許可申請書（本文（五号））

のロ(3)(ⅰ)a.(c-4)-⑤を詳

細設計した結果であり，整合

している。 
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系統分離を行うために設けられた火災区域又は火災区

画に設置される消火設備は，系統分離に応じた独立性を

有する設計とする。 

  (2) 中央制御室の火災の影響軽減のための対策 

c. 下部中央制御室エリアの影響軽減対策 

下部中央制御室エリアは，以下の系統分離対策等を

行い，上記(1)と同等の火災の影響軽減対策を講じる設

計とする。 

(a) 系統分離対策 

下部中央制御室エリアは，上部中央制御室に存在す

るような安全系区分Ⅰ，Ⅱが混在する制御盤，フリー

アクセスフロアは存在せず，ケーブルトレイ等につい

ては，火災防護対象となる安全系区分Ⅰ，Ⅱのケーブ

ルが分離される火災区域として設定する。 

また，3時間以上の耐火能力を有する耐火壁とし

て，3時間の耐火性能に必要なコンクリート壁等で安

全系区分Ⅰと安全系区分Ⅱの火災区域の境界を分離す

る設計とする。 

(b) 火災感知設備 

系統分離のために設置する消火設備を作動させるた

めに，異なる 2種類の火災感知器を設置する設計とす

る。これらの火災感知器は，アナログ機能を有するも

のとする。 

(c) 消火設備 

下部中央制御室エリアは，自動又は中央制御室から

の遠隔手動操作により早期の起動が可能な小空間固定

式消火設備を設置する設計とする。 

  

 (3) 中央制御室に対する火災の影響軽減のための対策 

a.  中央制御室制御盤内の火災の影響軽減 

 

a. 中央制御室制御盤内の火災の影響軽減 

  

ただし，ロ(3)(ⅰ)a.(c-4)-⑥火災の影響軽減のための

措置を講じる設計と同等の設計として，中央制御室制御

盤に関しては，金属外装ケーブルの使用並びに操作スイ

ッチの離隔等による分離対策，高感度煙検出設備の設置，

常駐する運転員による消火活動等により，上記設計と同

等な設計とする。 

中央制御室制御盤内の火災防護対象機器及び火災防護

対象ケーブルは，運転員の操作性及び視認性向上を目的

として近接して設置することから，互いに相違する系列

の水平距離を 6m 以上確保することや互いに相違する系

列を 1時間の耐火能力を有する隔壁等で分離することが

困難である。 

このため，中央制御室制御盤内の火災防護対象機器及

び火災防護対象ケーブルは，以下の(a)～(c)に示すとお

中央制御室制御盤ロ(3)(ⅰ)a.(c-4)-⑥内の火災防護

対象機器等は，実証試験結果に基づく離隔距離等によ

る分離対策，高感度煙検出設備の設置による早期の火

災感知及び常駐する運転員による早期の消火活動に加

え，火災により中央制御室制御盤の 1つの区画の安全

機能がすべて喪失しても，他の区画の制御盤は機能が

維持されることを確認することにより，原子炉の高温

停止及び低温停止の達成，維持ができることを確認

設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)a.(c-4)-⑥は，設置変更

許可申請書（本文（五号））

のロ(3)(ⅰ)a.(c-4)-⑥を具

体的に記載しており，整合し

ている。 
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り，実証試験結果に基づく離隔距離等による分離対策，

高感度煙検出設備の設置による早期の火災感知及び常駐

する運転員による早期の消火活動に加え，火災により中

央制御室制御盤の 1つの区画の安全機能が全て喪失して

も，他の区画の制御盤は機能が維持されることを確認す

ることにより，原子炉の高温停止及び低温停止の達成，

維持ができることを確認し，火災の影響軽減のための対

策を講じる設計とする。 

(a) 離隔距離による分離 

中央制御室の火災防護対象機器及び火災防護対象ケー

ブルは，運転員の操作性及び視認性向上を目的として近

接して設置することから，中央制御室の制御盤について

は区分ごとに別々の盤で分離する設計とする。一部，一

つの制御盤内に複数の安全系区分の火災防護対象機器及

び火災防護対象ケーブルを設置しているものがあるが，

これらについては，区分間に金属製の仕切りを設置す

る。ケーブルについては当該ケーブルに火災が発生して

も延焼せず，また，周囲へ火災の影響を与えない金属外

装ケーブル，耐熱ビニル電線，難燃仕様の ETFE 電線及

び難燃ケーブルを使用し，電線管に敷設する，又は離隔

距離を確保すること等により系統分離する設計とする。 

これらの分離については，実証試験等において火災に

より近接する他の区分の構成部品に火災の影響がないこ

とを確認した設計とする。 

(b) 高感度煙検出設備の設置による早期の火災感知 

中央制御室内には，異なる 2種類の火災感知器を設置

する設計とするとともに，火災発生時には常駐する運転

員による早期の消火活動によって，異区分への影響を軽

減する設計とする。特に，一つの制御盤内に複数の安全

系区分の火災防護対象機器及び火災防護対象ケーブルを

設置しているものについては，これに加えて盤内へ高感

度煙検出設備を設置する設計とする。 

(c) 常駐する運転員による早期の消火活動 

＜中略＞ 

火災の発生箇所の特定が困難な場合も想定し，サーモ

グラフィカメラ等，火災の発生箇所を特定できる装置を

配備する。 

し，上記(1)と同等の火災の影響軽減対策を講じる設計

とする。 

離隔距離等による分離として，中央制御室制御盤に

ついては，安全系区分ごとに別々の盤で分離する設計

とし，1つの制御盤内に複数の安全系区分のケーブル

や機器を設置しているものは，安全系区分間に金属製

の仕切りを設置する。ケーブルは，当該ケーブルに火

災が発生しても延焼せず，また，周囲へ火災の影響を

与えない金属外装ケーブル，耐熱ビニル電線，難燃仕

様の ETFE 電線及び難燃ケーブルを使用し，操作スイッ

チの離隔等により系統分離する設計とする。 

中央制御室内には，異なる 2種類の火災感知器を設

置する設計とするとともに，火災発生時には常駐する

運転員による早期の消火活動によって，異なる安全系

区分への影響を軽減する設計とする。これらの火災感

知器は，アナログ機能を有するものとする。これに加

えて盤内へ高感度煙検出設備を設置する設計とする。 

火災の発生箇所の特定が困難な場合も想定し，サー

モグラフィカメラ（7号機設備，6,7 号機共用）の配備

によって，火災の発生箇所を特定できる設計とする。 
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 b. 中央制御室床下フリーアクセスフロアの影響軽減対

策 

b. 中央制御室床下フリーアクセスフロアの影響軽減

対策 

  

 中央制御室の火災防護対象機器及び火災防護対象ケー

ブルは，運転員の操作性及び視認性向上を目的として近

接して設置することから，中央制御室床下フリーアクセ

スフロアに敷設する火災防護対象ケーブルについても，

互いに相違する系列の 3時間以上の耐火能力を有する隔

壁による分離，又は水平距離を 6m以上確保することが

困難である。このため，中央制御室床下フリーアクセス

フロアについては，下記に示す分離対策等を行う設計と

する。 

中央制御室の火災防護対象機器等は，運転員の操作

性及び視認性向上を目的として近接して設置すること

から，中央制御室床下フリーアクセスフロアに敷設す

る火災防護対象ケーブルは，互いに相違する系列の 3

時間以上の耐火能力を有する隔壁による分離，又は水

平距離を 6m 以上確保することが困難である。このた

め，中央制御室床下フリーアクセスフロアについて

は，下記に示す分離対策等を行い，上記(1)と同等の火

災の影響軽減対策を講じる設計とする。 

  

 (a) 分離板等による分離 (a) 分離板等による分離   

中央制御室床下フリーアクセスフロアにロ(3)(ⅰ)a. 

(c-4)-⑦関しては，1 時間の耐火能力を有する隔壁等に

よる分離対策，火災感知設備並びに固定式ガス消火設備

の設置，常駐する運転員による早期の消火設備の起動に

より上記設計と同等な設計とする。 

中央制御室床下フリーアクセスフロアに敷設する互い

に相違する系列の火災防護対象ケーブルについては，非

安全系ケーブルも含めて 1時間以上の耐火能力を有する

分離板又は障壁で分離する設計とする。また，ある区分

の火災防護対象ケーブルが敷設されている箇所に別区分

の火災防護対象ケーブルを敷設する場合は，1時間以上

の耐火能力を有する耐火材で覆った電線管又はトレイに

敷設する。 

中央制御室床下フリーアクセスフロアにロ(3)(ⅰ)a. 

(c-4)-⑦a 敷設する互いに相違する系列の火災防護対

象ケーブルについては，非安全系ケーブルも含めて 1

時間以上の耐火能力を有する分離板又は障壁で分離す

る設計とする。 

また，ある区分の火災防護対象ケーブルが敷設され

ている箇所に別区分のケーブルを敷設する場合は，1

時間以上の耐火能力を有する耐火材で覆った電線管又

はトレイに敷設する設計とする。 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)a.(c-4)-⑦a～ロ(3) 

(ⅰ)a.(c-4)-⑦c は，設置変

更許可申請書（本文（五号） 

）のロ(3)(ⅰ)a.(c-4)-⑦を

具体的に記載しており，整合

している。 

 

 

 (b) 火災感知設備 

中央制御室床下フリーアクセスフロアには，固有の信

号を発する異なる種類の煙感知器と熱感知器を組み合わ

せて設置する設計とする。これらの感知設備は，アナロ

グ式のものとする等，誤作動防止対策を実施する。 

また，これらの火災感知設備は，外部電源喪失時にお

いても火災の感知が可能となるよう，非常用電源から受

電するとともに，火災受信機盤は中央制御室に設置し常

時監視できる設計とする。受信機盤は，作動した火災感

知器を 1つずつ特定できる機能を有するよう設計する。 

さらに，火災の発生箇所の特定が困難な場合も想定

し，サーモグラフィカメラ等，火災の発生箇所を特定で

きる装置を配備する。 

 

 

 

(b) 火災感知設備 

中央制御室床下フリーアクセスフロアにロ(3)(ⅰ)a. 

(c-4)-⑦b は，固有の信号を発する異なる 2種類の火

災感知器として，煙感知器と熱感知器を組み合わせて

設置する設計とする。これらの火災感知器は，アナロ

グ機能を有するものとする。 

また，火災感知設備は，外部電源喪失時においても

火災の感知が可能となるように，非常用電源から受電

するとともに，火災受信機盤は中央制御室に設置し常

時監視できる設計とする。火災受信機盤は，作動した

火災感知器を 1つずつ特定できる機能を有する設計と

する。 
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 (c) 消火設備 

中央制御室床下フリーアクセスフロアは，中央制御室

からの手動操作により早期の起動が可能な固定式ガス消

火設備（消火剤はハロン 1301）を設置する設計とする。 

この消火設備は，それぞれの安全系区分を消火できる

ものとし，故障警報及び作動前の警報を中央制御室に吹

鳴する設計とする。また，外部電源喪失時においても消

火が可能となるよう，非常用電源から受電する。 

＜中略＞ 

(c) 消火設備 

中央制御室床下フリーアクセスフロアロ(3)(ⅰ)a. 

(c-4)-⑦c は，系統分離の観点から中央制御室からの

手動操作により早期の起動が可能な中央制御室床下フ

リーアクセスフロア消火設備を設置する設計とする。 

この消火設備は，故障警報及び作動前の警報を中央

制御室に発する設計とする。また，外部電源喪失時に

おいても消火が可能となるように，非常用電源から受

電する。 

  

 (4) 原子炉格納容器内に対する火災の影響軽減のための

対策 

(3) 原子炉格納容器内の火災の影響軽減のための対策   

また，原子炉格納容器に関しては，ロ(3)(ⅰ)a.(c-4)-

⑧運転中は窒素ガス置換され火災は発生せず，内部に設

置された安全機能を有する構築物，系統及び機器が火災

により機能を損なうおそれはないことから，  

原子炉格納容器内は，プラント運転中については，窒

素ガスが封入され雰囲気が不活性化されていることか

ら，火災の発生は想定されない。 

原子炉格納容器内は，ロ(3)(ⅰ)a.(c-4)-⑧プラント

運転中は窒素ガスが封入され，火災の発生は想定され

ない。 

 

 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)a.(c-4)-⑧は，設置変更

許可申請書（本文（五号））

のロ(3)(ⅰ)a.(c-4)-⑧と同

義であり，整合している。 

 

  

ロ(3)(ⅰ)a.(c-4)-⑨原子炉起動中並びに低温停止中の

状態に対して措置を講じる設計とする。 

一方で，窒素ガスが封入されていない期間のほとんど

は原子炉が低温停止に到達している期間であるが，わず

かではあるものの原子炉が低温停止に到達していない期

間もあることを踏まえ，以下のとおり火災の影響軽減対

策を講じる。 

なお，原子炉格納容器内での作業に伴う持込み可燃物

について，持込み期間・可燃物量・持込み場所等を管理

する。 

＜中略＞ 

ロ(3)(ⅰ)a.(c-4)-⑨窒素ガスが封入されていない期

間のほとんどは原子炉が低温停止期間であるが，わず

かに低温停止状態ではない期間もあることを踏まえ，

上記(1)と同等の火災の影響軽減対策を講じる設計とす

る。 

また，原子炉格納容器内への持込み可燃物は，持込

み期間，可燃物量等，運用について保安規定に定め

て，管理する。 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)a.(c-4)-⑨は，設置変更

許可申請書（本文（五号））

のロ(3)(ⅰ)a.(c-4)-⑨を具

体的に記載しており，整合し

ている。 

 

 a. 火災防護対象機器及び火災防護対象ケーブルの系統

分離 

   

 原子炉格納容器内の火災防護対象機器及び火災防護対

象ケーブルの系統分離は，火災によっても原子炉の高温

停止及び低温停止を達成，維持するために必要な機能が

同時に喪失しないことを目的に行うことから，原子炉格

納容器の状態に応じて以下のとおり対策を行う。 

 

 

 

 

a. 原子炉格納容器内の火災防護対象機器等の系統分

離は以下のとおり対策を行う設計とする。 
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 (a) 起動中 

ⅰ. 火災防護対象ケーブルの分離及び火災防護対象機器

の分散配置 

   

ロ(3)(ⅰ)a.(c-4)-⑩原子炉格納容器内の機器には難

燃ケーブルを使用する設計とし，ロ(3)(ⅰ)a.(c-4)-⑪火

災防護対象機器及び火災防護対象ケーブルは，互いに相

違する系列間で水平距離を 6m 以上確保する設計とする。 

原子炉格納容器内においては，機器やケーブル等が密

集しており，干渉物が多く，耐火ラッピング等の 3時間

以上の耐火能力を有する隔壁の設置が困難である。この

ため，起動中は原子炉格納容器内には可燃物を仮置きし

ない運用とするとともに，火災防護対象機器及び火災防

護対象ケーブルについては，離隔距離の確保及び金属製

の密閉ダクトの使用等により火災の影響軽減対策を行う

設計とする。 

原子炉格納容器内の火災防護対象機器及び火災防護対

象ケーブルは，系統分離の観点から安全系区分Ⅰと安全

系区分Ⅱ機器の水平距離を 6m以上確保し，安全系区分

Ⅰと安全系区分Ⅱ機器の間において可燃物が存在するこ

とのないように，異なる区分の機器間にある介在物（ケ

ーブル，電磁弁）については金属製の筐体に収納するこ

とで延焼防止対策を行う設計とする。 

(a) ロ(3)(ⅰ)a.(c-4)-⑩火災防護対象機器等は，難

燃ケーブルを使用するとともに，耐火性能を確認した

電線管又は金属製の密閉ダクトの使用により火災の影

響軽減対策を行う設計とする。 

(b) ロ(3)(ⅰ)a.(c-4)-⑪原子炉格納容器内の火災防

護対象機器等は，系統分離の観点から安全系区分Ⅰと

安全系区分Ⅱ機器の水平距離を 6m以上確保し，異なる

安全系区分の機器間にある介在物（ケーブル，電磁

弁）については，金属製の筐体に収納することで延焼

防止対策を行う設計とする。 

 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)a.(c-4)-⑩は，設置変更

許可申請書（本文（五号））

のロ(3)(ⅰ)a.(c-4)-⑩を全

て含んでおり，整合してい

る。 

 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)a.(c-4)-⑪は，設置変更

許可申請書（本文（五号））

のロ(3)(ⅰ)a.(c-4)-⑪を全

て含んでおり，整合してい

る。 

 

 

 原子炉格納容器内の火災防護対象ケーブルは原子炉格

納容器貫通部を区分ごとに離れた場所に設置し，可能な

限り距離的分離を図る設計とする。 

＜中略＞ 

(c) 原子炉格納容器内の火災防護対象ケーブルは，可

能な限り距離的分離を図る設計とする。 

 

  

 原子炉圧力容器下部においては，火災防護対象機器で

ある起動領域モニタの核計装ケーブルを一部露出して敷

設するが，火災の影響軽減の観点から，起動領域モニタ

はチャンネルごとに位置的分散を図って設置する設計と

する。 

(d) 原子炉圧力容器下部においては，火災防護対象機

器である起動領域モニタの核計装ケーブルを一部露出

して敷設するが，火災の影響軽減の観点から，起動領

域モニタはチャンネルごとに位置的分散を図って設置

する設計とする。 

  

 (b) 低温停止中 

ⅰ. 火災防護対象ケーブルの分離及び火災防護対象機器

の分散配置 

   

 原子炉格納容器内においては，機器やケーブル等が密

集しており，干渉物が多く，耐火ラッピング等の 3時間

以上の耐火能力を有する隔壁の設置が困難である。この

ため，低温停止中は原子炉起動中と同様に，原子炉格納

容器内の火災防護対象機器及び火災防護対象ケーブルは

系統分離の観点から安全系区分Ⅰと安全系区分Ⅱ機器の

水平距離を 6m以上確保し，安全系区分Ⅰと安全系区分
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Ⅱ機器の間において可燃物が存在することのないよう

に，異なる区分の機器間にある介在物（ケーブル，電磁

弁）については金属製の筐体に収納することで延焼防止

対策を行う設計とする。 

原子炉起動中と同様に，原子炉格納容器内の火災防護

対象ケーブルは，原子炉格納容器貫通部を区分ごとに離

れた場所に設置し，可能な限り距離的分離を図る設計と

する。また，火災発生後，消火活動を開始するまでの時

間の耐火性能を確認した電線管又は金属製の密閉ダクト

に敷設することによって，近接する他の区分の火災防護

対象機器へ火災の影響を及ぼすことなく消火できる設計

とする。 

原子炉低温停止中，電動駆動制御棒駆動機構について

は燃料交換等で一時的に制御棒を操作する場合以外は電

源を切り，誤作動を防止する設計とする。 

 (a) 起動中 

ⅱ. 火災感知設備 

   

また，ロ(3)(ⅰ)a.(c-4)-⑫固有の信号を発する異なる

種類の火災感知設備を設ける設計とし，消火器又は消火

栓を用いた運転員及び初期消火要員による速やかなロ

(3)(ⅰ)a.(c-4)-⑬初期消火活動により上記設計と同等

な設計とする。 

火災感知設備については，アナログ式の異なる 2種類

の火災感知器（煙感知器及び熱感知器）を設置する設計

とする。 

b. ロ(3)(ⅰ)a.(c-4)-⑫火災感知設備については，異

なる 2種類の火災感知器を設置する設計とする。これ

らの火災感知器は，アナログ機能を有するものとす

る。 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)a.(c-4)-⑫は，設置変更

許可申請書（本文（五号） 

）のロ(3)(ⅰ)a.(c-4)-⑫を

具体的に記載しており，整合

している。 

 

 (b) 低温停止中 

ⅱ. 火災感知設備 

   

 原子炉起動中と同様に，アナログ式の異なる 2種類の

火災感知器（煙感知器及び熱感知器）を設置する設計と

する。 

   

 (a) 起動中 

ⅲ. 消火設備 

   

 
原子炉格納容器内の消火については，消火器を使用す

る設計とする。また，消火栓を用いても対応できる設計

とする。 

なお，原子炉格納容器内点検終了後から窒素ガス置換

完了までの間で原子炉格納容器内の火災が発生した場合

には，火災による延焼防止の観点から窒素ガス封入作業

c. ロ(3)(ⅰ)a.(c-4)-⑬a 原子炉格納容器内の消火に

ついては，運転員及び初期消火要員による消火器又は

消火栓を用いた速やかな消火活動により消火ができる

設計とする。 

なお，原子炉格納容器内点検終了後から窒素ガス置

換完了までの間で原子炉格納容器内の火災が発生した

設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)a.(c-4)-⑬a 及びロ(3) 

(ⅰ)a.(c-4)-⑬b は，設置変

更許可申請書（本文（五号） 

）のロ(3)(ⅰ)a.(c-4)-⑬を

具体的に記載しており，整合

している。 
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を継続し，原子炉格納容器内の等価火災時間が経過した

後に開放し現場確認を行う。 

場合には，火災による延焼防止の観点から窒素ガス封

入作業の継続による窒息消火を行う。 

 (b) 低温停止中    

 ⅲ. 消火設備    

 原子炉起動中と同様に，原子炉格納容器内の消火につ

いては，消火器を使用する設計とする。また，消火栓を

用いても対応できる設計とする。 

   

  1.2 火災の感知及び消火 

1.2.2 消火設備 

＜中略＞ 

ロ(3)(ⅰ)a.(c-4)-⑬b 原子炉格納容器は，運転中は

窒素ガスに置換され火災は発生せず，内部に設置され

た火災防護上重要な機器等が火災により機能を損なう

おそれはないことから，原子炉起動中並びに低温停止

中の状態に対して措置を講じる設計とし，消火につい

ては，消火器又は消火栓を用いた設計とし，運転員及

び初期消火要員による速やかな初期消火活動を行う設

計とする。 

＜中略＞ 

  

 (5) 非常用ディーゼル発電機軽油タンク及び燃料移送ポ

ンプ 

1.3 火災の影響軽減 

1.3.1 火災の影響軽減対策 

(4) 非常用ディーゼル発電設備軽油タンク及び燃料移

送ポンプに対する火災の影響軽減のための対策 

  

  非常用ディーゼル発電設備軽油タンク及び燃料移送

ポンプについては，以下の対策を行い，上記(1)と同等

の火災の影響軽減対策を講じる設計とする。 

  

屋外開放のロ(3)(ⅰ)a.(c-4)-⑭非常用ディーゼル発

電機軽油タンク及び燃料移送ポンプに関しては互いに相

違する系列間で水平距離を 6m 以上確保する設計とする。

また，固有の信号を発する異なるロ(3)(ⅰ)a.(c-4)-⑮種

類の火災感知設備を設置する設計とし，消火器又は移動

式消火設備を用いた運転員及び初期消火要員による速や

かな初期消火活動により上記設計と同等な設計とする。 

非常用ディーゼル発電機軽油タンクは，屋外に 2基設

置されているが，これらの軽油タンク間の水平距離は約

7m であり，6m以上の水平距離を確保する設計とする。 

＜中略＞ 

なお，非常用ディーゼル発電機軽油タンク並びに燃料

移送ポンプについては，「1.6.1.3.1.(2) 固有の信号を

発する異なる火災感知器の設置」で示したように，早期

の火災感知のため異なる 2種類の感知器を設置する設計

とするとともに，屋外開放であり煙の充満又は放射線の

影響によって消火困難とならないことから，火災が発生

した場合は消火器又は移動式消火設備で消火を行う。 

a. 屋外開放のロ(3)(ⅰ)a.(c-4)-⑭非常用ディーゼル

発電設備軽油タンク及び燃料移送ポンプに関しては互

いに相違する系列間で水平距離を 6m 以上確保する設計

とする。 

b. 火災感知設備については，固有の信号を発する異

なるロ(3)(ⅰ)a.(c-4)-⑮2 種類の火災感知器を設置す

る設計とする。これらの火災感知器は，アナログ機能

又は非アナログ機能を有するものとする。 

c. 消火については，消火器又は移動式消火設備を用

いた運転員及び初期消火要員による速やかな初期消火

活動を行う設計とする。 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)a.(c-4)-⑭は，設置変更

許可申請書（本文（五号））

のロ(3)(ⅰ)a.(c-4)-⑭と同

義であり，整合している。 

 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)a.(c-4)-⑮は，設置変更

許可申請書（本文（五号））

のロ(3)(ⅰ)a.(c-4)-⑮を具

体的に記載しており，整合し
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ている。 

 (7) 換気設備による火災の影響軽減対策 

安全機能を有する構築物，系統及び機器を設置する火

災区域に関連する換気設備には，他の火災区域又は火災

区画への火，熱又は煙の影響が及ばないよう，火災区域

又は火災区画の境界となる箇所に 3時間耐火性能を有す

る防火ダンパを設置する設計とする。 

換気設備のフィルタは，「1.6.1.2.2(4) 換気設備の

フィルタに対する不燃性材料又は難燃性材料の使用」に

示すとおり，チャコールフィルタを除き難燃性のものを

使用する設計とする。 

(5) 換気設備に対する火災の影響軽減のための対策 

火災防護上重要な機器等を設置する火災区域又は火

災区画に関連する換気設備には，他の火災区域又は火

災区画からの境界となる箇所に 3時間耐火性能を有す

る防火ダンパを設置する設計とする。 

換気設備のフィルタは，チャコールフィルタを除き

難燃性のものを使用する設計とする。 

  

 (8) 煙に対する火災の影響軽減対策 

通常運転員が常駐する火災区域は中央制御室のみであ

るが，中央制御室の火災発生時の煙を排気するため，建

築基準法に準拠した容量の排煙設備を設置する設計とす

る。なお，排煙設備は中央制御室専用であるため，放射

性物質の環境への放出を考慮する必要はない。 

安全機能を有する構築物，系統及び機器を設置する火

災区域のうち，電気ケーブルや引火性液体が密集する火

災区域（中央制御室床下フリーアクセスフロア，ケーブ

ル処理室，非常用ディーゼル発電機室，非常用ディーゼ

ル発電機燃料ディタンク室）については，二酸化炭素消

火設備又は全域ガス消火設備により早期に消火する設計

とする。 

なお，引火性液体が密集する非常用ディーゼル発電機

軽油タンクは屋外に設置するため，煙が大気に放出され

ることから，排煙設備を設置しない設計とする。 

(6) 煙に対する火災の影響軽減のための対策 

運転員が常駐する中央制御室には，火災発生時の煙

を排気するため，建築基準法に準拠した容量の排煙設

備を設置する設計とする。 

火災防護上重要な機器等を設置する火災区域又は火

災区画のうち，電気ケーブルや引火性液体が密集する

火災区域又は火災区画については，二酸化炭素消火設

備，小空間固定式消火設備又は中央制御室床下フリー

アクセスフロア消火設備による早期の消火により火災

発生時の煙の発生が抑制されることから，煙の排気は

不要である。 

なお，引火性液体が密集する非常用ディーゼル発電

設備軽油タンクは，屋外に設置されるため，煙が大気

に放出されることから，排煙設備を設置しない設計と

する。 

 

  

 (9) 油タンクに対する火災の影響軽減対策 

火災区域又は火災区画に設置される油タンクは，換気

空調設備による排気，又はベント管により屋外に排気す

る設計とする。 

(7) 油タンクに対する火災の影響軽減のための対策 

火災区域又は火災区画に設置される油タンクは，換

気空調設備による排気又はベント管により屋外に排気

する設計とする。 
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(c-5) 火災の影響評価 1.6.1.4.2  火災影響評価 1.3.2 原子炉の安全確保 

(1) 原子炉の安全停止対策 

a. 火災区域又は火災区画に設置される不燃性材料で

構成される構築物，系統及び機器を除く全機器の機能

喪失を想定した設計 

    

設備等の設置状況を踏まえた可燃性物質の量等を基に

想定される発電用原子炉施設内の火災によって，安全保

護系及び原子炉停止系の作動が要求される場合には，ロ

(3)(ⅰ)a.(c-5)-①火災による影響を考慮しても，多重化

されたそれぞれの系統が同時に機能を失うことなく，原

子炉の高温停止及び低温停止が達成できる設計とし，火

災影響評価にて確認する。 

火災の影響軽減のための対策を前提とし，設備等の設

置状況を踏まえた可燃性物質の量等を基に想定される発

電用原子炉施設内の火災によって，安全保護系及び原子

炉停止系の作動が要求される場合には，火災による影響

を考慮しても，多重化されたそれぞれの系統が同時に機

能を失うことなく，原子炉の高温停止及び低温停止を達

成し，維持できることを，「(1) 火災伝播評価」から

「(3) 隣接火災区域に火災の影響を与える火災区域に対

する火災影響評価」に示す火災影響評価により確認す

る。 

＜中略＞ 

発電用原子炉施設内の火災によって，安全保護系及

び原子炉停止系の作動が要求される場合には，ロ(3) 

(ⅰ)a.(c-5)-①a 火災が発生した火災区域又は火災区

画に設置される不燃性材料で構成される構築物，系統

及び機器を除く全機器の動的機能喪失を想定しても，

火災の影響軽減のための系統分離対策によって，多重

化されたそれぞれの系統が同時に機能を失うことな

く，原子炉の高温停止及び低温停止が達成できる設計

とする。 

 

 

 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)a.(c-5)-①a 及びロ(3) 

(ⅰ)a.(c-5)-①b は，設置変

更許可申請書（本文（五

号））のロ(3)(ⅰ)a.(c-5)-

①を具体的に記載しており，

整合している。 

 

  

 (1) 火災伝播評価 (2) 火災の影響評価 

a.  火災区域又は火災区画に設置される不燃性材料で

構成される構築物，系統及び機器を除く全機器の機能

喪失を想定した設計に対する評価 

  

 火災区域での火災発生時に，隣接火災区域に火災の影

響を与える場合は，隣接火災区域を含んだ火災影響評価

を行う必要があるため，火災影響評価に先立ち，火災区

域ごとに火災を想定した場合の隣接火災区域への火災の

影響の有無を確認する火災伝播評価を実施する。 

設備等の設置状況を踏まえた可燃性物質の量等を基

に想定される発電用原子炉施設内の火災によって，安

全保護系及び原子炉停止系の作動が要求される場合に

は，ロ(3)(ⅰ)a.(c-5)-①b 火災による影響を考慮して

も，多重化されたそれぞれの系統が同時に機能を失う

ことなく，原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，

維持できることを，以下に示す火災影響評価により確

認する。 

  

 (2) 隣接火災区域に火災の影響を与えない火災区域に対

する火災影響評価 

火災伝播評価により隣接火災区域に影響を与えない火

災区域については当該火災区域に設置される全機器の機

能喪失を想定しても，「1.6.1.4.1 安全機能を有する

構築物，系統及び機器の重要度に応じた火災の影響軽減

のための対策」に基づく火災の影響軽減のための対策の

実施により，原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，

維持するために必要な方策が少なくとも一つ確保され，

(a) 隣接する火災区域又は火災区画に影響を与えない

場合 

当該火災区域又は火災区画に設置される不燃性材料

で構成される構築物，系統及び機器を除く全機器の機

能喪失を想定しても，原子炉の高温停止及び低温停止

の達成，維持が可能であることを確認する。 
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原子炉の高温停止及び低温停止の達成，維持が可能であ

ることを確認する。 

 (3) 隣接火災区域に火災の影響を与える火災区域に対す

る火災影響評価 

火災伝播評価により隣接火災区域に影響を与える火災

区域については，当該火災区域と隣接火災区域の 2区画

内の火災防護対象機器及び火災防護対象ケーブルの有無

の組み合わせに応じて，火災区域内に設置される全機器

の機能喪失を想定しても，「1.6.1.4.1 安全機能を有

する構築物，系統及び機器の重要度に応じた火災の影響

軽減のための対策」に基づく火災の影響軽減のための対

策の実施により，原子炉の高温停止及び低温停止を達成

し，維持するために必要な成功の方策が少なくとも一つ

確保され，原子炉の高温停止及び低温停止の達成，維持

が可能であることを確認する。 

(b) 隣接する火災区域又は火災区画に影響を与える場

合 

当該火災区域又は火災区画と隣接火災区域又は火災

区画の 2区画内の火災防護対象機器等の有無の組み合

わせに応じて，火災区域又は火災区画内に設置される

不燃性材料で構成される構築物，系統及び機器を除く

全機器の機能喪失を想定しても，原子炉の高温停止及

び低温停止の達成，維持が可能であることを確認す

る。 

  

 1.6.1.4.2  火災影響評価 

＜中略＞ 

(1) 原子炉の安全停止対策 

b. 設計基準事故等に対処するための機器に単一故障

を想定した設計 

  

また，発電用原子炉施設内の火災によって運転時の異

常な過渡変化又は設計基準事故が発生した場合に，ロ(3) 

(ⅰ)a.(c-5)-②それらに対処するために必要な機器の単

一故障を考慮しても異常状態を収束できる設計とし，火

災影響評価にて確認する。 

また，内部火災により，原子炉に外乱が及ぶ可能性，

又は安全保護系，原子炉停止系の作動が要求される事象

が発生する可能性があるため，「発電用軽水型原子炉施

設の安全評価に関する審査指針」に基づき，運転時の異

常な過渡変化又は設計基準事故に対処するための機器に

単一故障を想定しても，以下の状況を考慮し，多重性を

もったそれぞれの系統が同時に機能を喪失することな

く，原子炉の高温停止，低温停止を達成することが可能

であることを火災影響評価により確認する。 

＜中略＞ 

発電用原子炉施設内の火災によって運転時の異常な

過渡変化又は設計基準事故が発生した場合に，ロ(3) 

(ⅰ)a.(c-5)-②a「発電用軽水型原子炉施設の安全評価

に関する審査指針」に基づき，運転時の異常な過渡変

化又は設計基準事故に対処するための機器に単一故障

を想定しても，制御盤間の離隔距離，盤内の延焼防止

対策又は現場操作によって，多重化されたそれぞれの

系統が同時に機能を失うことなく，原子炉の高温停

止，低温停止を達成できる設計とする。 

 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)a.(c-5)-②a 及びロ(3) 

(ⅰ)a.(c-5)-②b は，設置変

更許可申請書（本文（五

号））のロ(3)(ⅰ)a.(c-5)-

②を具体的に記載しており，

整合している。 

 

  

  (2) 火災の影響評価 

b. 設計基準事故等に対処するための機器に単一故障

を想定した設計に対する評価 

  

  内部火災により原子炉に外乱が及び，かつ，安全保

護系及び原子炉停止系の作動が要求される運転時の異

常な過渡変化又は設計基準事故が発生する可能性があ

るため，ロ(3)(ⅰ)a.(c-5)-②b「発電用軽水型原子炉

施設の安全評価に関する審査指針」に基づき，運転時

の異常な過渡変化又は設計基準事故に対処するための
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機器に対し単一故障を想定しても，多重化されたそれ

ぞれの系統が同時に機能を失うことなく，原子炉の高

温停止及び低温停止を達成できることを火災影響評価

により確認する。 

(c-6) その他 1.6.1.5 個別の火災区域又は火災区画における留意事

項 

(1) ケーブル処理室 

＜中略＞ 

1.3.1 火災の影響軽減対策 

(8) ケーブル処理室に対する火災の影響軽減のための

対策 

    

 ロ(3)(ⅰ)a.(c-6)-①「(c-2) 火災発生防止」から

「(c-5) 火災の影響評価」のほか，安全機能を有する構

築物，系統及び機器のそれぞれの特徴を考慮した火災防

護対策を講じる設計とする。 

 また，ケーブル処理室の火災の影響軽減のための対策

として，最も分離距離を確保しなければならない蓋なし

の動力ケーブルトレイ間では，互いに相違する系列の間

で水平方向 0.9m，垂直方向 1.5m を最小離隔距離として

設計する。その他のケーブルトレイ間については IEEE 

384 に基づき火災の影響軽減のために必要な分離距離を

確保する設計とする。 

＜中略＞ 

ロ(3)(ⅰ)a.(c-6)-①a ケーブル処理室の最も分離距

離を確保しなければならない蓋なしの動力ケーブルト

レイ間は，互いに相違する系列間を水平方向 0.9m，垂

直方向 1.5m の最小離隔距離を確保する設計とする。最

小離隔距離を確保できない場合は，隔壁等で分離する

設計とする。 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)a.(c-6)-①a～ロ(3) 

(ⅰ)a.(c-6)-①j は，設置変

更許可申請書（本文（五号） 

）のロ(3)(ⅰ)a.(c-6)-①を

具体的に記載しており，整合

している。 

  

 1.6.1.4  火災の影響軽減のための対策 

1.6.1.4.1  安全機能を有する構築物，系統及び機器の

重要度に応じた火災の影響軽減のための対策 

   

 (7) 換気設備による火災の影響軽減対策 

 安全機能を有する構築物，系統及び機器を設置する火

災区域に関連する換気設備には，他の火災区域又は火災

区画への火，熱又は煙の影響が及ばないよう，火災区域

又は火災区画の境界となる箇所に 3時間耐火性能を有す

る防火ダンパを設置する設計とする。 

 換気設備のフィルタは，「1.6.1.2.2(4) 換気設備の

フィルタに対する不燃性材料又は難燃性材料の使用」に

示すとおり，チャコールフィルタを除き難燃性のものを

使用する設計とする。 

(5) 換気設備に対する火災の影響軽減のための対策 

 ロ(3)(ⅰ)a.(c-6)-①b 火災防護上重要な機器等を設

置する火災区域又は火災区画に関連する換気設備に

は，他の火災区域又は火災区画からの境界となる箇所

に 3時間耐火性能を有する防火ダンパを設置する設計

とする。 

 換気設備のフィルタは，チャコールフィルタを除き

難燃性のものを使用する設計とする。 

  

 (8) 煙に対する火災の影響軽減対策 (6) 煙に対する火災の影響軽減のための対策   

 通常運転員が常駐する火災区域は中央制御室のみであ

るが，中央制御室の火災発生時の煙を排気するため，建

築基準法に準拠した容量の排煙設備を設置する設計とす

る。なお，排煙設備は中央制御室専用であるため，放射

性物質の環境への放出を考慮する必要はない。 

安全機能を有する構築物，系統及び機器を設置する火

災区域のうち，電気ケーブルや引火性液体が密集する火

ロ(3)(ⅰ)a.(c-6)-①c 運転員が常駐する中央制御室

には，火災発生時の煙を排気するため，建築基準法に

準拠した容量の排煙設備を設置する設計とする。 

火災防護上重要な機器等を設置する火災区域又は火

災区画のうち，電気ケーブルや引火性液体が密集する

火災区域又は火災区画については，二酸化炭素消火設

備，小空間固定式消火設備又は中央制御室床下フリー
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災区域（中央制御室床下フリーアクセスフロア，ケーブ

ル処理室，非常用ディーゼル発電機室，非常用ディーゼ

ル発電機燃料ディタンク室）については，二酸化炭素消

火設備又は全域ガス消火設備により早期に消火する設計

とする。 

なお，引火性液体が密集する非常用ディーゼル発電機

軽油タンクは屋外に設置するため，煙が大気に放出され

ることから，排煙設備を設置しない設計とする。 

アクセスフロア消火設備による早期の消火により火災

発生時の煙の発生が抑制されることから，煙の排気は

不要である。 

 

なお，引火性液体が密集する非常用ディーゼル発電

設備軽油タンクは，屋外に設置されるため，煙が大気

に放出されることから，排煙設備を設置しない設計と

する。 

 (9) 油タンクに対する火災の影響軽減対策 (7) 油タンクに対する火災の影響軽減のための対策   

 火災区域又は火災区画に設置される油タンクは，換気

空調設備による排気，又はベント管により屋外に排気す

る設計とする。 

ロ(3)(ⅰ)a.(c-6)-①d 火災区域又は火災区画に設置

される油タンクは，換気空調設備による排気又はベン

ト管により屋外に排気する設計とする。 

  

 1.6.1.5  個別の火災区域又は火災区画における留意事

項 

(1) ケーブル処理室 

1.2 火災の感知及び消火 

1.2.2 消火設備 

(7) その他 

e. ケーブル処理室 

  

 ケーブル処理室は全域ガス消火設備により消火する設

計とするが，消火活動のため 2箇所の入口を設置する設

計とし，ケーブル処理室内においても消火要員による消

火活動を可能とする。 

＜中略＞ 

ロ(3)(ⅰ)a.(c-6)-①e ケーブル処理室は，消火活動

のため 2箇所の入口を設置する設計とする。 

  

 (2) 電気室 1.1 火災発生防止 

1.1.1 火災の発生防止対策 

＜中略＞ 

  

 電気品室は，電源供給のみに使用する設計とする。 ロ(3)(ⅰ)a.(c-6)-①f 電気品室は，電源供給のみに

使用する設計とする。 

＜中略＞ 

  

 (3) 蓄電池室 1.1.1 火災の発生防止対策 

＜中略＞ 

  

  蓄電池室は以下のとおり設計する。 

・蓄電池室には蓄電池のみを設置し，直流開閉装置やイ

ンバータは設置しない設計とする。 

・蓄電池室の換気設備は，社団法人電池工業会「蓄電池

室に関する設計指針（SBA G 0603）」に基づき，水素ガ

スの排気に必要な換気量以上となるよう設計することに

よって，蓄電池室内の水素濃度を 2vol%以下の約

0.8vol%程度に維持する設計とする。 

ロ(3)(ⅰ)a.(c-6)-①g 蓄電池室の換気設備が停止し

た場合には，中央制御室に警報を発する設計とする。 

また，蓄電池室には，直流開閉装置やインバータを

設置しない。 

＜中略＞ 
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 (4) ポンプ室 1.2 火災の感知及び消火 

1.2.2 消火設備 

(7) その他 

c. ポンプ室の煙の排気対策 

  

 安全機能を有するポンプの設置場所のうち，火災発生

時の煙の充満により消火困難な場所には，消火活動によ

らなくとも迅速に消火できるよう固定式消火設備を設置

する設計とする。 

なお，固定式消火設備による消火後，消火の確認のた

めに運転員や消防隊員がポンプ室に入る場合について

は，消火直後に換気してしまうと新鮮な空気が供給さ

れ，再発火するおそれがあることから，十分に冷却時間

を確保した上で，可搬型の排煙装置を準備し，扉の開

放，換気空調系，可搬型排煙装置により換気し，呼吸具

の装備及び酸素濃度を測定し安全確認後に入室する設計

とする。 

ロ(3)(ⅰ)a.(c-6)-①h 火災発生時の煙の充満により

消火活動が困難となるポンプ室には，消火活動によら

なくとも迅速に消火できるように固定式消火設備を設

置し，鎮火の確認のために運転員や消防隊員がポンプ

室に入る場合については，再発火するおそれがあるこ

とから，十分に冷却時間を確保した上で扉の開放，換

気空調系及び可搬型排煙装置により換気する設計とす

る。 

 

  

 (6) 使用済燃料貯蔵設備及び新燃料貯蔵設備 d. 使用済燃料貯蔵設備及び新燃料貯蔵設備   

 使用済燃料貯蔵設備は，水中に設置されている設備で

あり，ラックに燃料を貯蔵することで貯蔵燃料間の距離

を確保すること，及びステンレス鋼の中性子吸収効果に

よって未臨界性が確保される設計とする。 

新燃料貯蔵設備については，気中に設置している設備

（ピット構造で上部は蓋で閉鎖）であり通常ドライ環境

であるが，消火活動により消火水が噴霧され，水分雰囲

気に満たされた最適減速状態となっても未臨界性が確保

される設計とする。 

ロ(3)(ⅰ)a.(c-6)-①i 使用済燃料貯蔵設備は，水中

に設置されたラックに燃料を貯蔵することで未臨界性

が確保される設計とする。 

新燃料貯蔵設備については，消火活動により消火水

が噴霧され，水分雰囲気に満たされた状態となっても

未臨界性が確保される設計とする。 

 

  

 (7) 放射性廃棄物処理設備及び放射性廃棄物貯蔵設備 1.1 火災発生防止 

1.1.1 火災の発生防止対策 

＜中略＞ 

  

 放射性廃棄物処理設備及び放射性廃棄物貯蔵設備は，

以下のとおり設計する。 

・放射性廃棄物処理設備及び放射性廃棄物貯蔵設備を設

置する火災区域の管理区域用換気設備は，環境への放射

性物質の放出を防ぐ目的でフィルタを通して主排気筒へ

排気する設計とする。また，これらの換気設備は，放射

性物質の放出を防ぐため，空調を停止し，風量調整ダン

パを閉止し，隔離できる設計とする。 

ロ(3)(ⅰ)a.(c-6)-①j 放射性廃棄物処理設備及び放

射性廃棄物貯蔵設備において，崩壊熱が発生し，火災

事象に至るような放射性廃棄物を貯蔵しない設計とす

る。また，放射性物質を含んだ使用済イオン交換樹

脂，チャコールフィルタ及び HEPA フィルタは，固体廃

棄物として処理を行うまでの間，金属容器や不燃シー

トに包んで保管することを保安規定に定めて，管理す

る。 
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・放水した消火水の溜り水は，建屋内排水系により液体

放射性廃棄物処理設備に回収できる設計とする。 

・放射性物質を含んだ使用済イオン交換樹脂及び濃縮廃

液は，固体廃棄物として処理を行うまでの間，密閉され

た金属製の槽又はタンクで保管する設計とする。 

・放射性物質を含んだチャコールフィルタは，固体廃棄

物として処理するまでの間，ドラム缶に収納し保管する

設計とする。 

・放射性物質を含んだ HEPA フィルタは，固体廃棄物と

して処理するまでの間，不燃シートに包んで保管する設

計とする。 

・放射性廃棄物処理設備及び放射性廃棄物貯蔵設備にお

いて，冷却が必要な崩壊熱が発生し，火災事象に至るよ

うな放射性廃棄物を貯蔵しない設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

放射性廃棄物処理設備及び放射性廃棄物貯蔵設備を

設置する火災区域又は火災区画の換気設備は，他の火

災区域又は火災区画や環境への放射性物質の放出を防

ぐために，空調を停止し，風量調整ダンパを閉止し，

隔離できる設計とする。 

＜中略＞ 
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(d) 溢水による損傷の防止 1.7  溢水防護に関する基本方針 【浸水防護施設】 

（基本設計方針） 

第 2章 個別項目 

2. 発電用原子炉施設内における溢水等による損傷の

防止 

2.1 溢水防護等の基本方針 

 
  

ロ(3)(ⅰ)a.(d)-①安全施設は，発電用原子炉施設内に

おける溢水が発生した場合においても，ロ(3)(ⅰ)a.(d)-

②安全機能を損なわない設計とする。 

そのために，発電用原子炉施設内における溢水が発生

した場合においても，原子炉を高温停止でき，引き続き

低温停止，及び放射性物質の閉じ込め機能を維持できる

設計とする。また，停止状態にある場合は，引き続きその

状態を維持できる設計とする。さらに，使用済燃料プー

ルにおいては，使用済燃料プールの冷却機能及び使用済

燃料プールへの給水機能を維持できる設計とする。 

設置許可基準規則の要求事項を踏まえ，安全施設は，

発電用原子炉施設内における溢水が発生した場合におい

ても，安全機能を損なわない設計とする。 

そのために，発電用原子炉施設内における溢水が発生

した場合においても，原子炉を高温停止でき，引き続き

低温停止，及び放射性物質の閉じ込め機能を維持できる

設計とする。また，停止状態にある場合は，引き続きそ

の状態を維持できる設計とする。さらに，使用済燃料プ

ールにおいては，使用済燃料プールの冷却機能及び使用

済燃料プールへの給水機能を維持できる設計とする。 

ロ(3)(ⅰ)a.(d)-①設計基準対象施設が，発電用原子

炉施設内における溢水が発生した場合においても，ロ

(3)(ⅰ)a.(d)-②その安全性を損なうおそれがない設計

とする。 

そのために，溢水防護に係る設計時に発電用原子炉

施設内で発生が想定される溢水の影響を評価（以下

「溢水評価」という。）し，運転状態にある場合に

は，発電用原子炉施設内における溢水が発生した場合

においても，原子炉を高温停止でき，引き続き低温停

止，及び放射性物質の閉じ込め機能を維持できる設計

とする。 

また，停止状態にある場合は，引き続きその状態を

維持できる設計とする。さらに，使用済燃料貯蔵プー

ルにおいては，燃料プール冷却機能及び燃料プールへ

の給水機能を維持できる設計とする。 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)a.(d)-①は，設置変更許

可申請書（本文（五号））の

ロ(3)(ⅰ)a.(d)-①を全て含

んでおり，整合している。 

 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)a.(d)-②は，設置変更許

可申請書（本文（五号））の

ロ(3)(ⅰ)a.(d)-②と同義で

あり，整合している。 

 

 ここで，これら機能を維持するために必要な設備を，

以下「溢水防護対象設備」といい，これら設備が，没水，

被水及び蒸気の影響を受けてその安全機能をロ(3)(ⅰ) 

a.(d)-③損なわない設計（多重性又は多様性を有する設

備が同時にその安全機能を損なわない設計）とする。 

 これらの機能を維持するために必要な設備（以下 1．

では「溢水防護対象設備」という。）について，設置許

可基準規則第九条及び第十二条の要求事項を踏まえ「原

子力発電所の内部溢水影響評価ガイド（平成 26年 8月 6

日原規技発第 1408064 号原子力規制委員会決定）」も参

照し，以下のとおり選定する。 

これらの機能を維持するために必要な設備（以下

「溢水防護対象設備」という。）が，発生を想定する

没水，被水及び蒸気の影響を受けて，その安全機能を

ロ(3)(ⅰ)a.(d)-③損なうおそれがない設計（多重性又

は多様性を有する設備が同時にその機能を損なうおそ

れがない設計）とする。 

 

 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)a.(d)-③は，設置変更許

可申請書（本文（五号））の

ロ(3)(ⅰ)a.(d)-③と同義で

あり，整合している。 

  

また，溢水の影響により原子炉に外乱が及び，かつ，安

全保護系，原子炉停止系の作動を要求される場合には，

その溢水の影響を考慮した上で，「発電用軽水型原子炉

施設の安全評価に関する審査指針」に基づき必要な機器

の単一故障を考慮し，発生が予想される運転時の異常な

過渡変化又は設計基準事故について安全解析を行い，炉

心が損傷に至ることなく当該事象を収束できる設計とす

る。 

・重要度の特に高い安全機能を有する系統が，その安全

機能を適切に維持するために必要な設備 

・プール冷却及びプールへの給水の機能を適切に維持す

るために必要な設備 

発電用原子炉施設内における溢水として，発電用原子

炉施設内に設置された機器及び配管の破損（地震起因を

含む。），消火系統等の作動，使用済燃料プール等のス

ロッシングその他事象により発生した溢水を考慮し，溢

また，溢水の影響により原子炉に外乱が及び，か

つ，安全保護系，原子炉停止系の作動を要求される場

合には，その溢水の影響を考慮した上で，「発電用軽

水型原子炉施設の安全評価に関する審査指針」に基づ

き必要な機器の単一機器の故障を考慮しても発生が予

想される運転時の異常な過渡変化又は設計基準事故に

ついて安全解析を行い，炉心損傷に至ることなく当該

事象を収束できる設計とする。 
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水防護対象設備が没水，被水及び蒸気の影響を受けて，

その安全機能を損なわない設計（多重性又は多様性を有

する設備が同時にその安全機能を損なわない設計）とす

る。さらに，溢水の影響により原子炉に外乱が及び，か

つ，安全保護系，原子炉停止系の作動を要求される場合

には，その溢水の影響を考慮した上で，「発電用軽水型

原子炉施設の安全評価に関する審査指針」に基づき必要

な機器の単一故障を考慮し，発生が予想される運転時の

異常な過渡変化又は設計基準事故について安全解析を行

い，炉心損傷に至ることなく当該事象を収束できる設計

とする。 

＜中略＞ 

 重大事故等対処設備の機能については，溢水影響を

受けて設計基準対象施設の安全機能並びに使用済燃料

貯蔵プールの燃料プール冷却機能及び燃料プールへの

給水機能と同時に機能を損なうおそれがないよう，没

水，被水及び蒸気の影響に対しては可能な限り設計基

準事故対処設備等の配置を含めて位置的分散を図る設

計とする。溢水影響に対し防護すべき設備（以下「防

護すべき設備」という。）として溢水防護対象設備及

び重大事故等対処設備を設定する。 

 発電用原子炉施設内の放射性物質を含む液体を内包

する容器，配管その他の設備（ポンプ，弁，使用済燃

料貯蔵プール，原子炉ウェル，機器貯蔵ピット等を含

む。）から放射性物質を含む液体があふれ出るおそれ

がある場合において，当該液体が管理区域外へ漏えい

することを防止する設計とする。 

 1.7.1  溢水防護対象設備を抽出するための方針 

 溢水によってその安全機能が損なわれないことを確認

する必要がある施設を，発電用軽水型原子炉施設の安全

機能の重要度分類に関する審査指針（以下「重要度分類

審査指針」という。）における分類のクラス 1，クラス

2及びクラス 3に属する構築物，系統及び機器とする。 

 その上で，溢水防護上必要な機能を有する構築物，系

統及び機器として上記の中から，原子炉を高温停止で

き，引き続き低温停止，及び放射性物質の閉じ込め機能

を維持するため，また，停止状態にある場合は引き続き

その状態を維持するため，並びに使用済燃料プールの冷

却機能及び給水機能を維持するために必要となる，重要

度分類審査指針における分類のクラス 1，2に属する構

築物，系統及び機器に加え，安全評価上その機能を期待

するクラス 3に属する構築物，系統及び機器を抽出す

る。 

 以上を踏まえ，溢水防護対象設備として，重要度の特

に高い安全機能を有する構築物，系統及び機器，並び

に，使用済燃料プールの冷却機能及び給水機能を維持す

るために必要な構築物，系統及び機器を抽出する。 

2.2 防護すべき設備の抽出 

 溢水によってその安全機能が損なわれないことを確

認する必要がある施設を，「発電用軽水型原子炉施設

の安全機能の重要度分類に関する審査指針」における

分類のクラス１，クラス２及びクラス３に属する構築

物，系統及び機器とする。 

この中から，溢水防護上必要な機能を有する構築

物，系統及び機器を選定する。 

具体的には，運転状態にある場合には原子炉を高温

停止でき，引き続き低温停止，及び放射性物質の閉じ

込め機能を維持するため，また，停止状態にある場合

は引き続きその状態を維持するため，使用済燃料貯蔵

プールの燃料プール冷却機能及び燃料プールへの給水

機能を維持するために必要となる，「発電用軽水型原

子炉施設の安全機能の重要度分類に関する審査指針」

における分類のクラス１，２に属する構築物，系統及

び機器に加え，安全評価上その機能を期待するクラス

３に属する構築物，系統及び機器を抽出する。以上を

踏まえ，防護すべき設備のうち溢水防護対象設備とし

て，重要度の特に高い安全機能を有する構築物，系統

及び機器，並びに，使用済燃料貯蔵プールの燃料プー
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なお，上記に含まれない構築物，系統及び機器は，溢水

により損傷した場合であっても，代替手段があること等

により安全機能は損なわれない。 

 以上の考えに基づき選定された溢水から防護すべき系

統設備を第 1.7－1表に示す。 

 なお，抽出された溢水防護対象設備のうち，以下の設

備は溢水影響を受けても，必要とされる安全機能を損な

わないことから，溢水による影響評価の対象として抽出

しない。 

(1) 溢水の影響を受けない静的機器 

 構造が単純で外部から動力の供給を必要としないこと

から，溢水の影響を受けて安全機能を損なわない容器，

熱交換器，フィルタ，安全弁，逆止弁，手動弁，配管及

び没水に対する耐性を有するケーブル。 

(2) 原子炉格納容器内に設置されている機器 

 原子炉格納容器内で想定される溢水である原子炉冷却

材喪失時の原子炉格納容器内の状態を考慮しても，没

水，被水及び蒸気の影響を受けないことを試験も含めて

確認している機器。 

(3) 動作機能の喪失により安全機能に影響しない機器 

 フェイルセーフ設計となっている機器であり，溢水の

影響により動作機能を損なった場合においても，安全機

能に影響がない機器。 

(4) 他の機器で代替できる機器 

 他の機器により要求機能を代替できる機器。ただし，

代替する他の機器が同時に機能喪失しない場合に限る。 

ル冷却機能及び燃料プールへの給水機能を維持するた

めに必要な構築物，系統及び機器を抽出する。 

 また，重大事故等対処設備は，重大事故に至るおそ

れがある事故が発生した場合において，炉心，使用済

燃料貯蔵プール内の燃料体等，及び，運転停止中にお

ける原子炉の燃料体の著しい損傷を防止するために，

また，重大事故が発生した場合においても，原子炉格

納容器の破損及び発電所外への放射性物質の異常な放

出を防止するために必要な設備を防護すべき設備とし

て抽出する。 

 1.7.2  溢水源及び溢水量を設定するための方針 2.3 溢水源及び溢水量の設定   

 ロ(3)(ⅰ)a.(d)-④溢水評価では，溢水源として発生要

因別に分類した以下の溢水を想定する。 

溢水源及び溢水量としては，発生要因別に分類した以

下の溢水を想定して評価することとし，評価条件につい

ては「原子力発電所の内部溢水影響評価ガイド」を参照

する。 

＜中略＞ 

ロ(3)(ⅰ)a.(d)-④溢水影響を評価するために想定す

る機器の破損等により生じる溢水，発電所内で生じる

異常状態（火災を含む。）の拡大防止のために設置さ

れる系統からの放水による溢水及び地震に起因する機

器の破損等により生じる溢水（使用済燃料貯蔵プール

等のスロッシングにより生じる溢水を含む。）を踏ま

え，溢水源及び溢水量を設定する。また，その他の要

因（地下水の流入，地震以外の自然現象，機器の誤作

動等）により生じる溢水の影響も評価する。 

＜中略＞ 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)a.(d)-④は，設置変更許

可申請書（本文（五号））の

ロ(3)(ⅰ)a.(d)-④を具体的

に記載しており，整合してい

る。 
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 1.7.3  溢水防護区画及び溢水経路を設定するための方

針 

(1) 溢水防護区画の設定 

2.4 溢水防護区画及び溢水経路の設定   

 また，ロ(3)(ⅰ)a.(d)-⑤溢水評価に当たっては，溢水

防護区画を設定し，  

溢水防護に対する評価対象区画を溢水防護区画とし，

溢水防護対象設備が設置されている全ての区画並びに中

央制御室及び現場操作が必要な設備へのアクセス通路に

ついて設定する。 

ロ(3)(ⅰ)a.(d)-⑤溢水影響を評価するために，溢水

防護区画及び溢水経路を設定する。 

 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)a.(d)-⑤は，設置変更許

可申請書（本文（五号））の

ロ(3)(ⅰ)a.(d)-⑤と同義で

あり，整合している。 

 

 溢水防護区画は壁，扉，堰，床段差等，又はそれらの

組み合わせによって他の区画と分離される区画として設

定し，溢水防護区画を構成する壁，扉，堰，床段差等に

ついては，現場の設備等の設置状況を踏まえ，溢水の伝

播に対する評価条件を設定する。 

溢水防護区画は，防護すべき設備が設置されている

全ての区画並びに中央制御室及び現場操作が必要な設

備へのアクセス通路とし，壁，扉，堰，床段差等，又

はそれらの組み合わせによって他の区画と分離される

区画として設定する。 

  

 (2) 溢水経路の設定    

ロ(3)(ⅰ)a.(d)-⑥溢水評価が保守的になるように溢水

経路を設定する。 

溢水影響評価において考慮する溢水経路は，溢水防護

区画とその他の区画との間における伝播経路となる扉，

壁貫通部，天井貫通部，床面貫通部，床ドレン等の連接

状況及びこれらに対する溢水防護措置を踏まえ，溢水防

護区画内の水位が最も高くなるように保守的に設定す

る。 

具体的には，溢水防護区画内で発生する溢水に対して

は，床ドレン，貫通部及び扉から他区画への流出は想定

しない（床ファンネル，機器ハッチ，開口扉等のように

定量的に他区画への流出を確認できる場合は除く。）保

守的な条件で溢水経路を設定し，溢水防護区画内の溢水

水位を算出する。 

溢水防護区画外で発生する溢水に対しては，床ドレ

ン，開口部，貫通部及び扉を通じた溢水防護区画内への

流入が最も多くなるよう（流入防止対策が施されている

場合は除く。）保守的な条件で溢水経路を設定し，溢水

防護区画内の溢水水位を算出する。 

なお，上層階から下層階への伝播に関しては，全量が

伝播するものとする。 

溢水経路を構成する壁，扉，堰，床段差等は，基準地

震動による地震力等の溢水の要因となる事象に伴い生じ

る荷重や環境に対し，必要な健全性を維持できるととも

溢水経路は，ロ(3)(ⅰ)a.(d)-⑥溢水防護区画内外で

発生を想定する溢水に対して，当該区画内の溢水水位

が最も高くなるように設定する。 

溢水経路を構成する水密扉（「6号機設備」，「7号

機設備，6,7 号機共用」）に関しては，扉の閉止運用

を保安規定に定めて管理する。 

また，消火活動により区画の扉を開放する場合は，

開放した扉からの消火水の伝播を考慮した溢水経路と

する。 

 なお，溢水の影響がない大湊側高台については，区

画の設定を行わない。 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)a.(d)-⑥は，設置変更許

可申請書（本文（五号））の

ロ(3)(ⅰ)a.(d)-⑥を具体的

に記載しており，整合してい

る。 
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に，保守管理及び水密扉閉止等の運用を適切に実施する

ことにより溢水の伝播を防止できるものとする。 

また，貫通部に実施した流出及び流入防止対策も同様

に，基準地震動による地震力等の溢水の要因となる事象

に伴い生じる荷重や環境に対し，必要な健全性を維持で

きるとともに，保守管理を適切に実施することにより溢

水の伝播を防止できるものとする。 

なお，火災により貫通部の止水機能が損なわれる場合

には，当該貫通部からの消火水の流入を考慮する。消火

活動により区画の扉を開放する場合は，開放した扉から

の消火水の伝播を考慮する。 

 1.7.2  溢水源及び溢水量を設定するための方針 2.3 溢水源及び溢水量の設定   

・溢水の影響を評価するために想定する機器の破損等に

より生じる溢水 

・発電所内で生じる異常状態（火災を含む。）の拡大防止

のために設置される系統からの放水による溢水 

・地震に起因する機器の破損等により生じる溢水（使用

済燃料プール等のスロッシングにより発生する溢水を含

む。） 

・その他の要因（地下水の流入，地震以外の自然現象，機

器の誤作動等）により生じる溢水 

a. 溢水の影響を評価するために想定する機器の破損等

により生じる溢水 

b. 発電所内で生じる異常状態（火災を含む。）の拡大

防止のために設置される系統からの放水による溢水 

c. 地震に起因する機器の破損等により生じる溢水（使

用済燃料プール等のスロッシングにより発生する溢水を

含む。） 

d. その他の要因（地下水の流入，地震以外の自然現

象，機器の誤作動等）により生じる溢水 

 溢水源となり得る機器は，流体を内包する容器及び配

管とし，a．，c.又は d．の評価において破損を想定する

ものは，それぞれの評価での溢水源として設定する。 

 a．又は b．の溢水源の想定に当たっては，一系統にお

ける単一の機器の破損又は単一箇所での異常状態の発生

とし，他の系統及び機器は健全なものと仮定する。ま

た，一系統にて多重性又は多様性を有する機器がある場

合においても，そのうち単一の機器が破損すると仮定す

る。号炉間で共用する建屋及び一体構造の建屋に設置さ

れる機器にあっては，共用，非共用機器に係わらず，そ

の建屋内で単一の溢水源を想定し，建屋全体の溢水経路

を考慮する。 

(1) 溢水の影響を評価するために想定する機器の破損等

により生じる溢水 

 溢水の影響を評価するために想定する機器の破損等に

より生じる溢水については，単一の配管の破損による溢

溢水影響を評価するために想定する機器の破損等に

より生じる溢水，発電所内で生じる異常状態（火災を

含む。）の拡大防止のために設置される系統からの放

水による溢水及び地震に起因する機器の破損等により

生じる溢水（使用済燃料貯蔵プール等のスロッシング

により生じる溢水を含む。）を踏まえ，溢水源及び溢

水量を設定する。また，その他の要因（地下水の流

入，地震以外の自然現象，機器の誤作動等）により生

じる溢水の影響も評価する。 

溢水影響を評価するために想定する機器の破損等に

より生じる溢水では，単一の配管破損による溢水を想

定して，配管の破損箇所を溢水源として設定する。 

また，破損を想定する配管は，内包する流体のエネ

ルギーに応じて，高エネルギー配管又は低エネルギー

配管に分類する。 

高エネルギー配管は，「完全全周破断」，低エネル

ギー配管は，「配管内径の 1/2 の長さと配管肉厚の

1/2 の幅を有する貫通クラック（以下「貫通クラッ

ク」という。）」を想定した溢水量とし，想定する破

損箇所は溢水影響が最も大きくなる位置とする。 

ただし，高エネルギー配管については，ターミナル

エンド部を除き応力評価の結果により，原子炉冷却材

圧力バウンダリ及び原子炉格納容器バウンダリの配管

であれば発生応力が許容応力の 0.8 倍以下であれば破

損を想定せず，原子炉冷却材圧力バウンダリ及び原子
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水を想定して，配管の破損箇所を溢水源として設定す

る。 

 また，破損を想定する配管は，内包する流体のエネル

ギーに応じて，以下で定義する高エネルギー配管又は低

エネルギー配管に分類する。 

・「高エネルギー配管」とは，呼び径 25A（1B）を超え

る配管であって，プラントの通常運転時に運転温度が

95℃を超えるか又は運転圧力が 1.9MPa[gauge]を超える

配管。ただし，被水及び蒸気の影響については配管径に

関係なく評価する。 

・「低エネルギー配管」とは，呼び径 25A（1B）を超え

る配管であって，プラントの通常運転時に運転温度が

95℃以下で，かつ運転圧力が 1.9MPa[gauge]以下の配

管。ただし，被水の影響については配管径に関係なく評

価する。なお，運転圧力が静水頭圧の配管は除く。 

・高エネルギー配管として運転している割合が当該系統

の運転している時間の 2%又はプラント運転期間の 1%よ

り小さければ，低エネルギー配管として扱う。 

 配管の破損形状の想定に当たっては，高エネルギー配

管は，原則「完全全周破断」，低エネルギー配管は，原

則「配管内径の 1/2 の長さと配管肉厚の 1/2 の幅を有す

る貫通クラック」を想定する。ただし，応力評価を実施

する配管については，発生応力 Snと許容応力 Saの比に

より，以下で示した応力評価の結果に基づく破損形状を

想定する。また，応力評価の結果により破損形状の想定

を行う場合は，評価結果に影響するような減肉がないこ

とを確認するために継続的な肉厚管理を実施する。 

【高エネルギー配管（ターミナルエンド部を除く。）】 

・原子炉冷却材圧力バウンダリ及び原子炉格納容器バウ

ンダリの配管 

Sn≦0.8×許容応力 ※1 ⇒ 破損想定不要 

※1 クラス 1配管は 2.4Sm 以下，クラス 2配管は 0.8Sa

以下 

・原子炉冷却材圧力バウンダリ及び原子炉格納容器バウ

ンダリ以外の配管 

Sn≦0.4×許容応力 ※2 ⇒ 破損想定不要 

炉格納容器バウンダリ以外の配管であれば発生応力が

許容応力の 0.4 倍を超え 0.8 倍以下であれば「貫通ク

ラック」による溢水を想定した評価とし，0.4 倍以下

であれば破損は想定しない。また，低エネルギー配管

については，発生応力が許容応力の 0.4 倍以下であれ

ば破損は想定しない。 

発生応力と許容応力の比較により破損形状の想定を

行う配管は，評価結果に影響するような配管減肉がな

いことを確認するために，継続的な肉厚管理を実施す

る。 

高エネルギー配管として運転している割合が，当該

系統の運転している時間の 2%又はプラント運転期間の

1%より小さい場合には，低エネルギー配管として扱

う。 
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0.4×許容応力 ※2＜Sn≦0.8×許容応力 ※3 ⇒ 貫通

クラック 

※2 クラス 1配管は 1.2Sm 以下，クラス 2，3又は非安

全系配管は 0.4Sa 以下 

※3 クラス 1配管は 2.4Sm 以下，クラス 2，3又は非安

全系配管は 0.8Sa 以下 

【低エネルギー配管】 

・原子炉冷却材圧力バウンダリ及び原子炉格納容器バウ

ンダリの配管 

Sn≦0.4Sa ⇒ 破損想定不要 

・原子炉冷却材圧力バウンダリ及び原子炉格納容器バウ

ンダリ以外の配管 

Sn≦0.4×許容応力 ※4 ⇒ 破損想定不要 

※4 クラス 1配管は 1.2Sm 以下，クラス 2，3又は非安

全系配管は 0.4Sa 以下 

 ここで Sn，Sm 及び Saは日本機械学会「発電用原子力

設備規格 設計・建設規格(JSME S NC1-2005)」によ

る。 

＜中略＞ 

 (2) 発電所内で生じる異常状態（火災を含む。）の拡大

防止のために設置される系統からの放水による溢水 

   

  発電所内で生じる異常状態（火災を含む。）の拡大防

止のために設置される系統からの放水による溢水につい

ては，発電用原子炉施設内に設置される消火設備等から

の放水を溢水源として設定し，消火設備等からの単位時

間当たりの放水量と放水時間から溢水量を設定する。 

＜中略＞ 

発電所内で生じる異常状態（火災を含む。）の拡大

防止のために設置される系統からの放水による溢水に

ついては，発電用原子炉施設内に設置される消火設備

及び格納容器スプレイ冷却系からの放水を溢水源とし

て設定する。 

  

 (3) 地震に起因する機器の破損等により生じる溢水    

  地震に起因する機器の破損等により生じる溢水につい

ては，溢水源となり得る機器（流体を内包する機器）の

うち，基準地震動による地震力により破損が生じる機器

及び使用済燃料プール等のスロッシングによる漏えい水

を溢水源として設定する。 

 耐震 Sクラス機器については，基準地震動による地震

力によって破損は生じないことから溢水源として想定し

ない。また，耐震 B及び Cクラス機器のうち耐震対策工

事の実施あるいは製作上の裕度の考慮により，基準地震

地震に起因する機器の破損等により生じる溢水（使

用済燃料貯蔵プール等のスロッシングにより生じる溢

水を含む。）については，流体を内包することで溢水

源となり得る機器のうち，基準地震動Ｓｓによる地震

力により破損するおそれがある機器及び使用済燃料貯

蔵プール等のスロッシングによる漏えい水を溢水源と

して設定する。 

耐震Ｓクラス機器については，基準地震動Ｓｓによ

る地震力によって破損は生じないことから溢水源とし

  



 

                                                                    ロ-205 
 

K
6
 
①
 Ⅵ

-
1-
1
-
1-
1
 
R0
 

設置変更許可申請書（本文（五号）） 設置変更許可申請書（添付書類八） 該当事項 設計及び工事の計画 該当事項 整合性 備考 

動による地震力に対して耐震性が確保されているものに

ついては溢水源として想定しない。 

 溢水量の算出に当たっては，漏水が生じるとした機器

のうち溢水防護対象設備への溢水の影響が最も大きくな

る位置で漏水が生じるものとして評価する。溢水源とな

る配管については破損形状を完全全周破断とし，溢水源

となる容器については全保有水量を考慮した上で，溢水

量を算出する。 

 また，漏えい検知による漏えい停止を期待する場合

は，漏えい停止までの隔離時間を考慮し，配管の破損箇

所から流出した漏水量と隔離後の溢水量として隔離範囲

内の系統の保有水量を合算して設定する。ここで，漏水

量は，配管の破損箇所からの流出流量に隔離時間を乗じ

て設定する。なお，地震による機器の破損が複数箇所で

同時に発生する可能性を考慮し，漏えい検知による自動

隔離機能を有する場合を除き，隔離による漏えい停止は

期待しない。 

＜中略＞ 

て想定しない。また，耐震Ｂ及びＣクラス機器のうち

耐震対策工事の実施又は設計上の裕度の考慮により，

基準地震動Ｓｓによる地震力に対して耐震性が確保さ

れるものについては溢水源として想定しない。 

溢水量の算出に当たっては，漏水が生じるとした機

器のうち防護すべき設備への溢水の影響が最も大きく

なる位置で漏水が生じるものとして評価する。溢水源

となる容器については全保有水量を溢水量とする。溢

水源となる配管は完全全周破断を考慮した溢水量とす

る。 

漏えい検知による漏えい停止を期待する場合は，漏

えい停止までの適切な隔離時間を考慮し，配管の破損

箇所から流出した漏水量と隔離後の溢水量として隔離

範囲内の系統の保有水量を合算して設定する。 

 (4) その他の要因（地下水の流入，地震以外の自然現

象，機器の誤作動等）により生じる溢水 

   

  その他の要因（地下水の流入，地震以外の自然現象，

機器の誤作動等）により生じる溢水については，地下水

の流入，降水，屋外タンクの竜巻による飛来物の衝突に

よる破損に伴う漏えい等の地震以外の自然現象による溢

水，機器の誤作動，弁グランド部及び配管フランジ部か

らの漏えい事象等を想定する。 

その他の要因により生じる溢水については，地下水

の流入，降水，屋外タンクの竜巻による飛来物の衝突

による破損に伴う漏えい等の地震以外の自然現象に伴

う溢水，機器の誤作動，弁グランド部，配管フランジ

部からの漏えい事象等を想定する。 

  

 1.7.3  溢水防護区画及び溢水経路を設定するための方

針 

(1) 溢水防護区画の設定 

2.4 溢水防護区画及び溢水経路の設定   

 ロ(3)(ⅰ)a.(d)-⑦溢水評価に当たっては，   溢水防護に対する評価対象区画を溢水防護区画とし，

溢水防護対象設備が設置されている全ての区画並びに中

央制御室及び現場操作が必要な設備へのアクセス通路に

ついて設定する。溢水防護区画は壁，扉，堰，床段差

等，又はそれらの組み合わせによって他の区画と分離さ

れる区画として設定し，溢水防護区画を構成する壁，

扉，堰，床段差等については，現場の設備等の設置状況

を踏まえ，溢水の伝播に対する評価条件を設定する。 

ロ(3)(ⅰ)a.(d)-⑦溢水影響を評価するために，溢水

防護区画及び溢水経路を設定する。 

溢水防護区画は，防護すべき設備が設置されている

全ての区画並びに中央制御室及び現場操作が必要な設

備へのアクセス通路とし，壁，扉，堰，床段差等，又

はそれらの組み合わせによって他の区画と分離される

区画として設定する。 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)a.(d)-⑦は，設置変更許

可申請書（本文（五号））の

ロ(3)(ⅰ)a.(d)-⑦と同義で

あり，整合している。  
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(2) 溢水経路の設定 

 溢水影響評価において考慮する溢水経路は，溢水防護

区画とその他の区画との間における伝播経路となる扉，

壁貫通部，天井貫通部，床面貫通部，床ドレン等の連接

状況及びこれらに対する溢水防護措置を踏まえ，溢水防

護区画内の水位が最も高くなるように保守的に設定す

る。 

溢水経路は，溢水防護区画内外で発生を想定する溢

水に対して，当該区画内の溢水水位が最も高くなるよ

うに設定する。 

溢水経路を構成する水密扉（「6号機設備」，「7号

機設備，6,7 号機共用」）に関しては，扉の閉止運用

を保安規定に定めて管理する。 

また，消火活動により区画の扉を開放する場合は，

開放した扉からの消火水の伝播を考慮した溢水経路と

する。 

＜中略＞ 

  2.6 防護すべき設備を内包するエリア外及び建屋外か

らの流入防止に関する溢水評価及び防護設計方針 

  

 具体的には，溢水防護区画内で発生する溢水に対して

は，床ドレン，貫通部及び扉から他区画への流出は想定

しない（床ファンネル，機器ハッチ，開口扉等のように

定量的に他区画への流出を確認できる場合は除く。）保

守的な条件で溢水経路を設定し，溢水防護区画内の溢水

水位を算出する。 

溢水防護区画外で発生する溢水に対しては，床ドレ

ン，開口部，貫通部及び扉を通じた溢水防護区画内への

流入が最も多くなるよう（流入防止対策が施されている

場合は除く。）保守的な条件で溢水経路を設定し，溢水

防護区画内の溢水水位を算出する。 

なお，上層階から下層階への伝播に関しては，全量が

伝播するものとする。 

溢水経路を構成する壁，扉，堰，床段差等は，基準地

震動による地震力等の溢水の要因となる事象に伴い生じ

る荷重や環境に対し，必要な健全性を維持できるととも

に，保守管理及び水密扉閉止等の運用を適切に実施する

ことにより溢水の伝播を防止できるものとする。 

また，貫通部に実施した流出及び流入防止対策も同様

に，基準地震動による地震力等の溢水の要因となる事象

に伴い生じる荷重や環境に対し，必要な健全性を維持で

きるとともに，保守管理を適切に実施することにより溢

水の伝播を防止できるものとする。 

なお，火災により貫通部の止水機能が損なわれる場合

には，当該貫通部からの消火水の流入を考慮する。消火

 防護すべき設備を内包するエリア外で発生を想定す

る溢水である循環水配管等の破損による溢水及び建屋

外で発生を想定する溢水である屋外タンクで発生を想

定する溢水等の影響を評価し，防護すべき設備を内包

するエリア内及び建屋内へ溢水が流入し伝播しない設

計とする。 

 具体的には，止水性を維持する水密扉，床ドレンラ

イン浸水防止治具の設置及び貫通部止水処置を実施

し，溢水の伝播を防止する設計とする。 

 循環水配管の破損による溢水量低減については，循

環水配管の破損箇所からの溢水を早期に自動検知し，

自動隔離を行うために，循環水系隔離システム（漏え

い検出器，復水器水室出入口弁及び漏えい検出制御

盤）により，隔離信号発信後 で復水器水室出入

口弁を自動閉止する設計とする。 

 タービン補機冷却海水配管の破損による溢水量の低

減については，タービン補機冷却海水配管の破損箇所

からの溢水を早期に自動検知し，自動隔離を行うため

に，タービン補機冷却海水系隔離システム（漏えい検

出器，タービン補機冷却海水ポンプ吐出弁及び漏えい

検出制御盤）により，隔離信号発信後 でタービ

ン補機冷却海水ポンプ吐出弁を自動閉止する設計とす

る。 

また，地下水に対しては，6号機地下水排水設備の

停止により建屋周囲の水位が周辺の地下水位まで上昇
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活動により区画の扉を開放する場合は，開放した扉から

の消火水の伝播を考慮する。 

することを想定し，建屋外周部における壁，扉，堰等

により溢水防護区画を内包する建屋内への流入を防止

するとともに，地震による建屋外周部からの地下水の

流入の可能性を安全側に考慮しても，防護すべき設備

が要求される機能を損なわない設計とする。さらに，

耐震性を有する 6号機地下水排水設備（サブドレンポ

ンプ，排水配管等）（原子炉冷却系統施設の設備を浸

水防護施設の設備として兼用（以下同じ。））により地

下水の水位上昇を抑制し，溢水防護区画を内包する建

屋内へ伝播しない設計とする。なお，7号機地下水排

水設備（原子炉冷却系統施設の設備を浸水防護施設の

設備として兼用）の一部（サブドレンピット，集水

管，サブドレン管）を，6号機共用設備として設置す

る設計とする。 

止水性を維持する浸水防護施設については，試験又

は机上評価にて止水性を確認する設計とする。 

 1.7.4  溢水防護対象設備を防護するための設計方針 

1.7.4.1  没水の影響に対する評価及び防護設計方針 

1.7.4.1.1  没水の影響に対する評価方針 

2.5 防護すべき設備を内包する建屋内及びエリア内で

発生する溢水に関する溢水評価及び防護設計方針 

2.5.1 没水の影響に対する評価及び防護設計方針 

  

ロ(3)(ⅰ)a.(d)-⑧溢水防護対象設備の機能喪失高さ（溢

水の影響を受けて，溢水防護対象設備の安全機能を損な

うおそれがある高さ） 

「1.7.2 溢水源及び溢水量を設定するための方針」

にて設定した溢水源から発生する溢水量と「1.7.3 溢

水防護区画及び溢水経路を設定するための方針」にて設

定した溢水防護区画及び溢水経路から算出した溢水水位

に対し，溢水防護対象設備が安全機能を損なうおそれが

ないことを評価する。 

 具体的には，以下に示す要求のいずれかを満足してい

れば溢水防護対象設備が安全機能を損なうおそれはな

い。 

 

a. 発生した溢水による水位が，溢水の影響を受けて溢

水防護対象設備の安全機能を損なうおそれがある高さ

（以下 1．では「機能喪失高さ」という。）を上回らな

いこと。このとき，溢水による水位の算出に当たって

は，流入状態，溢水源からの距離，溢水の滞留した領域

を人員が移動すること等による一時的な水位変動を考慮

し，保有水量や伝播経路の設定において十分な保守性を

確保するとともに，人員のアクセスルートにおいて発生

ロ(3)(ⅰ)a.(d)-⑧発生を想定する溢水量，溢水防護

区画及び溢水経路から算出される溢水水位と防護すべ

き設備が要求される機能を損なうおそれがある高さ

（以下「機能喪失高さ」という。）を評価し，防護す

べき設備が要求される機能を損なうおそれがない設計

とする。 

また，溢水の流入状態，溢水源からの距離，人員の

アクセス等による一時的な水位変動を考慮し，機能喪

失高さは，溢水による水位に対して裕度を確保する設

計とする。 

没水の影響により，防護すべき設備が溢水による水

位に対し機能喪失高さを確保できないおそれがある場

合は，溢水水位を上回る高さまで，溢水により発生す

る水圧に対して止水性（以下「止水性」という。）を

維持する壁，水密扉（「6号機設備」，「7号機設備，

6,7 号機共用」），止水堰（「6号機設備」，「5,6,7

号機共用」），床ドレンライン浸水防止治具（「6号

機設備」，「7号機設備，6,7 号機共用」）及び貫通部

設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)a.(d)-⑧は，設置変更許

可申請書（本文（五号））の

ロ(3)(ⅰ)a.(d)-⑧を全て含

んでおり，整合している。 
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した溢水による水位に対して 50mm 以上の裕度が確保さ

れていること。さらに，溢水防護区画への資機材の持ち

込み等による床面積への影響を考慮すること。 

機能喪失高さについては，溢水防護対象設備の各付属品

の設置状況も踏まえ，没水によって安全機能を損なうお

それのある最低の高さを設定する。 

溢水防護対象設備の機能喪失高さ設定における考え方の

例を第 1.7－2表に示す。 

b. 溢水防護対象設備が多重性又は多様性を有してお

り，各々が同時に溢水の影響を受けないような別区画に

設置され，同時に安全機能を損なうことのないこと。 

その際，溢水の影響により原子炉に外乱が及び，かつ，

安全保護系，原子炉停止系の作動を要求される場合に

は，その溢水の影響を考慮した上で，「発電用軽水型原

子炉施設の安全評価に関する審査指針」に基づき必要な

機器の単一故障を考慮し，発生が予想される運転時の異

常な過渡変化又は設計基準事故について安全解析を行う

こと。 

止水処置（「6号機設備」，「6,7 号機共用」，「7号

機設備，6,7 号機共用」）により溢水伝播を防止する

ための対策を実施する。 

止水性を維持する浸水防護施設については，試験又

は構造健全性評価にて止水性を確認する設計とする。 

 1.7.4.1.2  没水の影響に対する防護設計方針 

(1) 溢水源又は溢水経路に対する対策 

2.4 溢水防護区画及び溢水経路の設定   

及び溢水防護区画をロ(3)(ⅰ)a.(d)-⑨構成する壁，扉，

堰，設備等の設置状況を踏まえ，評価条件を設定する。 

b. 溢水防護区画外の溢水に対して，壁，扉，堰等によ

る流入防止対策を図り溢水の流入を防止する設計とす

る。 

流入防止対策として設置する壁，扉，堰等は，溢水に

より発生する水位や水圧に対して流入防止機能が維持で

きるとともに，基準地震動による地震力等の溢水の要因

となる事象に伴い生じる荷重や環境に対して必要な当該

機能が損なわれない設計とする。 

溢水影響を評価するために，溢水防護区画及び溢水

経路を設定する。 

溢水防護区画は，ロ(3)(ⅰ)a.(d)-⑨防護すべき設備

が設置されている全ての区画並びに中央制御室及び現

場操作が必要な設備へのアクセス通路とし，壁，扉，

堰，床段差等，又はそれらの組み合わせによって他の

区画と分離される区画として設定する。 

溢水経路は，溢水防護区画内外で発生を想定する溢

水に対して，当該区画内の溢水水位が最も高くなるよ

うに設定する。 

溢水経路を構成する水密扉（「6号機設備」，「7号

機設備，6,7 号機共用」）に関しては，扉の閉止運用

を保安規定に定めて管理する。 

また，消火活動により区画の扉を開放する場合は，

開放した扉からの消火水の伝播を考慮した溢水経路と

する。 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)a.(d)-⑨は，設置変更許

可申請書（本文（五号））の

ロ(3)(ⅰ)a.(d)-⑨を具体的

に記載しており，整合してい

る。 
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なお，溢水の影響がない大湊側高台については，区

画の設定を行わない。 

 1.7.3  溢水防護区画及び溢水経路を設定するための方

針 

(2) 溢水経路の設定 

＜中略＞ 

2.4 溢水防護区画及び溢水経路の設定 

＜中略＞ 

  

 ロ(3)(ⅰ)a.(d)-⑩a 溢水評価において，溢水影響を軽

減するための壁，扉，堰等の浸水防護設備，床ドレンライ

ン及び防護カバー等の設備については，必要により保守

点検やロ(3)(ⅰ)a.(d)-⑪水密扉閉止等の運用を適切に

実施することにより，溢水防護対象設備が安全機能を損

なわない設計とする。  

溢水経路を構成する壁，扉，堰，床段差等は，基準地

震動による地震力等の溢水の要因となる事象に伴い生じ

る荷重や環境に対し，必要な健全性を維持できるととも

に，保守管理及び水密扉閉止等の運用を適切に実施する

ことにより溢水の伝播を防止できるものとする。 

ロ(3)(ⅰ)a.(d)-⑪溢水経路を構成する水密扉（「6

号機設備」，「7号機設備，6,7 号機共用」）に関して

は，扉の閉止運用を保安規定に定めて管理する。 

＜中略＞  

設置変更許可申請書(本文

（五号）)のロ(3)(ⅰ)a.(d)-

⑩は，保安規定にて対応す

る。 

  

  

  2.8 溢水防護上期待する浸水防護施設の構造強度設計   

  溢水防護区画及び溢水経路の設定並びに溢水評価に

おいて期待する浸水防護施設の構造強度設計は，以下

のとおり設計する。 

止水に期待する壁，水密扉（「6号機設備」，「7号

機設備，6,7 号機共用」），止水堰（「6号機設備」，

「5,6,7 号機共用」），床ドレンライン浸水防止治具

（「6号機設備」，「7号機設備，6,7 号機共用」）及

び貫通部止水処置（「6号機設備」，「6,7 号機共

用」，「7号機設備，6,7 号機共用」）のうち，地震に

起因する機器の破損等により生じる溢水（使用済燃料

貯蔵プール等のスロッシングにより生じる溢水を含

む。）から防護する設備については，基準地震動Ｓｓ

による地震力に対し，地震時及び地震後においても，

溢水伝播を防止する機能を損なうおそれがない設計と

する。溢水影響を評価するために想定する機器の破損

等により生じる溢水及び発電所内で生じる異常状態

（火災を含む。）の拡大防止のために設置される系統

からの放水による溢水から防護する設備については，

要求される荷重に対して溢水伝播を防止する機能を損

なうおそれがない設計とする。 

6 号機地下水排水設備については，基準地震動Ｓｓ

による地震力に対し，地震時及び地震後においても，

地下水を処理し，溢水伝播を防止する機能を損なわな

い設計とする。 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)a.(d)-⑪は，設置変更許

可申請書（本文（五号））の

ロ(3)(ⅰ)a.(d)-⑪を具体的

に記載しており，整合してい

る。 
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排水に期待する床ドレン配管の設計については，発

生を想定する溢水に対する排水機能を損なうおそれが

ない設計とする。 

 1.7  溢水防護に関する基本方針 

＜中略＞ 

2.7 管理区域外への漏えい防止に関する溢水評価及び

防護設計方針 

  

 また，ロ(3)(ⅰ)a.(d)-⑫設計基準対象施設は，発電用

原子炉施設内の放射性物質を含む液体を内包する容器，

配管その他の設備（ポンプ，弁，使用済燃料プール，原子

炉ウェル，機器貯蔵ピット等を含む。）から放射性物質を

含む液体があふれ出たロ(3)(ⅰ)a.(d)-⑬場合において，

当該液体が管理区域外へ漏えいしない設計とする。 

また，放射性物質を含む液体を内包する容器，配管そ

の他の設備（ポンプ，弁，使用済燃料プール，原子炉ウ

ェル，機器貯蔵ピット等を含む。）から放射性物質を含

む液体の漏えいを想定する場合には，溢水が管理区域外

へ漏えいしないよう，建屋内の壁，扉，堰等により伝播

経路を制限する設計とする。 

ロ(3)(ⅰ)a.(d)-⑫放射性物質を含む液体を内包する

容器，配管その他の設備（ポンプ，弁，使用済燃料貯

蔵プール，原子炉ウェル，機器貯蔵ピット等を含む。）

からあふれ出る放射性物質を含む液体ロ(3)(ⅰ)a.(d)-

⑬の溢水量，溢水評価区画及び溢水経路により溢水水

位を評価し，放射性物質を含む液体が管理区域外に漏

えいすることを防止し伝播しない設計とする。なお，

地震時における放射性物質を含む液体の溢水量の算出

については，要求される地震力を用いて設定する。 

放射性物質を含む液体が管理区域外に伝播するおそ

れがある場合には，管理区域外への溢水伝播を防止す

るため，止水性を維持する止水堰（「6号機設備」，

「5,6,7 号機共用」）及び貫通部止水処置（「6号機設

備」，「6,7 号機共用」，「7号機設備，6,7 号機共

用」）等を設置する。 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)a.(d)-⑫は，設置変更許

可申請書（本文（五号））の

ロ(3)(ⅰ)a.(d)-⑫を全て含

んでおり，整合している。 

 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)a.(d)-⑬は，設置変更許

可申請書（本文（五号））の

ロ(3)(ⅰ)a.(d)-⑬を具体的

に記載しており，整合してい

る。 

  

 1.7.4 溢水防護対象設備を防護するための設計方針 

1.7.4.2 被水の影響に対する評価及び防護設計方針 

1.7.4.2.1 被水の影響に対する評価方針 

2.5 防護すべき設備を内包する建屋内及びエリア内で

発生する溢水に関する溢水評価及び防護設計方針 

2.5.2 被水の影響に対する評価及び防護設計方針 

  

 「1.7.2 溢水源及び溢水量を設定するための方針」

にて設定した溢水源からの直線軌道及び放物線軌道の飛

散による被水並びに天井面の開口部又は貫通部からの被

水の影響を受ける範囲内にある溢水防護対象設備が被水

により安全機能を損なうおそれがないことを評価する。 

具体的には，以下に示す要求のいずれかを満足してい

れば溢水防護対象設備が安全機能を損なうおそれはな

い。 

a. 溢水防護対象設備があらゆる方向からの水の飛まつ

によっても有害な影響を生じないよう，以下に示すいず

れかの保護構造を有していること。 

(a) 「JISC0920 電気機械器具の外郭による保護等級（IP

コード）」における第二特性数字 4以上相当の保護等級

を有すること。 

発生を想定する溢水源からの直線軌道及び放物線軌

道の飛散による被水及び天井面の開口部若しくは貫通

部からの被水が，防護すべき設備に与える影響を評価

し，防護すべき設備が要求される機能を損なうおそれ

がない設計とする。 

防護すべき設備のうち，浸水に対する保護構造を有

している設備は，評価された被水条件を考慮しても要

求される機能を損なうおそれがない設計とする。浸水

に対する保護構造を有していない設備は，機能を損な

うおそれがない配置，保護カバーによる要求される機

能を損なうおそれがない設計又は被水の影響が発生し

ないよう，水消火を行わない消火手段（固定式消火設

備等）を採用する等により，被水の影響が発生しない

設計とする。 
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(b) 実機での被水条件を考慮しても安全機能を損なわな

いことを被水試験等により確認した保護カバーやパッキ

ン等による被水防護措置がなされていること。 

 1.7.4.2.2  被水の影響に対する防護設計方針 

(1) 溢水源又は溢水経路に対する対策 

   

 d. 発電所内で生じる異常状態（火災を含む。）の拡大

防止のために設置される系統からの放水による溢水に対

しては，溢水防護対象設備が設置されている溢水防護区

画において固定式消火設備等の水消火を行わない消火手

段を採用することにより，被水の影響が発生しない設計

とする。 

また，水消火を行う場合には，水消火による被水の影

響を最小限にとどめるため，溢水防護対象設備に対して

不用意な放水を行わないことを消火活動における運用及

び留意事項として「火災防護計画」に定める。 

(2) 溢水防護対象設備に対する対策 

a. 「JISC0920 電気機械器具の外郭による保護等級（IP

コード）」における第二特性数字 4以上相当の保護等級

を有する機器への取替えを行う。 

b. 溢水防護対象設備に対し，実機での被水条件を考慮

しても安全機能を損なわないことを被水試験等により確

認した保護カバーやパッキン等による被水防護措置を行

う。 

   

 1.7.4.3  蒸気放出の影響に対する評価及び防護設計方

針 

1.7.4.3.1  蒸気放出の影響に対する評価方針 

2.5.3 蒸気の影響に対する評価及び防護設計方針   

 「1.7.2 溢水源及び溢水量を設定するための方針」

にて設定した溢水源からの漏えい蒸気の直接噴出及び拡

散による影響を受ける範囲内にある溢水防護対象設備が

蒸気放出の影響により安全機能を損なうおそれがないこ

とを評価する。 

＜中略＞ 

1.7.4.3.2  蒸気放出の影響に対する防護設計方針 

溢水防護対象設備が蒸気放出の影響により安全機能を

損なうおそれがある場合には，以下に示すいずれか又は

組み合わせの対策を行うことにより，溢水防護対象設備

が安全機能を損なわない設計とする。 

発生を想定する漏えい蒸気，区画間を拡散する漏え

い蒸気及び破損想定箇所近傍での漏えい蒸気の直接噴

出による影響について，設定した空調条件や解析区画

条件により防護すべき設備に与える影響を評価し，防

護すべき設備が要求される機能を損なうおそれがない

設計とする。 

また，漏えい蒸気による環境条件（温度，湿度及び

圧力）を想定した試験又は机上評価により，防護すべ

き設備が要求される機能を損なうおそれがない設計又

は配置とする。 
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(1) 溢水源又は溢水経路に対する対策 

a. 溢水防護区画外の蒸気放出に対して，壁，扉等によ

る流入防止対策を図り蒸気の流入を防止する設計とす

る。 

流入防止対策として設置する壁，扉等は，溢水により

発生する蒸気に対して流入防止機能が維持できるととも

に，基準地震動による地震力等の溢水の要因となる事象

に伴い生じる荷重や環境に対して必要な当該機能が損な

われない設計とする。 

(2) 溢水防護対象設備に対する対策 

a. 蒸気放出の影響に対して耐性を有しない溢水防護対

象設備については，蒸気曝露試験又は机上評価によって

蒸気放出の影響に対して耐性を有することが確認された

機器への取替えを行う。 

b. 溢水防護対象設備に対し，実機での蒸気条件を考慮

しても安全機能を損なわないことを蒸気曝露試験等によ

り確認した保護カバーやパッキン等による蒸気防護措置

を行う。 

漏えい蒸気の影響により，防護すべき設備が要求さ

れる機能を損なうおそれがある場合は，漏えい蒸気に

よる影響を緩和するための対策を実施する。 

具体的には，漏えい蒸気による機器への影響を考慮

した試験で性能を確認した保護カバーを設置し，蒸気

影響を緩和することにより防護すべき設備が要求され

る機能を損なうおそれがない設計とする。 

また，主蒸気管破断事故時等には，原子炉建屋内外

の差圧による燃料取替床ブローアウトパネル（設置枚

数 7枚，開放差圧 3.53kPa 以下）（原子炉格納施設の

設備を浸水防護施設の設備として兼用）及び主蒸気系

トンネル室ブローアウトパネル（設置枚数 22 枚，開放

差圧 2.65kPa 以下）（原子炉格納施設の設備を浸水防

護施設の設備として兼用）の開放により，溢水防護区

画内において蒸気影響を軽減する設計とする。 

 1.7.4.4 使用済燃料プールのスロッシング後の機能維

持に関する設計方針 

2.5.4 使用済燃料貯蔵プールのスロッシング後の機能

維持に関する溢水評価及び防護設計方針 

  

 基準地震動による地震力によって生じるスロッシング

現象を三次元流動解析により評価し，使用済燃料プール

外へ漏えいする水量を考慮する。その際，使用済燃料プ

ールの初期水位は，スキマサージタンクへのオーバーフ

ロー水位として評価する。算出した溢水量からスロッシ

ング後の使用済燃料プールの水位低下を考慮しても，使

用済燃料プールの冷却機能及び使用済燃料プールへの給

水機能が確保されるため，それらを用いることにより適

切な水温（水温 65℃以下）及び遮蔽水位（オーバーフロ

ー水位付近）を維持できる設計とする。 

使用済燃料貯蔵プールのスロッシングによる溢水量

の算出に当たっては，基準地震動Ｓｓによる地震力に

よって生じるスロッシング現象を三次元流動解析によ

り評価し，使用済燃料貯蔵プール外へ漏えいする水量

を考慮する。その際，使用済燃料貯蔵プールの初期水

位は，スキマサージタンクへのオーバーフロー水位と

して評価する。算出した溢水量からスロッシング後の

使用済燃料貯蔵プールの水位低下を考慮しても，使用

済燃料貯蔵プールの燃料プール冷却機能及び燃料プー

ルへの給水機能を確保し，それらを用いることにより

適切な水温及び遮蔽水位を維持できる設計とする。 
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(e) 誤操作の防止 1.10 発電用原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の

方針 

1.10.2 発電用原子炉設置変更許可申請（平成 25年 9

月 27 日申請）に係る実用発電用原子炉及びその附属施

設の位置，構造及び設備の基準に関する規則への適合 

（誤操作の防止） 

第十条  

適合のための設計方針 

1 について 

【計測制御系統施設】 

（要目表） 

発電用原子炉の運転を管理するための制御装置 

2 中央制御室機能及び中央制御室外原子炉停止機能 

1. 中央制御室機能 

1.2 中央制御室制御盤等 

＜中略＞ 

 
  

 設計基準対象施設は，プラントの安全上重要な機能に

支障をきたすおそれがある機器・弁等に対して，色分け

や銘板取り付け等の識別管理や人間工学的な操作性も考

慮した監視操作エリア・設備の配置，中央監視操作の盤

面配置，理解しやすい表示方法とするとともに施錠管理

を行い，ロ(3)(ⅰ)a.(e)-①運転員等の誤操作を防止する

設計とする。 

 設計基準対象施設は，プラントの安全上重要な機能に

支障をきたすおそれがある機器・弁等に対して，色分け

や銘板の取り付けなどの識別管理や人間工学的な操作性

も考慮した監視操作エリア・設備の配置，中央監視操作

の盤面配置，理解しやすい表示方法とするとともに施錠

管理を行い，運転員等の誤操作を防止する設計とする。 

 また，保守点検において誤りが生じにくいよう留意し

た設計とする。 

運転時の異常な過渡変化及び設計基準事故発生後，あ

る時間までは，運転員の操作を期待しなくても必要な安

全機能が確保される設計とする。 

また，発電用原子炉設置変更許可申請（平成 25年 9

月 27 日申請）に係る設計基準対象追加設備についても

誤操作を防止する設計とする。 

設計基準対象施設は，プラントの安全上重要な機能

に支障をきたすおそれがある機器・弁等に対して，色

分けや銘板取付け等の識別管理や人間工学的な操作性

も考慮した監視操作エリア・設備の配置，中央監視操

作の盤面配置，理解しやすい表示方法により発電用原

子炉施設の状態が正確，かつ迅速に把握できる設計と

するとともに施錠管理を行い，ロ(3)(ⅰ)a.(e)-①運転

員の誤操作を防止する設計とする。 

また，保守点検において誤りが生じにくいよう留意

した設計とする。 

中央制御室制御盤は，表示装置（CRT 及びフラット

ディスプレイ）及び操作器を系統ごとにグループ化し

て主盤又は大型表示盤に集約し，操作器のコード化

（色，形状，大きさ等の視覚的要素での識別），並び

に，表示装置の操作方法に統一性を持たせ，大型表示

盤により運転員同士の情報共有及びプラント設備全体

の情報把握を行うことで，通常運転，運転時の異常な

過渡変化及び設計基準事故時において運転員の誤操作

を防止するとともに，容易に操作ができる設計とす

る。 

＜中略＞ 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)a.(e)-①は，設置変更許

可申請書（本文（五号））のロ

(3)(ⅰ)a.(e)-①を詳細設計

した結果であり，整合してい

る。  

  

 6. 計測制御系統施設 1. 中央制御室機能   
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6.10 制御室 

6.10.1 通常運転時等 

6.10.1.4 主要設備 

6.10.1.4.1 中央制御室 

＜中略＞ 

（地震） 

  

 また，中央制御室は耐震性を有するコントロール建屋

内に設置し， 

中央制御室及び制御盤は，耐震性を有するコントロー

ル建屋内に設置し，基準地震動による地震力に対し必要

となる機能が喪失しない設計とする。また，制御盤は床

等に固定することにより，地震発生時においても運転操

作に影響を与えない設計とする。さらに，制御盤に手摺

を設置するとともに天井照明設備には落下防止措置を講

じることにより，地震発生時における運転員の安全確保

及び制御盤上の操作器への誤接触を防止できる設計とす

る。 

 中央制御室（「7号機設備，6,7 号機共用」（以下同

じ。））は以下の機能を有する。 

 中央制御室は耐震性を有するコントロール建屋内に

設置し，基準地震動Ｓｓによる地震力に対して機能を

喪失しない設計とするとともに，発電用原子炉の事故

対策に必要な各種指示計，反応度制御系統及び原子炉

停止系統に係る設備，発電用原子炉を安全に停止する

ために必要な安全保護系及び工学的安全施設関係の操

作盤は，中央制御室に集中して設ける設計とする。 

＜中略＞ 

    

  1.5 居住性の確保   

放射線防護措置（遮蔽及びロ(3)(ⅰ)a.(e)-②換気空調設

備の再循環運転の実施），ロ(3)(ⅰ)a.(e)-③火災防護措

置（感知・消火設備の設置），ロ(3)(ⅰ)a.(e)-④照明用

電源の確保措置を講じ， 

  中央制御室及びこれに連絡する通路並びに運転員そ

の他の従事者が中央制御室に出入りするための区域

は，原子炉冷却系統に係る発電用原子炉施設の損壊又

は故障その他の異常が発生した場合に，中央制御室の

気密性，遮蔽その他適切な放射線防護措置，気体状の

放射性物質並びに火災等により発生する燃焼ガスやば

い煙，有毒ガス及び降下火砕物に対する換気設備の隔

離その他の適切な防護措置を講じることにより，発電

用原子炉の運転の停止その他の発電用原子炉施設の安

全性を確保するための措置をとるための機能を有する

とともに連絡する通路及び出入りするための区域は従

事者が支障なく中央制御室に入ることができるよう，

複数のルートを有する設計とする。 

＜中略＞ 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)a.(e)-②は，設置変更許

可申請書（本文（五号））の

ロ(3)(ⅰ)a.(e)-②を具体的

に記載しており，整合してい

る。 

 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)a.(e)-③a～ロ(3)(ⅰ) 

a.(e)-③c は，設置変更許可

申請書（本文（五号））のロ

(3)(ⅰ)a.(e)-③を具体的に

記載しており，整合してい

る。 

 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)a.(e)-④は，設置変更許

可申請書（本文（五号））の

ロ(3)(ⅰ)a.(e)-④を具体的
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に記載しており，整合してい

る。 

  【放射線管理施設】 

（基本設計方針） 

第 2章 個別項目 

2. 換気設備，生体遮蔽装置 

2.2 換気設備 

2.2.1 中央制御室換気空調系 

  

  ロ(3)(ⅰ)a.(e)-②中央制御室の換気及び冷暖房は，

中央制御室送風機（6,7 号機共用），中央制御室排風

機（6,7 号機共用），中央制御室再循環フィルタ装置

（「6,7 号機共用」（以下同じ。）），中央制御室再

循環送風機（「6,7 号機共用」（以下同じ。））等か

ら構成する中央制御室換気空調系により行う。 

中央制御室外の火災等により発生する燃焼ガスやば

い煙，有毒ガス及び降下火砕物に対し，中央制御室換

気空調系の外気取入れを手動で遮断し，再循環方式に

切り替えることが可能な設計とする。 

＜中略＞ 

  

  【火災防護設備】 

（基本設計方針） 

第 2章 個別項目 

1. 火災防護設備の基本設計方針 

1.2 火災の感知及び消火 

1.2.1 火災感知設備 

  

  ロ(3)(ⅰ)a.(e)-③a 火災感知設備の火災感知器は，

火災区域又は火災区画における放射線，取付面高さ，

温度，湿度，空気流等の環境条件，予想される火災の

性質を考慮し，火災感知器を設置する火災区域又は火

災区画の火災防護上重要な機器等及び重大事故等対処

施設の種類に応じ，火災を早期に感知できるよう，固

有の信号を発するアナログ式の煙感知器（「6号機設

備」，「7号機設備，6,7 号機共用，6号機に設置」，

「7号機設備，6,7 号機共用，5号機に設置」（以下同

じ。）），アナログ式の熱感知器（「6号機設備」，

「7号機設備，6,7 号機共用，6号機に設置」，「7号

機設備，6,7 号機共用，5号機に設置」（以下同
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じ。）），又は炎が発する赤外線又は紫外線を感知す

るため炎が生じた時点で感知することができ火災の早

期感知に優位性がある非アナログ式の炎感知器（「6

号機設備」，「7号機設備，6,7 号機共用」，「7号機

設備，6,7 号機共用，6号機に設置」，「7号機設備，

6,7 号機共用，5号機に設置」（以下同じ。））から，

異なる種類の火災感知器を組み合わせて設置する設計

とする。 

＜中略＞ 

ロ(3)(ⅰ)a.(e)-③b 火災感知設備のうち火災受信機

盤（「6号機設備」，「7号機設備，6,7 号機共用」，

「7号機設備，6,7 号機共用，5号機に設置」（以下同

じ。））は中央制御室等に設置し，火災感知設備の作

動状況を常時監視できる設計とする。また，火災受信

機盤は，構成されるアナログ式の受信機により作動し

た火災感知器を 1つずつ特定できる設計とする。 

＜中略＞ 

  1.2.2 消火設備 

火災防護上重要な機器等及び重大事故等対処施設を

設置する火災区域又は火災区画のロ(3)(ⅰ)a.(e)-③c

消火設備は，破損，誤作動又は誤操作が起きた場合に

おいても，原子炉を安全に停止させるための機能又は

重大事故等に対処するために必要な機能を有する電気

及び機械設備に影響を与えない設計とし，火災発生時

の煙の充満又は放射線の影響により消火活動が困難と

なるところは，自動起動又は中央制御室からの手動起

動による固定式消火設備である二酸化炭素消火設備，

小空間固定式消火設備（「6号機設備」，「7号機設備

，6,7号機共用，6号機に設置」（以下同じ。）），SLC

ポンプ・CRDポンプ局所消火設備，電源盤・制御盤消火

設備，ケーブルトレイ消火設備又は5号機原子炉建屋内

緊急時対策所消火設備（「7号機設備，6,7号機共用，5

号機に設置」（以下同じ。））を設置して消火を行う

設計とする。 

火災発生時の煙の充満又は放射線の影響により消火

活動が困難とならないところは，消火器（「6号機設備

」，「7号機設備，6,7号機共用」，「7号機設備，6,7
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号機共用，6号機に設置」，「7号機設備，6,7号機共用

，5号機に設置」（以下同じ。）），移動式消火設備（

「7号機設備，6,7号機共用」（以下同じ。））又は消

火栓（「6号機設備」，「7号機設備，6,7号機共用」，

「7号機設備，6,7号機共用，6号機に設置」，「7号機

設備，6,7号機共用，5号機に設置」（以下同じ。））

により消火を行う設計とする。 

＜中略＞ 

  【原子炉冷却系統施設（蒸気タービンを除く。）】 

（基本設計方針） 

第 1章 共通項目 

6. その他 

6.3 安全避難通路等 

＜中略＞ 

  

   ロ(3)(ⅰ)a.(e)-④設計基準事故が発生した場合に用

いる作業用照明として，非常用照明，直流非常灯及び

蓄電池内蔵型照明を設置する設計とする。 

 非常用照明は非常用低圧母線，直流非常灯は非常用

直流電源設備に接続し，非常用ディーゼル発電設備か

らも電力を供給できる設計とするとともに，蓄電池内

蔵型照明は共通用低圧母線等に接続し，内蔵蓄電池を

備える設計とする。 

 直流非常灯及び蓄電池内蔵型照明は，全交流動力電

源喪失時から重大事故等に対処するために必要な電力

の供給が常設代替交流電源設備から開始されるまでの

間，点灯可能な設計とする。 

 設計基準事故が発生した場合に用いる可搬型の作業

用照明として，乾電池内蔵型照明（ヘッドライト）（ 

「7号機設備，6,7 号機共用，5号機及び 7号機に保

管」（以下同じ。））を配備する。 

乾電池内蔵型照明（ヘッドライト）は全交流動力電

源喪失時に作業場所までの移動に必要な照明を確保で

きるよう内蔵電池を備える設計とし，初動操作に対応

する運転員が常時滞在している中央制御室に配備す

る。 

＜中略＞ 
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 6.10.1.2 設計方針 【計測制御系統施設】 

（要目表） 

発電用原子炉の運転を管理するための制御装置 

2 中央制御室機能及び中央制御室外原子炉停止機能 

1. 中央制御室機能 

1.2 中央制御室制御盤等 

＜中略＞ 

  

ロ(3)(ⅰ)a.(e)-⑤環境条件を想定しても，運転員が運転

時の異常な過渡変化及び設計基準事故に対応するための

設備を容易に操作することができる設計とするととも

に，現場操作についても同様な環境条件を想定しても，

設備を容易に操作することができる設計とする。 

(1) 発電用原子炉施設の主要な計測及び制御装置は，中

央制御室に配置し，集中的に監視及び制御が行えるよう

にする。また，制御盤は誤操作，誤判断を防止でき，か

つ，操作が容易に行えるよう人間工学的な観点からの考

慮を行う設計とする。また，中央制御室にて同時にもた

らされる環境条件（地震，内部火災，内部溢水，外部電

源喪失，ばい煙や有毒ガス，降下火砕物による操作雰囲

気の悪化及び低温）を想定しても安全施設を容易に操作

することができる設計とする。 

 

  

 ロ(3)(ⅰ)a.(e)-⑤当該操作が必要となる理由となっ

た事象が有意な可能性をもって同時にもたらされる環

境条件及び発電用原子炉施設で有意な可能性をもって

同時にもたらされる環境条件（地震，内部火災，内部

溢水，外部電源喪失並びに燃焼ガスやばい煙，有毒ガ

ス，降下火砕物及び低温による操作雰囲気の悪化）を

想定しても，運転員が運転時の異常な過渡変化及び設

計基準事故に対応するための設備を中央制御室におい

て操作に必要な照明の確保等により容易に操作するこ

とができる設計とするとともに，現場操作についても

運転時の異常な過渡変化及び設計基準事故時に操作が

必要な箇所は環境条件を想定し，適切な対応を行うこ 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)a.(e)-⑤は，設置変更許

可申請書（本文（五号））の

ロ(3)(ⅰ)a.(e)-⑤を具体的

に記載しており，整合してい

る。  

  

  
 

とにより容易に操作することができる設計とする。 

＜中略＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 
  

 



 

                                                                    ロ-219 
 

K
6
 
①
 Ⅵ

-
1-
1
-
1-
1
 
R0
 

 

設置変更許可申請書（本文（五号）） 設置変更許可申請書（添付書類八） 該当事項 設計及び工事の計画 該当事項 整合性 備考 

(f) 安全避難通路等 10. その他発電用原子炉の附属施設 

10.11 安全避難通路等 

10.11.2  設計方針 

【原子炉冷却系統施設（蒸気タービンを除く。）】 

（基本設計方針） 

第 1章 共通項目 

6. その他 

6.3 安全避難通路等 

 
  

 発電用原子炉施設には，その位置を明確かつ恒久的に

表示することにより容易に識別できる安全避難通路及び

照明用の電源が喪失した場合においても機能を損なわな

い避難用照明をロ(3)(ⅰ)a.(f)-①設ける。  

 安全避難通路には，その位置を明確かつ恒久的に表示

することにより，容易に識別できるように避難用照明を

設置する。また，避難用照明は，照明用の電源が喪失し

た場合においても機能を損なうおそれがないようにす

る。 

＜中略＞ 

発電用原子炉施設には，その位置を明確かつ恒久的

に表示することにより容易に識別できる安全避難通路

（「6号機設備」，「6,7 号機共用」，「6号機設備，5号機

に設置」，「7号機設備，6,7 号機共用，6号機に設

置」，「7号機設備，6,7 号機共用，5号機に設置」（以

下同じ。））及び照明用の電源が喪失した場合において

も機能を損なわない避難用照明として，蓄電池を内蔵

した非常灯（「6号機設備」，「6,7 号機共用」，「7号機

設備，6,7 号機共用，6号機に設置」，「7号機設備，

6,7 号機共用，5号機に設置」（以下同じ。））及び誘導

灯（「6号機設備」，「6,7 号機共用」，「6号機設備，5号

機に設置」，「7号機設備，6,7 号機共用，6号機に設

置」，「7号機設備，6,7 号機共用，5号機に設置」（以

下同じ。））をロ(3)(ⅰ)a.(f)-①設置し，安全に避難で

きる設計とする。 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)a.(f)-①は，設置変更許

可申請書（本文（五号））の

ロ(3)(ⅰ)a.(f)-①と同義で

あり，整合している。 

  

 10.11.1  概要 

＜中略＞ 

   

設計基準事故が発生した場合に用いる照明として，非

常用照明，直流非常灯及び蓄電池内蔵型照明を設置する。 

非常用照明は非常用低圧母線，直流非常灯は非常用直

流電源設備に接続し，ロ(3)(ⅰ)a.(f)-②非常用ディーゼ

ル発電機からも電力を供給できる設計とするとともに，

蓄電池内蔵型照明は共通用低圧母線等に接続し，内蔵蓄

電池を備える設計とする。  

設計基準事故が発生した場合に用いる照明として，非

常用照明，直流非常灯及び蓄電池内蔵型照明を設置す

る。非常用照明は非常用低圧母線，直流非常灯は非常用

直流電源設備に接続し，非常用ディーゼル発電機からも

電力を供給できる設計とするとともに，蓄電池内蔵型照

明は共通用低圧母線等に接続し，内蔵蓄電池を備える設

計とする。  

設計基準事故が発生した場合に用いる作業用照明と

して，非常用照明，直流非常灯及び蓄電池内蔵型照明を

設置する設計とする。 

非常用照明は非常用低圧母線，直流非常灯は非常用直

流電源設備に接続し，ロ(3)(ⅰ)a.(f)-②非常用ディー

ゼル発電設備からも電力を供給できる設計とするとと

もに，蓄電池内蔵型照明は共通用低圧母線等に接続し，

内蔵蓄電池を備える設計とする。 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)a.(f)-②は，設置変更許

可申請書（本文（五号））の

ロ(3)(ⅰ)a.(f)-②を全て含

んでおり，整合している。 

  

  

また，作業場所までの移動ロ(3)(ⅰ)a.(f)-③等に必要

な照明として内蔵電池を備えるロ(3)(ⅰ)a.(f)-④可搬

型照明を配備する。 

また，作業場所までの移動等に必要な照明として内蔵

電池を備える可搬型照明を配備する。 

 設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)a.(f)-③は，設置変更許

可申請書（本文（五号））の

ロ(3)(ⅰ)a.(f)-③を具体的

に記載しており，整合してい

る。 
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 10.11.3  主要設備 

10.11.3.1  照明設備 

＜中略＞ 

   

   直流非常灯は，全交流動力電源喪失時から重大事故等

に対処するために必要な電力の供給が常設代替交流電源

設備から開始されるまでの間，点灯可能なように非常用

直流電源設備からの電力を供給できる設計とする。非常

用直流電源設備は非常用低圧母線からの給電により充電

状態で待機する設計とする。 

 蓄電池内蔵型照明は，全交流動力電源喪失時から重大

事故等に対処するために必要な電力の供給が常設代替交

流電源設備から開始されるまでの間，点灯可能なように

内蔵蓄電池からの電力を供給できる設計とする。蓄電池

内蔵型照明の内蔵蓄電池は共通用低圧母線等からの給電

により充電状態で待機する設計とする。 

 可搬型照明は，内蔵電池にて点灯可能な設計とし，全

交流動力電源喪失時に非常用電気品室等までの移動，非

常用ガス処理系配管補修時及び 5号炉東側保管場所に設

置する 5号炉原子炉建屋内緊急時対策所用可搬型電源設

備からの受電時に必要な照度を確保できる設計とする。 

 可搬型照明は，以下のとおりに配備する。 

(1) 中央制御室から非常用電気品室等に向かうまでに必

要となる時間（事象発生から約 10分）までに十分準備

可能なように初動操作に対応する運転員が常時滞在して

いる中央制御室に配備する。 

(2) 非常用ガス処理系配管補修時，狭隘箇所の照度を確

保するために，現場復旧要員が持参し，作業開始前に準

備可能なように大湊側高台保管場所に配備する。 

(3) 夜間の 5号炉原子炉建屋内緊急時対策所用可搬型電

源設備からの受電時，照度を確保するために，5号炉原

子炉建屋内緊急時対策所用可搬型電源設備起動対応の要

員が持参し，作業開始前に準備可能なように 5号炉定検

事務室等に配備する。 

 直流非常灯及び蓄電池内蔵型照明は，全交流動力電

源喪失時から重大事故等に対処するために必要な電力

の供給が常設代替交流電源設備から開始されるまでの

間，点灯可能な設計とする。 

設計基準事故が発生した場合に用いる可搬型の作業

用照明として，ロ(3)(ⅰ)a.(f)-④乾電池内蔵型照明

（ヘッドライト）（「7号機設備，6,7 号機共用，5号

機及び 7号機に保管」（以下同じ。））を配備する。 

乾電池内蔵型照明（ヘッドライト）は全交流動力電

源喪失時に作業場所までの移動に必要な照明を確保で

きるよう内蔵電池を備える設計とし，初動操作に対応

する運転員が常時滞在している中央制御室に配備す

る。 

乾電池内蔵型照明（ヘッドライト）はロ(3)(ⅰ)a. 

(f)-③非常用ガス処理系配管補修時，狭隘箇所の照度

を確保できるよう内蔵電池を備える設計とし，現場復

旧要員が持参し，作業開始前に準備可能なように 5号

機サービス建屋及び大湊高台宿直棟に配備する。 

乾電池内蔵型照明（ヘッドライト）は夜間の 5号機

原子炉建屋内緊急時対策所用可搬型電源設備における

照度を確保できるよう内蔵電池を備える設計とし，5

号機原子炉建屋内緊急時対策所用可搬型電源設備起動

対応の要員が持参し，作業開始前に準備可能なように

5号機サービス建屋及び大湊高台宿直棟に配備する。 

 

 

 

 

 

 

 

  

設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)a.(f)-④は，設置変更許

可申請書（本文（五号））の

ロ(3)(ⅰ)a.(f)-④と同義で

あり，整合している。 
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(g) 安全施設 1. 安全設計 

1.1  安全設計の方針 

1.1.1  安全設計の基本方針 

1.1.1.7  多重性又は多様性及び独立性 

5. 設備に対する要求 

5.1 安全設備，設計基準対象施設及び重大事故等対処

設備 

5.1.2 多様性，位置的分散等 

(1) 多重性又は多様性及び独立性 

 
  

(g-1) ロ(3)(ⅰ)a.(g-1)-①安全施設は，その安全機能の

重要度に応じて，十分高い信頼性を確保し，かつ，維持し

得る設計とする。このうち，安全機能の重要度が特に高

い安全機能を有する系統は，原則，多重性又は多様性及

び独立性を備える設計とするとともに， 

 安全施設は，その安全機能の重要度に応じて，十分高

い信頼性を確保し，かつ維持し得る設計とする。このう

ち，重要度が特に高い安全機能を有する系統は，原則，

多重性又は多様性及び独立性を備える設計とするととも

に，当該系統を構成する機器の単一故障が生じた場合で

あって，外部電源が利用できない場合においても，その

系統の安全機能を達成できる設計とする。 

 

ロ(3)(ⅰ)a.(g-1)-①設置許可基準規則第 12条第 2

項に規定される「安全機能を有する系統のうち，安全

機能の重要度が特に高い安全機能を有するもの」は，

当該系統を構成する機器に「(2) 単一故障」にて記載

する単一故障が発生した場合であって，外部電源が利

用できない場合においても，その系統の安全機能を達

成できるよう，十分高い信頼性を確保し，かつ，維持

し得る設計とし，原則，多重性又は多様性及び独立性

を備える設計とする。 

＜中略＞ 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)a.(g-1)-①は，設置変更

許可申請書（本文（五号））

のロ(3)(ⅰ)a.(g-1)-①と同

義であり，整合している。 

  

 1.1.1.8  単一故障 

(1) 設計方針 

(2) 単一故障   

当該系統を構成する機器に短期間では動的機器の単一故

障，長期間では動的機器の単一故障若しくは想定される

静的機器の単一故障のいずれかが生じた場合であって，

外部電源が利用できない場合においても，その系統の安

全機能を達成できる設計とする。 

安全施設のうち，重要度が特に高い安全機能を有する

系統は，当該系統を構成する機器に短期間では動的機器

の単一故障が生じた場合，長期間では動的機器の単一故

障若しくは想定される静的機器の単一故障のいずれかが

生じた場合であって，外部電源が利用できない場合にお

いても，その系統の安全機能を達成できる設計とする。 

＜中略＞ 

安全機能を有する系統のうち，安全機能の重要度が特

に高い安全機能を有するものは，当該系統を構成する機

器に短期間では動的機器の単一故障，長期間では動的機

器の単一故障若しくは想定される静的機器の単一故障

のいずれかが生じた場合であって，外部電源が利用でき

ない場合においても，その系統の安全機能を達成できる

設計とする。 

短期間と長期間の境界は24時間とする。 

    

 1.10 発電用原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の

方針 

1.10.2 発電用原子炉設置変更許可申請（平成 25年 9

月 27 日申請）に係る実用発電用原子炉及びその附属施

設の位置，構造及び設備の基準に関する規則への適合 

（安全施設） 

第十二条  

適合のための設計方針 

2 について 

＜中略＞ 

   



 

                                                                    ロ-222 
 

K
6
 
①
 Ⅵ
-
1-
1
-
1-
1
 
R0
 

設置変更許可申請書（本文（五号）） 設置変更許可申請書（添付書類八） 該当事項 設計及び工事の計画 該当事項 整合性 備考 

重要度が特に高い安全機能を有する系統において，設

計基準事故が発生した場合に長期間にわたって機能が要

求される静的機器のうち，単一設計とするロ(3)(ⅰ)a.( 

g-1)-②以下の機器については，想定される最も過酷な条

件下においても安全上支障のない期間に単一故障を確実

に除去又は修復できる設計とし，その単一故障を仮定し

ない。 

設計に当たっては，想定される単一故障の発生に伴う

周辺公衆及び運転員の被ばく，当該単一故障の除去又は

修復のためのアクセス性，補修作業性並びに当該作業期

間における従事者の被ばくを考慮する。 

・非常用ガス処理系の配管の一部及びロ(3)(ⅰ)a.(g-

1)-③フィルタユニット 

・中央制御室換気空調系のダクトの一部及びロ(3)(ⅰ) 

a.(g-1)-④再循環フィルタ 

また，重要度が特に高い安全機能を有する系統におい

て，設計基準事故が発生した場合に長期間にわたって機

能が要求される静的機器のうち，単一設計とする非常用

ガス処理系の配管の一部及びフィルタユニット並びに中

央制御室換気空調系のダクトの一部及び再循環フィルタ

については，当該設備に要求される「格納容器内又は放

射性物質が格納容器内から漏れ出た場所の雰囲気中の放

射性物質の濃度低減機能」，「原子炉制御室非常用換気

空調機能」が喪失する単一故障のうち，想定される最も

過酷な条件として，配管及びダクトについては全周破

断，フィルタユニット及び再循環フィルタについては閉

塞を想定しても，安全上支障のない期間に単一故障を確

実に除去又は修復できる設計とし，その単一故障を仮定

しない。 

ただし，非常用ガス処理系の配管の一部及びロ(3) 

(ⅰ)a.(g-1)-③a 非常用ガス処理系フィルタ装置，中央

制御室換気空調系のダクトの一部及びロ(3)(ⅰ)a.(g-

1)-④a 中央制御室再循環フィルタ装置（「6,7号機共

用」（以下同じ。）），格納容器スプレイ冷却系の原子炉格

納容器スプレイ管については，設計基準事故が発生した

場合に長期間にわたって機能が要求される静的機器であ

るが，単一設計とするため，ロ(3)(ⅰ)a.(g-1)-②a 個

別に設計を行う。 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)a.(g-1)-②a～ロ(3) 

(ⅰ)a.(g-1)-②c は，設置変

更許可申請書（本文（五号） 

）のロ(3)(ⅰ)a.(g-1)-②を

具体的に記載しており，整合

している。 

 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)a.(g-1)-③a 及びロ(3) 

(ⅰ)a.(g-1)-③b は，設置変

更許可申請書（本文（五号） 

）のロ(3)(ⅰ)a.(g-1)-③と

同義であり，整合している。 

  

  【原子炉格納施設】 

（基本設計方針） 

第 2章 個別項目 

3. 圧力低減設備その他の安全設備 

3.3 放射性物質濃度制御設備 

3.3.1 非常用ガス処理系 

(1) 単一故障に係る設計 

  

 
設計に当たっては，想定される単一故障の発生に伴う

周辺公衆及び運転員の被ばく，当該単一故障の除去又は

修復のためのアクセス性，補修作業性並びに当該作業期

間として想定する 3日間における従事者の被ばくを考慮

し，周辺公衆の被ばく線量が設計基準事故時の判断基準

である実効線量を下回ること，運転員の被ばく線量が緊

急時作業に係る線量限度を下回ること及び従事者の被ば

く線量が緊急時作業に係る線量限度に照らしても十分小

さく修復作業が実施可能であることを満足するものとす

る。 

重要度が特に高い安全機能を有する系統において，

設計基準事故が発生した場合に長期間にわたって機能

が要求される静的機器のうち，単一設計とする非常用

ガス処理系の配管の一部及びロ(3)(ⅰ)a.(g-1)-③b 非

常用ガス処理系フィルタ装置については，当該設備に

要求される原子炉格納容器内又は放射性物質が原子炉

格納容器内から漏れ出た場所の雰囲気中の放射性物質

の濃度低減機能が喪失する単一故障のうち，想定され

る最も過酷な条件として，配管については全周破断，

非常用ガス処理系フィルタ装置については閉塞を想定

しても，単一故障による放射性物質の放出に伴う被ば

くの影響を最小限に抑えるよう，安全上支障のない期

間に単一故障を確実に除去又は修復できる設計とし，

その単一故障を仮定しない。 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)a.(g-1)-④a 及びロ(3) 

(ⅰ)a.(g-1)-④b は，設置変

更許可申請書（本文（五号） 

）のロ(3)(ⅰ)a.(g-1)-④と

同義であり，整合している。 
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想定される単一故障の発生に伴う周辺公衆に対する

放射線被ばくロ(3)(ⅰ)a.(g-1)-②b は，保守的に単一

故障を除去又は修復ができない場合で評価し，安全評

価指針に示された設計基準事故時の判断基準を下回る

ことを確認する。また，単一故障の除去又は修復のた

めの作業期間として想定する 3日間を考慮し，修復作

業に係る従事者の被ばく線量は緊急時作業に係る線量

限度に照らしても十分小さくする設計とする。 

単一設計とする箇所の設計に当たっては，想定され

る単一故障の除去又は修復のためのアクセスが可能で

あり，かつ，補修作業が容易となる設計とする。  
  【放射線管理施設】 

（基本設計方針） 

第 2章 個別項目 

2. 換気設備，生体遮蔽装置 

2.2 換気設備 

2.2.1 中央制御室換気空調系 

＜中略＞ 

    

  重要度が特に高い安全機能を有する系統において，

設計基準事故が発生した場合に長期間にわたって機能

が要求される静的機器のうち，単一設計とする中央制

御室換気空調系のダクトの一部及びロ(3)(ⅰ)a.(g-1)-

④b 中央制御室再循環フィルタ装置については，当該

設備に要求される原子炉制御室非常用換気空調機能が

喪失する単一故障のうち，想定される最も過酷な条件

として，ダクトについては全周破断，中央制御室再循

環フィルタ装置については閉塞を想定しても，単一故

障による放射性物質の放出に伴う被ばくの影響を最小

限に抑えるよう，安全上支障のない期間に単一故障を

確実に除去又は修復できる設計とし，その単一故障を

仮定しない。 

 想定される単一故障の発生に伴うロ(3)(ⅰ)a.(g-1)-

②c 中央制御室の運転員の被ばく量は保守的に単一故

障を除去又は修復ができない場合で評価し，緊急作業

時に係る線量限度を下回ることを確認する。また，単

一故障の除去又は修復のための作業期間として想定す

る 3日間を考慮し，修復作業に係る従事者の被ばく線
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量は緊急時作業に係る線量限度に照らしても十分小さ

くする設計とする。 

単一設計とする箇所の設計に当たっては，想定され

る単一故障の除去又は修復のためのアクセスが可能で

あり，かつ，補修作業が容易となる設計とする。 

  【原子炉格納施設】  

（基本設計方針） 

第 2章 個別項目 

3. 圧力低減設備その他の安全設備 

3.2 原子炉格納容器安全設備 

3.2.1 格納容器スプレイ冷却系（残留熱除去系（格納

容器スプレイ冷却モード）） 

(1) 単一故障に係る設計 

  

また，重要度が特に高い安全機能を有する系統におい

て，設計基準事故が発生した場合に長期間にわたって機

能が要求される静的機器のうち，単一設計とするロ(3) 

(ⅰ)a.(g-1)-⑤以下の機器については，単一故障を仮定

した場合においても安全機能を達成できる設計とする。 

・ロ(3)(ⅰ)a.(g-1)-⑥格納容器スプレイ冷却系の格

納容器スプレイ・ヘッダ 

重要度が特に高い安全機能を有する系統において，設

計基準事故が発生した場合に長期間にわたって機能が要

求される静的機器のうち，単一設計とする格納容器スプ

レイ冷却系の格納容器スプレイ・ヘッダについては，想

定される最も過酷な単一故障の条件として，全周破断を

想定した場合においても「格納容器の冷却機能」を確保

できる設計とする。 

重要度が特に高い安全機能を有する系統において，

設計基準事故が発生した場合に長期間にわたって機能

が要求される静的機器のうち，単一設計とするロ(3) 

(ⅰ)a.(g-1)-⑥a 残留熱除去系（格納容器スプレイ冷

却モード）の原子炉格納容器スプレイ管については，

ロ(3)(ⅰ)a.(g-1)-⑤a 想定される最も過酷な単一故障

の条件として，配管 1箇所の全周破断を想定した場合

においても，原子炉格納容器の冷却機能を達成できる

設計とする。 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)a.(g-1)-⑤a 及びロ(3) 

(ⅰ)a.(g-1)-⑤b は，設置変

更許可申請書（本文（五号） 

）のロ(3)(ⅰ)a.(g-1)-⑤を

具体的に記載しており，整合

している。 

  

  【原子炉冷却系統施設（蒸気タービンを除く。）】 

（基本設計方針） 

第 1章 共通項目 

5. 設備に対する要求 

5.1 安全設備，設計基準対象施設及び重大事故等対処

設備 

5.1.2 多様性，位置的分散等 

(2) 単一故障 

  

 
  ＜中略＞ 

ただし，非常用ガス処理系の配管の一部及び非常用

ガス処理系フィルタ装置，中央制御室換気空調系のダ

クトの一部及び中央制御室再循環フィルタ装置（「6,7

号機共用」（以下同じ。）），ロ(3)(ⅰ)a.(g-1)-⑥b

格納容器スプレイ冷却系の原子炉格納容器スプレイ管

については，設計基準事故が発生した場合に長期間に

設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)a.(g-1)-⑥a 及びロ(3) 

(ⅰ)a.(g-1)-⑥b は，設置変

更許可申請書（本文（五号） 

）のロ(3)(ⅰ)a.(g-1)-⑥と

同義であり，整合している。 

 

  



 

                                                                    ロ-225 
 

K
6
 
①
 Ⅵ
-
1-
1
-
1-
1
 
R0
 

設置変更許可申請書（本文（五号）） 設置変更許可申請書（添付書類八） 該当事項 設計及び工事の計画 該当事項 整合性 備考 

わたって機能が要求される静的機器ロ(3)(ⅰ)a.(g-1)-

⑤b であるが，単一設計とするため，個別に設計を行

う。 

 3 について 5.1.5 環境条件等   

安全施設の設計条件ロ(3)(ⅰ)a.(g-1)-⑦を設定する

に当たっては，材料疲労，劣化等に対しても十分な余裕

を持って機能維持が可能となるよう，通常運転時，運転

時の異常な過渡変化時及び設計基準事故時に想定される

圧力，温度，湿度，ロ(3)(ⅰ)a.(g-1)-⑧放射線量等各種

の環境条件を考慮し，十分安全側の条件を与えることに

より，これらの条件下においても期待されている安全機

能を発揮できる設計とする。 

安全施設の設計条件を設定するに当たっては，材料疲

労，劣化等に対しても十分な余裕を持って機能維持が可

能となるよう，通常運転時，運転時の異常な過渡変化時

及び設計基準事故時に想定される圧力，温度，湿度，放

射線量等各種の環境条件を考慮し，十分安全側の条件を

与えることにより，これらの条件下においても期待され

ている安全機能を発揮できる設計とする。 

安全施設の設計条件ロ(3)(ⅰ)a.(g-1)-⑦について

は，材料疲労，劣化等に対しても十分な余裕を持って機

能維持が可能となるよう，通常運転時，運転時の異常な

過渡変化時及び設計基準事故時に想定される圧力，温

度，湿度，ロ(3)(ⅰ)a.(g-1)-⑧放射線，荷重，自然現

象による影響，海水を通水する系統への影響，電磁的障

害，周辺機器等からの悪影響及び冷却材の性状を考慮

し，十分安全側の条件を与えることにより，これらの条

件下においても期待されている安全機能を発揮できる設

計とする。 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)a.(g-1)-⑦は，設置変更

許可申請書（本文（五号））

のロ(3)(ⅰ)a.(g-1)-⑦と同

義であり，整合している。 

  

  ＜中略＞ 

(1) 環境圧力，環境温度及び湿度による影響，放射線

による影響，屋外の天候による影響（低温（凍結）及び

降水）並びに荷重 

 安全施設は，通常運転時，運転時の異常な過渡変化時

及び設計基準事故時における環境圧力，環境温度及び湿

度による影響，放射線による影響，屋外の天候による影

響（低温（凍結）及び降水）並びに荷重を考慮しても，

安全機能を発揮できる設計とする。 

＜中略＞ 

 積雪の影響を考慮して，必要により除雪等の措置を講

じる。 

 原子炉格納容器内の安全施設及び重大事故等対処設備

は，設計基準事故等及び重大事故等時に想定される圧

力，温度等に対して，格納容器スプレイ水による影響を

考慮しても，その機能を発揮できる設計とする。 

 安全施設及び重大事故等対処設備のうち，主たる流路

に影響を与える範囲については，主たる流路の機能を維

持できるよう，主たる流路と同一又は同等の規格で設計

する。 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)a.(g-1)-⑧は，設置変更

許可申請書（本文（五号））

のロ(3)(ⅰ)a.(g-1)-⑧を具

体的に記載しており，整合し

ている。 

 

  (2) 海水を通水する系統への影響 

 海水を通水する系統への影響に対しては，常時海水を

通水する，海に設置する又は海で使用する安全施設及び
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重大事故等対処設備は耐腐食性材料を使用する。常時海

水を通水するコンクリート構造物については，腐食を考

慮した設計とする。 

＜中略＞ 

(3) 電磁的障害 

 電磁的障害に対しては，安全施設は，通常運転時，運

転時の異常な過渡変化時及び設計基準事故が発生した場

合，また，重大事故等対処設備は，重大事故等が発生し

た場合においても，電磁波によりその機能が損なわれな

い設計とする。 

  (4) 周辺機器等からの悪影響 

 安全施設は，地震，火災，溢水及びその他の自然現象

並びに人為事象による他設備からの悪影響により，発電

用原子炉施設としての安全機能が損なわれないよう措置

を講じた設計とする。 

＜中略＞ 

 地震による荷重を含む耐震設計については，「2.1 地

震による損傷の防止」に，火災防護については，「3.1 

火災による損傷の防止」に基づく設計とし，それらの事

象による波及的影響により重大事故等に対処するために

必要な機能を損なわない設計とする。 

  

  (5) 設置場所における放射線 

 安全施設の設置場所は，通常運転時，運転時の異常な

過渡変化時及び設計基準事故が発生した場合においても

操作及び復旧作業に支障がないように，遮蔽の設置や線

源からの離隔により放射線量が高くなるおそれの少ない

場所を選定した上で，設置場所から操作可能，放射線の

影響を受けない異なる区画若しくは離れた場所から遠隔

で操作可能，又は中央制御室遮蔽区域内である中央制御

室から操作可能な設計とする。 

＜中略＞ 

  

  (6) 冷却材の性状 

 冷却材を内包する安全施設は，水質管理基準を定めて

水質を管理することにより異物の発生を防止する設計と

する。 

 安全施設及び重大事故等対処設備は，系統外部から異

物が流入する可能性のある系統に対しては，ストレーナ
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等を設置することにより，その機能を有効に発揮できる

設計とする。 

 4 について 5.1.6 操作性及び試験・検査性 

(2) 試験・検査性 

  

また，ロ(3)(ⅰ)a.(g-1)-⑨安全施設は，その健全性及

び能力を確認するために，ロ(3)(ⅰ)a.(g-1)-⑩その安全

機能の重要度に応じ，発電用原子炉の運転中又は停止中

に試験又は検査ができる設計とする。 

安全施設は，その健全性及び能力を確認するため，そ

の安全機能の重要度に応じ，必要性及びプラントに与え

る影響を考慮して，発電用原子炉の運転中又は停止中に

試験又は検査ができる設計とする。 

＜中略＞ 

ロ(3)(ⅰ)a.(g-1)-⑨設計基準対象施設は，健全性及

び能力を確認するため，発電用原子炉の運転中又は停止

中にロ(3)(ⅰ)a.(g-1)-⑩必要な箇所の保守点検（試験

及び検査を含む。）が可能な構造とし，そのために必要な

配置，空間等を備えた設計とする。 

＜中略＞ 

設計基準対象施設及び重大事故等対処設備は，使用前

事業者検査及び定期事業者検査の法定検査に加え，保全

プログラムに基づく点検が実施できる設計とする。 

＜中略＞ 

構造・強度の確認又は内部構成部品の確認が必要な設

備は，原則として分解・開放（非破壊検査を含む。）が可

能な設計とし，機能・性能確認，各部の経年劣化対策及

び日常点検を考慮することにより，分解・開放が不要な

ものについては外観の確認が可能な設計とする。 

 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)a.(g-1)-⑨は，設置変更

許可申請書（本文（五号））

のロ(3)(ⅰ)a.(g-1)-⑨を全

て含んでおり，整合してい

る。 

 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)a.(g-1)-⑩は，設置変更

許可申請書（本文（五号））

のロ(3)(ⅰ)a.(g-1)-⑩を具

体的に記載しており，整合し

ている。 

  

 1.1  安全設計の方針 

1.1.11 内部発生飛散物 

5.1.3 悪影響防止等 

(1) 飛来物による損傷防止 

  

(g-2)ロ(3)(ⅰ)a.(g-2)-①安全施設は，蒸気タービンロ

(3)(ⅰ)a.(g-2)-②等の損壊に伴う飛散物により安全性

を損なわない設計とする。 

 

安全施設は，蒸気タービン等の損壊に伴う飛散物によ

り，安全性を損なわない設計とする。 

ロ(3)(ⅰ)a.(g-2)-①設計基準対象施設に属する設備

は，蒸気タービン，ロ(3)(ⅰ)a.(g-2)-②発電機及び内

部発生エネルギの高い流体を内蔵する弁の破損及び配管

の破断，高速回転機器の破損に伴う飛散物により安全性

を損なわない設計とする。 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)a.(g-2)-①は，設置変更

許可申請書（本文（五号））

のロ(3)(ⅰ)a.(g-2)-①を全

て含んでおり，整合してい

る。 

 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)a.(g-2)-②は，設置変更

許可申請書（本文（五号））

のロ(3)(ⅰ)a.(g-2)-②を具

体的に記載しており，整合し

ている。 
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 1.10 発電用原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の

方針 

1.10.2 発電用原子炉設置変更許可申請（平成 25年 9

月 27 日申請）に係る実用発電用原子炉及びその附属施

設の位置，構造及び設備の基準に関する規則への適合 

（安全施設） 

第十二条  

適合のための設計方針 

5 について 

   

 発電用原子炉施設内部においては，内部発生エネルギ

ーの高い流体を内蔵する弁の破損，配管の破断及び高速

回転機器の破損による飛散物が想定される。 

   

蒸気タービン及び発電機は，破損防止対策を行うロ(3) 

(ⅰ)a.(g-2)-③ことにより，破損事故の発生確率を低く

するとともに，タービンミサイルの発生を仮に想定して

も安全機能を有する構築物，系統及び機器への到達確率

を低くすることによって，発電用原子炉施設の安全性を

損なわない設計とする。 

発電所内の施設については，タービン・発電機等の大

型回転機器に対して，その損壊によりプラントの安全性

を損なうおそれのある飛散物が発生する可能性を十分低

く抑えるよう，機器の設計，製作，品質管理，運転管理

に十分な考慮を払う。 

さらに，万一タービンの破損を想定した場合でも，タ

ービン羽根，T-G カップリング，タービン・ディスク，

高圧タービン・ロータ等の飛散物によって安全施設の機

能が損なわれる可能性を極めて低くする設計とする。 

発電用原子炉施設の安全性を損なわないロ(3)(ⅰ)a. 

(g-2)-③よう蒸気タービン及び発電機は，破損防止対

策等を行うとともに，原子力委員会原子炉安全専門審査

会「タービンミサイル評価について」により，タービン

ミサイル発生時の対象物を破損する確率が10-7回／炉・

年以下となることを確認する。 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)a.(g-2)-③は，設置変更

許可申請書（本文（五号））

のロ(3)(ⅰ)a.(g-2)-③を具

体的に記載しており，整合し

ている。 

 

 高温高圧の流体を内包する主蒸気・給水管等について

は，材料選定，強度設計，品質管理に十分な考慮を払

う。 

さらに，これに加えて安全性を高めるために，上記配

管については仮想的な破断を想定し，その結果生じるか

も知れない配管のむち打ち，流出流体のジェット力，周

辺雰囲気の変化等により，安全施設の機能が損なわれる

ことのないよう配置上の考慮を払うとともに，それらの

影響を低減させるための手段として，主蒸気・給水管に

ついてはパイプホイップレストレイントを設ける。 

以上の考慮により，安全施設は安全性を損なわない設

計とする。 

高温高圧の配管については材料選定，強度設計に十分

な考慮を払う。さらに，安全性を高めるために，仮想的

な破断を想定し，その結果生じるかもしれない配管のむ

ち打ち，流出流体のジェット力，周辺雰囲気の変化等に

より，発電用原子炉施設の機能が損なわれることのない

よう配置上の考慮を払うとともに，それらの影響を低減

させるための手段として，主蒸気・給水管等については

パイプホイップレストレイントを設ける設計とする。 

 高速回転機器については，損傷により飛散物となら

ないように保護装置を設けること等によりオーバース

ピードとならない設計とする。 

 損傷防止措置を行う場合，想定される飛散物の発生

箇所と防護対象機器の距離を十分にとる設計とし，又

は飛散物の飛散方向を考慮し，配置上の配慮又は多重

性を考慮した設計とする。 
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 1.1  安全設計の方針 

1.1.1  安全設計の基本方針 

1.1.1.6 共用 

(2) 共用   

(g-3) 重要安全施設は，発電用原子炉施設間で原則共用

又は相互に接続しないものとするが，安全性が向上する

場合は，共用又は相互に接続することを考慮する。 

重要安全施設は，発電用原子炉施設間で原則共用又は

相互に接続しないものとするが，安全性が向上する場合

は，共用又は相互に接続することを考慮する。 

＜中略＞ 

重要安全施設は，発電用原子炉施設間で原則共用しな

いものとするが，安全性が向上する場合は，共用するこ

とを考慮する。 

＜中略＞ 

 
  

  (3) 相互接続   

  重要安全施設は，発電用原子炉施設間で原則相互に接

続しないものとするが，安全性が向上する場合は，相互

に接続することを考慮する。 

＜中略＞ 

  

 1.10 発電用原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の

方針 

1.10.2 発電用原子炉設置変更許可申請（平成 25年 9

月 27 日申請）に係る実用発電用原子炉及びその附属施

設の位置，構造及び設備の基準に関する規則への適合 

（安全施設） 

第十二条  

適合のための設計方針 

6 について 

【計測制御系統施設】 

（要目表） 

2 中央制御室機能及び中央制御室外原子炉停止機能 

1. 中央制御室機能 

1.1 中央制御室の共用 

  

ロ(3)(ⅰ)a.(g-3)-①重要安全施設に該当する中央制

御室（下部中央制御室を除く）については，各号炉で必要

な運転員を確保した上で，共用により運転員の相互融通

を可能とすることロ(3)(ⅰ)a.(g-3)-②により，6号及び

7 号炉で事故等が発生した場合に互いの号炉での対応状

況を参考としたより適切な対応が可能となることから，6

号及び 7号炉の安全性が向上する設計とする。 

重要安全施設のうち，2以上の発電用原子炉施設にお

いて共用し，又は相互に接続するものは中央制御室（下

部中央制御室を除く。），中央制御室換気空調系（下部

中央制御室の換気を除く。）及び非常用所内電源系であ

る。 

中央制御室（下部中央制御室を除く。）については，

6号及び 7号炉で共用するが，各号炉で必要な運転員を

確保した上で，共用により 6号及び 7号炉の中央制御室

を自由に行き来できる空間とし，プラントの状況に応じ

た運転員の相互融通を可能とすることにより，6号及び

7号炉で事故等が発生した場合に互いの号炉での対応状

況を参考としたより総合的な運転管理が可能となること

から，6号及び 7号炉の安全性が向上する設計とする。 

 ロ(3)(ⅰ)a.(g-3)-①中央制御室については，6号機

及び 7号機で共用とするが，各号機で必要な人員を確

保した上で，共用によりロ(3)(ⅰ)a.(g-3)-②6号機及

び 7号機の中央制御室を自由に行き来できる空間とす

ることによりプラントの状況に応じた，運転員の相互

融通を可能とすることで，6号機及び 7号機の安全性

が向上する設計とする。 

 中央制御室に設置又は保管する設備の一部は，監視

及び操作に支障をきたすことがなく，共用により発電

用原子炉施設の安全性を損なわない設計とする。 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)a.(g-3)-①は，設置変更

許可申請書（本文（五号））

のロ(3)(ⅰ)a.(g-3)-①を全

て含んでおり，整合してい

る。 

 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)a.(g-3)-②は，設置変更

許可申請書（本文（五号））

のロ(3)(ⅰ)a.(g-3)-②と同

義であり，整合している。 
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  【放射線管理施設】 

（基本設計方針） 

第 2章 個別項目 

3. 設備の共用 

3.2 換気設備，生体遮蔽装置 

3.2.1 換気設備 

  

ロ(3)(ⅰ)a.(g-3)-③重要安全施設に該当する中央制

御室換気空調系（下部中央制御室の換気を除く）につい

ては，各号炉で必要な容量を確保した上で，共用により

多重性を確保することで，6 号及び 7 号炉の安全性が向

上する設計とする。各号炉 1 基設置する当該系統の再循

環フィルタについても，共用により多重性を確保するこ

とで，6号及び 7号炉の安全性が向上する設計とする。 

中央制御室換気空調系（下部中央制御室の換気を除

く。）については，6号及び 7号炉で共用するが，共用

空間である 6号炉中央制御室（下部中央制御室を除

く。）及び 7号炉中央制御室（下部中央制御室を除

く。）に対して，100%容量のものを 2系統ずつ設置して

おり，共用により多重性を確保し信頼性を向上させるこ

とで，6号及び 7号炉の安全性が向上する設計とする。

各号炉 1基設置する当該系統の再循環フィルタについて

も，共用により多重性を確保し信頼性を向上させること

で，6号及び 7号炉の安全性が向上する設計とする。 

 ロ(3)(ⅰ)a.(g-3)-③中央制御室換気空調系（下部中

央制御室の換気を除く。）については，6号機及び 7

号機で共用とするが，各号機で必要な容量を確保した

上で，共用により多重性を確保することで，6号機及

び 7号機の安全性が向上する設計とする。各号機 1基

設置する当該系統の再循環フィルタについても，共用

により多重性を確保することで，6号機及び 7号機の

安全性が向上する設計とする。 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)a.(g-3)-③は，設置変更

許可申請書（本文（五号））

のロ(3)(ⅰ)a.(g-3)-③と同

義であり，整合している。 

 

  

  【非常用電源設備】 

（基本設計方針） 

第 2章 個別項目 

5. 設備の共用 

  

ロ(3)(ⅰ)a.(g-3)-④重要安全施設に該当する非常用

所内電源系については，5号及び 6号炉並びに 6号及び 7

号炉間で相互に接続するが，通常時は，5号及び 6号炉並

びに 6 号及び 7 号炉間連絡ケーブルの両端の遮断器を開

放することにより，6 号炉非常用所内電源系と 7 号炉非

常用所内電源系を分離するとともに，重大事故等発生時

においては，5 号及び 6 号炉並びに 6 号及び 7 号炉間連

絡ケーブルの両端の遮断器を投入することにより，迅速

かつ安全な電源融通を可能とすることで，6 号及び 7 号

炉の安全性が向上するロ(3)(ⅰ)a.(g-3)-⑤設計とする。 

非常用所内電源系は 5号及び 6号炉並びに 6号及び 7

号炉間で相互接続するが，通常時は，5号及び 6号炉並

びに 6号及び 7号炉間連絡ケーブルの両端の遮断器を開

放することにより，6号炉非常用所内電源系と 7号炉非

常用所内電源系を分離するとともに，重大事故等時にお

いては，5号及び 6号炉並びに 6号及び 7号炉間連絡ケ

ーブルの両端の遮断器を投入することにより，迅速かつ

安全な電源融通を可能とし電力供給の信頼性を向上させ

ることで，6号及び 7号炉の安全性が向上する設計とす

る。 

ロ(3)(ⅰ)a.(g-3)-④非常用所内電源系については，

5号機及び 6号機並びに 6号機及び 7号機間で相互に

接続するが，通常時は，5号機及び 6号機並びに 6号

機及び 7号機間連絡ケーブルの両端の遮断器を開放す

ることにより，6号機非常用所内電源系と 7号機非常

用所内電源系を分離するとともに，迅速かつ安全な電

源融通を可能とすることで，6号機及び 7号機の安全

性が向上するよう，重大事故等発生時においては，5

号機及び 6号機並びに 6号機及び 7号機間連絡ケーブ

ルの両端の遮断器を投入することロ(3)(ⅰ)a.(g-3)-⑤

を保安規定に定めて管理する。 

＜中略＞ 

 

 

 

 

 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)a.(g-3)-④は，設置変更

許可申請書（本文（五号））

のロ(3)(ⅰ)a.(g-3)-④と同

義であり，整合している。 

 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)a.(g-3)-⑤は，設置変更

許可申請書（本文（五号））

のロ(3)(ⅰ)a.(g-3)-⑤を具

体的に記載しており，整合し

ている。 
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 1.1  安全設計の方針 

1.1.1  安全設計の基本方針 

1.1.1.6  共用 

＜中略＞ 

【原子炉冷却系統施設（蒸気タービンを除く。）】 

（基本設計方針） 

第 1章 共通項目 

5. 設備に対する要求 

5.1 安全設備，設計基準対象施設及び重大事故等対処

設備 

5.1.3 悪影響防止等 

(2) 共用 

＜中略＞ 

  

ロ(3)(ⅰ)a.(g-3)-⑥安全施設（重要安全施設を除く。）

において，共用又は相互に接続する場合には，発電用原

子炉施設の安全性を損なわない設計とする。 

安全施設（重要安全施設を除く。）において，共用又

は相互に接続する場合には，発電用原子炉施設の安全性

を損なわない設計とする。 

 ロ(3)(ⅰ)a.(g-3)-⑥a 重要安全施設以外の安全施設

を発電用原子炉施設間で共用する場合には，発電用原子

炉施設の安全性を損なわない設計とする。 

＜中略＞ 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)a.(g-3)-⑥a 及びロ(3) 

(ⅰ)a.(g-3)-⑥b は，設置変

更許可申請書（本文（五号 

））のロ(3)(ⅰ)a.(g-3)-⑥

と同義であり，整合してい

る。 

 

  (3) 相互接続 

＜中略＞ 

  

  ロ(3)(ⅰ)a.(g-3)-⑥b 重要安全施設以外の安全施設

を発電用原子炉施設間で相互に接続する場合には，発電

用原子炉施設の安全性を損なわない設計とする。 

  

 1.10 発電用原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の

方針 

1.10.2 発電用原子炉設置変更許可申請（平成 25年 9

月 27 日申請）に係る実用発電用原子炉及びその附属施

設の位置，構造及び設備の基準に関する規則への適合 

（安全施設） 

第十二条 

適合のための設計方針 

7 について 

＜中略＞ 

【放射線管理施設】 

（基本設計方針） 

第 2章 個別項目 

3. 設備の共用 

3.2 換気設備，生体遮蔽装置 

3.2.2 生体遮蔽装置 

  

 中央制御室遮蔽は，6号及び 7号炉で共用するが，運

転員を防護するために必要な居住性を有することで，安

全性を損なわない設計とする。 

中央制御室遮蔽は，6号機及び 7号機で共用とする

が，運転員を防護するために必要な居住性を有するこ

とで，安全性を損なわない設計とする。 

中央制御室遮蔽及び中央制御室待避室遮蔽（常設）

は，重大事故等時において，隣接する 6号機及び 7号

機の事故対応を一つの中央制御室として共用すること
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によって，プラント状態に応じた運転員の融通により

安全性が向上することから，6号機及び 7号機で共用

する設計とする。 

5 号機原子炉建屋内緊急時対策所（対策本部）遮

蔽，5号機原子炉建屋内緊急時対策所（待機場所）遮

蔽及び 5号機原子炉建屋内緊急時対策所（待機場所）

室内遮蔽は，重大事故等時において，6号機及び 7号

機双方のプラント状況を考慮した指揮命令を行う必要

があるため，5号機原子炉建屋内緊急時対策所（対策

本部・高気密室）及び 5号機原子炉建屋内緊急時対策

所（待機場所）を共用することによって，必要な情報

（相互のプラント状況，運転員の対応状況等）を共

有・考慮しながら，総合的な管理（事故対応を含

む。）を行うことで，安全性の向上が図れることか

ら，6号機及び 7号機で共用する設計とする。 

  【核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設】 

（基本設計方針） 

第 2章 個別項目 

5. 設備の共用 

  

 使用済燃料プール（使用済燃料貯蔵ラックを含む），

燃料プール冷却浄化系，燃料取替機，原子炉建屋クレー

ンは，6号炉は，1号，2号，5号及び 6号炉で共用し，

7号炉は，1号，2号，5号及び 7号炉で共用するが，設

備容量の範囲内で運用することで，安全性を損なわない

設計とする。 

使用済燃料貯蔵プール（使用済燃料貯蔵ラックを含

む。），燃料プール冷却浄化系，燃料取替機，原子炉

建屋クレーン，燃料チャンネル着脱機は，1号機，2号

機，5号機及び 6号機で共用とするが，必要な設備容

量を確保することで，安全性を損なわない設計とす

る。 

  

  【放射性廃棄物の廃棄施設】 

（基本設計方針） 

第 2章 個別項目 

3. 設備の共用 

  

 圧力抑制室プール水排水系は，5号，6号及び 7号炉

で共用するが，各号炉に必要な容量をそれぞれ確保する

とともに，号炉間の接続部の弁を閉操作することにより

隔離できる設計とすることで，安全性を損なわない設計

とする。 

 

圧力抑制室プール水排水系は，5号機，6号機及び 7

号機で共用とするが，各号機に必要な容量をそれぞれ

確保するとともに，号機間の接続部の弁を閉操作する

ことにより隔離できる設計とすることで安全性を損な

わない設計とする。なお，圧力抑制室プール水サージ

タンク（5号機設備，5,6,7 号機共用）は，6号機にお

いて使用しない。 
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 液体廃棄物処理系のうち，低電導度廃液系は，6号及

び 7号炉で共用し，高電導度廃液系は，5号，6号及び 7

号炉で共用するが，各号炉の予想発生量の合計を考慮し

設計するとともに，号炉間の接続部の弁を閉操作するこ

とにより隔離できる設計とすることで，安全性を損なわ

ない設計とする。 

 

液体廃棄物処理系のうち，低電導度廃液系は，6号

機及び 7号機で共用とし，高電導度廃液系は，5号

機，6号機及び 7号機で共用とするが，その処理量は

各号機における合計の予想発生量を考慮するととも

に，号機間の接続部の弁を閉操作することにより隔離

できる設計とすることで安全性を損なわない設計とす

る。 

  

 固体廃棄物処理系のうち，原子炉冷却材浄化系粉末樹

脂沈降分離槽及び使用済樹脂槽は 6号及び 7号炉で共用

し，濃縮廃液タンク及び固体廃棄物処理系固化装置は 5

号，6号及び 7号炉で共用し，固体廃棄物貯蔵庫及び固

体廃棄物処理建屋は，1号，2号，3号，4号，5号，6

号及び 7号炉で共用するが，各号炉の予想発生量の合計

を考慮し設計することで，安全性を損なわない設計とす

る。 

＜中略＞ 

固体廃棄物処理系のうち，原子炉冷却材浄化系粉末

樹脂沈降分離槽及び使用済樹脂槽は 6号機及び 7号機

で共用とし，濃縮廃液タンク及び固体廃棄物処理系固

化装置は 5号機，6号機及び 7号機で共用とし，固体

廃棄物貯蔵庫及び固体廃棄物処理建屋は，1号機，2号

機，3号機，4号機，5号機，6号機及び 7号機で共用

とするが，その処理量は各号機における合計の予想発

生量を考慮することで安全性を損なわない設計とす

る。 

  

  【常用電源設備】 

（基本設計方針） 

第 2章 個別項目 

2. 設備の共用 

  

 500kV 送電線，154kV 送電線，変圧器の一部及び開閉

所の一部は 1号，2号，3号，4号，5号，6号及び 7号

炉で共用し，変圧器の一部は，6号及び 7号炉で共用す

るが，各号炉に必要な容量をそれぞれ確保するととも

に，外部電源の受電ルートに遮断器を設け，電気事故が

発生した場合，故障箇所を隔離し，他の系統への影響を

及ぼさない設計とし，共用箇所の故障により外部電源を

受電できなくなった場合は，非常用ディーゼル発電機に

より各号炉の非常用所内電源系に給電できる設計とする

ことで，安全性を損なわない設計とする。 

500kV 送電線，154kV 送電線，変圧器の一部及び開閉

所の一部は 1号機，2号機，3号機，4号機，5号機，6

号機及び 7号機で共用とするが，各号機に必要な容量

をそれぞれ確保するとともに，外部電源の受電ルート

に遮断器を設け，電気事故が発生した場合，故障箇所

を隔離し，他の系統への影響を及ぼさない設計とし，

共用箇所の故障により外部電源を受電できなくなった

場合は，非常用ディーゼル発電設備により各号機の非

常用所内電源系に給電できる設計とすることで，安全

性を損なわない設計とする。 

  

  【補助ボイラー】 

（基本設計方針） 

第 2章 個別項目 

2. 設備の共用  

  

 所内ボイラ設備並びに所内蒸気系及び戻り系は，各号

炉に必要な容量をそれぞれ確保するとともに，号炉間の

接続部の弁を閉操作することにより隔離できる設計とす

補助ボイラー設備並びに所内蒸気系及び戻り系は，5

号機，6号機及び 7号機で共用とするが，各号機に必

要な容量をそれぞれ確保するとともに，号機間の接続

  



 

                                                                    ロ-234 
 

K
6
 
①
 Ⅵ
-
1-
1
-
1-
1
 
R0
 

設置変更許可申請書（本文（五号）） 設置変更許可申請書（添付書類八） 該当事項 設計及び工事の計画 該当事項 整合性 備考 

ることで，安全性を損なわない設計とする。 部の弁を閉操作することにより隔離できる設計とする

ことで，安全性を損なわない設計とする。 

  【原子炉格納施設】 

（基本設計方針） 

第 2章 個別項目 

4. 設備の共用 

  

 不活性ガス系は，5号，6号及び 7号炉で共用する

が，各号炉に必要な容量をそれぞれ確保するとともに，

号炉間の接続部の弁を閉操作することにより隔離できる

設計とすることで，安全性を損なわない設計とする。 

不活性ガス系は，5号機，6号機及び 7号機で共用と

するが，各号機に必要な容量をそれぞれ確保するとと

もに，号機間の接続部の弁を閉操作することにより隔

離できる設計とすることで，安全性を損なわない設計

とする。 

  

  【緊急時対策所】 

（基本設計方針） 

第 2章 個別項目 

2. 設備の共用 

  

 5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所は 6号及び 7号炉で

共用するが，共用対象号炉に対して同時に対応するため

に必要な機能及び居住性を有することで，安全性を損な

わない設計とする。 

5 号機原子炉建屋内緊急時対策所（対策本部・高気

密室）及び 5号機原子炉建屋内緊急時対策所（待機場

所）は，事故対応において 6号機及び 7号機双方のプ

ラント状況を考慮した指揮命令を行う必要があるた

め，5号機原子炉建屋内緊急時対策所（対策本部・高

気密室）及び 5号機原子炉建屋内緊急時対策所（待機

場所）を 6号機及び 7号機で共用とし，事故収束に必

要な 5号機原子炉建屋内緊急時対策所（対策本部）遮

蔽（7号機設備，6,7 号機共用），5号機原子炉建屋内

緊急時対策所（待機場所）遮蔽（7号機設備，6,7 号機

共用）及び 5号機原子炉建屋内緊急時対策所（待機場

所）室内遮蔽（7号機設備，6,7 号機共用），緊急時対

策所換気空調系の設備，重大事故等に対処するために

必要な情報を把握できる設備等を設置する。 

共用により，必要な情報（相互のプラント状況，運

転員の対応状況等）を共有・考慮しながら，総合的な

管理（事故対応を含む。）を行うことで，安全性の向

上が図れるとともに安全性を損なわないことから，6

号機及び 7号機で共用する設計とする。 

各設備は，共用により悪影響を及ぼさないよう，号

機の区分けなく使用できる設計とする。 
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  【計測制御系統施設】 

（基本設計方針） 

第 2章 個別項目 

6. 設備の共用 

＜中略＞ 

  

 通信連絡設備（1号，2号，3号，4号，5号，6号及

び 7号炉共用，既設）は 1号，2号，3号，4号，5号，

6号及び 7号炉で共用し，通信連絡設備（6号及び 7号

炉共用）は 6号及び 7号炉で共用するが，共用対象号炉

で同時に通信・通話するために必要な仕様を満足する設

備とすることで，安全性を損なわない設計とする。 

通信連絡設備のうち 5号機原子炉建屋内緊急時対策

所（対策本部・高気密室）に設置又は保管する通信連

絡設備は，6号機及び 7号機で共用とするが，共用対

象号機内で同時に通信・通話するために必要な仕様を

満足する設計とすることで，安全性を損なわない設計

とする。 

通信連絡設備のうち送受話器（ページング）（警報

装置），送受話器（ページング）（警報装置）（コン

トロール建屋，廃棄物処理建屋，サービス建屋及び屋

外），送受話器（ページング），送受話器（ページン

グ）（コントロール建屋，廃棄物処理建屋，サービス

建屋及び屋外），電力保安通信用電話設備（固定電話

機，PHS 端末及び FAX）及び電力保安通信用電話設備

（固定電話機及び PHS 端末）（コントロール建屋，廃

棄物処理建屋，サービス建屋及び屋外）は，6号機及

び 7号機で共用とするが，共用対象号機内で同時に通

信・通話するために必要な仕様を満足する設計とする

ことで，安全性を損なわない設計とする。 

＜中略＞ 

これらの通信連絡設備は，共用により悪影響を及ぼ

さないよう，6号機及び 7号機に必要な数量又は容量

を確保するとともに，号機の区分けなく通信連絡が可

能な設計とする。 

  

  【非常用電源設備】 

（基本設計方針） 

第 2章 個別項目 

5. 設備の共用 

＜中略＞ 

  

   送受話器（ページング）用 48V 蓄電池及び 5号機電

力保安通信用電話設備用 48V 蓄電池は 6号機及び 7号

機で共用とするが，共用する通信連絡設備への給電に
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必要な仕様を満足する設備とすることで，安全性を損

なわない設計とする。 

＜中略＞ 

  【放射線管理施設】 

（基本設計方針） 

第 2章 個別項目 

3. 設備の共用 

3.1 放射線管理施設 

  

 固定モニタリング設備及び気象観測設備は，1号，2

号，3号，4号，5号，6号及び 7号炉で共用するが，各

号炉で共通の発電所周辺の放射線等の監視に必要な仕様

を満足する設備とすることで，安全性を損なわない設計

とする。 

固定式周辺モニタリング設備及び気象観測設備は，1

号機，2号機，3号機，4号機，5号機，6号機及び 7号

機で共用とするが，各号機で共通の対象である発電所周

辺の放射線等を監視，測定するために必要な仕様を満足

する設備とすることで，安全性を損なわない設計とす

る。 

  

 焼却炉建屋排気筒放射線モニタ及び焼却炉建屋放射線

モニタは，1号，2号，3号，4号，5号，6号及び 7号

炉で共用するが，共用の建屋における放射線量率等の測

定に必要な仕様を満足する設備とすることで，安全性を

損なわない設計とする。 

焼却炉建屋排気筒放射線モニタ及び焼却炉建屋放射

線モニタは，1号機，2号機，3号機，4号機，5号

機，6号機及び 7号機で共用とするが，共用の建屋に

おける放射線量率等の測定に必要な仕様を満足する設

備とすることで，安全性を損なわない設計とする。 

  

  【浸水防護施設】 

（基本設計方針） 

第 2章 個別項目 

3. 設備の共用 

3.1 津波による損傷の防止 

  

 津波監視カメラは 6号及び 7号炉で共用するが，各号

炉で共通の自然現象（津波含む）の状況の把握に必要な

仕様を満足する設備とすることで，安全性を損なわない

設計とする。 

浸水防護施設のうち津波防護に関する施設の一部

は，号機の区分けなく一体となった津波防護対策及び

監視を実施することで，共用により発電用原子炉施設

の安全性を損なわない設計とする。 

  

  3.2 発電用原子炉施設内における溢水等による損傷の

防止 

  

  浸水防護施設のうち溢水防護に関する施設の一部

は，号機の区分けなく一体となった溢水防護対策を実

施することで，共用により発電用原子炉施設の安全性

を損なわないよう，安全設備に準じた設計とする。 

  

  【火災防護設備】 

（基本設計方針） 

第 2章 個別項目 
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2. 設備の共用 

 消火系のうち，圧力調整用ポンプ，電動機駆動消火ポ

ンプ，ディーゼル駆動消火ポンプ及びろ過水タンク（5

号，6号及び 7号炉）は 5号，6号及び 7号炉で共用

し，ろ過水タンク（1号，2号，3号，4号，5号，6号

及び 7号炉）は 1号，2号，3号，4号，5号，6号及び

7号炉で共用するが，各号炉に必要な容量をそれぞれ確

保するとともに，号炉間の接続部の弁を閉操作すること

により隔離できる設計とすることで，安全性を損なわな

い設計とする。また，防火扉等は 6号及び 7号炉で共用

するが，共用対象号炉内で共通の対象を防護するために

必要な耐火能力を有する設計とすることで，安全性を損

なわない設計とする。 

消火系のうち電動機駆動消火ポンプ，ディーゼル駆

動消火ポンプ及びろ過水タンクは，5号機，6号機及び

7号機で共用とするが，各号機に必要な容量をそれぞ

れ確保するとともに，号機間の接続部の弁を閉操作す

ることにより隔離できる設計とすることで，安全性を

損なわない設計とする。 

消火系のうち小空間固定式消火設備の一部，5号機

原子炉建屋内緊急時対策所消火設備，消火器の一部，

移動式消火設備及び消火栓の一部は，6号機及び 7号

機で共用とするが，共用対象号機内で共通の火災区域

又は火災区画において火災が発生した場合の消火に必

要な仕様を満足する設計とすることで，安全性を損な

わない設計とする。 

消火系のうちアナログ式の煙感知器の一部，アナロ

グ式の熱感知器の一部，非アナログ式の炎感知器の一

部，光ファイバケーブル式熱感知器の一部，熱感知カ

メラの一部，非アナログ式の防爆型熱感知器の一部及

び火災受信機盤の一部は，6号機及び 7号機で共用と

するが，共用対象号機内で共通の火災区域又は火災区

画において火災を監視，早期に感知するために必要な

仕様を満足する設計とすることで，安全性を損なわな

い設計とする。 

消火系のうち防火扉等は 6号機及び 7号機で共用と

するが，共用対象号機内で共通の対象を防護するため

に必要な耐火能力を有する設計とすることで，安全性

を損なわない設計とする。 

火災防護設備のうち蓄電池を内蔵する照明器具の一

部は，6号機及び 7号機で共用とするが，移動及び消

火設備の操作を行うために必要な仕様を満足する設計

とすることで，安全性を損なわない設計とする。 

 

 

 

  

  【補機駆動用燃料設備】 

（基本設計方針） 

第 2章 個別項目 
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2. 設備の共用 

   ディーゼル駆動消火ポンプ用燃料タンクは，ディー

ゼル駆動消火ポンプの機能を達成するために必要とな

る容量を有することで，共用により発電用原子炉施設

の安全性を損なわない設計とする。 

  

  【原子炉冷却系統施設（蒸気タービンを除く。）】 

（基本設計方針） 

第 1章 共通項目 

7. 設備の共用 

  

 安全避難通路及び非常用照明は 6号及び 7号炉で共用

するが，共用する号炉内で同時に避難するために必要な

仕様を満足する設備とすることで，安全性を損なわない

設計とする。 

＜中略＞ 

安全避難通路，非常灯，誘導灯及び乾電池内蔵型照

明（ヘッドライト）は 6号機及び 7号機で共用とする

が，共用とする号機内で同時に避難及び使用するため

に必要な仕様を満足する設備とすることで，安全性を

損なわない設計とする。 

  

  第 2 章 個別項目 

12. 設備の共用 

  

 また，安全施設（重要安全施設を除く。）のうち，2

以上の発電用原子炉施設を相互に接続するのは，復水貯

蔵槽，復水補給水系，計装用圧縮空気系及び計装用圧縮

空気設備である。 

復水貯蔵槽及び復水補給水系は，6号及び 7号炉間で

相互に接続するが，各号炉で要求される容量をそれぞれ

確保するとともに，連絡時以外においては，号炉間の接

続部の弁を常時閉とすることにより物理的に分離し，安

全性を損なわない設計とする。連絡時においても，各号

炉にて設計する圧力に差異を生じさせず，安全性を損な

わない設計とする。 

復水貯蔵槽及び復水補給水系は，6号機及び 7号機

間で相互に接続するが，各号機で要求される容量をそ

れぞれ確保するとともに，連絡時以外においては，号

機間の接続部の弁を常時閉とすることにより物理的に

分離し，安全性を損なわない設計とする。連絡時にお

いても，各号機にて設計する圧力に差異を生じさせ

ず，安全性を損なわない設計とする。 

  

  【計測制御系統施設】 

（基本設計方針） 

第 2章 個別項目 

6. 設備の共用 

  

 計装用圧縮空気系及び計装用圧縮空気設備は，5号及

び 6号炉並びに 6号及び 7号炉間で相互に接続するが，

各号炉で要求される容量をそれぞれ確保するとともに，

連絡時以外においては，号炉間の接続部の弁を常時閉と

することにより物理的に分離し，安全性を損なわない設

計とする。連絡時においても，各号炉にて設計する圧力

計装用圧縮空気系は，6号機及び 7号機間で相互に接

続するが，各号機で要求される容量をそれぞれ確保する

とともに，連絡時以外においては，号機間の接続部の弁

を常時閉とすることにより物理的に分離し，安全性を損

なわない設計とする。連絡時においても，各号機にて設

計する圧力に差異を生じさせず，安全性を損なわない設
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に差異を生じさせず，安全性を損なわない設計とする。 

 

計とする。 

＜中略＞ 

(h) 運転時の異常な過渡変化及び設計基準事故の拡大の

防止 

（運転時の異常な過渡変化及び設計基準事故の拡大の防

止） 

第十三条 

適合のための設計方針 

   

 設計基準対象施設は，運転時の異常な過渡変化及び設

計基準事故に対する解析及び評価を「発電用軽水型原子

炉施設の安全評価に関する審査指針」，「発電用原子炉施

設の安全解析に関する気象指針」等に基づき実施し，要

件を満足する設計とする。 

 

設計基準対象施設は固有の安全性及び安全確保のため

に設計した設備により安全に運転できることを示すため

に，運転時の異常な過渡変化及び設計基準事故に対する

解析及び評価を「発電用軽水型原子炉施設の安全評価に

関する審査指針」（平成 2年 8月 30 日原子力安全委員

会決定）及び「発電用原子炉施設の安全解析に関する気

象指針」（昭和 57年 1月 28 日原子力安全委員会決定）

等に基づき実施し，要件を満足する設計とする。 

 設置変更許可申請書（本文（ 

五号））において許可を受け

た「運転時の異常な過度変化

及び設計基準事故の拡大の防

止」は，設置許可のみの要求

事項であり，本設工認の対象

外である。 
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(i) 全交流動力電源喪失対策設備 10. その他発電用原子炉の附属施設 

10.1 非常用電源設備 

10.1.1 通常運転時等 

10.1.1.2 設計方針 

10.1.1.2.2 全交流動力電源喪失 

【非常用電源設備】 

（基本設計方針） 

第 2章 個別項目 

3. 直流電源設備及び計測制御用電源設備 

3.1 常設直流電源設備 

＜中略＞ 

 
  

全交流動力電源喪失時から重大事故等に対処するため

に必要な電力の供給が常設代替交流電源設備から開始さ

れるまでの約 70 分を包絡した約 12 時間に対し，発電用

原子炉を安全に停止し，かつ，発電用原子炉の停止後に

炉心を冷却するための設備が動作するとともに，原子炉

格納容器の健全性を確保するための設備が動作すること

ができるよう，これらの設備の動作に必要な容量を有す

るロ(3)(ⅰ)a.(i)-①蓄電池（非常用）を設ける設計とす

る。  

 発電用原子炉施設には，全交流動力電源喪失時から重

大事故等に対処するために必要な電力の供給が常設代替

交流電源設備から開始されるまでの約 70 分を包絡した

約 12時間に対し，発電用原子炉を安全に停止し，か

つ，発電用原子炉の停止後に炉心を冷却するための設備

が動作するとともに，原子炉格納容器の健全性を確保す

るための設備が動作することができるよう，これら設備

の動作に必要な容量を有する非常用直流電源設備である

蓄電池（非常用）を設ける設計とする。 

＜中略＞ 

直流電源設備は，全交流動力電源喪失時から重大事

故等に対処するために必要な電力の供給が常設代替交

流電源設備から開始されるまでの約 70分を包絡した約

12 時間に対し，発電用原子炉を安全に停止し，かつ，

発電用原子炉の停止後に炉心を冷却するための設備が

動作するとともに，原子炉格納容器の健全性を確保す

るための設備が動作することができるよう，これらの

設備の動作に必要な容量を有するロ(3)(ⅰ)a.(i)-①直

流 125V 蓄電池を設ける設計とする。  

設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)a.(i)-①は，設置変更許

可申請書（本文（五号））の

ロ(3)(ⅰ)a.(i)-①と同義で

あり，整合している。  

 

 10.1.1.4 主要設備 

10.1.1.4.4 直流電源設備 

   

 非常用直流電源設備は，第 10.1－3図に示すように，

非常用所内電源系として，直流 125V 4 系統から構成す

る。 

非常用所内電源系の直流 125V 系統は，非常用低圧母

線に接続される充電器 7台，蓄電池 4組等を設ける。こ

れらの 4系統のうち 1系統が故障しても発電用原子炉の

安全性は確保できる。 

また，これらの系統は，多重性及び独立性を確保する

ことにより，共通要因により同時に機能が喪失すること

のない設計とする。直流母線は 125V であり，非常用直

流電源設備 4組の電源の負荷は，工学的安全施設等の制

御装置，電磁弁，バイタル交流母線に給電する静止型無

停電電源装置等である。 

＜中略＞ 

非常用の直流電源設備は，直流 125V4 系統の蓄電

池，充電器，直流 125V 主母線盤等で構成する。これら

の 4系統のうち 1系統が故障しても発電用原子炉の安

全性は確保できる設計とする。また，これらの系統

は，多重性及び独立性を確保することにより，共通要

因により同時に機能が喪失することのない設計とす

る。直流母線は 125V であり，非常用直流電源設備 4組

の電源の負荷は，工学的安全施設等の制御装置，電磁

弁，交流 120V バイタル分電盤に給電するバイタル交流

電源装置等である。 

＜中略＞ 

 

 

 

 

 

 

 

  


